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　グローバル化が進む中、世界経済に大きな影響力を有する日中両国間の交流や協力強化の必要性はます
ます高まっており、特に日中大学間のさらなる連携が重要な役割を果たすことが期待されています。
　「第 2回日中大学フェア＆フォーラム」では、前回に引き続き日中の大学が一堂に会して交流をより一
層深める場を提供します。その際、日本の大学、産業界が近年発展の著しい中国の大学とどのように連携
協力を進めていくかにも注目します。
　近年中国政府は、「科学技術」と「教育」を、国を興すための最重点課題として取り上げ、一貫して科
学技術の振興と教育の拡充を強力に進めてきています。その結果、中国の大学は国の発展の中核となり、
高等教育人材の育成、産業イノベーションの源となっています。日本より地理的には遠い欧米の大学や企
業もこうした状況に注目し、昨今急速かつ戦略的に中国との連携を進めています。日本の大学・産業界に
とっては、さらなる国際化を推し進めることはもとより、中国の大学とはこれまで以上にさまざまな分野・
内容・形態の連携協力を図っていくことが非常に重要になっています。
　上記のような趣旨を踏まえ、本フェア＆フォーラムは、日中の出展大学がブース展示によりそれぞれの
大学交流、研究交流、産学連携、人材交流、留学促進に係る活動を出展、紹介する「フェア」と、日中の
大学、産業界などのトップレベルの方々による講演とパネルディスカッションを行う「フォーラム」から
構成するものとします。

  開催概要
会　　期：フェア　　　平成 23 年 10 月 9 日（日）～ 10 日（月）
　　　　　フォーラム：平成 23 年 10 月 11 日（火）

会　　場：フェア　　　池袋サンシャインシティ
　　　　　フォーラム：大手町サンケイプラザ

主　　催：�独立行政法人科学技術振興機構中国総合研究センター、中国留学服務中心、独立行政法人日本
学術振興会、独立行政法人日本学生支援機構

後　　援：�文部科学省、中華人民共和国教育部、中華人民共和国駐日本大使館、国立大学協会、�
公立大学協会、日本私立大学団体連合会、（社）日本経済団体連合会、日本商工会議所、�
一般財団法人日中経済協会、（独）大学評価・学位授与機構、（独）宇宙航空研究開発機構、�
（独）産業技術総合研究所、（独）理化学研究所、人民日報・人民網、騰訊網（Tensent）、�
（社）日本能率協会、日中産学官交流機構、（財）バイオインダストリー協会

協　　賛：�旭化成グループ、株式会社アールティ、オムロン株式会社、サイエンスツアー株式会社、�
ジャパンローヤルゼリー株式会社、JUKI 株式会社、（財）新技術振興渡辺記念会、�
住友化学株式会社、ソニー株式会社、株式会社丹青社、トヨタ自動車株式会社、�
株式会社日中文化交流センター、日本興亜損害保険株式会社、�
日本ヒューマン・アニマル・ネイチャー・ボンド・ソサエティ、株式会社日立製作所、�
双葉電子工業株式会社、株式会社マクランサ、三菱重工株式会社、株式会社山下設計
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中川　正春　文部科学大臣

　日中両国は、長年にわたり社会、経済、文化面を含めて様々な交流を重ねてきました。

　今日、日本と中国は互いに影響を与えながら、アジアをリードする国家として発展していくことが期待
されています。このため、日中両国間において「戦略的互恵関係」を確立・発展させることが重要であり、
更なる人材交流、知的交流の拡充を通して、これまで培われてきた日中間の信頼関係を一層強固なものと
する必要があると考えます。

　次世代を担う人材の育成は大学の使命です。急速に深化するグローバル化の影響により、アジアを取り
巻く環境が変化する中、日中の大学が担う役割は重く、中国と日本の大学交流を発展させることは、両国
にとって相互理解を深めるのみならず、次世代においてアジア、ひいては世界をリードする人材を共に育
成する上でも意義のあることです。

　このようなことを踏まえ、我が国では、高等教育の国際化の支援、海外大学との単位相互認定の拡充、
外国人留学生の受入れの充実、日中韓 3か国間の大学間交流を拡充するための「キャンパス・アジア」構
想を推進しています。また、第 4期科学技術基本計画では、アジア共通の課題解決に向けた研究開発の推
進のため、アジア諸国との科学技術協力の強化に向けた新たな取組を進めることとされており、その中で
日中間の科学技術協力の一層の強化を図ります。

　今回 2回目となる「日中大学フェア＆フォーラム」を通して、「大学交流」、「産学連携」、「人材交流」
の一層の促進が図られ、日中の大学が、今後のアジア、そして世界の発展をリードする中心的な役割を果
たしていくことを多いに期待して、私のメッセージとさせていただきます。

Message

文部科学大臣からのメッセージ



5

郝　　平　中華人民共和国教育部副部長

　第 2回日中大学フェア＆フォーラム開会にあたりまして、謹んで中華人民共和国教育部を代表し、心よ
りお祝い申し上げます。

　教育分野における国際交流・協力は、教育の進歩と発展を推進する重要なルートです。中日両国は一衣
帯水の隣国であり、両国人民の往来は悠久の歴史があります。中日の教育交流の歴史は、一千年余り前の
隋や唐の時代にさかのぼります。知識経済の時代に、両国の教育関係者はともに新しいチャレンジとチャ
ンスに直面しております。本日は、中日高等教育関係者が一堂に会し、ともに教育発展の方策を検討し、
経験交流を行うことは、両国高等教育の発展に必ず新たな活力を注ぐに違いありません。

　このたびの日中大学フェア＆フォーラムは、国際協力の未来の展望に立脚し、両国大学間の人的交流と
学術交流推進に着眼し、非常に意義深いものであります。ここにて中日両国教育関係者が力を合わせて、
未来の教育発展の戦略をともに探究し、中日の教育協力と交流を新たなステップへと推進することを期待
しております。
　第 2回日中大学フェア＆フォーラムの開催の成功をお祈りいたします。

Message

中華人民共和国教育部副部長からのメッセージ
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中村　道治
　独立行政法人科学技術振興機構理事長

　開会にあたりまして、主催者を代表して、ご挨拶申し上げます。
　近年、地球社会の持続的な発展を受けて、政治、経済、科学技術など、様々な面でのグローバル連携が
重要になっております。とりわけ、未来社会に大きな影響を及ぼす日中両国間の交流と連携が今後ますま
す重要になると考えております。このような背景のもと、昨年 1月に日中大学間の連携を促進するための
プラットフォームの構築を目的として、「第 1回日中大学フェア＆フォーラム」を開催いたしました。
　日中両国政府は、ともに科学技術と教育を、国を興すための最重点課題として取り上げ、一貫して科学
技術の振興と教育の拡充を強力に推進しております。中国では、大学が中国の発展の中核となり、高等教
育人材の育成と産業イノベーションの源となっていることがよく知られています。
　我が国では、第 4期科学技術基本計画がこの 8月にスタートし、震災復興、グリーンイノベーション、
ライフイノベーションなどの課題解決型イノベーションを柱に、産学官が一体となって、大震災からの復
興と新たな成長戦略の実現に取り組んでいるところでございます。
　このような中で開催される今回の「第 2回日中大学フェア＆フォーラム」では、近年発展の著しい中国
の大学と日本の大学、産業界がどのように連携、協力を進めていくかということに注目し、両国の産学連
携を拡大することを狙いとします。とくに中国の大学を中心とした産学連携、および日中間の若い人材の
交流に焦点をあてて、様々な講演やパネルディスカッション、企画イベントを行うこととしました。
　本フェア＆フォーラムの開催にあたり、程永華大使ならびに中川正春文部科学大臣のご臨席をいただき
ましたことに感謝申し上げます。
　また、日中から合計 100 校を超える大学に参加いただいたこと、共催団体をもとより、後援団体、協賛
企業、その他多くの方々にご支援いただいたことにここで改めて御礼申し上げます。
　本イベントが日中両国間の科学技術をベースにしたイノベーションネットワークの強化に貢献すること
を祈念いたしまして、ここに「第 2回日中大学フェア＆フォーラム」の開会を宣言いたします。
　謝謝！

第2回日中大学フェア＆フォーラム開会挨拶
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程　　永華
　中華人民共和国駐日本国特命全権大使

　尊敬する中川正春文部科学大臣、ご来賓の皆さま、ご参会の皆さま、おはようございます。
　このたび、「第 2回日中大学フェア＆フォーラム」が開幕するにあたり、中華人民共和国駐日本国大使
館を代表して、謹んで、熱くお祝いの言葉を申し上げます。中国からいらっしゃいました中国の教育界の
皆さまに心から歓迎を申し上げます。また、日本科学技術振興機構、および関係する主催団体、関係機関
の皆さま、「第 2回日中大学フェア＆フォーラム」のためにいろいろ準備してくださり、心から感謝を申
し上げます。
　中日両国はもとより、一衣帯水の重要な近隣国であります。文化の交流は脈々と長く続いております。
ここ数千年にわたる友好な交流の中で、両国の人民は、互いに学び合い、そして両国の社会発展および人
類の文明の進歩のために、大きな貢献をしてまいりました。とくに中日国交正常化以来、教育、文化、科
学技術交流というのは、新たな高まりを見せており、両国関係の発展の大変重要な一部分となっておりま
す。つまり、人材の育成、相互理解の増進、互いの発展の促進に積極的な役割を発揮しております。
　教育というのは、国の発展の礎であります。現在、世界では、知識というものは、総合的な国力および
国際的な競争力を高めるための決定的な要因となっております。人材は、経済社会の発展を促す戦略的な
リソースでもあります。中国は、教育改革の加速、そして科学技術の推進を戦略決定として、第 12 次 5 ヵ
年計画に盛り込んでおります。さらには、2020 年に向けた「国家中長期科学技術発展計画要綱」および「国
家中長期教育改革と発展計画要綱」に盛り込んでおります。一方、日本政府も「教育振興基本計画」、「科
学技術基本計画」を発表し、本国の教育、科学技術の水準を高めるための方向を示しました。ぜひとも両
国は共通の努力を通じて、新しい世紀の 2つの 10 年目に入ったこのとき、両国の教育・科学技術の交流
と協力が新しい段階に入り、より大きな成果を収めることを希望しております。
　本日、中日双方から 100 ほどの大学の関係者、専門家の皆さまがこうして一堂に会しました。そして、
両国の教育、科学技術の発展の今後 100 年に向けた「百年の大計」について話し合うということで、さら
に中日の戦略的な互恵関係を推進し、東アジア地域の協力を高めるために重要な意義をもっています。必
ずや今回の「日中大学フェア＆フォーラム」の一連のイベントを通じて、両国の大学間の交流が深まり、
双方の産学研の協力が促進され、若い人材の育成が進み、さらに両国人民の友好が深まると私は確信いた
しております。
　最後になりますが、「第 2回日中大学フェア＆フォーラム」の成功を祈り、挨拶に代えさせていただき
ます。
　ご清聴ありがとうございました。

第2回日中大学フェア＆フォーラム開会挨拶





Ⅳ．産学連携シンポジウム



日中大学フェア　産業連携シンポジウムプログラム

日時 内容 大学名・機関名 役職 お名前

第一部

10 月 9 日（日）

10：45 ～ 12：00

開会挨拶 独立行政法人　科学技術振興機構
中国総合研究センター センター長 吉川弘之

来賓挨拶 文部科学省 文部科学大臣 中川正春

特別講演会「中国の躍進における科教興国政策の重要な役割」

中国科学技術部タイマツセンター 副主任 修小平

中国科学院院地合作局 副局長 孫殿義

中国教育部留学服務中心投資処 処長 戴争鳴

第二部　パネルディスカッション「中国の大学における産学連携の取組み」

10 月 9 日（日）

13：30 ～ 15：30

モデレータ 大阪大学 理事・副学長 馬場章夫

パネリスト 華東師範大学 副学長 範軍

東北電力大学 学長 李国慶

大連理工大学 学長補佐 李俊傑

西北工業大学 副学長 翁志黔

コメンテータ 琉球大学 理事・副学長 佐藤良也

第三部　「海外企業の中国進出戦略と大学連携」

10 月 10 日（月）

10：00 ～ 12：15

ゼネラル・エレクトリック（GE）
日本代表 浅倉眞司

グロバールリサーチセンター

シーメンス（Siemens AG）Corporate 
Technology, Chief Technology Office, 
Innovation Strategy

Principal 
Consultant / Peter 

Mertens
Partner

旭化成㈱ CSR 室長 高見澤正

オムロン㈱
執行役員常務

荒尾眞樹
技術本部長

ジャパンローヤルゼリー㈱ 代表取締役会長 山口喜久二

双葉電子工業㈱ 執行役員経営
企画部長 有馬資明

三菱重工業㈱
執行役員

児玉敏雄技術統括本部
副本部長

第四部　「中国のイノベーションを牽引する産学連携の仕組み」

10 月 10 日（月）

13：30 ～ 15：30

蘇州呉中サイエンスパーク管理委員会
科技サービス部 主任 馬立恒

清華大学サイエンスパーク 常務副総裁 李志强

方正株式会社 代表取締役社長 管祥紅

中関村自主ブランドイノベーション発展協会 常務副会長 劉卓軍
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■ 講演者プロフィール

★★★第1部　特別講演会　中国の躍進における科教興国政策の重要な役割

修
シォウ

　　小
シァ

平
ピン

（中国科学技術部タイマツハイテク産業開発センター副主任）

特別講演1

上級エコノミスト
1983 年　北京経済学院を卒業
1976 年～1983 年　中国科学器材輸出入総公司幹部
1983 年～1992 年　国家科学技術委員会人事局副処長、処長
1992 年～2002 年　科学技術部企事業管理センター副主任
2002 年～現在　科学技術部タイマツハイテク産業開発センター副主任

孫
スゥン

　　殿
デェンイ

義（中国科学院院地合作局副局長）

特別講演2

1965 年 8 月 13 日、吉林省生まれ。
1986 年 7 月　吉林大学物理学部で理学学士を取得
1995 年 9 月～ 1996 年 9 月　英ウエストミンスター大学に留学
1999 年 7 月～ 2000 年 7 月　北京大学光華管理学院で高級経理工商管理修士課程
を修了
2009 年 3 月　中国科学院科学技術政策管理科学研究所で管理科学博士を取得
これまでに中国科学院高エネルギー物理研究所助手（研究員）、中国科学院教育局留
学人員処副処長、中国科学院弁公庁宣伝連絡処処長、英ブルネル大学高級客員学者、
中国科学院力学研究所副所長を歴任。
現在は中国科学院院地合作局副局長。

戴
ダイ

　　争
ズン

鳴
ミン

（中国教育部留学服務中心投資処処長）

特別講演3

1957 年 10 月 25 日生まれ。
現在は中国教育部留学服務中心投資処処長。
中国留学人員の帰国後の革新創業支援など、さまざまな形で国に貢献してきた。こ
れまで「中国留学人員帰国創業成果展」や「春暉杯」中国留学人員革新創業コンテ
スト、「教育部留学帰国創業投融資フォーラム」、「中国留学人員創業パーク発展フォー
ラム」の組織・実施、「中国留学人員創業年鑑」の編纂などに携わる。中国留学人員
創業パークインキュベータ視察団および「春暉杯」中国留学人員革新創業コンテス
ト作業部会を何度も組織し、国外で活動を展開している。
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■ 講師プロフィール

第2部　パネルディスカッション

中国の大学における産学連携の取り組み

モ デ レ ー タ：馬場　章夫（大阪大学理事・副学長）
パ ネ リ ス ト：範　　　軍（華東師範大学副学長）
　　　　　　　李　　国慶（東北電力大学学長）
　　　　　　　李　　俊傑（大連理工大学学長補佐）
　　　　　　　翁　　志黔（西北工業大学副学長）
コメンテータ：佐藤　良也（琉球大学理事・副学長）

馬
バ

場
バ

　章
アキ

夫
オ

（大阪大学理事・副学長）

モデレータ

昭和51年3月　大阪大学大学院　工学研究科
石油化学専攻博士課程修了
昭和51年4月　三菱化成工業株式会社勤務
昭和56年8月　大阪大学工学部助手
平成 7年1月　大阪大学工学研究科教授

平成 16 年 4 月　大阪大学教育研究評議員
平成 19 年 4 月　大阪大学先端科学イノベーションセンター長
平成 20 年 4 月　大阪大学工学研究科長・工学部長
平成 20 年 4 月　大阪大学総長補佐（産学連携担当）
平成 23 年 8 月　大阪大学理事・副学長（応用研究・産学連携担当）

李
リ

　　国
グォ

慶
チン

（東北電力大学学長）

パネリスト

東北電力大学学長。天津大学電力
系統およびその自動化専攻の博士
研究生。工学博士、教授、博士生
指導教官。
国家級・省級の科学技術プロジェ

クトを含む様々な科学研究プロジェクト 50 件あま
りを担当。国家科技進歩 2 等賞（1 項目）、省部級科
技進歩賞（6 項目）を受賞。発表論文数は 72 本、EI
収録論文数は48本。国家級教学成果2等賞（1項目）、
省教学成果 1 等賞（2 項目）を受賞。

翁
ウェン

　　志
ズ

黔
チェン

（西北工業大学副学長）

パネリスト

1956 年生まれ、教授。
1978 年西北工業大学のコントロール＆ナビ
ゲーション専攻を卒業
1988 年に同大学航天学院の修士号を取得
1999 年 5 月から 2000 年 6 月の間米国テキ
サス州ヒューストン大学に訪問学者として在
籍

西北工業大学無人機所の副所長、科学技術処の処長、西北工業大学学長
補佐などを歴任した。現在は西北工業大学党委員会の常務委員、副学長
を務めているほか、中国人民解放軍総装備部無人機システム技術専門グ
ループのリーダー、国防科学技術賞航空専門評価・審査委員会エアボー
ン兵器グループのリーダー、中国宇航学会の深空探測技術専門委員会副
主任、陝西省科学技術協会の副主席、陝西航空産業協会副理事長などを
兼任している。

範
ファン

　　　軍
ジュン

（華東師範大学副学長）

パネリスト

1993 年
　華東師範大学法政学部副学部長
1994 年
　華東師範大学人文学院副院長

2001 年　華東師範大学法政学院院長　　
2005 年　新疆師範大学副学長
2008 年　華東師範大学学長補佐
2009 年　華東師範大学副校長に就任

李
リ

　　俊
ジュン

傑
ジェ

（大連理工大学学長補佐）

パネリスト

1992 年　大連理工大学水利構造工
学専攻・工学博士号を取得。
1997 年　教授に昇任。
2001 年　博士生指導教官となる。
2001 年～ 2006 年　大連理工大学
科技処処長。

2006 年 10 月～現在　大連理工大学学長補佐、大連理
工大学産業投資有限公司董事長。大学の科学技術管理と
科学技術成果転化を担当する傍ら、大連理工大学－七賢
嶺国家大学科技パーク管理委員会主任、大連理工大学技
術転移センター主任を務める。

佐
サ

藤
トウ

　良
ヨシ

也
ヤ

（琉球大学理事・副学長）

コメンテータ

新潟大学大学院医学研究科博士課程修了。
医学博士。新潟大学医学部助手、琉球大学
医学部助教授、琉球大学医学部教授を経て
現職。この間、琉球大学医学部附属ラジオ
アイソトープ実験施設長、琉球大学遺伝子
実験センター長、学長特別補佐、研究推進

戦略室長、亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構長などを歴任、平成 20
年から医学部長に併任。
専門分野は感染症、免疫学。長年、ブラジル、タイ、台湾、ラオス
などでの国際医療協力にも参加し、近年は中国雲南省雲南農業大学
との研究交流を推進。国の学術審議会特定研究推進分科会専門委員、
日本学術会議研究連絡委員会委員、日本学術振興会科学研究費委員
会専門委員（第 2 段審査）なども歴任。
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■ 講師プロフィール

第3部　パネルディスカッション

海外企業の中国進出戦略と大学連携
　　　　　　浅倉　眞司（ゼネラル・エレクトリック（GE）グロバールリサーチセンター日本代表）
　　　　　　Peter Mertens
　　　　　　（ シーメンス（Siemens AG）Corporate Technology, Chief Technology Offi  ce, 

Innovation Strategy Principal Consultant/Partner）
　　　　　　高見澤　正（旭化成㈱ CSR 室長）
　　　　　　荒尾　眞樹（オムロン㈱執行役員常務技術本部長）
　　　　　　山口喜久二（ジャパンローヤルゼリー㈱代表取締役会長）
　　　　　　有馬　資明（双葉電子工業㈱執行役員経営企画部長）
　　　　　　児玉　敏雄（三菱重工業㈱執行役員技術統括本部副本部長）

浅
アサ

倉
クラ

　眞
シン

司
ジ

（ゼネラル・エレクトリック（GE）グロバールリサーチセンター日本代表）

講演者

1955 年 8 月 16 日東京生まれ。1981 年早稲田大学大学
院卒。同年石川島播磨重工業株式会社（IHI）入社。航空
エンジン事業部にてジェットエンジンの開発設計に携わ
る。11 年 の IHI 勤 務 の 後、1993 年　GE Power 
Systems 入社営業技術として電力会社を中心に GE 製品
及び技術の紹介し、主にH技術の日本市場への紹介を担当。
1998 年電力部門マーケッティング部長として主に東京電

力様、関西電力様担当。2002 年 6 σの日本リージョンのマスターブラックベルト
（MBB）に就任し、6 σのイニシアチブのリーダーとして 6 σの普及・徹底に努める。
2002 年 MBB 認定。同年 12 月よりアプリケーションエンジニアリング日本担当と
なり、2006 年 12 月からはエナジーアプリケーションエンジニアリングアジアパシ
フィックリージョンリーダーとしてインド・中国を除くすべてのアジアパシフィック
の国におけるエナジービジネスの営業技術を統括。2011 年 2 月 1 日からは GE グロー
バルリサーチセンターの先端テクノロジー・プロジェクト開発担当マナジャーに就任。
3 月 11 日の震災により 4 月 11 日から 8 月 31 日まで臨時にエナジー事業部の産業
部門タスクフォースリーダーを兼務し、8 月 1 日より現職に至る。

Dr. P
ペ ー タ ー

eter M
メ ル テ ン ス

ertens
（Siemens Corporate Technology Offi  ce）

講演者

Peter Mertens received his professional education in 
Bonn, Germany (Master in Physics) and Marburg, 
Germany (PhD in Physics).
Since 1991, he has been working for Siemens 
branches covering technology, energy, and 
transportation systems in Germany, the USA, and 
Japan. He has gathered experience in leading 

positions in R & D, engineering, manufacturing, product management, and strategy.
From 2005 to 2009, he headed the Siemens Japan Corporate Technology 
Office in Tokyo. During this time, among other responsibilities, he restarted 
Siemens university cooperations in Japan, and, together with the German 
Chamber of Commerce in Japan, initiated the “German Innovation Award”. He 
also lectured on innovation strategy as a specially assigned professor in the 
international SIMOT program at Tokyo Institute of Technology.
Dr. Mertens is currently based in Munich, Germany, as principal consultant and 
partner for innovation strategy in the Chief Technology Offi  ce of Siemens.

高
タカ

見
ミ

澤
ザワ

　正
タダシ

（旭化成株式会社 CSR 室長）

講演者

1982 年 4 月旭化成に入社、住宅事業部（現旭化成
ホームズ）にて営業・総務・広報を担当
1999 年本社総務部広報室課長
2004 年 1 月日本商工会議所出向
2007 年 11 月総務部 CSR 室長
2009 年 8 月からリスク対策室長も兼務、現在に至る。

荒
アラ

尾
オ

　眞
マサ

樹
キ

（オムロン株式会社 執行役員常務 技術本部長）

講演者

1977 年 4 月　立石電機株式会社（現オムロン株式
会社）入社
1996 年 3 月　同社新事業開発センタファジィ推進
室長に就任
2002 年 6 月　同社技術本部 IT 研究所長に就任

2006 年 6 月　オムロンソフトウェア株式会社代表取締役社長に就任
2008 年 3 月　オムロンフィールドエンジニアリング株式会社代表取締役社
長に就任
2010 年 3 月　同社ソーシアルシステムズ・ソリューション＆サービス・ビ
ジネスカンパニー社長に就任
2011 年 3 月　同社技術本部長に就任、現在に至る

有
アリ

馬
マ

　資
モト

明
アキ

（双葉電子工業株式会社 執行役員 経営企画部長）

講演者

昭和 35 年 12 月 17 日生まれ
昭和 59 年 3 月　双葉電子工業株式会社入社
平成 14 年 10 月　電子管事業部営業グループ第三
営業ユニットリーダー
平成 19 年 10 月　フタバコーポレーションオブア
メリカ社長

平成 21 年 10 月　経営企画部事業戦略グループマネージャー
平成 23 年 6 月　執行役員経営企画部長
現在に至る

講演者

1943 年生まれ。
1968 年　世界初ローヤルゼリー腸溶粒を開発。
1969 年　ジャパンローヤルゼリー株式会社設立
1998 年　財団法人日本健康・栄養食品協会常任理事
2000 年　雲南農業大学蜂学部客員教授
2003 年　中国養蜂学会名誉顧問

2003 年　雲南農業大学蜂学部修士指導教授
2004 年　中国蜂産品協会顧問
2008 年　財団法人日本健康・栄養食品協会副理事長

山
ヤマ

口
グチ

　喜
キ

久
ク

二
ジ

（ジャパンローヤルゼリー株式会社 代表取締役会長）

講演者

昭和 51 年 4 月 1 日　三菱重工業株式会社入社
平成 17 年 1 月 6 日　三菱重工業株式会社技術本
部高砂研究所長
平成 18 年 4 月 1 日　同社技術本部広島研究所長
平成 19 年 4 月 1 日　同社技術本部副本部長兼広
島研究所長

平成 20 年 4 月 1 日　同社技術本部副本部長
平成 21 年 4 月 1 日　同社執行役員、技術本部副本部長
平成 23 年 4 月 1 日　同社執行役員、技術統括本部副本部長（現職）

児
コ

玉
ダマ

　敏
トシ

雄
オ

（三菱重工株式会社 執行役員 技術統括本部副本部長）
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■ 講師プロフィール

第4部　パネルディスカッション

中国のイノベーションを牽引する産学連携の仕組み

講演者：馬　　立恒（蘇州呉中サイエンスパーク管理委員会科技サービス部主任）
　　　　李　　志强（清華大学サイエンスパーク常務副総裁、清華啓迪ホールディングス COO）
　　　　管　　祥紅（方正株式会社代表取締役社長）
　　　　劉　　卓軍（中関村自主ブランド革新発展協会常務副会長）

劉
リォウ

　　卓
ズォウ

軍
ジュン

（中関村自主ブランド革新発展協会常務副会長）

講演者

中国科学院数学与系統科学研究院
研究員。システムセキュリティ・
リスクマネジメント関連の研究に
従事する。北京市中関村科技パー
ク管理委員会前副主任。現在は中

関村自主ブランド革新発展協会の常務副会長、中国
全 国 リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト 標 準 化 技 術 委 員 会

（TC/310）の副主任委員を兼任。

李
リ

　　志
ズ

强
チァン

（清華大学サイエンスパーク常務副総裁、
清華啓迪ホールディングス COO）

講演者

1962 年生まれ。1985 年、清華
大学を卒業。清華大学教授、清華
サイエンスパーク発展センター副
主任、清華啓迪ホールディングス

COO（最高執行責任者）。
これまでに中国のメインボード上場企業「清華紫光」
の CEO（最高経営責任者）を務め、中国のシリコン
バレー「中関村」の優秀企業家に選ばれる。中国 IT
産業界の年度経済人。1994 年、清華サイエンスパー
クの創設に参加し、パークの建設と管理に携わる。
中国の大学科学技術パークの建設や発展について造
詣が深く、実践面でも豊富なノウハウを持つ。

管
カン

　　祥
ショウ

紅
コウ

（方正株式会社代表取締役社長）

講演者

北京大学をルーツとする方正集団
の日本市場開拓の為、96 年日本
に方正㈱設立。現在蘇州・北京等
含む計 2500 名の方正国際グルー
プに成長。「常により早くより先

進的より高い価値」をモットーに印刷出版・流通・
新聞業界から始め現在は IT に関わるシステムの全ラ
イフサイクルをカバーし東アジアの ITO・BPO 事業
のトップ企業を目指す。

馬
マ

　　立
リ

恒
ヘェン

（蘇州呉中サイエンスパーク管理委員会　
科技サービス部主任）

講演者

1999 年 9 月 ～ 2003 年 7 月　
蘇州大学化学化工学院化学工学・
技術学部
2003 年 8 月 ～ 2008 年 6 月　

蘇州呉中経済開発区企業誘致局投資サービスセン
ター主任
2008 年～現在　蘇州呉中サイエンスパーク管理委
員会科技サービス部主任
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　第 2 回日中大学フェア＆フォーラムの産学連携
シンポジウムの開催にあたりまして、一言ご挨拶
を申し上げます。多くの大学の参加を得て、中国、
日本を合わせると 100 以上になると思いますが、
そして多くの企業の協力も得まして、大変盛大に
開催されたこと、主催者を代表しまして感謝した
いと思います。
　国際協力の必要性は、今さら私が主張すること
もありませんが、現在の世界は大変難しい状況を
迎えております。地球温暖化をはじめとして、地
域における災害の発生、資源の不足、水問題、そ
して金融の仕組みの大失敗というようなこともあ
りまして、しかもそのような中で、多くの国が高
齢化であるとか、貧富の差の拡大、失業といった、
固有の問題を抱えているということが言えます。
　ただ、そのような中で、私が注目していること
は、かつて発展途上国と言われた国が急速に発展
して、生活水準を押し上げながら、さらに科学技
術の振興にも力を入れており、今申し上げました
ような多くの困難な課題を、国際協力の基に解決
していく見通しが次第に明るくなってきたのでは
なかろうかと考えております。
　その中で、特に中国の発展、これは目を見張る
ものがあります。単に GDP が急速に上昇してい
るのみならず、その進展が、実は本来非常に重要
な科学技術の基礎研究の振興により、その知識に
基づいて産業を発展・向上させる仕組みが非常に
上手にできている。すなわち、大学から企業への
技術の流れ、産学の協力が、本当にうまくいって
いる 1 つの典型的な例を示しているように思いま
す。このことは世界からも大変注目されている。
　一方、日本ですが、日本も高度経済成長を戦後
遂げてきました。その中で、大変層の厚い基礎研
究が、国家戦略である科学技術基本計画の下に進
められておりますし、また、基礎的知識を使って

世界に輸出可能な多くの産業製品を創り出してき
て、そういうノウハウが日本にはたくさん蓄積さ
れています。しかし、残念なことに、日本は高齢
化を迎え、出生率も下がり、競争力も下がったの
だと最近よく言われているわけで、これをどうす
るのか。ポテンシャルはまだ日本にはあるわけで、
それをどういう形で発展させていくのかというの
が日本の課題であるかと思います。
　この日本の課題は、かつて先進工業国といわれ
た国々は、その多くが大変似た構造を持っており
ます。北米、欧州、そしてアジアの先進国は、新
興工業国といわれる国々が科学技術をもとにして
急速に発展してくるという、そういう世界的な大
きな流れの中で、いわば古い国々も姿を変えてい
かなければならないのです。しかし、その姿を変
えることに、必ずしもついていけない。世界の進
歩に対して古い社会・国々が変化を遂げていけな
い。別の言い方をすれば、変化のためのコストが、
いわば成熟国家では非常に高くなってしまったと
いうことがございます。
　このように、これは 1 つのいわゆる先進国の問
題なのですが、これをどのように解決するかとい
うことでありまして、これは国際協力しかないだ
ろうと思います。1 国だけでは解決できないとい
うことが、世界のどの国でも言われており、こう
いう意味で、欧米をはじめとした国々から、中国

開会挨拶

独立行政法人科学技術振興機構中国総合研究センター長　吉川　弘之
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との連携が非常に大きな関心を集め、期待される
状況になっていると思います。
　もちろん日本もその例に漏れず、多くの産業に
おいて中国と連携をしておりますし、また、大学
も中国に進出し、あるいは日本の大学に中国の留
学生がたくさん来るなど交流は非常に盛んです。
しかし、その中で産学連携という点が、まだかな
り不十分なのではないかと私どもは考えていま
す。
　そういうことで、いわば国を超えた産学連携、
実はこのことは、必ずしも過去においてもうまく
いった例はあまりないのです。大学と産業が連携
するのは国内で行われることが多いのですけれど
も、これは国を超えて産学連携を行うことになり
ます。すなわち中国の企業と日本の大学、あるい
は日本の企業と中国の大学、いわばたすきがけの
交流がこれから非常に期待されるわけで、それこ

そ今人類が抱えている諸問題を解決する 1 つの有
効な手段ではなかろうかと思っています。
　また、このような中で、アジアにおいて中国と
日本が協力して、様々な問題、とくに地球温暖化
等の地球的規模の課題をも解決していかなければ
ならないと思います。中国と日本が協力すること
によって、初めて大きな貢献ができるだろうと私
は思いますし、また、本日のようなシンポジウム
や日中大学フェアを拝見していますと、そういう
ことの実質的な動きが既に始まっているなと感じ
ます。
　最後になりますが、この第 2 回日中大学フェア
＆フォーラムを通じて、中国と日本の協力がさら
に進むことを心から祈念いたしまして、私のご挨
拶とさせていただきます。どうも有難うありがと
うございました。
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　文部科学大臣の中川正春でございます。日中大
学フェア＆フォーラム、第 2 回目を今日は迎えま
したが、1 回目のときも、私、参加をさせていた
だいたのですけれども、この回を増すごとにさら
に参加が多くなって、今日は 53 の大学が中国か
らご参加をいただいたようですが、ますますこの
会が充実して発展をしていること、ほんとうに心
からお喜びを申し上げたいと思います。関係者の
皆さんに感謝を申し上げたいと思います。
　また、この 3 月に大災害を日本は経験をしまし
て、その過程の中で、中国の皆さんには非常にご
心配をいただき、ご協力をいただきました。さま
ざまな形でご支援をいただいたこと、改めて心か
ら感謝を申し上げたいと思います。そうした協力
の中で、また新しい絆が生まれて、次の日中の友
好という意味からすると、次のステージへ向いて
つないでいくきっかけになっていくということ、
こんなことも期待しながら、これからも日本とし
ても頑張っていきたいと思っております。
　考えてみますと、先ほどお話があったように、
日本が元気がないと言われていますが、実は私は、
ほんとうは違うのではないかという思いでいっぱ
いなのです。昔は、1960 年代から 70 年にかけて
の高度成長時代というのは、日本は経済発展を目
指して生きていました。日本というと経済大国、
奇跡だということで、世界から評価をされてきた
のだと思います。それを支えていたのは教育、い
わゆる人材をつくっていくという教育ということ
と、科学技術、これをアメリカやヨーロッパで発
展した科学技術を日本の中に精いっぱい取り込ん
で、それを発展させていくという、そのたゆまざ
る努力というのが日本の高度成長を支えていたの
だと思うのです。
　それが、だんだん日本も成熟してきまして、ヨー
ロッパや、あるいはアメリカの後に続く、あるい

はそれをまねをしていくということだけでは日本
の将来をつくることができない。これだけ高度に
発展した世界のグローバルな流れの中で、日本も
いつのまにか日本自身が自分で新しいフロンティ
アを開発していくという、そういう課題に今、直
面しているのだと思いますし、またその実力が日
本の中に育ってきた。皆さんの努力の中で出てき
たのだと思います。
　そういう局面であるだけに、みんなちょっと
迷っているのです。迷っている中で政治も、そし
てその中に生きている人たちも自信を持って、こ
こでしっかりと次のステージに向いてこの日本を
引っ張っていくということが必要なのだと思いま
す。
　そのような状況の中で、実は私たち政権も、私
たちの思いも、もう一度アジアを見つめてみよう、
アジアの中に日本もしっかり位置づけていこうと
いう思いがあります。アジアを 1 つにしていって、
ちょうど今中国は、そのアジアの中でも昔の日本
のように奇跡的な経済発展をして、国力が大きく
なって、強い中国に今形づくられてきているわけ
ですけれども、その中国と協力をしながら、アジ
アの中で一緒に生きていこうということ、これが
1 つの日本の政策の大きな軸になってきておりま
す。
　そんな中で、このキャンパスアジア、アジアの

来賓挨拶

文部科学大臣　中川　正春
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それぞれの大学が共同の単位の互換性を持たせ
て、具体的に留学生がどんどん交流できるような
環境をつくっていこうということ、このような具
体的な政策から始まりまして、東アジアの共同研
究機構というものをつくっていきたいという構想
を、もう 1 つ掲げています。これはそれぞれの国
が共通した課題、これをしっかり見つけ出して、
そこから研究者が集まって共同研究機構をつくっ
ていく。最終的にはそれをファンディングする母
体というものも、それぞれの国が出し合っていこ
うではないかということ、こういう構想をもう 1
つ進めています。
　さらに、先ほどお話があったように、研究自体
はそれぞれでやっていくわけですが、研究者とい
うのは論文を書いたら、それで私の研究は完成し
たという人が多いのですけれども、それをイノ
ベーションに結びつけて、産業の革新、ビジネス
モデルにつくり上げていく、そこの架け橋という
のがなかなかできていない。どの国もなかなか難
しい。先ほどご指摘のとおりです。これは死の谷
というのですが、これに対して、この死の谷に橋
を架けていく、明日に架ける橋というビジョンが
あります。これは私が名づけたのですが、私の年
代というのはサイモンとガーファンクルの明日に
架ける橋なのですけれども、そういう構想で民間
の資金を引っ張り込んで、そしてまた国にある資
金を引っ張り込んでリスクを低減しながらそれで
イノベーションを引っ張っていくという、そうい
う構想を、これもぜひ国際的に広めていきたいと
思っております。

　文部科学省の中でそのような具体的な政策立案
をして、皆さんと一緒に頑張っていきたいと思っ
ており、また、今日のように日中の大学の交流と、
それから民間の企業の皆さんがこの構想に参加を
していただくきっかけをつくっていただく、こう
いう提案をどんどんあちこちでやらせていただい
て、ますますの交流が深まることを心からお祈り
をし、また応援をしていきたいと思います。
　最後に、中国から学生の皆さん、たくさんこち
らへ来ていただいていて、大活躍というか、もの
すごく熱心に勉強して優秀な人が多いです。それ
に私は感動しています。逆に、私たちが今しなけ
ればいけないのは、日本の学生を中国に送らなけ
ればいけないのです。これを手伝ってください。
日本の学生というのは非常に満足している部分が
あって、鍛え方が足りないという意見もあるので
すが、それだけではない、私たちも改革しなけれ
ばいけない。いろいろな社会の仕組みの中で、中
国に行ったということが自分のキャリアの中でプ
ラスになってくるような社会構造をつくらないと
いけないと思うのですが、そこのところも私は最
大の課題だと思っています。そのようなことも、
今日お集まりの皆さんに一緒に考えていただい
て、一緒に仕組みをつくっていただいて、新しい
日中関係がこのアジアの基軸になっていくという
こと、こんなことを実現していくために頑張って
いきたいと思います。どうぞよろしくお願いをし
ます。
　ありがとうございました。
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　ご来賓の皆様、ご在席の皆様、おはようござい
ます。今日は、こうしてこのフォーラムに出席す
ることができて、うれしく思います。まず中国科
学技術部タイマツセンターを代表いたしまして、
この第 2 回目の中日大学フェア＆フォーラムの開
催に心からお祝いを申し上げます。そして、主催
者であります日本科学技術振興機構からお招きを
いただきましたことにも感謝いたします。このよ
うによい交流と協力の機会を与えていただきまし
た。そして、日本側の各関係大学や機関と交流す
ることで、中日双方の産学研の交流や協力につい
ても大きな発展があると思います。
　それでは、中国がタイマツ計画というものを実
施しておりますが、それを通じて新しい環境を創
設したり、ハイテク産業の発展をする上でとって
いる政策、そして成果について申し上げます。今
日のテーマにそぐう形で、私たちが最近こういっ
た人材の育成やインキュベーターで新しい企業を
育てるというところで、どのような実践をしてい
るかということについてもご紹介します。
　中国のタイマツ計画は、世界の新しい技術革命
の波の影響のもとで、中国の改革開放という大き
な背景のもとで、1988 年の 8 月に中国国務院の
承認を得て実施されたものです。これはハイテク
産業の発展を目指す指導的な計画です。この計画
は科学技術・教育立国戦略の重要な一部分であり
ます。これによって科学技術、研究開発の強みや
潜在力を掘り起こそうというものです。市場に目
を向けてハイテク成果の実用化を行い、そしてそ
の産業化を行い、ハイテクの国際化を行おうとい
うものであります。
　20 年にわたり、この計画は国情に合わせて開
かれた視野で絶えず学び、また世界のハイテク産
業の経験を学んできました。そしてハイテクパー
クやインキュベーター、そしてイノベーション基

金や技術市場、そしてベンチャーキャピタルと
いったさまざまなツールを使いまして、我が国に
おけるハイテク産業化発展のシステムや政策の体
系をつくってきました。そして真新しいハイテク
産業化の環境を整えてきたのです。これまでに私
どもは全国に 88 の国家ハイテクパーク、266 の
タイマツ計画特色産業基地、34 のタイマツ計画
ソフトウエア基地、58 の科学技術貿易技術革新
基地を創設しています。また、900 近くの科学技
術企業インキュベーター、86 の国家大学サイエ
ンスパーク、2,000 余りの生産力促進センター、
そして 202 の国家技術移転モデル機構と 2,000 社
余りの技術市場経営管理機構などがありまして、
ハイテク産業のためのサービスを行っておりま
す。そして 31 の省や直轄市にイノベーション基
金がありますし、また 10 の地方にはベンチャー
基金もあります。
　こうした産業化の組織やツールをつくりまし
て、タイマツ計画は研究開発から実用化、そして
企業のインキュベーター、そして規模を備えるス
ケール化、そういったさまざまな面でサービスや
支援を行っております。そしてハイテク産業と
サービス業がともに共生する産業の環境を構築
し、そして人材や技術、資本といった産業化を促
す要素および資源の配置や立地の合理化を進めて
おります。そして我が国のハイテク産業化政策と

特別講演1「タイマツ計画でハイテク産業の発展を」
第1部

中国科学技術部　タイマツハイテク産業開発センター副主任　修　　小平
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制度のさらなる整備にも力を尽くしています。タ
イマツ計画の実施に当たり、国は 1989 年にタイ
マツセンターを設立しました。職員は現在 200 人
おり、下に計 18 の部署、5 の協会が設けられ、
機関紙（誌）も発行しております。タイマツ計画
の具体化が主な役目です。
　それでは今日の会議の主な部分といたしまし
て、私どものセンターがどういったことをしてい
るかということについてご紹介したいと思いま
す。
　まず第 1 に、いろいろな基地をつくっています。
そして産業クラスターとかイノベーションのクラ
スターをつくっています。このタイマツ計画には、
1988 年 5 月に国務院が承認をいたしました、最
初の国家ハイテク区であります中関村サイエンス
パークなどがあります。こういったサイエンス
パークが今では 88 カ所あり、主には知識集約型、
そして工業基盤のいい中心都市、そして対外開放
の進んだ沿海都市、そして軍需企業が密集した旧
来の工業基地などに、その地方の強みを生かした
戦略的な立地というのを行ってきました。そして
サイエンスパーク構築における各国のノウハウも
参考にしながら、ハイテク区というクラスターの
導入にこぎつけたわけです。
　しかし、私どもの形は非営利団体という形では
ありません。これは中国の実情にも合わせまして、
国が主導し、地方政府が管理し、そして具体的に
は土地や政策といったものを政府が出す形で、産
学研が連携しておりまして、共に発展をしており
ます。そして一部分でイノベーションの環境をつ
くることによって、産業の高度化やいろいろな産
業の転換を図っていくということで、こういった
措置というのは重要な役割を果たしております。
　20 年の発展を経まして、国家ハイテクパーク
は今、中国の経済発展の大変重要な力となってお
ります。そして地域の経済成長を促す、支える重
要な力となっておりますし、また中国のイノベー
ション活動の重要な基地で、企業の発祥地、そし
てハイテク人材の集積地ともなっています。
　ここでは幾つかの数字も用意したのですけれど
も、時間の関係で割愛をさせていただきます。パ
ワーポイントの資料にあるので、これは別途ご覧
いただければ幸いです。

　2010 年国家ハイテクパーク内の企業より投入
された科学技術活動経費が増長し、3,440.5 億元
でありました。ハイテクパークにはさまざまな大
学 339 校、研究所が 772、企業の技術移転センター
が 2,792、ポスドクワークステーションが 473、
そして国家エンジニアリングテクノロジーセン
ターが 252 といった具合で集積しております。
　そして国家ハイテクパークでありますが、科学
技術のイノベーション、そして産業化のために大
変よい環境を整備しております。このため中国の
自前のイノベーション製品、そしてハイテク企業
の発祥の地、揺りかごとも言われております。高
性能のコンピューターや衛星のナビゲーションな
どをさまざまな戦略的な意義のある成果をおさめ
て い ま す。 中 国 の HUAWEI や ZTE、lenovo、
Baidu、SUNTECH、アリババ、東訊などといっ
たコアコンピタンスを有する企業が、今や海外に
も進出し国際競争を展開しております。
　こうしたハイテク区を整備すると同時に、この
タイマツ計画の特色のある産業基地もつくってお
ります。そしてさまざまな基地をつくりまして、
一連の影響力のある新しい産業のクラスターをつ
くっております。そして産業構造の調整や高度化
を図りまして、新しい産業の集積発展というもの
を促しております。コンピューターや情報サービ
ス、そして集積回路、通信、エレクトロニクス、
光ファイバーやレーザー設備、そして太陽光発電、
新エネルギーなどの分野では、かなりの市場シェ
アを占めるにも至っております。内外で影響力の
ある、また競争力のある産業クラスターを形成す
るに至っております。新エネルギーや省エネ環境
保全、そして電気自動車、バイオ、医薬、情報産
業など新興産業も、こうしたハイテク区で芽を出
し、そして発展をしております。また、国のハイ
テク区では、選択的な新興産業というのが今大変
盛んに行われております。
　第 2 に、インキュベーターも強化しております。
そしてイノベーションの環境を最適化していま
す。こういったものは国のイノベーション体系の
重要な部分でありまして、科学技術企業のイノ
ベーションをもって、科学技術の実用化を図り、
そしてハイテク企業をさらに育成するということ
を目標としております。
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　インキュベーター企業にはさまざまなサービス
や支援を行っております。例えば教員による指導
であるとか金融サービス、管理に関するコンサル
ティング、プロジェクトの推進、技術支援、人的
資源の管理、市場でのマーケティングなどを行っ
ております。今はこういった科学技術系のイン
キュベーターは 896 社になりまして、企業の数と
しましては5万6,382社、成功した企業は3万6,372
社であります。こうしたイノベーションに携わっ
た、ベンチャーに携わった人は 117 万人余りあり
ます。大学がつくった企業は 5,871 社、留学経験
者の企業が 7,677 社、そして留学した帰国者を呼
び寄せた人数といたしましては 1 万 6,000 人余り
になります。特に経済が発達し、科学技術のリソー
スの豊かなところには、基本的に科学技術企業の
インキュベーターをつくっております。
　そして全国の科学技術のベンチャー、そしてこ
ういったベンチャー企業の集積効果というのを上
げています。そしてさらに高度な人材を吸収し、
戦略的な新興産業を発展させ、地域のイノベー
ションの能力、そして経済の進歩を推進するため
に大変重要な役割を果たしております。
　全国的にこのようにインキュベーターが進んで
おります。そして新たな発展の方向もあらわれて
います。特に専門的なインキュベーター、さらに
は大学サイエンスパーク、留学人員創業園などが
あります。全国では今、国の大学系のサイエンス
パークが 86 あります。インキュベーター企業は、
今年現在で 6,617 社あります。成功した企業は
4,364 社です。
　また、留学人員創業園でありますけれども、こ
れは大変重要な部分でもありまして、十数年の発
展を経ておりますが、海外からハイレベルの人材
を吸収または育成する主な場となっております。
近年このようなものが大変急速に発展をしており
まして、全国では各種留学人員創業園が 159 カ所
あります。そしてほとんどのこういったパークの
科学技術系の企業インキュベーターを中心といた
しまして、企業が 8,000 社以上進出しております。
2 万人余りの留学経験者が、こうしたところで創
業したり、あるいは就職をしております。
　また、国のこういった大学生の創業や就職を推
進するという戦略に基づきまして、我がセンター

は 2007 年から大学生の創業や就職を支援する政
策を出しております。2010 年には最初に 149 の
インキュベーターが、大学生の科学技術の創業の
ための実験的な研修基地として指定されました。
そしてここではインキュベーターを基地として、
大学生の科学技術による創業や就職といったユ
ニークなモデルがありまして、大変いい成果をお
さめております。
　特にこうした大学生による創業の特徴に合わせ
まして、創業育成、企業でのインターン、シミュ
レーション創業、登録といった 4 段階にわたるモ
デルというのがあります。そして多くの地方政府
もこれに協力をいたしまして、さまざまな関連の
政策を打ち出しております。例えば中国の杭州市
ですけれども、「大学生ベンチャーパークの建設
管理に関する若干の意見」という文書で出しまし
て、さらには創業投資資金管理規定も出しており
ます。
　そして「インキュベーターをキャンパスに、大
学生をインキュベーターに」をキャッチフレーズ
にしながら大学生を支援しております。そして杭
州市では創業投資誘導基金ができました。これら
には 10 億元の資本が注入されます。一方、上海
の楊浦ベンチャーセンターでは、1,600 平方メー
トルの場所に大学生が創業前の段階でゼロコス
ト、つまりコストなくして創業できるという環境
を整備しております。
　また、ここには全国で最初のインキュベーター
が発起した小口融資会社もできまして、35 の大
学生の創業企業に資金を提供しております。
　このように、世界的に今、このようなイノベー
ションというものが進んでおりますけれども、中
国のインキュベーションもお互いにオフィスを持
ち合ったり、共用したり、マッチングなどをする
という形で他国の企業と協力を行い始めていま
す。例えば上海の国際企業インキュベーターは、
既にフランスのモンペリエ大学とインキュベー
ターとマッチング、協力を行っております。また、
武漢の東湖のインキュベーターでは、ベルギーの
ワロン州の科学技術パークともそれぞれ無料で創
業のスペースを提供するという提携をしていま
す。
　3 番目ですが、企業の技術革新を誘導しまして、
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自主的な技術革新能力を強めております。我々は
政府の資金や政策をもとに、科学技術型の企業、
中小企業の創業や発展の中で資金難があるとした
ら、その問題を解決するべく努力をしております。
国際的な経験を踏まえまして、1999 年に国務院
の認可のもとで科学技術中小企業技術革新基金と
いうのができました。これは政府の特別基金であ
りまして、無償資金援助や、あるいは利息割引や
資本の投入といった 3 つの方法で、技術型の中小
企業の技術革新を支援しようというものでありま
す。そしてその成果を実用化しまして、中国の特
色のある科学技術型の中小企業を育成する。そし
てハイテク技術の産業化を進めようというものが
目的となっております。2010 年末現在、中央の
財政でこういった技術革新基金に投入された資金
は 140 億元余りでありまして、2 万社余りの中小
の科学技術企業が 37 の地方にできました。かな
り資金を得まして、37 の地方基金もできました
し、また、その他の社会的な資金も、500 億元余
りがこういった企業に投入されました。
　このようなさまざまなルートによる中小企業の
技術革新を支援するルートや局面というのができ
ております。今 85％の技術というのは、企業の
実習技術でありまして、このように今、企業は大
変急速に成長しております。81％のプロジェクト
というのは、企業の資産規模がかなり成長してい
るということがわかります。
　また 2007 年には、科学技術部の財政部が科学
技術型中小企業創業投資誘導基金管理暫定規定と
いうのを出しました。これは国家レベルの創業投
資誘導基金が正式に成立したことを示すものであ
りまして、このような早期の投資行動や、あるい
は科学技術型の中小企業に直接融資をするルート
となっております。そして政府の財政資金がレバ
レッジの役割を果たしまして、社会の資金をも吸
収しております。この趣旨に基づきまして、多く
の社会的な資金が、まだ初期段階にある中小企業
の科学技術型の企業に投資をするようになりまし
て、中小企業の資金難を解決しております。
　また政府の資金と市場の資金がうまくマッチン
グする形で、科学技術と金融がきちんと結びつく
新たなモデルを築いております。これまでに誘導
基金は財政資金としましては 11.59 億元が投じら

れました。このようなベンチャー機関を支援する
機関としましては 179 あります。そして 354 の初
期段階の科学技術型の中小企業に直接資金援助を
行いました。
　これらの企業はこうした投資機関の 10.82 億元
の資本金の投入を得まして、1,062 社の初期段階
の科学技術型の中小企業は 46.86 億元の資本に関
するリスク補助というものが得られるものとなり
ます。また、6.59 億元で 26 の重点的な科学技術
中小企業にも資本参加がなされております。
　このような資本の注入額は 41.39 億元になりま
す。国の誘導基金の設立によりまして、地方もさ
まざまな特色のある誘導基金をつくっておりま
す。ラフな統計でありますが、地方での誘導基金
は 80 ありまして、規模としましては 260 億元を
超えるものとなっています。
　4 番目に、技術移転の推進をし、その成果の実
用化を図るということであります。85 年の 3 月
には改革を推進するために、大々的に科学技術成
果の普及や、あるいは経済との密接な結合という
ことをうたい上げました。共産党中央も、科学技
術体制改革の決定をしまして、そして技術の成果
の商品化、技術市場の改革ということを打ち出し
ました。そしてその年には技術移転の暫定規定が
できました。そして技術市場の発展と関連のある
法律や条例ができまして、国は相次いで技術契約
法や科学技術振興法といった一連の法律、法規を
立法いたしました。こうして技術市場などの要素
市場の発展を促し、科学技術の成果の商品化を図
りました。
　タイマツセンターは、こういった全国の技術市
場の発展計画を担当する機関でありまして、政策
制定や管理システムの整備の重要な部門としまし
て、大変重要な役割を果たしております。
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　2007 年科学技術部、教育部、中国科学技術院は、
国家技術移転促進アクションプランというのを出
しまして、技術、人材、資本、この 3 つを、その
知識の流れや技術の移転とともに加速していこう
ということを打ち出しました。そして、今や技術
市場は法律の体系も整い、政策の体制もあります
し、また管理やサービスの体制の枠組みというの
は基本的にできています。今、中国の技術市場管
理機関は 1,500 あります。そして契約認定登録機
関が 800 余りあります。そして常設の技術取引市
場が 335、技術財産権取引機関が 40 あります。
また各種技術取引機関が 2 万余りあります。また
2010 年には技術市場との技術契約締結という形
で、23 万ほどの契約が成約いたしました。金額
にしますと 3,906 億元であります。
　このように 20 年余りの発展を通して、国のイ
ノベーション体系の重要な部分として技術市場は
大変重要なルートとなっております。これは科学
技術の成果の商品化と産業化の重要なルートとし
ての役割を発揮しています。
　そして 5 番目ですが、積極的に交流や協力を拡
大しまして、国際化も進めています。私どもタイ
マツセンターは、以上述べましたようなことをし
ておりますが、それ以外にもハイテク産業と外国
の同業との交流、協力というものにも大変力を入
れております。ハイテク産業を国際化しようとい
う歴史的な重責を担っております。特に近年は外
国の政府、企業、そして機関との協力を強化しな
がら、10 余りの国、20 余りの機関、またいろい
ろな国際機関などとも長期的な連携関係を持って
います。国際企業のインキュベーターや国際技術
移転機関の整備というのを一緒にやりまして、国

際化の支援を行えるようなプラットフォームをつ
くっております。そして国際市場に中国の企業も
競争とか協力ができるような場というのを築いて
おります。
　私どもタイマツセンターは、上場ハイテク企業
やイノベーションのサービス企業を海外に送り込
みまして、国際的な科学技術展覧会に出展をした
り、あるいは国際フォーラムに参加したり、交流
や技術説明会、いろいろなマッチングといったよ
うなイベントをしております。特にアフリカなど
にも研修のための支援をしております。イノベー
ション機関やハイテク企業の国際交流のためにプ
ラットフォームをつくり、そしてタイマツ計画の
国際化を推進しております。
　今日は時間が大変タイトでありますので、この
程度の紹介しかできませんけれども、最後になり
ますが、改めて申し上げたいことがあります。今、
経済のグローバリゼーションが進んでおります
が、国際交流と協力を拡大し、そして国籍をまた
いだ技術イノベーションというのを行うのは、多
くの国にとって重要な戦略的な選択になっており
ます。
　我々は、日本を含む国々とも交流と協力を強化
したいと思います。そしてお互いにウイン・ウイ
ンの関係をつくりたいと思います。これは今後私
どもタイマツセンターの重視点でもあります。ほ
んとうに我々は今日のような交流を通じまして、
お互いの理解を深め、そして協力の関係を深めな
がら、中日両国の科学技術、技術革新の分野での
進歩と発展を促したいと思います。そして両国人
民により多くのメリットをもたらしたいと思いま
す。
　ご清聴ありがとうございました。
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　ご来賓の皆様、おはようございます。今回の
フォーラムの事務局の設定により、施尓畏副院長
の依頼により、私は中国科学院を代表しまして、
中国の市場経済の環境のもとでいかに科学技術と
経済を融合させていくか、中国科学院の 1 つの科
学研究機構としての実践と模索について皆様にご
紹介させていただきます。
　先ほど吉川さん、そして中川大臣がお話しされ
たように、中国は最近、ここ数年間科学技術と経
済を融合させる面ではいろいろな実践と模索を
行ってきております。しかし、こういった仕事は、
これはすべて 2 つの前提があると思います。
　1 つは、中国の国情と実際の状況に基づいて展
開されたものです。もう 1 つは、より重要な面で
ありますけれども、これは我々が勉強して学習し
た結果であります。例えば日本、そして多くの国
の科学技術と産学（研）官連携の経験を勉強した
結果であると思います。ですから、私は本日ここ
で中国科学院がこの面で実際行ってきた様々な仕
事をご紹介して、皆さんのご参考になればと思い
ます。
　それでは、このお話をする前に、1 つ重要な点
がございます。中国の市場経済の発展の基本的な
特徴が我々の仕事にどのような影響を与えている
のか、これは 1 つの基礎になります。中国の市場
経済というのはちょうど 1 つの転換期にありま
す。一部の発展した地域を除き中国を全体的に見
ますと、工業化の中期的段階か発展段階にあると
思います。主な象徴というのは、一人当たりの平
均GDPが4,000米ドルを超えたことです。工業化、
都市化の発展が、今の経済の主な発展のもとに
なっております。
　工業化というのは、工業先進国を追いかけると
いう面もありますけれども、また同時に、世界製
造業の核心となる現れという面もあります。より

技術に頼る、そしてイノベーションを展開する技
術革新をしなければいけない。そして環境の改善
をする。工業経済の発展自身も、こういったより
有効な資源の利用、環境の価値を重視すること、
環境保護の方向に向かっていくことに工業発展を
転換しなければいけないという面があります。で
すから、中国の科学技術の発展も、さらなる発展、
そして発展形式の変換という 2 つの大きな使命が
あると思います。
　2 つ目の特徴というものは、中国の地域経済が
非常に均衡がとれていないということです。東部、
西部、中部、地域によって経済の発展段階が異なっ
ている、そして置かれた環境、直面している課題、
問題も異なる。このため中国は内容が地域ごとに
異なる発展戦略をとっております。東部で言いま
すと、珠江デルタ地域、長江デルタ地域、そして
環渤海地域の工業化、都市化のスピードが早い。
中部地域というのはもともと原材料、装備・設備、
そして食料生産の基地であります。省エネ・排出
削減、そして伝統的な経済の転換が主な課題であ
ります。
　西部地域に関しましては、西南地域、これは生
物多様性が非常に豊富にあります。そしてこれは
中国の伝統的な装備の製造業の地域でもありま
す。西北部地域は、いわゆる鉱産物、自然のエネ
ルギーあるいは原材料の産業地です。しかし砂漠

特別講演2 �「中国市場経済環境下において科学技術と経済の
融合を促進」―中国科学院の実践と思考―

中国科学院　院地合作局副局長　孫　　殿義
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化の問題、生態環境が非常に弱いという問題を抱
えております。特にチベット高原地域は、これは
生産力が非常におくれておりまして、生態環境は
非常にもろいという問題を抱えております。
　こういった実際の状況に基づいて、中国の政府
は「産官学研」が連携できるイノベーションシス
テムの構築に力を入れております。中国政府は、
先ほど修主任が紹介されたように、産官学研が緊
密に連携をとり、中国の発展に適した、そして中
国の特色を備えたイノベーションシステムの構築
により、科学技術と経済の融合、そして共同発展
を促進する。ですから政府がこの面では政策の面
で力を発揮します。体制的な弊害を除去し、評価
システムを変革し、そして新しくイノベーション
を奨励し、イノベーションの効率を上げていきま
す。産業界は、技術を応用する主な主体でありま
す。よっておのずと技術発達の主体になります。
学というものは、大学は経済社会の発展に応じて、
新しい人材を育成します。研究機関に対しては、
市場経済そして企業の発展の実際の技術の要求に
基づいて、技術研究を展開していきます。
　この中では具体的な事例があります。中央政府
は国家技術イノベーションプロジェクトというも
のを実施しております。先ほど修さんが紹介され
たように、全国範囲でのハイテクパークを建設、
あるいはハイテク成果の交流を図る、展開を図る
ことをしております。皆様ご存じのように、深圳
で行われた中国のハイテク技術の交流会、あるい
は交易会というものを開催しております。
　ここで少し時間をとって、中国科学院をご紹介
させていただきたいと思います。中国科学院は、
2 つの部分で構成されております。1 つは、中国
科学院の「学部」になります。もう 1 つは中国の

「院部」といわれております。この院部というの
は 118 個の独立法人的な研究機構があります。そ
のうち院の機構と分院機構としましては、管理機
構というのが 13 個あります。科学研究機構が
100 個あります。高等教育機関が 2 カ所あります。
1 つは中国科学技術大学、もう 1 つは中国科学院
の研究生院です。そして公共科学技術ネット、文
献・出版のいわゆるサポート機構があります。実
際投資している聯想（レノボ）というのもありま
す。全部で 25 の企業を持っております。

　学部としましては、数理学科、化学科、生命科
学、そして医学部、地質学部、情報科学部、技術
科学部、これら幾つかの学部で構成されておりま
す。そのうち 714 人の院士、そして 56 人の外国
籍の院士がおります。
　中国科学院は、中国の科学技術の最高の学術機
構であります。そして全国の自然科学とハイテク
技術の総合研究機関のセンターでもあります。主
な研究内容としましては、基礎科学、生命科学、
バイオテクノロジー、資源環境科学と技術、そし
てハイテク技術の研究と発展が挙げられます。基
礎科学の面におきましては、数学物理科学、化学
と学際科学、天文学と空間科学、ビッグサイエン
スと原子力科学があります。
　生命科学とバイオテクノロジーには統合生物
学、生物医学、工業生物技術、農業技術が含まれ
ます。資源環境技術には固体地球科学、大気海洋
科学、国土資源リモートセンシング、生態環境技
術、ハイテク技術には情報科学技術、オプトエレ
クトロニクス技術、材料と科学技術、エネルギー
技術などが含まれております。
　次に、皆様に中国科学院が実施した幾つかの院
と地域の協力の事例をご紹介します。中国科学院
がいう院地結合というもの、院地科学というもの
は、中国科学院を主体として、地方政府と協力し
ながら展開する協力であります。これは国家の技
術革新システムと地域の革新システムを連携さ
せ、技術の実用化、移転、そして実用化、産業化
の展開した現象、そして地域の経済発展のために
サービスする、サポートするものです。現在中国
科学院は、中国の 31 の省、市、地域と科学技術
の環境の協力関係を結んでおります。中央政府と
共同の研究開発機構、そして重要な国家プロジェ
クトの実験室、産業科学技術の専門のプロジェク
ト、地域のサービス業のサポート、そして地域の
科学技術開発能力のアップを図っております。
2010 年、こうした協力によって、提携企業の収
入が 4,200 億人民元以上増加しました。
　強力な戦略的な展開と設定、中国科学院は、実
際の科学に対する需要から東部、中部、西部の 3
大ブロックに分けてそれぞれの異なった戦略展開
をしています。東部におけるものは、空間、送信、
イノベーション。これはイノベーションの地域の
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科学の全体的なレベルアップを図っております。
伝統的技術の転換、そしてハイテク、新エネルギー
技術の転換の発展に重点を置いております。
　中部地域では、伝統産業のレベルアップ、そし
て現代農業の発展、そして科学技術の移転と製品
化、産業化を促すことに重点を置いています。
　西部地域におきましては、主に生態建設と資源
のクリーン開発・生産・利用、重点プロジェクト
に科学技術を応用、展開を図っております。
　国家戦略的新興産業の支援に関するアクション
プランを展開しています。これは省エネ・環境保
護、次世代情報技術、バイオ、高級設備製造、次
世代エネルギー、新材料、次世代エネルギー車と
いった 7 分野に、市場主導で企業を主体とし、地
域の新しい技術の開発体系と深く連携と融合する
ことによって、産業の技術、そして技術の修正、
製品化、実用化、産業化の推進を図っております。
　この中におきまして、毎年中国科学院では専門
プロジェクトの経費を使って、大体 1.5 億人民元
の資金を使って 2015 年までに中国の戦略的な新
興産業をサポートするという意味で、この中で重
要なキー技術の突破の新しい発展、そして産業を
牽引し、新しいレベルアップをすることを目指し
ております。
　地域革新システムを共に構築し、新しい地域の
革新的な競争力アップに取り組んでいます。中国
東北地域の工業化と、都市化の迅速な発展に対す
る科学技術の要求を満たすために、中国科学院と
地方政府では全部で 10 の研究機構を共同で設立
しております。これは新材料、新エネルギー、先
進製造、情報ネットワーク、あるいは医療、医薬
の重点地域におきまして、中国科学院はそれぞれ
深圳、広州、寧波、蘇州、青島、天津と上海にお
いて地方政府と共同で深圳先進テクノパーク、広
州生物医学健康研究院、寧波材料工学研究院、蘇
州ナノプロジェクト技術研究院、蘇州医学プロ
ジェクト研究院、青島生物エネルギープロセス研
究院、天津工業バイオテクノロジー研究院、上海
高等研究院などを、そして海岸地域、都市の持続
発展を目標にし、中国科学院はそれぞれ煙台、厦
門の地方政府と共同で海岸地域の研究所、都市環
境研究所を設立しております。
　地域の技術移転のプラットフォームを共に構築

し、中小企業を支援しています。地域によって発
展段階が異なる、発展の持っている素材が違う、
科学技術に対する需要も異なることから、中国科
学院は地方政府とともにこの形の異なる技術の移
転プラットフォームを構築し、中小企業支援を
行っております。これによって新しい製品の発展
を、大体 28 個の技術移転の中心センター、8 つ
の仲介のセンター、そして 8 つの研究開発セン
ター、2011 年、こういったセンターにおける実
際の技術移転によって、大体 5,100 項目の技術移
転を行ってきております。
　この中国科学院と地方で共同出資して、研究所
と企業が連合して技術協力を行うこともサポート
しております。中国科学院は地方政府と、東北科
学振興技術計画プロジェクト、天津海浜のプロ
ジェクト計画、広東の新高地プロジェクト、三峡
新工場プロジェクト、科学技術による貴州、チベッ
ト、新疆ウイグル自治区、甘粛省、青海省への支
援といった特別科学技術プロジェクトを行うこと
によって、こういった技術の移転を図ってきてお
ります。
　各地域の地方政府と企業はそれぞれ相応の資金
を提供しており、大体 50 億人民元の投資を超え
ております。
　次に、新しい人材の養成です。中国科学院は長
年、地方に行って地方の企業に兼務することを続
けてきております。それによって社会、産業の技
術に対するニーズ、それを模索している。そして
技術の移転、そして実用化を促進している。中国
科学院は、連想学院を創立し、このプロジェクト
によって科学技術者の育成を図っております。毎
年、大体 5,000 名を超える研究員が第一線に行っ
てプロジェクトを通していろいろな形式による地
方のためにサービスを行っております。
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　連想学院では、科学者、エンジニア、科学技術
管理者を 800 人養成し、科学技術系企業のトップ
を 3,000 人以上を育成してきております。科学技
術の移転の中で、簡単な 3 つの事例をご紹介しま
す。1 つは、皆様ご存じの広東省佛山市の例です。
これは自主産業転換レベルアップのモデルです。
この佛山の特徴というのは、自然資源がないこと、
主に外来の原材料の加工によって経済が発展する
ことです。現在では世界的に大変有名な製造業の
中心になっています。一般の民間企業の実践が絶
対的な地位を占めています。積極的な意気込みに
あふれていまして、技術に対するニーズも非常に
高い。ですから、我々はここの佛山の地方政府と
は、中国科学院佛山産業技術イノベーション育成
センターを設立しました。主に企業と研究所の連
携によって、実際の直面した問題を解決すること
を目標に、企業を主体とし、政府が補助を出すと
いう形で技術協力を展開しています。徐々に共同
開発のプラットフォームを構築しています。2010
年、さまざまな分野で合わせて 17 の研究センター
が設立され、400 以上のプロジェクトが展開され
ておりまして、現在これによって 90 億人民元の
生産の成果を得ております。
　2 つ目は、嘉興地域です。私どもは新産業育成
パークモデルと呼んでおります。嘉興というのは
上海のいわゆる裏庭にありますけれど、特色ある
産業の集積発展を進めており、上海が持つ産業と

技術の強みを借りて、新興産業の発展を支える環
境を整えております。我々は嘉興市と共に浙江中
科院嘉興工業技術研究院というのを設立しまし
た。現在建設面積は大体 10 万平米を超えており
ます。技術研究センターを 17 個、技術成果は大
体 300 項目になっています。新しく 20 個の、い
わゆるベンチャー企業が起業しております。2010
年の新たに創造できた売り上げは 70 億人民元を
超しています。
　最後の 1 つが湖州というところのバイオ技術の
移転育成モデルです。これはバイオ技術とバイオ
医薬産業の発展を重点にしたものです。我々は湖
州市の政府と共同で中国科学院湖州工業生物技術
センターを設立しております。工業生物技術の産
業化の研究を方向とし、実用化と検証の実験室を
設立し、いわゆるバイオテクノロジーの直面して
いる問題と製品化に支援してきております。現在、
工業生物技術センター、栄養と健康産業センター、
現代農業生物技術センター、生物製造イノベー
ションセンターがすでに設立され、産業技術研究
開発プロジェクト計 47 個が進められておりまし
て、2010 年の新たにつくり出した売り上げは 10
億人民元を超しております。
　時間の関係で、私の話はここまでにさせていた
だきたいと思います。ご清聴ありがとうございま
した。
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　皆様、こんにちは。時間も迫って参りましたの
で、簡単に私の講演を行います。テーマは「いか
にして中国人留学生を帰国させ、そして本国での
起業を成功させるか」ということです。
　皆様ご存じのように、起業が成功するというこ
とにおいては、2 つの要素があります。1 つは、
よい種、シーズを選ぶこと。そして、それが育つ
土壌をつくり出すことです。この土壌というのは、
つまり起業する環境です。留学生が帰国し、起業、
創業する、そして成功させるということの重点は
環境づくりにあります。
　そして、その環境づくりですが、これには 2 つ
の重要なものがあります。1 つは、政策による支
援、そしてプラットフォームをつくることです。
政策の支援について申し上げますと、中国政府は
一貫して留学についての大きな方針を持っており
まして、それは留学を支援し、帰国を奨励し、そ
して自由な往来をさせるということです。このよ
うな方針のもと、2010 年までに留学生として海
外に出た、外国にいる中国人留学生は 127 万人に
なり、そのうちの 95 万人が、まさに国外におい
てさまざまな段階の学習を行っておるか、もしく
は学術訪問などを行っております。
　2010 年度について申し上げますと、中国人の
留学生は 28.5 万人になりました。中国は既に世
界で最も大きな留学生の派遣国家になっておりま
す。そして 2010 年までの累計で言いますと、留
学し、帰ってきた方々の人数が 63 万 2,200 人ほ
どになりました。
　政策について具体的に申し上げますと、先ほど
言いました留学に関する大きな方針のもと、各地
方や中央政府、各省庁などがいろいろな計画を進
めております。簡単に申しますと、中央政府によ
る「千人計画」というものがございます。これは
いわゆるハイレベルな海外の人材を招致し、もし

くは帰国を促し、中国において科学技術の起業を
してもらうというものであります。
　そして国の教育部ですが、「長江学者計画」「春
暉計画」というものがございます。北京市は「海
聚プログラム」というのをやっております。上海
楊浦では“3310”計画を進めています。天津は「海
外人材聚集プロジェクト」、大連は「海創プロジェ
クト」、南京は“3369”計画、内蒙古は「草原英才」
プロジェクト、そして常州市ですが、「龍城英才
計画」というのがございます。これらの各都市の
計画は、我々や国がやっております起業に関する
いろいろな展示会のメンバーとなっている地方で
ございます。
　また、その中の一部分については、一部の部門
や地方政府がやっております留学生の人材に関す
るプロジェクトはますます深みを増しており、そ
して政府各部門と協力し合い、非常に段階別に、
そして計画的に全体的にまとまった形で海外のハ
イレベルな人材の招致を進めています。
　このような政策的な指導、支援のもと、どのよ
うな効果がもたらされたかというお話ですが、現
在までに国家重点プロジェクトの学部のリーダー
のうちの 72％、そして中国科学院の院士いわゆ
る会員の 81％、そして工程院の会員の 54％、ま
た重点的な大学の学長の 77％がもともと留学生
であり、帰ってきた方々です。このようなハイレ

特別講演3「中国人留学帰国者の創業を奨励し、成功に導く」

中国教育部　留学服務中心投資処処長　戴　　争鳴
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ベルな元留学生というのが、中国において自主的
なイノベーションをしていく力であり、トップラ
ンナーになっております。
　今 NASDAQ に上場している中国のハイテク企
業のうち、80％は元留学生が起こした企業であり、
そしてその株式時価総額は 300 億米ドル以上に
なっております。元留学生たちは、中国において
起業していく上での大きな流れの中の主力になっ
ております。そして彼らによって産業構造の調整
や、さまざまなイノベーションが行われておりま
す。そしてそのイノベーションの中で重要な作用
を発揮しております。
　2 点目に、プラットフォームの建設ですが、元
留学生がどうやって帰ってきたかという流れに基
づいて 3 つのプラットフォームを用意しておりま
す。まずは起業のプロジェクトに関する、それを
結集するプラットフォームで、いわゆる種を選ぶ、
それをふるい落とすプラットフォームです。例え
ば、教育部や科学部など国の機関がやっている春
暉杯など、これも 1 つのプロジェクトであります。
これはコンテストです。また地方政府もいろいろ
なことをやっております。
　これらのことがどういう役割を発揮しているか
といいますと、元留学生がさまざまなイノベー
ションのプロジェクトの申請をすることを奨励し
ています。いわゆるアイデアからベンチャービジ
ネスになるような支援です。またベンチャービジ
ネスの立ち上げを早くしていく、そのための環境
づくりをします。このプラットフォームにおいて
は、2006 年から 2011 年の数年間において、6 回
ほどこのような活動をし、そしてその活動の中で
1,058 のプロジェクトを選び出しました。これら
のうち 30％が既にプロジェクトとして立ち上が
り、そして起業されました。
　このような元留学生のもともとの留学先は、ア
メリカや日本、イギリス、オーストラリア、南ア
フリカなど 20 の国や地域です。そして、入選し
たプロジェクトに関与する分野としましては電子
情報やバイオ医薬、オプトエレクトロニクス、新
素材、新エネルギー、環境、科学技術を使った農
業、現代的な複合サービスやクリエーティブな文
化産業です。
　このようなプラットフォームにおいてその種を

選ぶことをすることによって、留学生たちが安定
的に中国に戻って起業するように仕向けるという
ことであります。
　2 つ目のプラットフォームですが、これはマッ
チングのプラットフォームです。そのために必要
な資源などを提供します。例えば、プロジェクト、
人材、資金、政策、サービス、インキュベーショ
ンなどにおいてプロジェクトのマッチングをしま
す。このプラットフォームは、具体的に言います
と中国留学生広州科学技術交流会というものが毎
年 12 月に行われており、また、毎年 6 月には中
国海外学生創業週間という活動をしています。毎
年 5 月には中国北京科学技術博覧会をしておりま
す。それから留学生南京国際協力交流大会、また
は西部の留学生による、西部の科学技術交流座談
会というものが内蒙古の包頭などで行っておりま
す。これがいわゆるマッチングをする場になって
いるわけです。
　3 つ目のプラットフォームはインキュベーショ
ンのプラットフォームです。もし政策が太陽の光
や空気であるならば、プロジェクトの源は種であ
ります。そしてマッチングというのは水に相当し
ます。そして科学技術の起業、インキュベーショ
ンに相当するのは、いわゆる土壌です。中国留学
生創業パークは、実際にインキュベーションの役
割を果たしておりまして、そして留学生たちが 1
つの団体になって創業できるインキュベーターで
す。
　具体的な流れを申しますと、1994 年に初めて
中国の創業パークが誕生しました。そして 94 年
から 2000 年は 1 つの模索段階でありました。
2000 年から 2003 年までが成長の段階でありまし
て、2003 年から今に至るこの期間は向上してい
る時期であります。この中国留学生起業パーク、
創業パークには 150 余りの企業があり、その量は
全国のインキュベーションの 16.7％に相当しま
す。
　また、特徴としましては数量も質も同時に上
がっているということであります。それから発展
中の地域と、先に発展した地域の両方で進められ
ていること。また 2008 年には中国留学生創業パー
クの連盟ができましたが、その連盟をつくるだけ
でなくて、連盟によってインキュベーションをし
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ていくという形で発展を求めています。つまり、
それぞれのパークの力を集結して、そして起業し
ようというプロジェクトを支え、そのプロジェク
トの始まりから商品化、そして市場化、産業化に
到達できるように、各パークが力を合わせて協力
していくというものであります。
　そして創業パークの仕組みでありますが、国有
と民営のものがありまして、国有は国もしくは地
方政府が投資をし、進めているものであります。
ほかにも民営がございまして、例えば北京の彙龍
森留学生創業パークというのが民営の 1 つのモデ
ルであります。そして規模ですが、2009 年 12 月
の時点ですが、インキュベーションの場所の面積
が 280 万平方メートルぐらいになりまして、そし
て企業が 5,790 社参加しており、元留学生は 6,000
人余りになりました。
　また、このパークを巣立った卒業企業は 3,195
社、そのうち年の収入が 1 億元を超える企業が
61 社、上場している企業が 12 社になりました。
　大体の流れですが、全国の科学技術インキュ
ベーションの 10％になりました。先ほどは全体
的なインキュベーションの紹介の話がありました
ので、重複することはせずに、簡単にこのグラフ
で皆さんにわかっていただければと思っておりま
す。これはインキュベーターの数の増加の流れで、
900 ぐらいになっています。
　それから面積の部分、これが現在既に 3,000 万
平方メートル近くになっています。留学生の創業
パークは 280 万平方メートルと先ほど申しました
ので、全体の 10％ぐらいです。それからインキュ
ベーション企業が 600 社近くになっています。そ
れから収入ですが、インキュベーションしている
企業、大きな環境の影響も受けて、2008 年を見
ていただくとわかりますように、経済の影響を受
けてインキュベーションしている企業の収入も、
この年はちょっと下がりました。そして累計した
卒業、いわゆる育った企業は、このような形になっ
ております。
　創業パークにおいての具体的なサービスです
が、企業が立ち上がるときに必要なサービス、例
えば場所を探し提供する、または会社の登録、税
務署関係の登記など、それから職員の募集、それ
から不動産管理のサービス、また法律や知識、知

的財産や財務の管理などコンサルティングなどの
サービス、それからプロジェクトの申請のサービ
スなども提供します。
　また付加価値的なサービスがございまして、そ
れは技術開発、研究開発サービス、融資サービス、
研修サービス、市場の開拓サービスなどがござい
ます。さらに深いサービスとしましては、先ほど
もお話にありましたような産学研の協力、それか
ら起業の支援、例えば経営診断を行うなどです。
それから産業連盟の構築を図っていくサービスで
す。
　また特色あるサービスとしましては、一括した、
いわゆるワンストップな形のサービスのプラット
フォーム、つまり 1 つの窓口ですべてのことがこ
のプラットフォームで解決できる、そのような
サービスを提供するということであります。
　2 つ目には、共通した技術のサービスプラット
フォーム、例えば企業が持っている技術、それに
関係した、共通した技術のプラットフォームをこ
の企業に提供することによって、経費の削減を手
伝うということであります。
　また、中小企業向けの金融スーパーというサー
ビスや、三三会など、こういう形でのサービスで
す。また指導員や、その部門の部長であったり、
起業の指導者、コンサルティングの専門家などに
よるサービス。それから起業をする中で、イノベー
ションをさせていこうというサービスです。
　そして各パークにはそれぞれの優遇政策があり
ますが、留学生パークでは、例えば場所の賃貸料
の減免、または専門的な起業のための資金の提供、
ベンチャーキャピタル、それからさまざまな企業
経営の維持費の支援、または技術プラットフォー
ムの使用料の支援などをしております。このよう
な資金の優遇政策というのは、立ち上がったばか
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りの企業のランニングコストの上のプレッシャー
を削減していこうという考えからであります。
　では次に、簡単にこのパークにあります優秀な
企業を紹介いたします。例えばここの北京海淀
パークですが、貨金瑞清バイオ医薬技術有限公司
というのがございまして、第 5 回春暉杯で入選さ
れたプロジェクトであります。また大連には斉維
科学技術発展有限公司というのがございます。こ
れは日本に留学して博士課程を修了した方が立ち
上げた企業であります。内容はここに書いてあり
ます。時間の関係で割愛させていただきます。
　また、中関村国際インキュベーターパークには、
吉貝克情報技術北京有限公司や智杰華隆技術発展
有限公司などがございます。これは北京望京留学

経験者創業パークの中のインキュベーター企業で
す。それからシーターネットワークス、これらの
企業はパークの支援のもと、非常に速やかに発展
した企業であります。これ以外にもたくさんあり
ますが、時間がありませんので、この辺で簡単に
ご紹介いたします。
　また、ここには中国内モンゴル包頭の留学生の
創業パークで研究されております漢諾威 AG 高効
率太陽熱発電系統というもののご紹介です。それ
からこれは北京にあります科学技術の 1 つの会社
なのですが、その研究をしている状況の写真です。
それからこちらは国神光電科学技術有限公司とい
う企業の紹介です。
　以上です。ありがとうございました。
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馬場　大阪大学で理事・副
学長、産学連携を担当して
おります馬場と申します。
よろしくお願いをいたしま
す。
　先ほどご紹介がありまし

たように、このシンポジウムのタイトルは「中国
の大学における産学連携の取組み」ということで
ございます。明日も産学連携の中国の仕組みであ
るとか、企業から見た視点での産学連携等のシン
ポジウムが続くかと思います。お手元のパンフ
レットにもございますように、中国におけます大
学の役割、特に経済における大学の役割というも
のは日本に比べれば非常に大きいものがあると認
識しております。今回はそういう観点から、中国
の大学から 4 名の学長、副学長の方、学長補佐の
方に来ていただいておりますので、中国の大学の
視点から見た産学連携というところに焦点を絞っ
ていただいて、まずは 4 名の方に、今の中国にお
ける産学連携の現状、今後の方向、あるいは日本
との関係等について、お話をしていただこうと
思っております。
　ご承知のように、中国では非常にアクティブに、
組織的に、そしてダイナミックに産学連携が動い
ております。皆様よくご承知のサイエンスパーク、
大きいものは多分、私たちの想像をはるかに超え
ます。600、700 もの企業が集まってサイエンス
パークが形成されている例もあると聞いておりま
す。特にまた、国家を挙げてのいわゆる重点大学、
例えば「211」、あるいは「985」のプロジェクトで、
大学に大きなうねりが起こっている。本に比べま
すと、大学と企業の間の強固でしかも自然な関係
が築かれていると私たちは認識をしております。
　日中の産学連携というのは、発祥の経緯、今ま
での経緯、すべて違っていると思いますが、近年

ますます日本と中国の距離は短くなっています
し、ある意味、産学連携も同じ方向に向かってい
るのではないかと思います。そういうことを背景
にして、今日は 4 名の先生方、パネリストの方に、
それぞれの大学の特徴、現状を講演していただき
たいと思います。できればその後で、問題点であ
るとか今後の方向について議論をしていただき、
コメンテーターの佐藤先生からもそれに対しての
コメントあるいは質問等していただけるかと存じ
ております。
　それでは早速ですけれども、パネリストの方を
まず紹介させていただきたいと思います。
　最初は華東師範大学の副学長をお務めの範軍先
生でございます。範さん、よろしくお願いをしま
す。
　2 番目に発表していただくのが、東北電力大学
の学長をお務めの李国慶先生でございます。
　続きまして、大連理工大学で学長補佐をお務め
の李俊傑先生でございます。
　続きまして、西北工業大学で副学長をお務めの
翁志黔先生でございます。
　そして私の右側でお願いしておりますのが、日
本側でコメンテーターをお務めいただきます琉球
大学理事・副学長の佐藤良也先生でございます。
　今から 2 時間ほど、ちょっと長丁場になります
が、おつき合いいただきますように、よろしくお
願いをします。それでは早速ですが、順番に中国
の先生方から現状をパワーポイントで説明してい
ただければと思います。
　最初に範軍先生、お願いをいたします。

範　ありがとうございます。
　皆様、こんにちは。私はここで、華東師範大学
と日本企業の提携内容をご紹介させていただきま
す。

パネルディスカッション「中国の大学における産学連携の取り組み」
モ デ レ ー タ：馬場章夫（大阪大学理事・副学長）
パ ネ リ ス ト：範　　軍（華東師範大学副学長）
　　　　　　　李　国慶（東北電力大学学長）
　　　　　　　李　俊傑（大連理工大学学長補佐）
　　　　　　　翁　志黔（西北工業大学副学長）
コメンテータ：佐藤良也（琉球大学理事・副学長）
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　まず、中国の華東師範大
学についてご紹介します。
本学は 1951 年に建校しま
して、ちょうど 61 年にな
ります。中国の教育部の直
属の重点大学であり、中国

「211」大学、そして中国「985」大学の中の 1 校
になります。
　産学研の連携というのは、我々としては、これ
は中国の大学教育の中の一つの特色だと考えてお
ります。これには 3 つの利があると考えます。1
つは学校の教育に有利であること。そして生産の
実際に連携すること。それから学生がみずから手
を動かして、そういう能力を身につけられること。
そして企業のイノベーション、技術革新、そして
学校の技術・知識・人材を獲得する、あるいは成
果を獲得する、資源を獲得するのに利すること。
産学研連携の形式というのは、大体 4 種類あるの
ではないかと思います。つまりプロジェクトの協
力、人材の交流、学校がつくる企業、そして実習
のいわゆる基地です。
　華東師範大学の産学研連携には幾つかの方式が
あります。1 つは企業の委託プロジェクト、ある
いは共同でプロジェクトを展開する。これは現在、
毎年の経費が四、五千万人民元の規模になってお
ります。
　2 つ目は、学校が企業をつくります。これは海
外との企業の合弁によるものもございます。現在、
華東師範大には主に 4 つの企業があります。
　また、企業と共同で研究機関を設立し、人材を
養成する基地をつくること。たとえば上海広播電
視（ラジオ・テレビ）集団の協力でつくった企業
がございます。
　また、郊外に実習の基地、我々のソフト学院と
いうものが大体三十幾つの企業がありまして、こ
ういったところで実習を通して勉強します。
　それから、企業人が技術あるいは産業の報告あ
るいは講演をします。
　最後に、卒業の実習、学生が企業に行って実習
をする、いわゆるインターンシップみたいなもの
です。
　それでは華東師範大学の日本企業との提携状況
をご紹介します。我々と富士通との関係は 1986

年から始まっております。その関連会社としては、
例えば SSL、FAE などがございます。
　2 つ目の日本の企業としましては岡三証券、と
そのグループ企業の岡三情報システム株式会社と
の提携です。これは 1992 年から始まっておりま
して、現在、岡三グループと 2 社の合弁企業を設
立しております。
　それ以外の日本企業との協力関係にありますの
は、例えば NEC、SHARP、東京理化学などがご
ざいます。
　日本側と共同で創立した合弁企業は、上海坦思
コンピューターシステム有限公司、これは 1992
年に設立されたもので、日本との協力・合弁は
19 年黒字でございまして、主な業務というのは、
主にオフショアのソフト開発。これは大体業務の
60％。国内のソフト開発が 40％、従業員が 180
人です。年間の売り上げが大体 500 万人民元。そ
して上海華愛食品有限公司、これも日本との合弁
会社です。これは 1998 年から毎年黒字を計上し
ております。これは主に健康食品、そして薬品の
製造を担当しております。一部は日本に輸出して
おります。3 つ目の合弁会社で、上海岡三華大コ
ンピューターシステム有限公司、これは 2005 年
に設立された会社でして、6 年黒字を継続してい
ます。主な業務は、日本のオフショアのソフト開
発が 90％を占めています。規模でいいますと 180
人ぐらいで、年間売り上げが大体 4,800 万人民元。
4 つ目の合弁会社が南通華岡コンピューターシス
テム有限公司。これは 2009 年に創立したもので、
2 年間連続黒字を計上しています。これは日本の
オフショアのソフト開発を 50％受け持っており
まして、国内企業のソフト開発が 50％。非常に
速く発展していまして、大体 70 人規模で、年間
売り上げ 1,000 万人民元になっています。
　これが坦思コンピューターシステム有限公司で
す。
　これは、健康食品をつくる華愛という会社の状
況です。写真です。
　これは岡三華大。開発区とオフィスの様子です。
　これは南通華岡、2009 年の創立セレモニーに
南通市の市長も出席されました。現在、南通市は
非常にこの会社を重視しております。
　日本の企業と展開する産学研連携の形式は幾つ
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かあります。一つは日本側の委託研究または日本
側との共同開発です。委託開発ですが、成果と知
的財産権はすべて日本側が所有。学校としては経
済的な収入を得ます。共同開発では、知的財産権
は双方が共有する。製品の権利は日本が持つよう
にする。論文の発表権は華東師範学校が持つ。成
果は共同で共有する。この成果の共有というのは、
版権、知的財産権を共同で持つということで、日
本の製品権は日本、中国における製品権は中国側
が持ちます。
　これは共同で編集した富士通の製品のレポート
です。
　これは日本の日経新聞で発表された、富士通
SSL と華東師範大の共同研究開発の報道のニュー
スです。
　これは研究開発された製品で、中国で登録した
著作権の登録です。
　これは共同成果の中国の発明賞を得た認証で
す。
　連携形式の 2 つ目。これは研究あるいは開発機
構を共同で設立する場合です。これは日本側が出
資して、華東師範大学としては人材とその場所、
土地を提供します。テーマ別に研究センターを設
立します。これはリナックスの計算研究センター
です。それからソフト研究開発も設立しておりま
す。
　連携形式の 3 つ目。技術と人材の交流。これは
共同で技術交流会またはセミナー、報告会などを
開催します。幾つかの例がございます。卒業生が
日本の企業に行って就職することもあります。現
在、華東師範大学の学長、委員長はすべて日本を
訪問したことがあり、いろいろな関連企業を訪問
しております。そして日本側からも、視察団また
はハイレベルな経営者が講演しにきたり、見学し

に来たりしております。
　これが共同で開催された技術交流会の状況で
す。これは我々と企業と共同で、上海工業博覧会
に出展しています。SSL の社長が本校で講演をし
た状況です。
　次は兪学長が日本に行って産学研連携について
関連機関を訪問しました。学長としては非常に重
視しております。
　次のこの写真は岡三グループの加藤社長が、南
通の合弁会社に来て視察されたときの写真であり
ます。
　連携形式の 4 つ目は、学生を日本に派遣して、
研修と実習をすることであります。毎年、数名が
日本の企業に行って、勉強、見学、研修しており
ます。あるいは数十回講師、あるいは企業の技術
者たちが日本に行って勉学、研究、研修を行って
おります。
　これは日本の新聞で、富士通が華東師範大学の
学生を受け入れたときの実習を報道した記事で
す。
　連携形式の 5 つ目としましては、ソフトウエア
の開発及び BSE の派遣があります。日本の企業
との 3 つの合資会社は、今年の売り上げは日本円
で 9 億円に達する見込みです。この次の 2 枚の写
真は非常におもしろいです。1 枚は日本に派遣さ
れたソフトウェアのエンジニアたち。もう 1 枚で
すが、今年の東日本大地震のときに日本に派遣さ
れた日本の技術者たちが、中国に帰国せず日本に
残って仕事をしておりました。
　これは日本企業との協力企業に対する認証の一
部です。1 つ目は上海市のソフトウエア輸出トッ
プ 10 に入った認証です。2 つ目は上海市ソフト
ウェア情報サービス輸出重点企業とみなされる認
証です。3 つ目は上海市のハイテク企業としての
認定書です。そして日本の新聞は、この坦思会社
のアウトソーシングについては非常に重点的に報
道を行っております。
　これは新製品の開発、主に健康食品関連のもの
です。
　7 つ目では、中国の市場開発といった仕事をし
ております。1 つは系統的に翻訳・通訳。これは
日本の資料を中国語に翻訳する。または、製品の
販売代理などがございます。次は日本の産経新聞
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が、本校の合弁会社が富士通の製品の代理販売を
行ったときの報道です。
　日本側の企業としましては、本校に積極的なサ
ポートをしております。この中には奨学金の提供、
あるいは図書の寄付、それからキャンパスの建設、
そして一部の研究棟の資金提供を行っています。
今年ちょうど本校の 60 周年でありますけれども、
富士通は華東師範大学に来て奨学金を寄付してお
ります。
　華東師範大学としましては、日本の産学研の協
力の発展の過程というのは、皆様ごらんのように
1984 年から始まっておりまして、まずコンピュー
ターシステムの導入、その後に長期的な協力関係、
協定を結んでおります。その後、ソフトウエアの
開発、1992 年から上海市に坦思の会社を設立し、
これは華東師範大学が設立した企業でございま
す。大学がつくった企業であります。そして 98
年から生産を行う会社の設立。そして 2005 年の
岡三グループの華大の設立。そしてその後、2009
年ですけれども、南通で企業の設立をしました。
　本校のこういった一連の連携は、グローバルな
人材の養成の重要な道筋であります。若い技術者
たちの技術の応用の努力が満たされる一方、学校
の収入も増やします。管理面では、講師、先生、
教師たちが積極的に海外の企業との、つまり主に
は日本の企業とのプロジェクトを請け負うことに
よってレベルアップしています。こういったプロ
ジェクトを通して学校は認定しているので、学術
成果はすべて認められます。そして若い先生たち
が日本に行って勉強、研究する。費用は、企業が
負担し、学校での給料もそのまま支給される。合
弁企業に出向し管理職を務めた教職員たちは学校
にも籍を残すことができます。学校は国際産学研
連携に場所の提供、そして開発のいろいろな条件
を整えることをサポートしております。
　教育の面におきましては、学生に積極的に日本
語の勉強を奨励しています。つまり日本語を第 2
外国語として勉強させることを奨励しています。
そして、日本の企業に行って研修する、実習を行
う。経済の面におきましては、経済的な売り上げ
というのは教師の手に入ります。一部は学科の資
金として使うというふうにしております。先ほど
の管理面におきましては、学校のリーダーは、日

本の企業との産学研連携を非常に重視しておりま
す。私の紹介は以上になります。ご清聴ありがと
うございました。

馬場　範さん、どうもありがとうございました。
ただいまご紹介いただきましたけれども、ほんと
うに日本との深い交流を中心にご紹介いただいた
と思います。中でも、もう 30 年近い歴史がある
ということ、それから日本へいろいろな先生も含
めて学生も派遣して、人のネットワークの交流、
人材交流、人材の日中交流を熱心に進めていただ
いている。そういう例を中心にお話をいただきま
した。いろいろご質問等あるかもしれませんが、
4 人の先生がお話しいただいた後で改めて議論を
させていただきたいと思います。
　それでは続きまして、東北電力大学の李先生に
続けて発表をお願いしたいと思います。よろしく
お願いをします。

李国慶　このようなチャン
スをいただきまして、官産
学研の連携についてお話し
できますことをうれしく思
います。
　私がお話しします内容は

4 つに分かれておりまして、最初にまず大学の概
要です。東北電力大学は 1949 年に創立されまし
て、もともとは国家電力工業部、それから国家電
力公司という形に所属が変わりました。その後、
2000 年に教育改革を行ったことによって、中央
と地方がともに管理する形になりました。場所は
吉林省に立地しております。
　在校生は 1 万 8,000 人おります。学科は 7 つの
学部に分かれておりまして、18 の学部・学科と
38 の専攻を設けております。
　東北電力大学は中国で最初の修士学位授与機関
の一つです。2003 年には教育部の認可を受けて、
個別募集、共同育成方式による大学院の博士研究
生の募集を開始しました。2009 年には博士学位
の授与が国務院の学位委員会に認可されました。
　現在、我々の大学には、4 つの吉林省第 12 次 5
カ年計画重点学科を設けておりまして、また 2 つ
の重点育成学科がございます。
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　学校の面積は、敷地面積が80.8万平方メートル、
延べ床面積が 49 万平方メートルです。
　現在、我が校には国家級の実験教育モデルセン
ターなどがございまして、省クラスの重点実験室、
研究所が 14 カ所、国家職業技能研修所が 1 カ所
あります。
　教師は 859 人、そのうち教授は 143 人、副教授
が 280 人、講師が 334 人です。博士学位を持って
いる方が 142 人、修士が 473 人おります。
　過去 5 年に獲得した省、部レベル以上の教育実
績は以下のとおりです。まず国家優秀教学成果 2
等賞が 2 つ、省級優秀教学成果賞が 19、それか
ら国家級優秀教学団体という賞が 2 回、また省級
優秀教学団体賞が 5 回などを成果として残しまし
た。
　また、過去 5 年に省や部、国の省庁以上の機関
から授与された科学研究成果の賞が、ここに書か
れておりますように、国家科学技術進歩 2 等賞が
2 回とか、こういうものを受けております。5 年
間の科学研究費の総額は 3 億 6,988.3 万元で、年
間あたりは 7,390 万元です。
　国際交流の状況ですが、今、アメリカ、日本、
ロシアなど各国の大学、研究所等 20 カ所余りと、
良好な協力関係を持っております。日本で申しま
すと、北見工業大学とか山形大学とか山梨英和大
学などとの間で大学間友好関係を結び、教師・学
生の相互交流を行っておりまして、年々この交流
関係は深まっています。1998 年に海外から留学
生を受け入れることが認可されました。
　2 つ目のタイトルですが、いわゆる産学官研の
連携の必要性です。「官」というよりも政府の「政」
という字に変えたほうがいいんじゃないかと私は
提案したことがあるのですが、この「官」は「政
府」というふうに受けとめていただければと思い
ます。産官学か政官学かわかりませんが、とにか
く研究所との提携ですが、これは政府・企業・大
学・研究機関が、人材育成、技術革新、新製品の
開発などで高効率な相互交流を行って、分担・協
力しつつ共通の目標を目指して事業を進めること
であります。これは科学技術教育振興戦略の実施
に向けた根本的な措置であります。そして、ここ
に申しました各組織を効果的に統合し、一致協力
して難関を突破する。それによって初めて科学技

術教育振興戦略が、急速な、持続的な発展ができ
る。また、国が成長方式を転換し、革新的な発展
モデルを実現させるためにも非常に必要なことで
あります。ここで申し上げましたように、産官学
研の提携というのは一つのプラットフォームが必
要であります。そして、我々大学というのは、そ
の一つの大きなキャリアになる、大学のサイエン
スパークが大きな重要なキャリアになります。
　産官学研のそれぞれの特徴について申し上げま
すと、大学と研究機関は、豊富な知識があって、
進んだ技術設備や強力なナレッジイノベーション
の能力を持っています。また学術研究能力の開発
においては、それ自体が未来の経済、社会の発展
形態をはぐくむものでありまして、その成果には
人的資本、暗黙知、知的財産権などがあります。
産業は、社会における生産労働の基本的な組織構
造であります。産業の外面的な形式または構成ユ
ニットである企業は、イノベーションに対する高
いニーズとハイテク産業を生み出すための物質的
な能力を有しており、市場の動向と人々のニーズ
を敏感に察知できるというのが特徴です。政府は、
資金と組織を制御する力を持っており、技術革新
に向けた政策と環境づくり、環境の創造者、保護
者であります。そして、技術革新のある程度のリ
スクを負担することができるというのが特徴で
す。
　産官学研の提携の必要性ですが、これを通じて、
まず我が校が国の電力工業発展のために技術的、
人材的なサポートをすること、促進することがで
きます。また、大学と企業の連携を後押しして、
大学の人材育成と科学技術のイノベーションを強
化して、研究成果の転換を促進します。この連携
というのは、企業の開発能力を強化しますし、ハ
イテクノロジーの産業化を促進し、地域の持続的、
急速な発展を推進します。また、政府、産業、教
育界、科学技術界の融合によって、国の持続的な
発展と産業のグレードアップをすることができま
す。
　3 番目には我が校のサイエンスパークの実際の
状況、理念と成果です。まず最初に大学サイエン
スパークの理念ですが、3 つあります。1 つは社
会に奉仕すること、2 つ目はハイテク企業のイン
キュベーション、そして 3 つ目には革新的な人材
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の育成です。
　東北電力大学のサイエンスパークの概要です
が、まず1993年4月につくられました。面積は2.72
万平方メートルです。今インキュベーションされ
ている企業の数は 67 社、卒業した企業は 19 社。
製品や業務は、アプリケーションソフトとかハー
ドウエアの開発、燃焼制御、省エネ、水処理など
多くの分野にわたっています。製品は現在、中国
の 5 大国有電力会社の発電所 160 カ所で使われて
おりますし、またインド、パキスタン、ベトナム、
トルコなどの国に向けても販売されています。過
去 3 年間、パーク内の企業の総収入は 4 億元を突
破しました。また税引前の利益は 3,000 万元以上
になっています。
　この東北電力大学のサイエンスパークの機能で
すが、まず自主的な科学技術の革新をする基地で
あること。そしてハイテク企業のインキュベー
ションの基地である。開発製品の開発の基地であ
り、そして創業のための人材育成の基地でありま
すし、科学成果を転化、産業化する基地でもあり
ます。
　また、このサイエンスパークの担っている国の
プロジェクトが 20 個ありまして、また市レベル
の科学研究プロジェクトを 120 件ほど請け負って
おります。吉林省より「吉林旧工業基地振興先進
機関」と認定されました。
　実績としての科学技術成果の転化ですが、採用
された成果が 585、譲渡されたものが 25、直接的
にあげたな経済効果が12億6,370万元です。また、
我が校においては科学技術人材というのがハイテ
ク産業開発において育っておりまして、ハイテク
企業を 30 社余り創業しました。年間の生産高は
2 億元以上、納税額 3,000 万余りとなっておりま
す。
　また、基本的なサイエンスパークの創設からの
経験ですが、まず地方政府からの力強いサポート
が必要だったこと、また学校側が高い評価をし、
企業が積極的な参加をする。それによって幅広い
資源を共有できるということを経験しました。
　最後の産官学研の発展ですが、方向としまして
は、最初にこれは学校の重要な発展の方向である
と定め、そして電力業界に立脚し、全国と世界に
目を向けて科学的で調和のとれた発展を堅持し、

そして鋭意、改革・革新に取り組み、国・地方・
企業の重要なニーズにこたえて産官学研の連携を
着実に実現し、大学のよりよい発展を推進してい
くということにあります。
　そのために、1 つ必要な取り組みですが、まず
最初に提携モデルを完備して、電力業界の特色に
より突出された自主的な革新を進めていくこと。
また、エネルギー分野や他の地方の経済のハイテ
クノロジーの需要を満たすようなサイエンスタス
クを設定し、革新型の人材育成、ハイテク企業の
インキュベーション、科学技術成果の転化などの
プラットフォームを完備することであります。以
上です。ありがとうございました。

馬場　李先生、どうもありがとうございました。
東北電力大学というのはちょっと特殊なパターン
かもしれませんが、電力業界に特化して努力され
てきたということですね。。大学から、「卒業企業」
という言い方ですが、ひとり立ちした企業が 19
社もあるということ、国家プロジェクト、地域プ
ロジェクトも、一緒に請け負って担当していると
いうことを、お伺い致しました。
　では、引き続きまして 3 番目のご発表に移らせ
ていただきたいと思います。大連理工大学で学長
補佐をされております李先生でございます。よろ
しくお願いをいたします。

李俊傑　大連理工大学から
参りました李俊傑と申しま
す。今日は「国際科学技術
協力を強化して中日の産学
研の発展を促そう」という
タイトルで話をしたいと思

います。幾つかの内容に分けますけれども、まず
大連理工大学について紹介します。
　1949 年に設立された大学でありまして、創立
62 年になります。「211」と「985」プロジェクト
の対象校となっております。大連理工大学は美し
い大連にあります。大連の人口は 610 万人、面積
は 12,574 平方キロメートルです。大連理工大学
の面積は 303 万平方メートルです。図書館は 7.6
万平方メートルで、蔵書量が 265 万冊になります。
そして体育館の面積は 2.8 万平米です。3 年前か
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ら大連理工大学は新たに西部のキャンパスをつ
くっています。西部ニューキャンパスの建設に関
する写真ですが、ここは詳しい説明は割愛します。
現在、教職員は 3,595 人おりまして、うち専任教
員が 2,083 人。学生数は、在校生が 3 万 2,292 人、
うち、いわゆる本科生が 1 万 9,000 人、マスター
コースの人が 9,331 人、ドクターコースが 3,400
人です。外国人留学生は 400 人近くいます。
　これまでの 2 年間を振り返ると、本学は管理の
上でも大きな変化を遂げてまいりました。7 つの
学部がありまして、工科を 5 つの学部に分けてお
ります。これらはビークルエンジニアリング、イ
ンフラ関係、電子情報、電気エンジニアリング、
化学工業環境生命、機械工学、そして素材エネル
ギー学部になります。
　次に第 5 番目でありますが、私どもは積極的に、
地域での技術移転や産学連携のプラットフォーム
を構築しています。先ほど大阪大学の馬場先生か
らお話がありましたが、中国の大学の役割という
のは、日本での大学の役割より大きいということ
でありました。その理由は何かというと、中国の
大学は単に基礎研究を行うだけではなくて、それ
以外の部分としまして、科学技術の成果を、一部
の成果ということになりますけれども、これを産
業化するということも大学の使命なのです。大連
理工大学は科学技術の成果の実用化、転化、そし
てキャンパスからこういったものを外に出すとい
う上で、3 つの研究院や、そして産業パークなど
をつくっております。このような計画を行ってお
ります。
　長江デルタ地域ですね。常州というところに常
州研究院をつくっております。このビルは 1.89
万平米でありまして、既に竣工しておりまして、
実際に入居して活動を始めています。また、東北
地域の営口というところに営口研究院もつくりま
した。この建物の床面積は 6 万平米でありまして、
これは間もなく竣工します。また、広東の珠海で
珠海研究院というのをつくっております。主に集
積回路の研究開発を手がけています。また大連の
旅順というところに、大連理工大学のテクノロ
ジーシティーをつくっております。この建築面積
は、既にできたもので 15 万平方メートルになり
ます。大連の化学工業産業パーク、松木島といい

ますが、ここに産業パークがありまして、大連理
工大学の化学工業の成果の実用化、産業化という
のをここで行っております。これが第 1 の部分で
す。
　第 2 の部分というのは国際交流についてです。
大連理工大学は、21 の国及び地域の 141 の大学
及び科学研究機関と、長期的な協力関係、提携関
係があります。ここ数年、こういった国際協力の
資金も大々的に増えております。2006 年には 151
万元でしたけれども、2010 年になりますと、こ
れは 2,585 万元に急増しております。このように、
国際的な技術移転のプラットフォームをつくりま
して、中日、中露、中国とフィンランドといった
国との間での技術移転のプラットフォームを構築
しております。この写真は、フィンランド及び日
本の岩手大学との技術移転に関する連携をしたと
きの写真です。また積極的に我々は中日韓の大学
の産学官の協力も進めております。こちらの写真
は、私どもと 3 カ国の幾つかの大学が、産学官に
ついてのシンポジウムを行ったときのもので、今
日ととても似ている場面であります。こちらはカ
ナダ、フランス、イタリア、日本の東北大学、そ
して日本の群馬大学など、それぞれ、産学研や科
学技術成果の転化に関する研究機関をともにつ
くったり提携したりしたときの写真です。
　それでは第 3 の部分です。中日国際協力の概況
についてです。今年 7 月、大連理工大学と立命館
大学が共同で情報とソフトウエア学院をつくりま
した。このソフトウエア学院は大連理工大学の学
院の中にあります。来年から正式に学生募集を始
める予定になっております。一方、日本の岩手大
学とは国際技術移転センターをつくっています。
このセンターはこれまでに既に 5 年の歴史を数え
まして、毎年のように、少なくとも 1 項目の日本
の大学の成果を中国の企業に移転するということ
をしております。このプログラムを UURR プロ
グラムと私どもは略称として呼んでおります。
　これは、文部科学大臣の中川さんが、私どもの
ブースを見学してくれたときの写真であります。
この 2 名は、日本の東京大学に留学している学生
です。こちらは早稲田大学に留学している学生で、
毎年のように 100 人余りの大連理工大学の学生た
ちが日本に来て留学をしております。200 人余り
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の学生が、日本の企業に行って実習したり、研修
を行ったりしております。
　また、三菱化学さんとも共同の研究センターを
つくっております。毎年のように科学技術研究の
テーマを決めまして、また三洋さんとも研究セン
ターをつくっております。また日新電機さん、日
本の企業でありますけれども、ここでも研究開発
センターをともにつくっております。こうした日
本の大学、そして日本の企業との協力を通じまし
て、私どもは中国の地域の代表的な大学と、また
日本の地域の代表的な大学と、さらに実際の支援
ということがあれば、産業と関連する難しい問題
も解決できるし、また産業クラスターを形成する
上でもいろいろな支援ができるということを考え
ております。
　最後に、中日産学研の協力について幾つか私な
りの提案をしたいと思います。まず最初の提案で
す。今後も双方の技術や人材、さらに産業といっ
たさまざまなリソースを使い、、双方の強力なプ
ラットフォームを使ってやっていくことだと思い
ます。中国では産学研の委員会があります。日本
には産学連携センターというのがあります。です
から、それぞれが、いいプラットフォームとして
の役割を図れると思います。こういったところと
の提携が重要だと思います。もう一つは、こういっ
た交流や協力は、学術会議であるとか人的な相互
訪問、情報交流といったことが重要であります。
よって双方の大学で協働の産学研の研究とか協力
のセンターをつくるということが重要だと思いま
す。3 つ目の提案ですが、さらに双方の大学の日
本の企業あるいは中国企業との間の技術協力を進
めることです。双方の企業のニーズに基づきまし
て、技術の支援を行ったり人材交流を行うという
ことだと思います。大学の先生あるいは学生が、
それぞれの国の企業に行って、技術的な指導を行
う、あるいは企業の抱えている問題の解決の手助
けをするということも重要だと思います。4 番目
の提案ですが、双方の提携や協力を通じて日本及
び中国の政府の支援をこれからも引き続き得なが
ら、企業の難しい問題を解決し、技術の成果を産
業化していくということだと思います。
　最後になりますが、私どもはぜひとも、大連理
工大学と日本の大学の特に強い分野を生かしなが

ら、特定の領域で共通の技術研究開発のプラット
フォームを使って、これをそのまま企業のために
役立てたい、技術移転を加速して、ともにいい成
果を上げたいと思います。以上です。ありがとう
ございました。

馬場　李先生、ありがとうございます。今のお話
を伺っていますと、日本側から見るよりもはるか
に、中国のほうから日本の大学あるいは企業と具
体的な協力関係を結んで、実績を常に上げている
ということでした。さらに最後には、日中のこれ
からの発展についての提案までいただいておりま
すので、また後ほど議論の種にさせていただけれ
ばと思います。
　それでは最後になりますが、西北工業大学の副
学長をされております翁先生にお願いをしたいと
思います。

翁　馬場先生、尊敬する佐
藤先生、そしてご来賓の皆
様、こんにちは。本日この
ような場にお招きいただき
まして、まことにありがと
うございます。そして今回、

私に講演をするチャンスを与えてくださいまし
て、御礼申し上げます。本日の主催者側の要求に
よりまして、私の話も産官研の協力をテーマにし
ております。これは今日、大学管理者としまして
直面している非常に挑戦的なテーマ、そして大学
の核心的な、全体の中心的な任務の一つであると
思います。本日私は「西北工業大学の産学連携の
実践と探索」ということをテーマに皆様にご紹介
します。
　このテーマの話をする前に、まず西北工業大学
の簡単な状況を皆様に紹介させていただきます。
そして、これを通してお互いの理解を促進し、双
方の友情を将来の協力に発展できればと思いま
す。
　西北工業大学は、中国の文化歴史の名城、西安
にあります。西安は歴史上、中国では唐の時代ま
で、13 の王朝の首都でありました。中華民族の
発生地でもあります。中国の歴史には 4 つの時代
がありまして、この周、秦、漢、唐は、すべてこ
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こに首都を定めております。1400 年前から、中
国の唐の時代に、西安、つまり昔の長安は既に京
都、奈良と解きがたい縁を結んでおります。この
3 つの都市はすべて友好都市、姉妹都市になって
おります。西北工業大学というのは、航空工業、
宇宙工業、そして航海、海の科学、いわゆる科学
研究を特色とする大学でございます。これは中国
の、皆様ご存じのように「985」プロジェクトや

「211」プロジェクトがありますけれども、その中
の第 1 陣の重点大学でございます。
　西北工業大学は、1938 年に建校しておりまし
て、これは異なる時期に異なる 3 つの大学が合併
して成立しています。1 つは 1938 年に国立西北
工学院、当時は国立西北工業大学院は、北洋大学
の工学院、東北大学の工学院、北平大学、焦作大
学の 4 つから成っております。1952 年、華東航
空学院というのは、当時の交通大学の航空学部、
浙江大学の航空学部、南京大学の航空学部が合併
して成立した大学です。そして 1957 年、西北工
業大学が成立しています。1970 年、これは 1952
年にハルビン工程学院空軍工程学部を、つまりハ
ルビン航空大学の最大の学部になりますけれど
も、全部を西北工業大学に合併しています。この
ように 3 つの背景の異なる時期にできた大学が、
西北工業大学になりました。
　この大学は非常に特色があります。これは 3 つ
の源流がありまして、全部合併した大学です。
　現在 2 つのキャンパスがあります。1 つは西安
の市の中心部にあります。これが友誼キャンパス
です。もう一つは郊外にありまして、これを長安
キャンパスと呼んでおります。現在、本科生が 1
万 4,000 学生。研究生は、博士課程の学生を入れ
まして大体 1 万 1,000 名ほどいます。全部で学生
は 2 万 5,000 名になります。教職員は 3,600 人、
専任講師が 1,900 人、15 の専門学部を持つ学院が
あります。大学内に国家級の重点研究室が 7 つあ
ります。そのうち 3 つは、企業と共同で設立した
研究室です。また、27 の省あるいは部レベルの
単位での研究室があります。そのうち 4 つが企業
と共同です。2 つの工程プロジェクトのセンター
があります。このプロジェクトセンターというの
は、企業と共同で設立しています。19 の省・部
レベルのエンジニアリングセンターがあります。

これも、うち 6 つを企業と共同で設立しています。
このうち、我々はアメリカ、日本、ロシア、ドイ
ツ等の約 100 を超える大学と協力関係にありま
す。現在 2 つの「国家大学学科イノベーション知
力導入センター」、1 つの「国家ソフトウエア人
材国際養成センター」、そして二十数カ国との大
学と 26 の共同研究機構を設立しておりまして、
現在 1,130 名の国際的に有名な専門家、学者、教
授が本校の名誉教授あるいは客員研究員として在
籍しております。
　次に、本来の主題に入ります。これは主に西北
工業大学の産官研の実践と探索を 4 つの部分に分
けてお話しします。
　まず産学連携に対する認識と理解ですが、私個
人の考えを申し上げます。そして皆様に討議して
いただければと思います。
　21 世紀は知識といわゆるイノベーションの時
代であります。知識とイノベーションというのは、
経済と社会が発展するための最も基本になりま
す。この時代では、より知識に頼る、技術、テク
ノロジー、そして人の素質に依るところがますま
す大きくなります。産学研のもと、本質というの
は、いかに速く知識を応用に転化させるかですか
ら、これは世界各国の技術イノベーションあるい
は技術革新の重要な手段となっております。
　実践から見まして、世界各国の産業技術の重大
な突破は、すべて産学研の産学の共同、協力の関
係によって生み出されるものです。ですから産学
研の知識をさらに発展させる、拡散していく、応
用していくというのが非常に有力になる。そして
中国はイノベーション国家を目指し、企業を主体
とし、産学連携を一つの突破口とする政策をとっ
ております。中国の状況はちょっと日本と異なる
と思いますけれども、中国では研究所は企業の外
に独立したものとして存在します。ですから中国
の企業というのは、特に大中型の 7 割以上は、自
分の研究開発機構を持っていません。しかし日本
は異なります。日本の企業というのは、ほとんど
独自の研究所を持っています。開発部門を持って
おります。ですから産学研の道というのは、いか
に企業の自主的な革新能力、イノベーション能力
を向上させるかは、中国においてより重要になる
ように思えます。
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　ですが、産学研というこの言い方は、国際的に
は一般的に通用していますが、中国におきまして
は産学研というのは全体的な発展の変遷がありま
す。最初は産学研。日本では産学、あるいは産学
官と呼んでいますが、この産学研。なぜ「研」と
いうかというと、中国は研究所が企業と異なって
独立したものですから、中国には産学研というも
のが存在します。現在になりますと、産学研用、
つまり実用が加わります。つまり産学研用という
のは、政府が必ず参画します。仲介機構が参入し
ます。またそれ以外に金融といったものが必要に
なります。呼び方は異なりますけれども、私が思
うには日中には共通点があります。これは産業が
主。つまり企業の需要が第一になると思います。
知識の実用が重点になります。
　2 つ目の部分ですが、私が申し上げたいことは、
多元化する産学研の中身です。
　産学研というのは、教育と科学技術と経済の発
展の 1 つの結合、応用、融合になります。科学、
技術のそれぞれの融合だけではなく、その中身と
いうのは非常に豊富で深みがあります。知識の伝
搬、教育、そして知識の新しく革新的な研究、知
識の移転、社会のためのサービス、サポートです。
ですから経済の発展、ニーズに合わなくてはいけ
ない。今は、大学は直接経済の発展に貢献しなく
てはいけないということが強調されています。現
在は知識とイノベーションが主導する時代であり
ます。ですから大学とは、イノベーションと経済
の発展の中で、次第に主要なポジションになるよ
うな状況になっています。我々は、いわゆる周辺
から中心に向かっている。ですから大学としては、
我々が経済の成長と社会の発展の面で担っている
重要な任務を、自分でみずから認識する必要があ
ると思います。
　次に、西北工業大学の実例をご紹介します。1
つは、科学技術のイノベーション、技術革新の上
で産学研の実践の例、そして探索の実例をご紹介
します。本校は航空学科のすべて、つまり航空業
界の全領域をカバーしています。いわゆる宇宙航
空技術の一部の領域として航海の一部の産業もカ
バーしております。ですから我々としましては、
積極的に産学の、業界の、地域のためにサービス、
サポートをします。この 5 つの実際のモデルとし

ては、まず、大型企業との間で戦略的パートナー
シップを結ぶこと。戦略的なアライアンスという
のは、人材の養成、科学技術の研究、こういった
全面的な協力になります。現在、我々は業界の
二十数社、つまり集団、大型のいわゆる主要企業
と全面的なパートナーシップ、アライアンス関係
を構築しております。多くの企業は学校の中で、
基金を設けております。例えば中航集団工業は毎
年 1,000 万人民元の資金を 5 年間続けて、計 5,000
万元をいわゆる開発基金として投入しています。
　2 つ目のモデルというのは、企業の中のトップ
企業、いわゆるキー技術と共同でセンターをつく
ることです。これには 2 つの形式があります。1
つは政府が主導し、推進するもの。これは政府が
出資してつくるものです。主な新興産業、例えば
マイクロデバイスといったもの。2 つ目は、企業
が研究資金を提供して、共同で研究する、いわゆ
る人材を集めるもの。多くの重要産業あるいは
キーの産業が共同で設立する形式です。
　そして 3 つ目のモデルというのは、例えば陜西
省に向けた、地域の西北技術研究院というものを
設立しております。これは地域のためにサービス
するものです。5 年間の努力によって非常にいい
将来が見えています。後ほど 1 つの具体例を紹介
します。
　4 つ目のモデルというのは、学校と科学研究機
構の人材の優位性、強みを使って、国家レベルの
サイエンスパークをつくっています。これは皆さ
んご存じのように、いい大学というのは大体サイ
エンスパークを設置しています。我々は、中国初
の 22 の国家レベルサイエンスパークのうちの 1
つです。5 つの機能があります。1 つはハイテク
技術のインキュベーション。次に、高技術の成果
の実用化、移転。3 つ目はいわゆる開発的な人材
の養成。そして仲介、それからリスクのマネジメ
ント。このような機能があります。サイエンスパー
クを通して一部の成果を得ております。現在、育っ
ていった企業は 23 社あります。そして、学生が
企業を起こしたのが十何社あります。
　5 つ目の産学のモデルというのは、プロジェク
ト共同開発。これはよく見当たるケースです。本
校の特徴で、これは非常に多いのですけれども、
主に企業の技術イノベーション課題に対応し、共
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同でこの難題を解決し、研究開発を行います。
2010 年の科学研究費は大体 16.69 億人民元。その
3 分の 1 が、すべて企業とのプロジェクト共同開
発から得た資金であります。
　次に 3 つ目の部分、「産学連携を強化し、人材
養成の質を高める」ことについて、お話をします。
人材育成は大学の大もとになります。つまり大学
の使命というのは、研究科学、社会サービスの 3
つの機能があります。しかし人材の育成というの
は大学の根本になります。科学研究、産業発展、
これはすべて、いかに人材を育成するかためのも
のです。産学研で人材の養成というのは、新しい
教育のモデルだと思います。理論と実践を融合さ
せ、学生の実戦能力をアップさせ、そして開拓者
の精神を養成することができます。ですから産学
研の人材を養成するというのは、今日の技術と経
済の発展の 1 つの要求です。本校も独自の、いか
に人材を養成していくかのモデルを模索しており
ます。この中で主なことは、人材を育成する目標
というのは、トップを養成する、つまりエリート
養成といった、つまり知識をはぐくみ、総合的な
能力を擁した人材を養成の目標としています。
　この中で具体的なやり方としましては、まず地
方政府、企業と全面協力し、幾つかの人材を養成
する協定を結びます。2 つ目、我々は企業と共同
で学生の実習の基地をつくります。ポスドクス
テーションを設立する。そして 3 つ目は、経験豊
富な研究者、専門家を学校の特別教授として招く
ことです。4 つ目は、科学技術革新のための実際
の社会実践活動を展開します。学校では大体毎年
200 万人民元を科学技術創出イノベーション活動
費として投資しています。日本、フランス、多く
の国々と共同でエンジニアの養成、例えばソフト
ウエアのエンジニアを養成しています。
　我々、産学連携による人材育成の成果としまし
ては、我々は企業が非常に重要視する人材を送り
出しており、社会から高い評価を受け、社会から
受け入れられています。つまり非常に自慢できる
学生を多く送り出しています。今年の 4 月、中国
の航空工業がちょうど 60 周年になりますけれど、
国のために貢献した賞という報国賞を 10 人獲得
した中の 6 人が本校の卒業生、OB でした。航空
領域のメイン企業あるいは研究所の中では、幹部

のうち 60％が本校の OB であります。大学院生
の就職率は最近 5 年はいずれも 98％以上で、ま
た学部生の卒業生の就職率も 96％以上をずっと
保っております。
　4 つ目の部分ですが、大学の知識イノベーショ
ンについてお話をします。基礎研究は、科学技術
イノベーションの大もとになります。産学研連携、
科学研究あるいは技術のイノベーション、そして
人材育成、我々が多くの仕事をしてまいりました
けれども、我々としましては最も重要なことは、
大学として基礎研究を重要視することにありま
す。基礎研究のレベルというものは、多くの立派
な大学と一般大学を区別する重要なクリティカル
ポイントになります。大学が発展する中で、未来
に向けての一つの基本的なプラットフォームにな
ります。基礎研究がなければ、産学研はうまく発
展するはずがないと考えております。我々としま
しては、基礎研究というものは、世界が直面して
いる重要なプロジェクト、課題、テーマ、特に世
界の各国と共同で直面している、例えば食糧安全
問題、病気の予防、重大な災害、公共安全、経済
金融といったもの、世界と共通で研究すべきだと
考えます。本校では基礎研究院というものを設立
しており、基礎研究基金を設けておりまして、こ
の中で 1 つ成熟すると 1 つつくっていく。大体、
現在 5,000 万以上の人民元を投入して、50 以上の
項目がスタートしております。これ以上詳しくは
紹介しませんが、いい成果を得ております。
　2 つの実例を紹介します。1 つは日本のソフト
ウエア向けのソフトウエア人材養成センターで
す。これは中日 IT 発展センターの中で、ソフト
ウエア人材の養成センターをつくっています。こ
れは日本の慶応大学、東芝、そして東洋エンジニ
アリングなどと共同で、日本向けのソフト技術者
を養成する学部を創立しております。これは日本
企業の専門家を呼んで、専任の教員として教育に
当たっていただいています。産学研の中で、日本
におけるこういった養成センターをつくることに
より、大体 60 人の卒業生がおりまして、彼らは
すべて日本の企業、例えば東芝、東洋エンジニア
リング、富士通などの企業に就職しております。
そして 100 名以上の卒業生が、中国のいわゆるオ
フショアのソフトウエア開発会社に就職していま
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す。現在、卒業生の多くは企業の中堅になってお
りまして、国際的な視野を持った非常にコミュニ
ケーションに強い人材になっております。また同
時に両国の文化の交流にも、そして友好関係にも
つながっています。
　ここでちょっと時間をかりて非常におもしろ
い、非常に感動するお話を紹介します。東芝の開
発部のマネジャーで、本校の教授を担当していた
だいています中村幸男先生ですが、9 回授業に来
ております。途中で 1 回突然心臓病が発作しまし
て、日本で発作したのですが、心臓のブリッジの
手術をして数日間入院されました。本校としまし
ても心配で、万一何かあったら大変だと思いまし
たので、中村先生にちょっと時間を調整したらど
うかと申し出ましたけれども、中村先生からは、
自分の唯一の希望というのは、中国でこの世を離
れる際に、兵馬俑のところに埋葬してくださいと
いうコメントをいただきました。ですから、こう
いった非常に感動する精神が本校で広く知れ渡っ
ています。中村先生は幸い、体は非常に強く、つ
まり兵馬俑も中村先生は歓迎しないようでして、
中村先生もそこに入る必要もなくなったようでご
ざいます。これが一つの実例です。
　2 つ目の例ですけれども、西北工業技術研究院
があります。これは産学官の戦略アライアンス、
つまり陜西省の地域の発展のため、西北工業技術
研究院というものを設立しました。これは新しい
モデルでありまして、陜西省の地方政府と国防科
学委員会、市政府、そして企業集団で共同出資し
てこの研究院をつくりました。理事長は西北工業
大学の学長が担当しております。我々の理念は、
政府が推進し、大学を拠り所にし、企業も貢献、
国際協力を実施し、市場化運営するということで
す。西北工業技術研究院は 3 つの結合によるもの
です。つまり産学研の結合、軍民の結合、技術と
市場の融合です。研究院は主に 4 つの領域で発展
しています。つまり、装備の製造、新材料、電子
情報、そして新エネルギーです。そして、ここで
は、主に集成、技術の転移、人材の育成、そして
企業のインキュベーションをしています。
　西安市にもとを置きながらも陜西省全体にも、
それ以外にも分院を設立しております。大学、軍
事工業産業、そして研究院が、8 つの工程技術研

究センターを設立し、西安ハイテクパークと合同
インキュベーションもつくっています。これは設
立してから 5 年間になりますけれども、大体 17
社の企業が設立され、32 の実質的な知的財産権
を持つ製品、21.97 億の生産高、そして特許 358
項目が生まれています。2009 年この研究院は国
家級の「技術転移モデル機構」に指定されて、今
年陜西省で「陜西省軍民融合トップ企業」との名
誉を与えられております。
　これは、具体的なプロジェクトですが、西北工
業大学というのは、産学研の実践の中では、学校
と社会サービス、そしてサービスと同時に学科の
再生化、そして学科の最適化、レベルアップ、そ
していわゆる大学と企業の Win-Win の関係を実
現しているということです。中国というのは、産
学連携のスタートは相対的に見れば日本より相当
遅かったと思います。日本は非常に早くから産学
連携がスタートしました。
　大学の産学体制はまだまだ模索の段階にありま
す。現在多くの問題を抱えております。個人的な
考えとしましては、中国の産学連携問題が幾つか
あります。大学の基礎研究能力が足りない。これ
が 1 つです。2 つ目の問題は企業の、つまり技術
の吸収能力が低過ぎる。これはいわゆる革新、あ
るいはイノベーションの力がないということで
す。3 つ目は利益のメカニズムがない。つまり仕
組みがない。ですから、いかにしてやる気を起こ
すかといったものが問題としてあります。現在、
中国政府としては積極的な産学連携を推進してお
ります。関係する法律法規を整備しております。
そして科学技術のイノベーション、あるいは革新
の産学研の経費の投入も増やしております。
　今後の日本との協力について 2 つの提案がござ
います。1 つは、本校としては日本との協力では
ベースができています。我々は日本の十幾つの大
学・企業と協力関係にあります。私としましては、
今回の大学フェア＆フォーラムを通して協力範囲
をさらに広め、そしてさらに協力内容を深めたい
です。主に 2 つの内容があります。まずトップレ
ベル人材の共同養成です。中国の公費留学生制度
と日本の文部科学省の奨学金がありますけれど
も、我々は 40 名の修士課程、博士課程の学生を
東北大学と名古屋大、九州大学に留学させており
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ます。今後も引き続き具体的なカリキュラムの連
結、学歴あるいは単位の相互認定に協力したいと
思います。もう 1 つは、日本の本科生または大学
院生が西北工業大学に来ていただいて勉強するこ
と、留学することです。我々の大学には現在、学
歴の取得を目的とする日本人学生が 1 名もいませ
ん。つまり、語学の勉強に来ている人はいますけ
れども、専門の勉強の学生はいないです。
　2 つ目の提案ですが、ハイレベルの研究協力を
行いたいです。われわれは、力学、生命科学、海
洋学の分野で協力したいと思います。
　我々には生命科学院というのがありますけれど
も、重点は宇宙生物学、宇宙生物技術、そして磁
気生物学、そして航空医学のプロジェクトです。
つまり本校は宇宙空間の技術がメインであります
ので、宇宙空間に関する生物・医学の研究です。
日本の宇宙科学研究所、物質材料研究機構、筑波
マグネット実験室、それ以外にも日本の幾つかの
研究所と協力関係にあります。科学の研究プロ
ジェクトの中で協力できればと希望しておりま
す。共通に、国家の中国のプロジェクトを申請し
て、これはまだまだたくさんありますが、チャン
スは多くあります。もちろん、我々としてはお互
いに留学生を派遣することをも望んでいます。
　次に、本学の航空学院が日本との交流・協力を
深めたいと考えます。航空学院は、飛行機の設計、
固体力学、流体力学、いわゆる飛行機の飛行技術、
避航技術の管理などが主な研究になります。日本
との協力の中では既に、東京理科大学と大きなプ
ロジェクトがあります。この場に東京理科大の学
長もいらっしゃいますけれども、主に固体力学の
中で協力関係にあります。つまり、幾つか中国の
プロジェクトを申請しているのです。そして東京
工業大学、日本の慶應義塾大学、東北大学とも協
力関係にあります。
　以前のこの協力研究というのは、つまり何かプ
ロジェクトをとって国の認可を得て、研究科学あ
るいは研究費をいただく形となります。あるいは
共同で国際会議を主催し、短期間での学生交流を
も行っています。次にできれば我々としましては
科学研究技術のプロジェクト、テーマ、そして共
同で研究機構を設立するといった面では協力が深
められればと希望しております。

　それから、航海学院の 1 つの研究チームも海に
関する環境観測という分野で、日本と緊密に研究
開発の面で協力を深めていきたいと考えておりま
す。特にこういう幾つかの面で、つまり海洋総合
コントロール、評価、そして海洋騒音の哺乳類動
物への影響と評価、海洋騒音の人類または音環境
への影響に対する評価などで協力できれば良いと
思います。こういった共同テーマで、お互いに人
員の派遣、技術研究者の派遣、共同研究を行いた
いと思います。
　そして最後になりますが、尊敬するご来場の皆
様、知識産業の未来の経済の繁栄には重要な作業
があります。特に大学の管理者としましては、大
学がこのプロセスの中で重大な使命を負っている
ことを忘れてはならないと思います。産学の研究
の成功というのは非常に難しい、そして長い道の
りであります。ご清聴ありがとうございました。

馬場　翁先生、どうもあり
がとうございます。4 人の
先生方に中国のいろいろな
現状、それぞれタイプは違
いますが、具体的な提案も
含めていろいろお話をいた

だいたと思います。皆様からご質問とかご意見を
伺う前に、日本の琉球大学の副学長の佐藤先生か
ら、今までのお話を含めた中で、それに対するコ
メント、あるいは先生のほうから中国の方に対す
るご質問等、最初にさせていただいて、それから
皆様との討議に移らせていただきたいと思いま
す。佐藤先生、よろしくお願いいたします。

佐藤　琉球大学の佐藤でご
ざいます。今日、このお話
を聞かせていただきまし
て、私自身は産学連携とい
うものを日本の視点でしか
見られないんですけれど

も、その中で、日本と中国の大学等々との産学連
携という視点で見ると 3 つほどポイントがあろう
かと思います。またご来場の方々で企業の関係の
方々などにも、わりと知りたがっているポイント
が 1 つ、2 つあるのではないかなと思っておりま

45

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
1
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
4

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
1

フ
ォ
ー
ラ
ム

総
括
・
全
体
講
評

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
3
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
2

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

講
演
資
料

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
4
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
3

フ
ォ
ー
ラ
ム

講
演
資
料

フ
ォ
ー
ラ
ム

基
調
講
演

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
2
部



すので、その辺のところを踏まえて少しコメント
をしてみたいと思います。
　まずひとつは、今日、4 大学からそれぞれの大
学における産学連携の現状についてご報告をいた
だいたわけですけれども、お聞きになったとおり
非常に活発にいろいろな形での産学連携をやって
おられるというのが、偽りのない印象ではないか
なと思います。ただ、華東師範大学を除きますと、
ほかの大学は産学連携という意味では大学の設置
目的といいますかミッションが明確である、つま
り日ごろの教育研究というものが、常に産学連携
としてどう応用に結びつくかということが視点と
して位置づけられている大学だろうと思います。
ですから、そういった大学が研究成果を産業にど
う結びつけていくかというのは、ある意味では大
学のミッションとして重要な部分になっているの
で、それが非常に活発に展開されているという印
象かなと思います。ところが、一歩翻って、大学
というのは、特に日本の国立大学というのはそう
なんですけれども、わりとそういう特色といいま
すか、基礎研究重視といいますか、日ごろの教育
研究の展望が必ずしも将来、産業に結びつくと
いった視点では行われていないと私は思います。
ですから、それを今度はどう産学連携のような形
で発展させていくかという、こういった大学の研
究シーズと、それから産業のニーズというものと
のマッチングのシステムですね。これが日本でも
いろいろな形で今、模索を続けておりますけれど
も、中国の場合にはその辺のところがどういうふ
うになっているのかなというところ、これは産学
連携の幅を広げるという点で 1 つのポイントにな
るのではないかなと思っております。
　それからもうひとつは、先ほどの華東師範大学
の先生のお話の中にあったんですけれども、こう
いった産学連携をするときに非常に注意をしなく
てはいけないのは、やはり日本でいうところの利
益相反の問題であります。日本語で「利益相反」
というのは、私はあまり適当な言葉ではないとは
思うんですけれども、基本的にはやはりコンフリ
クト・オブ・インタレスト、つまり大学側が興味
を持ってやることと、企業が興味を持って求める
こととの乖離がある。これをどう埋めていくかと
いうところをきちんと議論しないと、なかなかこ

の産学連携がいい形で発展していかないのではな
いかなと思うのです。その辺の議論というものも
当然必要になってくると思います。
　それから 3 番目はやはり、じゃあその研究成果
をお互いにどうシェアするのかというところの現
実的な話ですね。
　私はこの 3 つのポイントが多分あるのではない
かなと思っておりますので、そういった議論を場
合によってはここでやっていただいて、日本と中
国のこういった産学連携のあり方の基本的な部分
を少しお互いに共有するような形に発展していけ
ばいいのかなと個人的には感じました。いろいろ
フロアからの質問は、別な視点の質問もあろうか
と思いますけれども、もし議論があまり活発に沸
き上がってこないようであれば、そういったひと
つの投げかけといいますか、コメントを提供して
おきたいと思っております。以上です。

馬場　ありがとうございます。中国の皆さんのお
話とは少し視点の違った方向からのコメントで
あったと思います。
　そうしましたら最初に、まずは中国の先生方に
対して。今、現状をお話しいただきました。非常
に幅広かったと思いますし、それぞれタイプが全
く違う産学連携をされていたと思います。もし会
場のほうから、どなたか先生方に対するご質問等、
あるいはコメントでも結構ですので、ございまし
たら挙手をお願いします。ご発言の際には、ご所
属とお名前を言っていただくようにお願いをいた
します。

質問者　皆さん、こんにちは。私は上海の大学を
卒業し、それから早稲田大学で学位を取得し、現
在教員をしております。先ほどすばらしいご紹介、
ありがとうございました。私の質問ですが、先生
方のお話の中で各大学における日本の企業や大学
との協力関係についてお話がありましたが、この
ような協力は、私のような日本に留学している者、
そして最終的には中国に帰ろうとしている者に
とって、どのような効果をもたらすとお考えで
しょうか。特に皆様の大学で我々のような留学生
を受け入れる部分ではどのような措置、対策があ
るのでしょうか。
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馬場　どなたか今のご質問にお答えしていただけ
ますでしょうか。

範　ありがとうございま
す。ご質問大変うれしく思
います。今回、大学フェア
＆フォーラムに参加しまし
たのは、我々もいわゆる人
材募集の目的をも持ってい

るからです。中央では千人計画というのがござい
ます。全世界の最も優秀な中国人の科学者を、帰
国させ、3 カ月でも半年でもいいのですが帰って
もらって、祖国のために役に立ってもらおうとい
うことで、資金的な支援を千人計画の中で提供し
ております。もし興味がありましたら、今回のフェ
ア、それぞれのブースを見ていただくとそういう
紹介がありますのでごらんください。
　補足いたしますが、今、中国の大学がどのよう
に募集人材を選ぶかというと、ますます高いレベ
ルの方を求めるようになっております。もし日本
の企業で何年か仕事をしたことがあるということ
で、なおかつ中国の大学に勤めたいということで
ありましたら、非常に難しい状況です。というの
は、求めるものが違うんですね。論文を求める、
それからイノベーションがあるかどうかというこ
とを見ているんですね。逆に、大学ではなくて中
国の企業に就職しようとするとやはり難しいんで
すね。企業のニーズが今、日本の大学などで働い
ている方々の持っているものとはちょっとニーズ
がマッチングしないということで、中国留学生が
日本で仕事をし、大学で学ぶならば、国内のニー
ズ、今の状況を意識して、その上で学ぶもの、身
につけるものを選んでほしいと思うんです。一番
いいのは、今日は午前中にも科学技術部と科学院
の方々の講演にもありましたが、成果があるなら
ば中国に帰ってきてほしい。そうすると優遇政策
をたくさん用意していますよという話がありまし
たので、中国はもちろん歓迎しているんです。で
すから今どういうふうにニーズの現状が動いてい
るか、変わっているかを意識して、そういうもの
を身につけてほしいということです。

馬場　ありがとうございます。次の方、お願いし

ます。

質問者　どうもありがとうございました。JST の
理事長をしております中村でございます。ただい
ま 4 名の先生方から大変内容の濃い産学連携の現
状、問題点、ご紹介いただいたわけです。
　まず最初に、1 点、今ご質問のあったお話に関
しましては、日本が、特に日本の企業からします
と、これから中国に生産拠点、研究開発拠点をど
んどん増やしていこうという動きがございまし
て、そういう中で日本で経験された中国人留学生
の方というのは、非常に大きなニーズがあるとい
うことだけ、ちょっと追加させていただきたいと
思います。
　私の質問でございますけれども、最後のご講演
の翁先生が、これまで随分、産学官、産学研用あ
るいは共同創新ということで進んできたけれど
も、問題点として基礎研究の能力の不足、企業の
技術吸収能力と、それから 3 番目に利益を還元す
る仕組みでございましょうか、を挙げていらっ
しゃいましたが、そこの最後の問題点がいま一つ
わからなくて、でも私は非常にそこが重要ではな
いかと感じましたので、そこのところをもう少し
ご説明いただけますか。

翁　ありがとうございます。これは私にとっても
非常に大きな問題として感じておりまして、この
利益の部分ですが、先ほどコメンテーターの方が
お話しになっておりましたが、いわゆる大学と企
業の間での利益相反ということです。これはやは
り現実的にはあります。利益の相反とか損失とい
うのは国のレベルでも、いわゆる国が大学の知識
の経済的価値をどう定めるかという仕組みがまだ
できていないんですね。ですから企業も知識とい
うよりソフトなものについては、やはりあまり
しっかりした意識がないのではないか、認識がな
いのではないかと思うんです。現在の状況でいい
ますと、とにかく産学連携を続けてやっていけば、
これからこの問題はますます大きくなるのではな
いかと思っております。
　現在は政府が後押しする形で我々は産学連携を
やっているわけですが、自発的または双方が願っ
た形で自発的に行っている産学連携があるかとい
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うと、中国ではあまりたくさんはありません。そ
れはなぜかといいますと、いわゆる利益の相反で
す。政府が利益もしくは知的財産権を、何が利益
で、何が知的財産権なのかを明確にしてほしいと
思うんです。政策を打ち出して我々がやっている
わけですが、しかしながら政策どおりに大学がで
きるわけではありません。ですから企業と協力に
ついて話し合いをする前に我々は必ず議定書など
を結びます。例えばほかの大学との関係ですね。
企業はいろいろな大学と提携するわけですから、
我々としたときにどのようなリスク分担をする
か、また利益をどうやって分け合うかということ
を事前に決めておくこと。それでお互いに満足で
きるような形を最初につくってから入るというこ
とですね。非常にうまくいった、とても大きな利
益を生み出してから初めてそういう話をするより
も、事前に話をしておいたほうがうまくいくと思
うんです。
　国は今はまさに科学技術の部分について、科学
技術の知的財産権を促進法という形で守るような
法律をつくっていて、間もなく発表、制定される
と思うんですが、それが定まれば、産学連携、利
益の部分に係る部分の問題も非常にうまくクリア
されるのではないかと思います。こんな形でよろ
しいでしょうか。

中村　この問題は非常に重要な問題でありまし
て、ぜひ今後とも両国で議論をし、情報交換した
らいいと思います。

質問者　東京理科大学の藤嶋です。私も去年まで
中国総合研究センター長もさせていただいていた
んですけれども、私自身、先月も上海交通大学に
行ったりしたんですけれども、産学連携で中国で
一番強いのは、やっぱり周辺にサイエンスパーク
を持ってらっしゃるということと、あるいは特区
という制度をうまく使ってらっしゃるという点
で、産学連携が非常にうまくいっているんじゃな
いかなと思います。それを政府が非常にうまく今、
働き出しているということで、つい最近そういう
のが、どんどん出てきますね。そういう点での関
連についてちょっとお話しいただければと思いま
す。

李国慶　私のほうからお答
えしたいと思います。先ほ
どの紹介でも申し上げまし
たけれども、中国には大学
サイエンスパークがある。
それは政府が産学研の連携

のためにプラットフォームとしてまず構築してく
れています。私どもの大学では一番最初に学校が
つくった企業というのは、サイエンスパークとい
う形でつくっていたわけではありません。その後、
中国では産学研の連携というのをますます重要視
するようになりました。高等教育機関について、
中国の高等教育法には 3 つの機能があるというこ
とが定められてありますが、人材育成、科学研究、
そして 3 番目に社会に奉仕することとあります。
中国ではここ数年、経済が急速に進んできました。
そして政府としましても、また今、企業としても
ニーズがあるということを認識しまして、科学技
術の成果をぜひとも実際に産業界のほうに転化、
転換していくこと、現実の生産力にするというこ
とが求められているんです。よって、政府はプラッ
トフォームとしてサイエンスパークをつくりまし
た。より効率の高い科学技術の成果のトランス
ファーをする上でプラットフォームをつくったん
です。これは政府主導です。中国では基本的には
各都市にハイテク産業開発区というものがありま
す。
　サイエンスパークの多くは、こういったハイテ
ク技術開発区の中に一角が設けられています。こ
れは国家レベルのもの、省レベルのものといろい
ろありますけれども、この開発区が国家レベルの
ものであるならば、この区内の会社あるいはベン
チャー企業は、その大学のサイエンスパークと
いったエリアですけれども、さまざまな優遇策を
享受することができます。大学としましては、成
果を転化するという上でいろいろなサポートを受
けられるということになります。大学のサイエン
スパークも、国家レベル、省レベルと言いました
けれども、こういったところに、大学がパークを
つくることができれば、大学がいろいろな政策を
実際に受けられるということになります。資金面
であるとか、あるいは政策の優遇策を受けること
ができます。そういう中ですので、成果を実際に
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産業化する、実用化する上でとてもうまくいくと
思います。
　東北電力大学は今年、大学サイエンスパーク申
請を新たにしようとしております。多くの企業を
誘致することができると自信を持っています。と
いうのは、現在産業のベースがありますし、また
国家レベルのサイエンスパークとしての条件を備
えているからです。パーク内の各企業、そして大
学が今後発展する上でも、こういったパークを利
用するということは大変大きな力にもなるんで
す。大体こういう感じですが、いかがでしょうか。

馬場　今のご質問に関連したものでももちろん結
構ですが、そのほかございますでしょうか。

質問者　皆様に質問です。産学研の連携でありま
すけれども、大学として、あるいは企業の面から
どのような期待をしているでしょうか。企業に対
してどのような期待を大学がしているでしょう
か。資金面なのか、あるいは企業としてどういう
テーマを大学側に提起するのがいいのかというこ
とについて教えていただければと思います。それ
で今、いろいろなプレゼンテーションの資料を拝
見しますと、いろいろな資金が投じられていると
いうことだと思います。研究費は潤沢にあると思
います。ですから企業側として具体的な研究テー
マについて何か連携する上で、企業に対してどん
な期待をするのでしょうか。例えば、テーマは定
まっている、ではその資金はどのくらいのものを
期待しているのかというようなことにつきまして
教えていただければ、企業側としましても心の準
備ができるというものでありますので、この辺を
伺えればと思います。以上です。

李俊傑　ありがとうござい
ます。先ほどのご質問にお
答えします。これまでの中
国の大学と企業の提携とい
うのは、企業のほうでテー
マを与えて、あるいはこう

いうニーズがありますということを言って、そし
て大学の先生が企業の人たちのために問題解決の
手助けをするということだと思います。契約をし

まして、そしてお金をその企業は払うということ
だったと思います。ただ、一番最初のモデルとい
うのは、こういうことでありましたけれども、2
つ目のモデルというのが出てきました。さらにレ
ベルアップしたというか、1 つ段階が上がったと
いうことでありますけれども、大学が政府の主導
のもとで、企業と長期的な連携関係を組みます。
そして企業は毎年のようにその需要とかそういっ
たものを定期的に大学のほうに伝えていく。大学
の方はそうした中から教員を選んだり、あるいは
チームを組みませて、その企業のための問題解決
に手助けをしていく、役立っていくということで
あります。さらに 3 つ目のランクのモデルもある
と思います。これは未来像というか期待値でもあ
るんですけれども、企業と大学が連携しながら研
究開発センターのようなものを一緒につくる、あ
るいは技術転換を図る、トランスファーを行う基
地をつくっていくということが理想だと思いま
す。中国の企業の多くは今、普遍的にやはり研究
開発力が足りないとか、あるいは研究開発の人材
が少ないということが言えると思います。今、要
は頭脳は企業ではなくて大学にあるんです。です
から大学と企業が長期的に大変安定した関係をつ
くるということ。このようなモデルというのが大
学と企業にとって不可欠であろうかと思います。
大変重要な協力のプラットフォームでありましょ
う。だれが出資するかということになりますが、
これは政府や企業がお金を持つべきで、大学のほ
うは人材を出すということではないかと思いま
す。教員もいますし学生もいますし、そして長期
的に企業のニーズにこたえていく、提携をしてい
くということだと思います。
　先ほど翁先生から航空分野などについてもお話
がありましたけれども、そういうことが理想だと
思います。ありがとうございました。

馬場　お答えはお 1 人でよろしいですか。今、テー
マということがありました。企業からテーマを出
すのか、それとも政府がある特定のテーマを設定
して、それに企業と大学が応募する。いろいろな
やり方があると思いますが、中国のサイエンス
パークでは、どういう形がこれからの主になると
お考え、何か方向が決まっていれば、お教えいた
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だくと非常に参考になります。
　それともう一つ、例えば日本の企業が中国にビ
ジネスを展開したいときに、大学にいかに関与し
ていけばいいのか、アドバイスをいただけるとあ
りがたいのですが。

李俊傑　では補足いたします。これまで企業が大
学を訪ねて、そして生産上のいろいろな問題を助
けてもらうということがありました。これで、今
後の発展の目標とかそういったことを企業のほう
から大学に話をして問題解決をしてもらうという
ことでありました。ですから、具体的にすぐに生
産に応用できるというものではなかったこともあ
ります。大学と企業の間では長期的な安定した協
力関係がなければいけない。そしてさらに秘密保
持とか知的財産権のシェア、配分の問題、さらに
は利益の配分の問題、こういったことを事前にき
ちんとやっておくということも不可欠でありま
しょう。そういうことをして初めて企業としまし
てもきちんと大学を訪ねて長期的な関係につな
がっていくのではないかと思います。

翁　私からも補足をしたいと思います。李先生か
らも大変わかりやすいお話があったところではあ
りますけれども、どういうモデルかということで
ありました。いろいろなモデルが、形式が今後も
併存していくのではないかと思います。そういっ
た中から選択肢がいろいろあるということだと思
います。ただ、今の発展の傾向としましては、李
学長補佐の意見に賛成なんですけれども、企業と
大学の間で大変長期的な、安定したプラット
フォームで、1 つの方向性のもとでやっていくと
いうことだと思います。ただ、連携というのは 1
企業と 1 大学だけのワン・オブ・ワンということ
だけではなくて、幾つかの複数の企業とか大学と
かが一緒にやるということもあると思います。私
も中国のいろいろなところに行きました。西安、
深圳、上海、広州、あと蘇州にも行きました。こ
ういったモデルはいろいろ推進されているんです
けれども、複数のところが一緒にやるということ
もいいモデルだと思います。これが一つ。
　二つ目ですが、日本の企業が中国に行って技術
移転をするとか技術の普及をするというときに、

私の個人的なアドバイスをするとするならば、技
術移転センターのようなところ、仲介機関ですね、
そういったところを利用するのがいいと思いま
す。直接企業がご自身でやるというよりは、そう
いう何か仲介機関のようなところを通したほうが
いいと思います。
　明確な、長期的な連携が相手側にあるというこ
とであれば別ですけれども、そうでなければ、例
えば西安にいらっしゃる場合には、先ほどのプレ
ゼンでも言いましたけれども、我々の西北工業研
究院というものがあります。ここには技術移転の
仲介役をするという機能もありますので、カナダ
やオーストラリアといった国々の企業に、成果の
マッチングをしたり、あるいは産業化、実用化を
したりということで成果を上げております。そう
いうところをご利用されるといいと思います。

李国慶　私からも補足していいですか。
　先ほどの最初の質問についてです。今、中国の
企業と大学の間の科学技術のプロジェクト、ある
いは技術革新のプロジェクトでもいいんですけれ
ども、主体となっているのは、やはり科学技術プ
ロジェクトを申請するということだと思います。
ですから李学長補佐がおっしゃったことは今後の
理想というか発展の目標だと思います。ただ、現
状で言うならば、主体となるのは中国の多くの大
企業、あるいは国有企業の科学技術の管理部門に
なります。こういった管理部門が毎年のようにプ
ロジェクトの立案をします。研究テーマですね。
そういうのを立てているんです。そしてこのよう
なテーマの計画がありまして、これを社会一般に
不特定多数に向けていろいろ募集をします。ある
いは入札のような形です。資金を集めたり協力者
を集めたりということがあります。例えば電力業
界ですけれども、5 大電力網会社というのがあり
ます。これは最大の国有企業でもあるわけですが、
毎年、中央そして省の支社も含めて、それぞれテー
マがありまして、これを申請して、そして企業が
最終的にニーズを入札の形で満たしていくという
ことであります。産学連携というのはプラット
フォームを一緒につくって長期協力するというの
は方向性としては合っていると思いますが、今は
やはり企業のほうからまずは立案をすることだと
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思います。そして、いろいろなモデルが併存して
いくんだという話もありました。私は今のところ
はやはり企業がテーマを決めるのが主体だと思い
ます。研究開発センターは、これを一緒につくれ
ればこれは一番いい方法だと思いますけれども、
ただ、今はまだ初期段階ですので、それほど大規
模な企業と大学の間のものというのは、それほど
多くはないということを申し上げたいと思いま
す。

馬場　コメンテーターの佐藤先生、お願いします。

佐藤　今、議論された点は
私も最初に少しマッチング
の問題として指摘させてい
ただきました。というのは、
今、中国というのはわりと
経済がどんどん発展して

いって、比較的具体的なミッションが目の前に
あって、それをもとにしていろいろな産学連携が
発展していっているという印象があるんですけれ
ども、大学の立場からいくと、これは多分中国の
大学も同じかと思うんですけれども、大学で研究
している研究スタッフ、いわゆるリサーチリソー
スの大部分というのは、必ずしもそういった産業
化という視点が入っていないものがある。だけれ
ども、そういうものの中にも将来的に画期的な産
業に結びつくようなものが多分あるだろうと。そ
ういうものをうまく産業に結びつけていくような
システムというのが、これから多分必要になって
くるんだという気がするんです。そういう意味で、
講演の中で翁先生がおっしゃっていた、またフロ
アのほうからも指摘がありました、基礎研究を
しっかりやるということは、将来的にこういう産
学連携を持続的に発展させていく一つのベースに
なる要素だと思うので。私自身はやはりそれをど
うマッチングさせていくかというようなシステム
がどうしても必要になってくるのかなと思いま
す。先ほどの翁先生の最後のほうの指摘でも、例
えばそういう科学技術移転センターみたいなもの
をつくって、そしてそこでお互いのシーズとニー
ズのマッチングをするとかいうことも含めて考え
たほうがいいんじゃないかなという、あまりまと

まりのない話ですけれども、そんな印象で聞いて
おりました。

馬場　ありがとうございます。時間もあと残り少
ないのですが、今日は大学の視点からということ
で議論をさせていただいております。残りの時間
で、今提案のありました、いわゆる基礎研究と、
自分でイノベーションをつくれるような人材育成
について中国の大学の先生方がどんなふうに考え
ておられるか、あるいは具体的な提案。それと、
可能であれば日中の人材交流、少し話が出たと思
いますが、その点あたりで何かコメントをいただ
ければ、あるいはサジェスチョンをいただければ
と思いますが。先生、順番にご指名してもよろし
いでしょうか。
　まず範先生、お願いできますか。

範　ほかの 3 人の学長さんは皆さん工学系なの
で、私は簡単に話します。今年、中国政府で
2011 計画というものを打ち出しております。こ
れはまだ全面的に出ていません。その本題という
のは、先ほど馬場先生がお話しされた、中国がい
かにして、このイノベーション型の国になってい
くかということです。具体的なやり方としては、
先ほどお 2 人の先生がお話しされたように、プロ
ジェクトが中心になっています。つまり、国が重
大な重要イノベーションプロジェクトのテーマを
打ち出し、その中で研究機関、大学、企業が共同
で申請するとのことは、先ほど翁先生の話でふれ
ましたが、詳しく述べられませんでした。これは
つまり一番新しい言い方で共同イノベーション、
共同革新という言い方があります。皆さんご存じ
のように中国では、大学で仕事をしていますと、
中国のイノベーション能力というのはほんとうに
大いにレベルアップしなきゃならない、はっきり
言って足りないという状況がわかります。私の話
ではこのぐらいです。

馬場　ありがとうございます。そうしましたら李
先生、お願いします。

李俊傑　この問題は、産学研というのは、つまり
官産学研と言われますけれども、私は政産学研と
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も言いますけれども、これは中国にとっては非常
に 1 つの大きな課題、難題であると思います。大
学の科学研究成果をいかに展開、転移するか、こ
れに関して、政府・企業・大学は多くの施策を打
ち出しました。政策も研究されています。しかし
いまだに探索的なテーマになっています。ここの
中にはいろいろな制約があるということを考えな
くてはなりません。例えば産学研究というのは産
業が主体だった。企業が主体。中国の特徴という
のは、中国の企業というのは、研究能力が非常に
発展していますけれども、昔の産業、つまり企業
の中では研究能力が弱い。本当の研究開発能力と
いうのは専門機関、大学、研究機関にあると思い
ます。ここ数年来、中国の大企業というのは、徐々
に研究開発を重視しておりまして、能力も備えて
発展してきております。例えば関連する研究院、
研究センターを設立しておりますし、発展してい
ます。ですから私が思うには、官産学研、あるい
は産学研でもいいんですけれども、あるいは大学
からの角度で言いますと、いかに科学技術の成果
の移転、これはまだまだ長期的に研究するテーマ
になると思います。そして政府、大学と企業が長
年、なぜ十分な有効な、あるいは地域的、あるい
は全面的に、成果は出ていますけれども、全体的
に見るとこの問題はまだ解決されていない。多く
のテーマが研究されるべきで、課題も残っている
と思います。
　私が言わせますと、中国の大学というものは、
学生を養成する、教育する場所です。まず学生に
求めることというのは、例えば馬場先生がお話し
されたように、基礎研究、そしてイノベーション
の面で強みを強化しなくてはいけません。しかし
この中には矛盾があらわれます。つまり養成した
学生がすぐに企業の要請に即応できない。中国の
教育部が昨年計画を打ち出しております。これは
直接エンジニアを養成することです。つまり大学
を選んで優秀な技術者を養成して企業の要求、
ニーズを満たすことです。そして 2 つ目。これは
先ほど国際的な人材交流の話ですけれども、ここ
数年中国政府が国際交流の面で、特に教育部が非
常に強力にサポートしております。例えば本校で
はここ数年来、研究生を含めずに、大学生の中で
海外に出て交流する人数が毎年 30％以上のペー

スで増えています。今年は大体数百人が海外の大
学に行って、あるいは企業に行って、交流するこ
とになっております。大連理工大学では、日本語
強化訓練コース、これは 5 年コースでありまして、
こういうコースが設けてあります。これらの学生
が日本の企業、大学に行って、「視察」と言われ
ていますけれども、彼らは言葉の障害がないので
非常に大きな収穫を得ることができております。
ですから、いかにこういった人材を養成するとい
う意味では国際交流というのは非常に重要なこと
だと思います。

翁　少し補足します。私が特に強調したいことは、
現在、中国の大学で養成した学生に対して中国の
企業は非常に不満を持っているということです。
具体的な原因というのは、先ほど馬場先生がお話
しされたように、これは実際に手を動かす能力が
ない。つまり総合的なレベルがまだ足りない。で
すから中国の教育部は、この問題を認識しており
まして、現在積極的に、先ほどほかの先生たちも
話しているように 2011 年計画というのがありま
して、もうすぐ発表されると思います。内容とし
ては、共同創新、特に強調していることは実戦経
験の総合的な能力、イノベーション能力を持った
人材や、産学研を推進できる人材を養成すること
です。ですからこの計画が打ち出されれば、これ
は大きな推進力になると思います。
　そしてもう一つ、つまり卓越エンジニア計画と
いうのがあります。李先生がお話ししましたよう
に、優秀なエンジニアを育てることです。これは
何かといいますと、2 人の教授制です。つまり 1
人の学生に、企業に 1 人、大学に 1 人指導教授が
つきます。つまり勉強する日は学校で勉強する。
そしてテーマをやるときは企業に行ってテーマを
こなす。ダブル教授制というのは、こういった制
度をとることによって相当強力に進めておりま
す。我が校でも既に第 1 次がスタートしておりま
す。卓越エンジニア、優秀エンジニアとも言うん
ですが、これは 1 つのいいプロジェクトだと思い
ます。
　もう一つ申し上げたいことがあります。これは
交流についてですけれども、産学の交流には幾つ
かの大きな傾向があります。一つの傾向というの
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は、大学と企業がどんどん緊密に連携しているこ
とです。この空間というのは、中間地点はありま
すが、徐々に緊密になってきています。2 つ目の
傾向というのは多元化です。そして 3 つ目の傾向
というのは国の境界線がなくなっていることで
す。つまり経済のグローバル化によって、先ほど
馬場先生が非常に重要なことを言っていたと思い
ますが、産学研、今日は協力ですけれども、国際
の人材交流の面ではさらに力を強めていくべきだ
と思います。本校でもこれを推進する努力をして
おり、計画を進めていますご興味のある方は、ぜ
ひ一緒に皆さんで相談しながら、こちらにおいで
いただきたいと思います。この場をかりて、皆さ
んにぜひ西北工業大学に来ていただいて、西安来
ていただいて、皆さんにご見学いただければと思
います。我々は皆さんを歓迎いたします。ありが
とうございます。

馬場　それでは最後に、コメンテーターの佐藤先
生お願いします。国際交流が先生のご専門だとお
伺いしているのですが、今までの話の中でどの点
でも結構ですので、何かコメントがありましたら。

佐藤　私自身は、中国との交流という点であまり
実績がないものですから、適切なコメントをする
ことはできないんですけれども、ただ世界の経済
そのものがグローバル化していますので、この問
題はやはり国際的にどう連携してやっていくかと
いうこと抜きに語れない問題でしょうね。今まさ
しく世界の経済が抱えている問題がこの問題です
ので、今日お話を聞いて、各大学がいろいろなプ
ラットフォームをつくったりいろいろなことをさ
れているんですけれども、その中で少し私自身に
見えてこなかったのは、今、中国が行っている産
学連携のいろいろな推進プログラムの中に、例え
ば日本の企業とかがどういう形でコミットしてい
けるのかというところでした。その辺のところを
やはりこれからもう時間がないので、今日はでき
ないと思いますけれども、将来的にはそういった
議論もぜひ深めていくようなことをやっていただ
いたらいいのかなと思います。ご指摘いただいた
ところはやはり外せない非常に重要な問題だと私
は認識をしております。以上です。

馬場　どうもありがとうございます。残り 5 分ほ
どですが、もう少し何か、ぜひこれだけはコメン
トしたい、あるいは質問したいということが会場
のほうからございませんでしょうか。よろしいで
しょうか。
　そうしましたら、最後に少しまとめをさせて頂
きます。日本の企業からも、ご承知のように日本
の卒業生、特に博士後期課程を出た学生が、あま
り戦力にならないとかマッチングしないというこ
とをよく言われて、大学の人間として戸惑ってい
るところでございます。私、大阪大学でこの 8 月
から産学連携担当理事ということになっておりま
す。まとめにはならないかもしれませんが、大阪
大学で新しく始めた試みをご紹介させていただき
ます。
　私は今までの日本での共同研究は、企業から
テーマと、それから資金が大学に提供されて、そ
れを大学がこなして、成果を出させていただくと
いう方向だったと思います。これは非常に乱暴な
見方をしますと、企業の下請を大学がやっている
ような印象も持ちます。大阪大学ではそれに対す
る一つの答えとして、企業が共同研究をするとき
には、可能であれば人も大学に派遣していただき
たい。お金とテーマではなくて人も派遣していた
だいて、一緒にやっていきましょうという考え方
です。6 月の末に、大阪大学はテクノアライアン
ス棟という、大学としては非常に大きい 1 万 1,000
平米、9 階建ての建物を建てて、ここに企業の研
究所を誘致して進めようとしております。今、8
割方、入居が決まっていて、ほぼ 2,000 平米に近
い面積を 1 つの企業が占め、そこで研究をして、
大学と一緒に研究し、将来のテーマも探索する。
大学は博士の後期課程の学生を、そこで育成する。
企業も再教育をするというような仕掛けを始めよ
うとしております。これも一つの産学連携の今後
の形かもしれません。
　中国の先生方のお話を伺っていますと、中国で
も産学連携がある意味、大きな曲がり角に来てい
るのではないかという印象を強く受けました。日
本もちょうど、これから産学連携が大きく変わら
ないとだめ。大学にとっての産学連携がどうある
べきか、企業にとってもどうあるべきか、あるい
は国にとってもどうあるべきかということを本気
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になって考える時期と思います。今、グローバル
化ということも言われていますので、世界にそれ
が合っていないとだめ、でも日本独特でないとだ
めという時代になっていると、直感的には感じて
います。今日、中国の先生方のお話をいただいて、
それも参考にさせていただきながら、また中国と
日本の関係をこれからどういうふうにつくり上げ
ていけばいいか、産学連携の視点から、これから

議論できればと思います。今日はほんとうにつた
ない司会で申しわけありませんでしたが、大体予
定の時間になりましたので、これで終わらせてい
ただきます。
　最後に、今日ご登壇いただきました中国の 4 人
の先生方に、敬意を込めて感謝の念で拍手をさせ
ていただきたいと思います。どうもありがとうご
ざいました。
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シーメンス（Siemens�AG）
Corporate Technology, Chief 
Technology Office, Innovation 
Strategy Principal Consultant / 
Partner
Dr. Peter Mertens（ペーター・メルテンス）

　おはようございます。日
本語、中国語を話せません
ので、英語でプレゼンテー
ションをさせていただきま
す。
　最初にシーメンスのグ

ローバルなビジネス、中国でのビジネスについて、
次にシーメンスの研究開発がグローバルと中国で
どうなっているのか、最後にシーメンスと大学と
の関係について、グローバルと中国での状況を説
明いたします。
　シーメンスは、インダストリー、エナジー、ヘ
ルスケアの 3 つの事業を展開し（2011 年 9 月現
在）、関連する電気・電子機器、技術をグローバ
ルに提供する企業です。インダストリーには、生
産技術、ビルディングソリューション、輸送など
が含まれ、エナジーには発電、送配電、再生可能
エネルギーなどが含まれます。ヘルスケアでは、
CT や MRI などの画像診断機器、診断薬などを
消耗品も含み提供しております。
　シーメンス社の事業組織は世界共通です。この
スライドは、シーメンスの売上、従業員、研究開
発人員を示しています。シーメンスは 160 年前に
ドイツで設立されましたが、今やアメリカでの売
上がドイツでの売上を上回っております。そして、
中国での売上が非常に伸びています。

　研究開発に関しては、ドイツが今でも最大の拠
点ではありますが、アメリカ、そして中国が、研
究開発要員においてそれに続いています。
　このようなグローバルな状況が中国のビジネス
にも反映されております。このスライドの右側に
記載されているのは、中国にも適用されている
シーメンスのビジネスセクターです。左側は、シー
メンスが考えている 4 つのメガトレンド、今後
50 年間を形づくっていくと考えられるメガトレ
ンドです。都市化、グローバル化、人口動態の変
化、気候変動の 4 つです。これらは我々が見ると
ころのグローバルトレンドであり、注力する分野
であります。そして中国においても、とても重要
なトレンドです。
　2030 年には、中国では 10 億人の人が都市部に
住むだろうと予測されております。グローバル化
という意味でも、中国は世界にさまざまな製品を
供給しておりますので、グローバルに生産活動を
行うシーメンスにとっても、中国は大きな意味を
持ちます。
　人口動態の変化は、日本及びドイツにおいて顕
著に見られる動向ですが、中国においても高齢化
が進み、高齢者の比率が高まっています。そうし
た高齢者に医療を提供し、また高齢者もできる限
り働き続けられるような環境を提供していかなけ
ればなりません。
　もう一つの重要な問題として、気候変動が挙げ
られます。我々は環境に配慮し、CO2 の排出削減
に努めなくてはなりません。
　シーメンスは世界各国で、このような問題に対
処するためのアイデア、技術、ソリューションを
追求しています。
　このスライドは、シーメンスの中国でのビジネ

「海外企業の中国進出戦略と大学連携」
講演者

（米）ゼネラル・エレクトリック（GE）グロバールリサーチセンター　日本代表　浅倉眞司
（独）シーメンス（Siemens AG）
　　Corporate Technology, Chief Technology Office, Innovation Strategy
　　Principal Consultant / Partner Dr. Peter Mertens（ペーター・メルテンス）

（日）旭化成株式会社　CSR 室長　高見澤　正
　　オムロン株式会社　執行役員常務　技術本部長　荒尾眞樹
　　ジャパンローヤルゼリー株式会社　代表取締役会長　山口喜久二
　　双葉電子工業株式会社　執行役員　経営企画部長　有馬資明
　　三菱重工株式会社　執行役員　技術統括本部副本部長　児玉敏雄
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スをまとめたものです。先ほど申し上げましたよ
うに、シーメンスの海外における売上では、アメ
リカに次いで中国での売上が第 2 位、売上全体で
は 1 位がドイツ、2 位がアメリカ、そして 3 位中
国です。中国の従業員数は約 2 万 5,000 人。中国
には 16 の研究開発センターがあります。シーメ
ンスは、中国における外資系雇用主ナンバー 1 に
なりたいと考えております。最も優秀な人材を引
きつけ、中国におけるワーキングプレイス・ベス
ト 50、及び大学生にとっての雇用主ベスト 50 に
入っていきたいと考えております。
　シーメンスにとってイノベーションはとても重
要です。シーメンスは 160 年前に発電機の技術開
発をもとに設立された会社です。「シーメンスの
3 つの価値」には、Responsible、責任感のある行
動をとる、Excellent、優れた成果をあげる、そ
して Innovative、つねに革新的であることが含ま
れています。
　左側はシーメンスの研究開発を説明していま
す。研究開発要員は世界に約 3 万人おります。
2010 年度の研究開発投資は 38 億ユーロでした。
これは売上の 5.1％と、かなりの比率を占めてい
ます。
　最新のイノベーションの事例を簡単に紹介いた
します。1 つ目は、CT もしくは MRI と PET を
組み合わせたものです。これは放射線画像 PET
と、磁気画像 MRI を組み合わせたもので、体内
のさまざまながんの位置を検出することができま
す。
　2 つ目は、世界最高効率のガスタービンで、使
用燃料と CO2 排出を大幅に削減します。
　3 つ目は、最高時速 350km の高速鉄道、Velaro
です。
　シーメンスはグローバルに研究開発活動を行っ
ており、活動はグローバルに管理されています。
多くの製品開発は各ビジネスセクターで行われて
いますが、ドイツを拠点とするコーポレートテク
ノロジーでは、基盤技術の研究開発やシーメンス
の研究開発全体のマネジメントを行っています。
グローバルな研究開発マネジメントで重要な点
は、個々の国において最大の恩恵を提供し、その
国のニーズに合った研究開発を行うということで
す。シーメンスの研究開発は常に「事業ありき」

です。成長するビジネスにとって現地での研究開
発が必要であるならば、例えば現地固有の生産要
件などですが、そうした場合には、我々は現地で
研究開発を行っていきたいと考えています。
　次に重要な点は、学術界とのネットワーキング
です。それから採用もとても重要です。国ごとの
特徴がありますし、イノベーションの強みも国に
おいて違いますので、その国ごとのメリットを生
かしていきたいと考えております。
　そして、続く 3 つの点もとても重要です。シー
メンスは文化的に多様な労働力を持ちたいと考え
ております。すべての国においてその国の言語が
使われていますが、ほとんどの書類は、ドイツに
おいてさえも、英語で作成されます。
　最後にコストとフレキシビリティーが挙げられ
ておりますが、これだけで研究開発を行うかどう
かを決定するということはありません。シーメン
スでは、まず事業がその国にあるのか、そしてそ
の国に学術的な強みがあるのかを見きわめた上
で、研究開発をその国で行うかどうかを決めてお
ります。
　中国において、シーメンスは強力なイノベー
ションを有しています。中国には、1,500 人以上
の研究開発要員がおり、16 の研究開発センター
が、北京、上海などにあります。
　シーメンスがこうした研究開発拠点を中国に置
く理由は、中国で生産技術のニーズがあるという
こともありますが、我々が中国のトップクラスの
大学と協力したいと考えているからです。シーメ
ンスは、技術保護のための、中国での強力な特許
ポートフォリオを持っており、少なからぬ知的財
産関連及び特許関連要員を擁しています。
　次に、大学との関係についてご紹介します。こ
ちらの写真をご覧下さい。企業単独ではできない
が、大学と共同でなら可能となる例をお見せした
いと思います。シーメンスは多くのヨーロッパの
大学と協力しており、そのうちの 2 校がベルリン
工科大学、そしてデンマーク工科大学です。この
2 校と、ヨーロッパの 20 社で、それぞれの会社
が大学との協力関係をどのように管理しているの
かというベンチマーキングが行われました。20
社すべてが、よく知られた企業です。そうした企
業と直接話をすることは難しいものですが、大学
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を介することにより可能となりました。
　そのベンチマーキングの中でわかった点が幾つ
かあります。一つは、大学と協力をするというこ
とは、サプライヤーとの協力とは違い、パートナー
シップのようなものであるということです。大学
とは長期の関係が必要です。
　二点目は、トップマネジメントの関与がとても
重要であり、それこそが継続性につながるという
ことです。
　三点目は、個々の協力関係において、戦略的な
視点を持たなければならないということでありま
す。協力関係の形態をどのようなものにするのか、
何を共同開発するのか、など、協力関係の方法は
幾通りもあります。シーメンスが力を入れている
ものの一つに、学生のインターンシップがありま
す。夏休みに学生がシーメンスで働いたり、
PhD、修士、博士論文を書く際に、シーメンスの
研究所で作業することもあります。それらは、大
学との協力関係を築く上で重要です。
　四点目は、大学との協力関係のマネジメントが、
一元的に行われているということです。他社にお
いてもそうであることを、ベンチマーキングの結
果が示しています。
　五点目は、乗り越えねばならぬさまざまなバリ
ア、障壁があるということです。例えば言葉の問
題や、協力体制などにおいて、幾つか壁がありま
す。2 つの異なる文化がうまく機能するには常に
チャレンジが伴うわけですが、そのためには現地
社員の協力が重要になります。
　六点目は、大学での研究成果を企業の戦略作り
に組み入れていくことがとても重要だということ
です。そのように関与できる大学というのは数が
限られて来ますが、真に世界を変え得るような大
学は、企業の研究開発の決定にも関与してくるこ
とになります。
　同じような考え方を、シーメンスはグローバル
に採用しております。シーメンスは全世界で 800
の大学と、個々の大学の強み、及び現地でのニー
ズに応じて、協力関係を結んでおります。この中
の 10％、約 60 － 70 の大学を、シーメンスでは
親善大使を置く大学、「アンバサダー大学」と定
義しております。シーメンスの代表として、「ア
ンバサダー」に任命されたシニアエグゼクティブ

が、大学との関係の調整を行います。スライド中
央に東京大学のシンボルがありますが、東京大学
は日本の「アンバサダー大学」の 1 つです。こう
したタイプの協力関係において、シーメンスでは
大変貴重な経験を蓄積してまいりました。
　「アンバサダー大学」の更に上に、「CKI（Center 
of Knowledge Interchange）大学」というものが
あります。全体の 1％、8 つのトップ大学です。
アメリカ 2 大学、ヨーロッパ 4 大学、そして中国
2 大学で、中国は北京の清華大学、上海の同済大
学が含まれています。
　こうした「CKI 大学」とは、大学に一人、シー
メンスのスタッフを常駐させ、シーメンスと大学
との協力関係の調整をすべて行わせております。

「CKI 大学」からは、我々は、研究協力のみでなく、
優秀な人材の採用も行って行きたいと考えており
ます。
　以上がシーメンスのグローバルな大学との協力
関係です。
　次に中国の大学との関係についてご紹介しま
す。スライドのトップに「SLC」と書いてありま
すが、これはシーメンスの中国子会社のことです。

「CT」というのはコーポレートテクノロジーの略
です。シーメンスが中国の大学との協力関係にお
いて重要と考えるのは、シーメンスと大学の双方
が、協力関係の中に恩恵を見出すということです。
　シーメンスにとり、ブランディング、すなわち
学生にシーメンスのことを知ってもらうことが重
要です。さまざまな企業が進出している中で、知
名度を得るということはとても重要です。そして、
個々の大学において、その強みに応じてどういっ
た技術について協力をするのかがとても重要で
す。また優秀な人材を採用することもとても重要
です。中立的プラットフォームにおいて、産業界、
政府、大学が共に技術トピックスについての共通
の意見を形成し、標準化などに取り組むことがで
きるわけです。
　大学側の恩恵としては、実際の産業界のニーズ
をつかむことができます。学生は、実際の企業で
働くという経験を得ることができます。特に会社
内でどのように仕事が調整されているのかや、プ
ロジェクトマネジメントなどのアプローチを学ぶ
ことができます。資金だけではなく付加的な資源
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を得ることもできます。そしてまた、大学で得た
研究開発成果を製品として、どのように実世界で
生かしていくことができるのか、そういった知識
や経験を得ることができます。
　最後に、清華大学との協力についてご紹介しま
す。清華大学とは 2008 年から協力関係がありま
す。以来、80 のプロジェクトに取り組んでおり、
つまり毎年 20 件ほどの新規プロジェクトを立ち
上げて来たことになります。
　シーメンスの注力分野の一つが環境技術で、
CO2 排出削減のための技術開発に取り組んでいま
す。大学の優秀な人材に関わってもらうべく、イ
ンターンシップや論文執筆のサポートなども提供
しています。社内的に重要と考えるのは、マネジ
メントのサポート、もしくは研究開発部門トップ
のサポートを得ることです。大学とともに取り組
むことが、最終的にはシーメンスのビジネスもし
くは応用分野に拡大することができるものでなけ
ればなりません。
　以上のまとめをさせていただきます。大学との
協力関係においては、特に中国においては、まず
明確なゴール、そして戦略を設定することが重要
です。戦略は、個々の大学に応じ違うものとなる
でしょう。また、トップマネジメントの関与とサ
ポートを得ること、及び我々のビジネスの戦略作
りに大学を組み入れていくことがとても重要で
す。大学との協力は、優秀な人材を引きつけると
いう役割も果たします。シーメンスが大学から人
材を採用し、採用された人々がシーメンスでキャ
リアを構築していくことが望ましいと考えます。
　大学との研究協力では、長期にわたる協力をし
ていきたいと考えております。何かを買って終わ
りではなく、研究というのは長きにわたる取り組
みであります。協力関係は、シーメンスの戦略に
合致したものでなければならず、研究結果が利用
されないという状況は回避されなければなりませ
ん。協力の決定をするときには、個々の大学の強
み、性格を考え、双方の利益を考えた上で行わな
くてはなりません。シーメンス、そして大学双方
が関心を有するプロジェクトでなければならな
い、ということです。
　ご清聴どうもありがとうございました。

旭化成株式会社
CSR 室長

� 高見澤　正

　旭化成グループの環境へ
の取り組み、特に中国への
展開ということを中心にお
話をさせていただきます。
　まず、旭化成グループの
企業理念を紹介させていた

だきます。旭化成の経営理念は「世界の人びとの
“いのち”と“くらし”に貢献する」ことです。
この理念のもとに、9 つの事業会社で事業を展開
しています。具体的には、ケミカル、繊維、エレ
クトロニクス、医薬・医療そして住宅・建材など
の領域でグローバルに事業を行っています。
　グループ全体の売上高は連結で約 1 兆 6,000 億
弱、営業利益は 1,230 億円弱となっています。そ
のうち中国での売上高は 1,700 億円です。
　さて、メーカーであります旭化成の環境に対す
る取り組みですが、省エネルギーや環境対応製品
等で最先端の技術を持っており、4 つのカテゴ
リーで事業を展開しています。
　1 つは再生可能なエネルギーを利用した事業で
す。製造エネルギーとして環境に配慮した水力発
電所を持っています。最近では森林の間伐材を利
用したバイオマス発電を手掛け、近く完工の予定
です。
　2 つ目は、技術で環境に優しい事業です。既に
ご承知の綿実のうぶ毛を使った再生繊維ベンベル
グ、商標は「キュプラ」ですが、高級服の裏地な
どに使われています。また、化学プラントで必要
な苛性ソーダや、塩素をつくるイオン交換膜技術
では水銀やアスベストといった有害物質を使わな
い電解技術を持つほか、エンジニアリングプラス
チックの 1 つであるポリカーボネート樹脂の製造
においては、毒性の高いホスゲンを使わず、地球
温暖化で問題になっている CO2 を使用する画期
的な製法を開発し、各国に技術輸出を行っていま
す。
　3 つ目は、『省資源技術で環境に貢献する取り
組み』です。
　耐震・耐火・遮音性そして耐久性に優れた一戸
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建（個人住宅）「へーベルハウス」や、携帯電話
やパソコンの電源であるリチウムイオン二次電池
の主要部材であるセパレーターなどがあります。
　そして 4 つ目は、いろいろな環境改善のための
事業を行っています。具体的には、上下水道、あ
るいは河川の浄化等に使わる水処理用の中空糸膜
が一例として挙げられます。
　具体的な取り組みについてご説明してまいりま
す。
　製造プロセスの環境貢献技術として、環境汚染
の可能性のある物質を除去する製法を確立してい
ます。先程お話したノンホスゲン法ポリカーボ
ネート樹脂の製造技術がこれに該当します。ポリ
カーボネートは固く、耐熱性に優れていますので、
DVD や携帯電話・パソコンの枠、コンセントの
タップ、自動車のヘッドライトなどに使われてい
ます。高機能なことからこれからますます用途が
拡大していくことが見込まれます。
　また、ナイロンやポリウレタン、化粧品の原料
として使われるアジピン酸の製造技術工程で発生
する温暖化ガス「N2O」削減への取り組みは、か
なりの効果がありました。97 年まで CO2 換算で
700 万トン近い排出量でありましたが、製造プロ
セスの技術革新で 2001 年以降は約 100 万トンま
で大幅に削減させ、環境に貢献しました。
　さて、旭化成と中国の繋がりですが、ご覧のよ
うに、中国各地で、伸縮性に優れ水着やスポーツ
ウェアで使われるポリウレタン弾性繊維「ロイカ」
の進出に始まり、電子材料「DFR（ドライレジ
スターフィルム）」、自動車用途の高機能プラス
チック「ポリアセタール」、人工腎臓、大量水処
理ろ過膜「マイクローザ」の製造・販売など多く
の事業を行っています。イオン交換膜は中国全土
に 100 箇所以上で採用されています。
　中国は経済成長率も 9％近くと経済の発展著し
く、まさに生産・消費ともに世界を牽引していま
すが、CO2 の削減等環境問題も大きな課題と言え
ましょう。特に水質環境については世界的な課題
となっており、中国でもその対応が急がれます。
　旭化成グループは水環境課題に対して、中国で
主に二つの製品を中心に事業を展開しています
が、今日は時間の関係から、水処理用中空糸膜「マ
イクローザ」についてご説明させていただきます。

　水処理用中空糸膜「マイクローザ」は、旭化成
の繊維の技術を活かして、束ねた中空糸膜に汚れ
た液体を通して、液体中に含まれる濁りの物質や
粒子をろ過する技術です。メンテナンスも容易で、
優れた耐久性、耐薬品性を有しています。安全な
飲料水の確保や下水・工業用水の浄化や再利用な
どに使われます。また、この技術は工場での水の
リサイクルにも活用され、水不足の解消はもとよ
り、コストダウンや環境負荷低減に役立っていま
す。
　生産は日本と中国・浙江省杭州市の二つで行っ
ています。
　また、水質環境においては、一昨年の 7 月に「光
彩事業基金会旭化成水環保基金」を創設しました。
これまでの主な活動としては、青少年の環境保全
教育・啓蒙の実施、水環境関連の研究や社会貢献
活動への助成などを行うほか、水に大切な植林活
動についても助成・協力を行っています。
　なお、一昨年の 8 月に、「マイクローザ」を搭
載した浄水システムを搭載した自動車で飲料水と
生活用水を提供できる車 2 台を中国光彩事業基金
会に寄贈させていただきました。この車は、昨年
発生した甘粛省の地震の際発生した、土石流災害
において活動を行ったと聞いております。
　次に、環境エネルギーの開発においては、パソ
コンや携帯電池使われ、2020 年には駆動電源と
して自動車にも普通に搭載される見込みがあるリ
チウムイオン二次電池のコア技術である電極部分
の技術を持っています。世界の 50％のシェアを
持っており、今後の使用領域の安定・加速が望ま
れています。
　駆け足で旭化成グループの環境事業を説明させ
ていただきましたが、私たち旭化成は、今後とも
世界的な課題である地球環境問題に真摯に取り組
んでまいります。特に水不足、水質改善において
は高い技術で応えるとともに、その他の分野にお
いても環境にやさしい製品、システム、サービス
で環境負荷低減や省エネ化を推進し、地球温暖化
防止に向けて積極的に取り組んでまいります。
　そして中国のみなさまをはじめ、「世界の人び
との“いのち”と“くらし”に貢献」してまいり
ます。
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オムロン株式会社
執行役員常務 技術本部長

� 荒尾　眞樹

　皆さん、こんにちは。オ
ムロンの荒尾です。細長い
部屋ですけれども、後ろの
方、私の声、聞こえますか。
私、見えますか。私、感じ
ますか。感じなくてもいい

んですけれども。
　今日、15 分お時間をいただきまして、オムロ
ンがどんな会社かということ、中国でどんな取り
組みをしてきたかと、最後に中国の大学とこうい
うコラボレーションをやっていますというのを具
体的な事例でご紹介させていただこうと思ってい
ます。
　タイトル、「中国の大学との協創」。協創という
単語は、実はオムロンが勝手につくった言葉です。
単に共同でお仕事をしましょうということだけに
とどまらず、一緒に知恵を出し合ってイノベー
ションを起こしましょうという思いを込めて、「協
力して創る」ということを心がけております。
　オムロンの紹介です。1933 年に創業、今年 78
歳になります。2 年後に 80 歳で、お祝いをした
いんですが、それまでに景気回復してほしいなと
思っています。昨年度の売り上げが約 6,000 億強
ですね。営業利益が 480 億と。ちなみに R ＆ D
費が 4 百数十億という規模感です。グループで約
3 万 6,000 人、うち 3 分の 2 が海外の方々であり
ます。
　どんなビジネスをやっているかですが、右側で
すね。一番大きいのがファクトリーオートメー
ションのセンサーとかコントローラーのビジネス
です。右が車載電装部品と書いてありますが、自
動車に載せるセンサーや部品、コントローラーを
技術の 1 つにしています。それと環境事業。これ
は数年前から本格的に取り組んでおりますが、電
力の「見える化」のコンポーネントでありました
り、太陽光発電の設置・補修を含めたソリューショ
ンのビジネスですね。それと、上から 4 番目です
が、社会システム事業。これは中国の北京の地下
鉄にも入れましたが、駅の券売機や改札機のシス

テム、それと道路の交通管制のシステム等を行っ
ている事業です。一番下が電子部品事業で、古い
もので言うとリレーやスイッチ、新しいもので言
うと携帯やデジタル家電の中に入っている電子部
品、これもビジネスの 1 つにしています。最後に
下の左のほうですが、健康・医療で、お使いいた
だいていると思いますが、血圧計、体温計、歩数
計等々、世界中でお使いいただいております。
　で、売上高の構成ですが、左の円グラフが先ほ
ど申し上げました事業分野における比率、4 割強
がファクトリーオートメーションと。残りで約
10％前後をカバーしているという状況です。右側
がエリア別の売り上げで、日本が大体半分なんで
すが、ヨーロッパ、アメリカ、アジア・パシフィッ
ク、台湾を含んだ中華圏が十数％ずつ。特徴的な
のは、この数年、台湾を含んだ中国が比率をぐん
ぐん上げてまいっております。
　現在、オムロングループで 21 法人とあります
が、中国におけるオムロンの本社機能、それと生
産拠点、開発拠点、営業拠点等々、大きいところ
で 21 ございます。
　生い立ちといいますか、1972 年だったと思い
ますが、中国と日本の国交の正常化が始まりまし
て、伝え聞きますと、その翌年から展示会等々を
始めたと聞いております。本格的にビジネスの話
をスタートしたのが 1979 年。交通管制のシステ
ムに関して中国の公安部の方々とのやりとりが最
初と聞いております。技術交流ですね。で、1981
年にオムロンの主力商品でありますマグネットリ
レーを中国で生産開始と。1990 年代に本格的に
生産・開発拠点の設置をスタートしました。
　今日、赤い枠で囲ったところをトピックスとし
てご紹介しようと思っているんですけれども、
1989 年にソフトウエアの会社を、上海なんです
けれども、中国に設立いたしました。今で言うオ
フショア開発の拠点ですね。2000 年代に入って、
市場として極めて大きな成長を遂げているという
ことで、本格的に投資を集中し出したと。で、
2000 年代のコンセプトは、中国のためのオムロ
ンを中国につくろうということを考えておりま
す。2005 年に本社 R ＆ D 機能部分として、中国
上海に研究所を 1 つつくりました。これが大学と
のコラボレーションということで、最後にご紹介
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します。
　昨年ですけれども、ものづくり人財強化という
ことで、「オムロンクラス」というのを中国に設
置しました。これは最初のトピックスとしてご紹
介します。オムロンクラス、陝西工業職業技術学
院と咸陽市の、日本で言うと高専、高等専門学校
に相当すると聞いております。オムロンは生産拠
点を中国につくって二十数年になります。国内を
含めて、かなりのものづくりのノウハウ、知識、
スキル等々、たまってきております。それを中国
の若い学生さんに伝える場をつくることで、中国
のものづくりの、僭越ですが技術力を上げるお役
に立ちたいということで、オムロンクラスをつ
くっております。毎年 100 名ぐらい、日本語教育
以外、オムロンから講師といいますか、先生役を
派遣しまして、左側にちょっと書いてありますが、
字が小さくて恐縮ですけれども、さまざまなもの
づくりの知識を講義型でご紹介していくと。よけ
れば卒業のときに弊社に入社ください、別に入社
しなくてもいいですよというスタンスでスタート
しております。
　最後です。大学とのコラボレーション。2005
年にオムロン　センシング＆コントロール研究所
というのを設置いたしました。センシング＆コン
トロールというのは、オムロンはさまざまな事業
分野があるんですけれども、共通のコア技術領域
ということで注力している技術分野です。物事は
はかれないものは制御できないと。まずはからな
いといけないと。はかったさまざまなデータ、情
報で意味ある処理をして、意思決定してコント
ローラーで働きかけるということですね。はかる
対象も、地球といいますか、世の中 3 種類しかな
いと。人、人がつくったもの、もともとある自然
と、この 3 種類しかないわけで、3 種類それぞれ
事業分野に応じてセンシングに動いているという
ことです。で、上海につくるときもセンシング＆
コントロール研究所というネーミングにいたしま
した。
　左下にありますのが建物です。3 階建てです。
場所は上海の中心部から車で 40 分か 50 分ぐらい
南へ行った、紫竹という学術地域ですね。多くの
会社さんがおります。で、上海交通大学の真向か
いに構えました。

　なぜ中国につくったかということなんですけれ
ども、1 つは先ほど中国に対する事業的取り組み
ということで、巨大な市場で成長していくと、そ
こに、R ＆ D に身を置かないでどうするんだと
いう観点が 1 つ。
　2 つ目は、やはり人財、人ですね。すばらしい
頭脳を持った方がたくさんいると。実は上海に研
究所をつくる以前から、日本と中国ということで
出張ベースですね、学会で我々が興味を持ってい
る分野ですぐれた発表をされている先生方を訪問
して、一緒にやりませんかということで、個別に
つながりはあったんですが、非常に手ごたえのあ
る状況になってきまして、これだったらもうつ
くっちゃえと。そこで直接やろうと。そういうこ
とです。すぐれた優秀な人財が豊富にいると。こ
れは先生方のみならず、学生さん含めてですね。
　で、どういうスタイルを目指しているかという
ことで、これは第 1 フェーズのスタイルなんです
けれども、冒頭に申しました協創、イノベーティ
ブなコラボレーションをしましょうということ
で、オムロンの事業部門、開発部門、本社の R
＆ D 部門から、こういう問題を解決したいとい
うリクエストをいたします。リクエスト・フォー・
プロポーザルを提出するような感じですね。で、
ここの上海のスタッフ及び技術屋が大学に、広く
それを提示いたしまして、幾つかのご提案をいた
だくと。その中でやりとりをしながら 1 つに絞っ
ていくというやり方をずっと続けております。そ
の実行形態は、もちろん大学の研究室でクローズ
ドな状況でやっていただくのもありなんですが、
先ほどの拠点に学生さん、先生方、我々の社員、
それから中国のオムロンの社員が集まって、一緒
になって研究するとか開発するというのもありと
いうスタイルです。目指すのは受託・委託という
よりは、一緒に知恵を出して、いい開発成果をつ
くりましょうと。このスタンスにこだわっており
ます。
　現在、包括契約を結んでいる大学は 5 つござい
ます。ちょっと昔から、拠点設置前からですが、
清華大学、上海交通大学、浙江大学、西安交通大
学、北京大学と。
　こういう協力関係を維持し発展させようという
ことで、幾つかの取り組みをやっております。左
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上にありますのがイベントですね。センシング
フォーラムとか呼んだりしているんですが、年に
1 回ぐらい、中国の大学の先生方にご発表いただ
く。我々の技術者がその場で発表する。それから、
日本でオムロンといろいろやっている先生方にも
中国へ行っていただいて、技術の報告、お話をし
ていただくということで、みんなで知見を広めよ
うというイベントです。
　それと左下。成果発表と書いてありますが、中
国でやるオムロンの展示会でありましたり、上海
万博でありましたり、さまざまなイベントの中で、
同じように技術を展示したり、それぞれいろいろ
な立場の方が技術の発表をすると。で、拍手をし
ていただいて、明日も頑張るぞと。こういうセッ
ティングです。
　右上が奨学金制度で、これは上海交通大学さん
にご提供しているんですが、とても学術的に優秀
なんだけれども経済的にちょっと課題をお持ちと
いう修士、それからドクター、今 16 名の方に奨
学金を出させていただいております。
　右下が人財交流で、かかわりのあった研究室の
学生さんで、日本の企業で一遍経験してみたいと
いう学生さんを募って、我々の開発拠点といいま
すか、R ＆ D の拠点はけいはんなと申しまして、
京都府と奈良県の境目ぐらいにあるんですけれど
も、そこへ来ていただいて、一緒になって開発行
為をするということをずっと継続的にやっており
ます。これは我々自身にとっても非常に刺激的で、
ずっと継続していきたいなと。あわよくば弊社に
入社してくれないかなと思っているんですけれど
も、いまだ 1 人も入社はしていただけておりませ
ん。で、それは構わないんです。入社していただ
かなくても、一緒にコラボレーションしていく人
にお互いをよく知っていただくという機会を積ん
でいただければ、長い目で見るとお役に立ってい
るんじゃないかなと思っております。
　入社ということを申しますと、先ほどの ORS、
上海の研究所ですが、今、技術系の社員募集中で
あります。ご縁がありましたら、ぜひご応募いた
だければと思っております。
　で、最後になりますけれども、間に申し上げま
したが、中国のためのものを中国でつくるんだと
いう考え方を持っております。中国の社会の、も

しくは経済の発展とともにしかオムロンというの
は成長できないと考えております。これからも大
学との関係性のみならず、ビジネスとして営業・
生産・開発、一緒にいい関係をつくっていきたい
と思っております。
　今日はありがとうございました。

ジャパンローヤルゼリー株式会社
代表取締役会長

� 山口喜久二

　ご紹介にあずかりました
山口喜久二でございます。
大分押しているようでござ
いますので、スピーディー
にお話を進めたいと思いま
す。

　ごらんのとおり、タイトルは「中国企業、中国
大学、日本企業の三位一体の取り組み」。なぜこ
のようなタイトルを出したかというのは、日本の
技術は最高でございますし、ただいままでお話を
承っておりましても、世界的な超一級の技術を
持って優秀な製品であれば、中国も受け入れられ
るだろうと、一般的にはそう考えるわけでござい
ますが、私どものような、ごく天然の自然の中で
確保していかなければならないミツバチが生産す
る物質等は、現在中国が大きな生産大国でありま
すし、その生産大国から材料供給を受けまして製
品化していく、それを医薬品並びに健康食品にし
ていこうということで、一体どこから入り込んだ
らいいのかなと考えてみました。結論的には、大
学等の本格的な産学連携を持てば、容易にでき得
るであろうということの経験をお話し申し上げた
いと思います。
　現在私は昆明市にございます雲南農業大学の、
ここに碩士指導教授とありますが、MBA、修士
課程の主任教授を仰せつかっております。ほとん
ど私は学術方面で時間がそがれてしまって、肝心
要の企業のほうは部下に任せ切りなんでございま
すが、国際化が進展する中で、日本及び世界各国
が中国進出を計画しておりますけれども、中国は
豊富な労働力、低い賃金、安価な土地利用権、安
価な工場建設コストなど、海外進出企業にとって
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は大変魅力的な国だったと思います。次、お願い
ます。
　失われていく自然環境。これは実はレンゲの花
畑。今このレンゲは、コクゾウムシという虫がア
メリカの輸入品の荷物に付着しておりまして、自
来これが繁殖して、今日、日本ではレンゲの花を
見ることが大変難しくなってきてしまいました。
言ってみれば都市化・公害化、蜜源植物の枯渇。
当社ジャパンローヤルゼリーは医薬品並びに保健
食品ローヤルゼリーの専門メーカーでございます
けれども、良質なローヤルゼリーを生産するため
には、農薬汚染がなく無汚染の蜜源植物が咲いて
いる環境が必要です。日本でも世界各国でも都市
化による公害問題、自然破壊が進行しています。
養蜂を営む環境が失われてきてしまっているわけ
でございます。次、お願います。
　ごらんの地図は、広大な中国を示しております。
日本の 25 倍の面積を誇っております。中国は広
大な自然が残されております。世界の中でも有数
な蜜源保有国であります。私どもは 1993 年から
本格的に中国に生産基地を求めまして、現在まで
延べ 19 年間中国の大学と提携し、さらに中国企
業との中日合作会社を設立し、友好的な三位一体
の取り組みをしております。
　中国進出に際しましては、中国で世界一品質が
高いローヤルゼリー生産を行うため、私が 45 年
間経験し学び得たすべての知識、技術を、中国の
ハチを飼って業を営んでおります養蜂家並びに大
学の修士課程の生徒たちに教えようということ
で、今まで進めてきております。
　ローヤルゼリー生産には、ミツバチが生息する
ための純粋な自然環境が絶対的な条件となります
し、優良なるローヤルゼリーの生産は自然の恩恵
を受けた天然品であるべきというのが私の理念で
す。日本は 1970 年代から、はちみつ、ローヤル
ゼリー、さらにはその後にプロポリス等のミツバ
チが産する蜂産品の供給を海外、特に中国に求め
るようになりました。次、お願います。
　現在、中国の蜂産品の生産高、これは 2010 年
度でございますが、はちみつは 30 万トン、ロー
ヤルゼリーは 3,500 トン、このうち日本が約 1,000
トン、中国より輸入いたしております。そして、
花粉あるいはプロポリスという具合でございま

す。言ってみれば、中国は世界最大の蜂産品国で
ございます。次。
　さて、中国の養蜂方式。実は我が国日本は、明
治 10 年に西洋ミツバチという家畜に適するミツ
バチを、アジアで初めてヨーロッパから輸入いた
しまして、当時の小作人、農業家のために養蜂振
興が始まりました。この技術が台湾あるいは中国、
そしてアジアに教えられていった。我が国日本は
北から南へと細長い列島国で、花は南から北へ北
へと北上します。言ってみますと、最も養蜂に適
した列島であったということが言えるわけであり
ます。ところが、品質面から中国の養蜂技術を見
ますと、ミツバチ生態や習性などを無視し、過酷
な使用、品質より量を優先する生産方式、さらに
は蜜源がなき場所におきましては砂糖水プラス大
豆の粉を使った人工給餌方式による蜂産品の生産
が主流となりまして、自然養蜂を重視する本来の
養蜂が、残念ながら軽視されるようになってしま
いました。
　その第一の問題は、種女王バチといいまして、
種バチとなる女王バチを従来はヨーロッパから輸
入しておりました。その結果、強い蜂群づくりを
行ってきました。1990 年代より、中国国内で同
族人工交配による女王バチづくりが開始されまし
た。その結果、10 年を経た 2000 年代、女王バチ
の大きさが年々小さくなり、寿命も本来 3 年から
5 年生きるところを 1 年未満、今や 10 カ月ぐら
いしか生きることができなくなってしまいまし
た。
　我々人間でも、動物・昆虫といえども、健常な
母親でなければ元気で健康なる子孫は生まれませ
ん。このことは、生き物・動物生態を著しく歪曲
させることです。私は、自然摂理・生態・習性を
重んじ続け、天然型のローヤルゼリー、そして完
熟はちみつにこだわり続けてまいりました。次お
願いします。
　再び中国大陸の地図でございますが、1992 年、
中国青海省海北州門源県の地に自然のままの約
7,000 万坪に及ぶ菜の花蜜源が、海抜 3,200 メー
ターのところに発見できました。そこを私どもの
生産基地と定めました。そこで最初に手がけた仕
事は、中国の若い養蜂家を集めて私の自然養蜂技
術を教えるということでございます。
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　ローヤルゼリーのとり方というのは、人工王台
という女王蜂をつくる特殊な巣を人為的にプラス
チックで加工しまして、その中に働き蜂房から、
卵よりふ化して 3 日以内の小さな幼虫を移虫しま
して女王蜂を隔離しますと、そこに働き蜂が一斉
にローヤルゼリーを分泌いたします。2 日目が最
も活性度が高く、48 時間採乳と言いまして、そ
れより 1 日過ごしますと約 48 時間の倍量とれま
すので、中国ではほとんどこの 72 時間採乳が採
用されております。しかし、有効で、我々人体に
対する多面的作用を体験しようと思うのであれ
ば、やはり 48 時間でなければならないというこ
とを主張し続けてまいりました。
　2000 年、ある日、雲南農業大学から招聘状が
私のもとに届きまして、同大学で養蜂技術の講義
を要請されたわけでございます。すなわち、私は
1967 年に山口喜久二式自然養蜂なるものを構築
いたしました。そのときの招聘の理由は、四川省
の医薬保健品進出口商会から我が社向けに積み出
しているローヤルゼリーの品質が極めて高いとい
う評判を聞いた。ついては、山口喜久二式養蜂と
のことで、雲南農業大学大で講義をしてほしいと。
そして講義終了後に、当時の陳海如学長から同大
学の蜂学部の客員教授を任命されて、私は拝受い
たしました。
　私のモットーとしましては、科学的エビデンス
をもってそれを証明する。現在、日本国内では国
立旭川医科大、当然医学部でございます。私はこ
この研究生を 8 年いたしておりまして、私の研究
室もございます。国立北海道大学、さらには国立
東北大学、ここで私は教員を相勤めておりまして、
ここにも私の研究室がございます。新潟大学、石
川県立大学、琉球大学、この 3 校とは共同研究で
ございます。そして、日本大学の歯学部には寄附
講座を持っておりました。国際学会においても数
度にわたって、私がトップオーサーとして研究し
たものを発表し、それを証明させています。こう
いうものをもってして大学間の折衝をしていくこ
とが重要なことなんだと、私はかように経験上、
皆さんに申し上げられることだと思います。次お
願いします。
　そこで、私が雲南農業大学の教授を拝命いたし
まして、つきましては微力でございましたけれど

も、雲南農業大学の優秀大学院生 15 名から 20 名、
山口喜久二奨学金制度というのを設置いたしまし
た。毎年修士課程、碩士研究生及び大学院生に対
して、山口喜久二奨学金を授与いたしております。
もう授与者は 170 名を超えまして 200 名近く、有
力な企業へ進出あるいは独立等を行っている者も
おります。次お願いします。
　2002 年に、私の蜂学部に対する、微力なこと
だったんですが、貢献が認められまして、中国の
国家予算によって 4 階建ての研究棟、蜂学楼とい
うんですが、建設していただきまして、ここに山
口喜久二ローヤルゼリー研究室を設置してくださ
いました。そして 2003 年には、碩士すなわち修
士課程の指導教授に昇格・拝命をさせていただき
ました。
　次の写真は、大学院生を青海省門源県に連れて
まいりまして、このような真っ白なつなぎ、そし
て衛生的に白い手袋をはめて、私の養蜂の実地研
修を約 1 週間にわたって毎年行い続けてきている
という次第でございます。
　そして、いよいよ中日合作会社を発足しようと
いう折に、従来まで指導のための莫大な投資が必
要だったんですけれども、そこに 2004 年、満を
持しまして、養蜂を主業務とする中日の合作会社、
成都世紀蜂業有限公司を設立しまして、中国企業、
そして雲南農業大学、日本企業の 3 者の提携によ
る生産活動を開始しまして、中国国内で私が提唱
する山口喜久二式自然養蜂を普及させました。中
国養蜂界に付加価値生産高の高い生産方式を定着
させたわけでございます。次、お願います。
　これは、不肖私が現在、中国養蜂学会の名誉顧
問並びに中国蜂産品協会の顧問をお引受けしてい
るわけで、これは 2 つとも国家機関でございます。
日本人では初めてこのようなポジショニングにつ
いたということだそうです。次、お願います。
　そこで、パートナーシップと人材教育ですが、
私のモットーは「優質優価」。ややもしますとた
たき買いをいたしがちでございますけれども、い
いものをつくってもらえたならば、それ相応の価
格をもって買ってあげるべきだという考えでござ
います。これぞまさにほんとうのパートナーシッ
プ、それに人材育成だと考えております。次、お
願います。
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　ご覧のとおり、これは漢方薬草からとった完熟
はちみつなんですが、皆様方、後ろの方、ご覧に
なりにくいかもしれませんが、雲南農業大学官製
となっております。完全に教授会を経て学長に認
めてもらえました。完璧に大学間との提携をいた
しておるというわけでございます。
　最後のスライドになります。まず日本の企業、
そして中国の企業と来るのですが、間に挟まるよ
うに、そこに私は中国の大学を入れました。これ
ぞまさに三位一体の提携でございます。生産にお
いては量より質の考え方を植えつけ、蜂産品の良
質が中国養蜂業の革新をもたらすことを証明いた
しました。今後とも雲南農業大学、日中合作成都
世紀蜂業有限公司と我々日本企業が、三位一体と
なって相互に発展していきたいと考えておりま
す。
　早口で申し上げまして、おわかりになりにく
かったかもしれませんが、ご清聴ありがとうござ
いました。

双葉電子工業株式会社
執行役員 経営企画部長

� 有馬　資明

　皆様、こんにちは。私は
双葉電子工業の有馬でござ
います。
　本日は短い時間ではござ
いますが、「中国における
企業活動の現状と将来計

画」という内容で、弊社の紹介と若干ではありま
すが弊社の中国での活動状況についてお話しさせ
ていただきます。
　まず、会社の紹介となります。多分ここにご参
集の皆様、ほとんどの方が弊社をご存じないもの
と思われます。私ども双葉電子工業は、1948 年
の2月の3日に設立し、資本金は225億5,800万円、
連結従業員数は 5,700 名弱、連結売上高は昨年度
の実績で 619 億円となります。
　事業内容に関しましては、この後、各事業部の
説明をさせていただく中で、製品をご覧いただき
ながら紹介させていただきたいと思います。
　私どもの本社は、千葉県茂原市にございます。

今回、中国から来られた皆さんは、日本の空の玄
関でございます成田国際空港ないしは羽田国際空
港から入国をされたと思います。両空港から私ど
もの本社まで 1 時間半ほどのところにございま
す。
　次に、グローバルネットワークですが、弊社の
拠点としては、アジア圏では中国をはじめ、韓国、
シンガポール、タイ、ベトナム。アメリカはシカ
ゴを含む全 4 拠点。また、ヨーロッパは、ドイツ
のデュッセルドルフと、世界 10 カ国 22 都市で製
造・販売の活動を行っております。
　また、弊社の事業は、大きく 3 つの事業部から
なっております。まず、電子部品事業部ですが、
この事業部では、蛍光表示管と呼ばれますディス
プレーの製造・販売を行っております。この製品
は、家庭の中の音響製品、DVD プレーヤー、そ
れから自動車のメーター、さらにはスーパーの
POS ターミナルといった、マンマシンインター
フェースとしてさまざまな製品に使用されており
ます。また新しい商品としては、ここにございま
す有機 EL ディスプレー、そしてタッチパネルと
いった製品をレパートリーとして品ぞろえする事
業となります。
　次に、精機事業部ですが、ここではプレス金型
やプラスチックのモールド金型に使われるベース
やガイドピン、それからプレートといった各種の
部品を製造・販売しております。
　最後に、電子機器事業部ですが、こちらはホビー
用、それから産業用途として利用されるラジコン、
つまりデータの無線通信機器を製造・販売してい
る事業となります。この電子機器事業部のラジコ
ンの特にホビー用途につきましては、マニアの方
にはとてもよく知られております。皆さん、ハリ
ウッド映画で「バック・トゥ・ザ・フューチャー」
という映画をご存じでしょうか。この映画の中に
も弊社の製品が登場しております。
　先ほどご覧いただきました 3 つの事業部の製品
ですが、この製品を見ていただく限り、おのおの
の事業部が全く種類の異なる製品を作っていると
いうように見えるかと思われます。しかし、この
3 つの事業部で作っておりますそれぞれの製品
は、実は底辺のところでつながりを持っておりま
す。
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　1948 年、弊社の操業当時は、ラジオ用の受信
用真空管の製造・販売をしておりました。当時、
日本では 160 社以上の真空管の製造メーカーが
あったと聞いております。当然、この当時のこと
ですので、真空管のパテントはアメリカの企業が
お持ちでした。浅倉様のいらっしゃる GE、RCA
さんですけれども、こういったところがパテント
をお持ちだったわけです。戦後まだ間もないこの
時期、160 社のうち何社が一体そのパテント料を
払ったのか。今となっては知る由もないという状
況です。
　1960 年代に入りますと、半導体の量産が始ま
ります。これととともに、真空管の需要は激減し、
大企業を除いて、ほとんどのメーカーが姿を消し
ていきました。そんな中で、幸いにも私どもは、
この真空技術を利用し、蛍光表示管のビジネスを
立ち上げることができました。また、金型用部品
については、当時、真空管の製造に伴い、真空管
に使われる金属材料を作るためには、プレス金型
が必要でありました。ただ、その当時は金型を入
手するのにも非常に時間がかかり、大変苦労した
ことから、社内で内製化を始めました。これがこ
の金型用部品の精機事業部の始まりとなります。
　それから、私どもは蛍光表示管というディスプ
レーのメーカーです。創業者の 1 人である衛藤は、
良いディスプレーを世に出すには、とにかくお客
様の回路を知る必要があると考えました。そのよ
うな考えのもと、衛藤自身の夢でもありましたラ
ジコンの製造・販売を始めたのがきっかけとなり
ました。
　このように、一見何のつながりも無さそうな 3
つの事業が、実は底辺のところでつながっている
ということがお分かりになったかと存じます。
　では、中国の金型市場動向と当社の体制という
ことで、先ほどご説明いたしました 3 つの事業部
のうちの金型に関するお話を若干させていただき
ます。
　さて、中国金型市場の動向についてのグラフを
ご覧ください。これは 2000 年から 2015 年までの
中国と日本の金型市場の動向をあらわすグラフで
す。2000 年当時、中国の金型市場は、日本市場
の 4 分の 1 にも満たない約 4,000 億円程度であり
ました。ところが 2008 年、アメリカで起きまし

たリーマンショック以降、日本の金型市場は急激
に市場の規模を縮小させていきました。そんな中
でも、中国の金型市場は引き続き継続した形で成
長を続けております。そして、2009 年、ついに
中国と日本の市場規模が逆転いたしました。2015
年には日本の約倍の規模、2 兆 4,000 億円強程度
の市場にまで成長すると予測されています。
　この 4 月から中国政府は第 12 次 5 カ年計画を
発表いたしました。それと同時に、ここにあるよ
うに、中国金型工業会からも方針が出されており
ます。それによりますと、2020 年までに世界的
な金型の強国になる。そのために、堅実な基礎固
めをすると。それから、金型先進国とのレベルの
差を少しでも縮めて、世界の金型強国になるため
に邁進するといったものでございます。ちなみに、
11 次 5 カ年計画、この前の計画のときの金型工
業会のスローガンが、世界の金型の大国になると
いうスローガンを掲げておられました。この結果
をごらんになる限り、その目標は立派に達成され
たと言えます。なお、今後につきましては、大国
から強国ということで、量だけではなく質、つま
りは技術的にも金型工業界の世界的なリーダーと
なるんだといった目標を鮮明にここに掲げている
ということでございます。
　失礼、先ほど言い忘れましたけれども、ちなみ
にこの金型工業界の動向をあらわす指標は、日本、
中国にかかわらず、その国の GDP に比例してい
るとよく言われます。そういった意味で、日本は
今後 5 年間を見てみましても、残念ながらほとん
どゼロ成長。それに比べ、中国は 2 けたに近い経
済成長率を今後も続けていくであろうといった見
方ができるのではないかと思います。そのように
拡大を続ける中国のマーケットに、私ども双葉電
子工業も積極的に打って出たいと考えている次第
でございます。
　現在、この金型用部品の製造拠点を、北は天津
から昆山、それから深圳に製造・販売拠点。また、
上海、香港に販売・マーケティングの拠点を置い
ております。また、今後は、さらに成都、重慶、
武漢、合肥といった内陸部に積極的に製造拠点を
拡大を計画しております。
　では次に、金型用部品以外のディスプレー及び
産業用ラジコンで、中国のメーカーさんで実際に
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採用いただいた事例を挙げて説明をいたします。
　まず、蛍光表示管ですが、長安汽車のチーター
CS7 という小型自動車のスピードメーターへの採
用例となります。蛍光表示管は、先ほどお話しい
たしましたように、真空のパッケージで、かつ自
発光素子であるということから、耐環境に対しま
して非常にすぐれた特性を持ち、さらに広い視野
角とグリーンを基調にしたカラーで、非常に
ヒューマン・フレンドリーなディスプレーである
ということが言えると思います。
　先ほどシーメンスのドクター・メルテンス氏が
お話しておりましたが、中国も早晩、高齢化社会
がやってきます。蛍光表示管のようなデジタルの
表示は、今後そのような高齢化社会に、適したも
のであると確信しております。また、既に中国の
自動車生産は年間 1,800 万台となりますが、これ
は、アメリカの 1,200 万台の生産を優に超した数
字となります。今後もこの数字は飛躍的に拡大し
ていくものと見ております。
　次に、産業用ラジコンが重慶のモノレールの駅
にありますにドアの開閉制御に採用された事例を
ご説明します。送信部は、モノレールの車内にあ
り、車掌がこのボタンを押すとドアが開閉される
仕組みになっています。当社の無線技術は、非常
に混信しにくい独自の技術を持っており、このよ
うな最新の交通機関にも採用されております。こ
のように、人命にかかわるような高い信頼性が要
求される分野を初めとして、今後とも私どもの技
術力をもって中国の市場・産業に貢献していきた
いと考えます。
　続きまして、中国における今後の事業方針につ
きまして 4 つほどお話します。まず 1 つは、日本
で培った技術・ものづくりの伝承です。これは一
朝一夕に行くものではありませんので、じっくり
腰を据えて取り組んでいきたいと思います。2 番
目は、拡大する中国産業界への貢献ということで、
市場に適合した製品の提供を行っていきます。過
去、先進国の中でも様々な技術的な変化がありま
したが、今後の中国における技術の変化は、今ま
でに例のないスピードで進むものと考えておりま
す。そのような中で、そのスピードにマッチした
形での製品を市場に投入できるよう、尽力してい
きたいと考えます。第 3 番目は、信頼性の高い製

品の安定的な供給。そして、第 4 番目は、内陸部
の需要の拡大に合わせた拠点の拡大となります。
　以上が、中国における弊社の事業戦略ないしは
方針となりますが、やはり企業の原点は人であり
ます。私ども双葉電子工業は、国籍にかかわらず、
世界中で活躍するパワーみなぎるグローバルな人
財を常に求めております。そのためにも、今後は
各大学との連携を密にして、技術の伝承とともに
人財の育成に努めてまいります。ここにご出席い
ただきました優秀な学生の皆様で当社に興味をお
持ちいただいた方は、ぜひ手を挙げていただき、
門戸をたたいていただければと思います。よろし
くお願いいたします。
　簡単ではございますが、これで講演を終わらせ
ていただきます。ご清聴ありがとうございました。
謝謝。

三菱重工業株式会社
執行役員 技術統括本部副本部長

� 児玉　敏雄

　皆さん、こんにちは。三
菱重工の技術統括本部の児
玉でございます。
　本日は、三菱重工業の中
国での活動についてご紹介
したいと思いますが、時間

も押しておりますので、簡潔にご紹介したいと思
います。
　まず、このような 3 つの内容。当社の概要、当
社の中国における取り組み、それと中国の大学と
の協業についてご紹介します。
　まず、当社の概要です。当社は今から 127 年前
の 1884 年に創立されております。資本金は約
2,600 億円。受注高、売上高は 3 兆円弱。従業員
の数は連結で約 6 万 9,000 名、単独で 3 万 3,000 名。
海外のグループ会社は 132 社ございます。
　当社の製品群、簡単にご紹介いたします。まず
LNG 船とかコンテナ船、客船などの船舶・海洋
分野。括弧の中に書いてありますパーセントは、
当社の売り上げに占める現状の比率でございま
す。船舶・海洋分野は大体 8％です。
　次に、ガスタービン、原子力発電プラント、風
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力発電プラントなどのエネルギーに関連する分
野。原動機分野と言っております。それから肥料
プラントとかエタノールプラント等、天然ガス改
質プラント。それから空港などでよく見られます、
APM と言っていますが、全自動無人運転車両。
港湾のコンテナクレーン、化学プラント用のコン
プレッサ、放射線治療装置、印刷機械などの分野。
　それから、ボーイング 787 の主翼、最近では
MRJ と呼んでいます三菱リージョナルジェット、
それから H2A、H2B ロケットのような宇宙・航
空分野。さらに、フォークリフトですとかガソリ
ンエンジン、あるいは自動車用のターボチャー
ジャーなどの分野。最後に、大型冷凍機やビル空
調システム、大型工作機械などもつくっておりま
す。
　このように、当社は約 700 種類の製品を製造し
ておりますが、機械のデパートと言われている会
社でございます。
　それでは、当社の中国における取り組みについ
てご紹介いたします。まず、1975 年の 10 月に、
香港に三菱重工業有限公司を設立しております。
自来、1993 年に青島に三菱重工海爾空調機有限
公司、これは海爾集団との合弁会社で、業務用の
空調機の生産・販売をするところでございます。
1994 年には宝山鋼鉄集団との合弁会社で、製鉄
機械の製造をいたします常州宝菱重工を設立して
おります。
　その後、2004 年には東方電気集団との合弁会
社でガスタービンの製造・販売をいたします三菱
重工東方ガスタービン有限公司を広州に設立して
おります。また、2009 年にはゴムタイヤ機械及
び工作機械、歯車機械を生産する常熟の菱重機械
有限公司を設立し、昨年は北京に地域統括拠点で
あり投資性公司であります三菱重工中国有限公司
を設立しております。
　このようなテクロノロジー、経緯、中国での歩
みでございます。
　ただいまの配置を示しておりますが、沿海部の
13 の地域に計 25 の製造・販売・アフターサービ
ス拠点を持っておりまして、グループ会社数は現
在 25 社、中国のグループ会社の売上高の合計は
約 775 億円、全従業員数は 5,200 名。中国におけ
る状況は、そのような状況でございます。

　ここからは、我が社の中国における主なプロ
ジェクトの事例を示しております。まず、1978
年 11 月に宝山火力発電所 1、2 号機を日本企業と
して初めて建設請負いたしまして、建設しており
ます。その後、1984 年には秦山の原子力発電所
向けの原子炉圧力容器を受注しております。これ
は日本からの原子力関連機器の初輸出でございま
す。それから 1988 年、89 年には大連発電所 1、2
号機、福州発電所 1、2 号機を納入しております。
さらに 1997 年には、香港国際空港向けの無人自
動運転車両、APM を納入しております。
　その後、最近の納入事例では、2004 年に北京
地下鉄を最初に、泥土圧式シールド掘削機──こ
れはトンネル掘削機ですね──を納入して、累計
29 機を納めております。さらに 2004 年には北京
国家大劇院向けの舞台装置を納入、2006 年には
香港国際貿易センター向けのターボ冷凍機、大型
の冷凍機を出荷。2007 年、2008 年には三門及び
海陽原子力発電所向けのタービン発電設備を受注
しております。このほか、高炉ガスを利用した発
電プラントですとかごみ焼却プラント。このよう
なプロジェクトを今まで中国で展開してきており
ます。その他、ここに書いてありますような印刷
機、フォークリフト等、それからエアコン、工作
機械、プラスチックの射出成型機、このようなた
くさんの当社製品が中国で活躍しております。
　ここからは、当社の中国における技術供与契約
の導入事例です。まずガスタービン技術について
は、東方タービン有限公司と技術提携をしており
ます。それからボイラー技術、タービン技術。ター
ビン技術は超臨界圧の蒸気タービン、原子力用蒸
気タービン、ともにハルビンタービンと技術供与
契約をしております。風力発電設備につきまして
は、寧夏発電集団の傘下である寧夏銀星能源。あ
と舶用エンジンですとか船舶用のデッキクレーン
はそれぞれこのような会社と技術供与契約を結ん
でおります。
　当社と大学との協業についてご紹介をいたしま
す。三菱重工の技術開発方針をここに簡単に述べ
ておりますが、まず 3 年、5 年、10 年後の市場ニー
ズ、社会の動向を予測した上、コア技術を選定し、
そのコア技術の技術開発計画を立案し、研究を実
施するというよな PDCA サイクルを回しており
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ます。すなわち、3 年後、5 年後、10 年後の社会・
市場が必要とする製品を想定して「できる、売れ
る、もうかる」製品を企画しております。その製
品に必要な、グローバル競争で勝てるコア技術を
先行して開発していく。そういう技術開発戦略を
とっております。
　これは今のと同じことを言っておりますが、10
年後を見通した次世代製品に必要なコア技術の開
発、このコア技術の開発のところに、いわゆるオー
プンイノベーションといいますか、大学との協業
を積極的に進めてきております。オープンイノ
ベーション、大学との協業におきましては、ここ
で書いてありますようなケンブリッジ大学、オッ
クスフォード大学、MIT、パデュー、ウィスコ
ンシンなどとやっておりますが、その中でも一番
大規模に行っているのが中国の清華大学との協業
でございます。大体年間 60 テーマを平均に、16
学部とコラボレーションを現在も継続して行って
おります。
　清華大学との協業状況について、ちょっと詳し
くご紹介いたします。経緯のところでございます。
2003 年 2 月に全技術分野に関するゼネラルアグ
リーメントを清華大学と締結しておりまして、そ
の 2003 年の 7 月には清華大学に、清華大学－三
菱重工 R ＆ D センターを設立しております。こ
れは、清華大学にとっては 59 番目の R ＆ D セン
ターでした。その後、3 年後の 2006 年 3 月には
R ＆ D センターの第二期調印を行っております。
2008 年 7 月には、ジョイント R ＆ D センターと
してユニバーシティーレベル、大学レベルの包括
契約を結び、現在では清華大学との連携をしてい
るトップ 4 の企業の 1 つになっております。2003
年の協業開始以来、順調に協業は進んでおりまし
て、近年は年間 60 件程度の協業を実施してきて
おります。毎年 3 回、約 150 名のメンバーが参加
して、清華大学側は学生・教授も含めて七、八十
名、当社側も七、八十名が参加して、年間 3 回の
合同発表会を主に中国で開催しております。
　中国の大学の魅力ですけれども、製品開発に必
要なトップ技術を広範に保有しているということ
で、もう既に日本の大学ではなかなか行っていな
いような研究分野、いわゆる実学に近いところを
含めて、中国の大学はまだ精力的に研究をされて

いるということは、非常に効率的にトップレベル
の頭脳がそういう実学に近い研究をやっていただ
ける、というところに非常に魅力を感じておりま
す。また、中国の優秀な頭脳と触れることによっ
て、我々サイドの研究者のモチベーションも非常
に高まるというメリットも感じております。
　以上、簡単でございますが、我が社の中国での
活動をご紹介いたしましたけれども、三菱重工は
今後ともエネルギー効率の高い、環境に優しい製
品を開発・製造して、中国の皆さんとの友好関係
を継続しながら事業を展開していきたいと考えて
おります。
　どうもご清聴ありがとうございました。

質疑応答

質問者　JST の沖村と申します。最後の三菱重工
さんに質問したいのですが、清華大学に絞って重
点的にやられているのですが、中国の大学という
のは非常に数も多いし、優秀な大学も多い。そこ
に絞られていらっしゃる理由、それから、ほかの
大学との協力を考えていらっしゃるのかどうか、
よろしくお願いします。

児玉　清華大学に絞っているわけではないのです
けれども、清華大学とたくさんやっているという
ことには歴史的経緯があります。当社に前、勤め
ていた方が、清華大学の教授として清華大学に戻
られたこと。その人脈を使って始めたということ
で、清華大学とたくさんやっているということで
しょう。ご存じのように、やはり中国といろいろ
やっていくときには人間関係、信頼関係が第一で
すので、やはりそのルートで今、鋭意やっている
ということです。
　他の大学も、その清華大学の先生を通じてやっ
ていくという基本的な方針で臨んでいます。

司会　ほかにご質問のある方はいらっしゃいます
でしょうか。挙手でお願いします。

質問者　NTT の池田と申します。どうも今日は
貴重な講演をありがとうございました。
　三菱さんにお聞きしたいのですけれども、多分、
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大学との協業をする上で一番のポイントは、教授
のみならず、学生さんの品質だと思います。多分、
大学の教授のもとのスタッフというのは学生だと
思いますので、そういう学生さんをうまく生かし
た共同研究のやり方というのを、成功事例等あり
ましたら教えて頂きたいです。清華大学でも結構
なのですけれども。

司会　では、児玉様、よろしくお願いいたします。

児玉　一言で申し上げますと、やはり中国の学生
は非常に優秀だと思います。日本の学生よりも
10 倍、学生の数が多いところですから、やはり
10 倍優秀な人がいます。
　先ほどもご紹介しましたが、年 3 回、合同の研
究成果発表会をしていますけれども、そのときに
は担当している学生さんに基本的に発表していた
だいています。それで、我々の本邦の担当者もそ
こに出向いて一緒にディスカッションします。研
究提案をするときの段階から、我々サイドの研究
者と向こうの学生さんが一緒になって議論をして
いくというプロセスをとっております。
　英語 1 つをとっても、日本の研究者よりもはる
かに上手です。一言で言うと優秀ということで、
あまり今のところそういう懸念はしておりませ
ん。

質問者　どうもありがとうございました。
　少し気になる点は、多分中国を選ばれる大きな
ポイントはレイバーコストだと思うのです。例え
ば、欧米と比べて学生の賃金コストは非常に低い
ということもあって、うまく活用できるかなと思
うのです。また三菱重工さんへの質問なのですが、
そういうレイバーコストの点で今、中国はすごく
上がっているじゃないですか。そのあたり、傾向
を教えてもらえれば助かりますけれども。

児玉　学生さんのレイバーではなくて、いわゆる
学校に、これは教授に基本的にお願いするわけで
すから、それの価値ですね。という観点で申しま
すと、大体今、北京では、日本の研究費と同じパ
フォーマンスを出すのに、やはり 5 分の 1 ぐらい
じゃないかなと思っています。逆に同じお金を出

せば、日本の 5 倍の研究ができるという感じです
ね。マクドナルド指標というのがございますけれ
ども、いろいろ総合してみると、やはり北京では
今 5 倍から 10 倍の間、5 倍に近いほうじゃない
かなと思っています。

質問者　どうもありがとうございました。

司会　よろしいでしょうか。そのほか、ご質問の
ある方、いらっしゃいますか。

質問者　JST の小原ですけれども、シーメンス
AG さんと三菱重工さんにお伺いしたいのです
が、すみ分けをしつつライバルでありますけれど
も、1 つお伺いしたいのは、中国において産学連
携でかなり積極的に研究開発を進めているという
ことですけれども、今後中国で R ＆ D を行って
いく場合に、どの分野に重点化して進めていこう
としているのか、それとももうワイドレンジです
べてと考えていらっしゃるのか。そこら辺、研究
開発戦略と密接に関係すると思いますけれども、
できる範囲でお答えいただければと思っておりま
す。

司会　では、メルテンス様、よろしくお願いいた
します。

メルテンス　シーメンスは、中国での研究開発は
大学との協力のもとに行っております。シーメン
スでは、インダストリー、エナジー、ヘルスケア
の 3 つのビジネスセクターがあります。
　一つご紹介したいのは、中国で我々がどのよう
にビジネスをしているのかということです。中国
の顧客はあまり複雑な製品は受け入れないという
傾向があります。ドイツではかなり複雑な製品で
も使い方を学んで使われるのですが、中国ではそ
れは受け入れられないということに気づいたわけ
です。そこでユーザーインターフェース・ラボラ
トリーというのを立ち上げ、中国の顧客が本当に
この製品を受け入れてくれるのかということを研
究し始めました。成果の 1 つが機械の制御システ
ムで、ドイツ向けのものよりも単純化した製品を、
中国向けとして出しました。しかし、その後、こ
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の製品は世界的にもとても成功したものとなり、
ドイツの顧客からもそちらを使いたいという要望
が出ました。もちろんグローバルなトップライン
の複雑な製品も使い続けられましたが、中国で受
け入れられたシンプルなものがドイツでも受け入
れられ始めました。

児玉　事業ドメインと密接に絡まる話ですけれど
も、エネルギー、環境、装置関係が重点になって
いくと思います。以上です。

司会　よろしいでしょうか。ありがとうございます。
　ではあと 1 名、最後にさせていただいてよろし
いでしょうか。ご質問お願いします。

質問者　どうもありがとうございます。海外企業
の経営コンサルをしておりますハラキヨシと申し
ますが、ペーターさんにお願いします。
　先進国、特にアメリカ、ヨーロッパ、日本にし
ても、経済が発展していくと、いろいろなものを

つくる必要がだんだんなくなってくる。そこで、
海外にどんどん出ざるを得ない。それから若者も、
楽な生活になれてくるとあまり勉強しない。翻っ
て中国の場合は、これまで発展してきましたけれ
ども、今後中国の発展性というのがこのまま続く
ものか、これからだんだんやはり先進国並みに
なって、同じような状況になっていくんじゃない
かと思うのですが、ヨーロッパのビジネスの方々
は中国の将来をどういうふうに見ておりますか。

メルテンス　大変難しく、幅広いご質問をいただ
いたと思います。
　中国の発展は、今後も長期にわたって続いてい
くと私は見ておりますし、また中国の東部海岸沿
いから、より中国内陸部のほうに拡大していくと
考えております。人口も本当に多いですし、さら
に優秀な人材がもっと育成される可能性がありま
すので、何十年というスパンで続くと私は見てお
ります。
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蘇州呉中サイエンスパーク管理委員会
科技サービス部主任

� 馬　　立恒

　尊敬する皆様方、こんに
ちは。私は江蘇省蘇州にあ
ります呉中サイエンスパー
クから参りました。今日は、
第 2 回日中大学フェア＆
フォーラムで私どもの概況

について説明できることを大変うれしく思ってお
ります。
　蘇州は江蘇省の東南部にあります。上海にも近
く、杭州にも近く、太湖を西に抱えます。経済が
発達し、都市の密集した長江デルタの中心部にあ
ります。上海の経済の影響を受ける都市の中では
最も上海に近い都市の 1 つです。
　呉中区は蘇州最大の区でして、天国とも言える
蘇州の南の門です。面積は 742 平方キロです。太
湖の水域面積は 1,459 平方キロであり、その 3/5
は呉中にあります。
　近年、呉中区は環太湖観光経済ベルトを開発し、
呉中経済開発区を中心とした南の工業地帯があり
ます。呉中の経済開発区は 1993 年 10 月に江蘇省
人民政府の承認のもとでつくられた省レベルの経
済開発区です。123.91 平方キロの面積があり、今
4,000 社ほどが進出しております。
　産業の集積が進み、今バイオ医薬、電子情報、
精密機械、設備製造、新エネルギー・新素材といっ
た 5 大産業が柱としてあります。
　呉中のサイエンスパークは 2008 年 10 月に正式
にオープンしました。望山がそばにありまして、
太湖を臨む大変美しい風景のところです。
　近年、江蘇省国際サービスアウトソーシングモ

デル区、江蘇省ソフトウエア情報サービス産業
パーク、江蘇省電子情報産業基地といった称号を
得ています。
　また、国家科学技術部から国際科学技術協力基
地としても認められておりまして、江蘇省科学技
術庁からも蘇州呉中バイオ医薬科学技術産業パー
クの称号を得ています。このパークは 3 平方キロ
メートルになりますが、1.5 平方キロメートルが
R ＆ D の基地、1 平方キロメートルが産業基地、
そして 0.5 平方キロメートルには居住区という形
になっています。
　このパークの第 1 期でありますが、30 万平方
メートルの建設が行われまして、投資は 10 億元
ほどされております。今後数年で第 2 期、第 3 期
の建設を進めまして、そのときには 100 万平方
メートルになります。そのときには 100 社ほどが
ここに進出することになるでしょう。
　こちらがサイエンスパークの中の状況でありま
すけれども、バイオ科学パーク、イノベーション
パーク、生活居住区がございます。これが第 2 期
の計画図であります。
　こちらが第 1 期、第 2 期でありまして、ここに
ウォーターストリートと呼ばれるものがありま
す。商業的な施設もあります。
　このような発展のもとで 3 つの地域に大分され
ます。生物医薬、電子情報・サービスアウトソー
シング、新エネルギー・新素材という 3 つのエリ
アです。中でも呉中のバイオ医薬の研究開発パー
クが我がサイエンスパークの中で最大の地域にな
ります。
　こちらはパーク内の生物科学開発区でありまし
て、そして西山中科薬物安全評価研究有限公司な
ど、薬物の臨床前の研究などを行っております。
そして、中国科学院と協力してできた生物医薬の
研究開発センターもありまして、間もなくオープ

「中国のイノベーションを牽引する産学連携の仕組み」
講演者
馬　立恒（蘇州呉中サイエンスパーク管理委員会科技サービス部主任）
李　志强（清華大学サイエンスパーク常務副総裁）
管　祥紅（方正株式会社代表取締役社長）（代理：方正国際軟件有限公司副総裁　姚　　玮）
劉　卓軍（ 中関村自主ブランドイノベーション発展協会常務副会長、中国科学院数学・シ

ステム科学研究院研究員）

第4部
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ンする予定であります。また中国科学院のもとで
の 10 余りのプロジェクトもここで実施がなされ
ております。
　また第 2 期、第 3 期を行いまして、今後の研究
開発のための準備をしていきたいと思います。
　これが蘇州の薬明康徳という会社でありますけ
れども、アメリカのニューヨークで上場しました。
これはここでも最大の臨床前検査をしているとこ
ろです。
　こちらがバイオ医薬の第 1 期の部分ですが、今
後は第 2 期、第 3 期と広げていく予定であります。
　呉中の発展におきましては 3 つの優位性があり
ます。1 つは大変すばらしい人材がいるというこ
と、そして、大変すばらしい産業チェーンがある
こと、さらに、政府のサービスや公共のプラット
フォームが完備されているということです。2500
年の歴史を誇る蘇州は古都でありますけれども、
ここには人材も集積しております。文化の発祥地
でもありますし、ここには特にすぐれた人材が集
まっているということが特徴です。
　蘇州には大学の集積地があります。東に独墅湖
というところがあります。ここには 10 余りの大
学の研究機関がありまして、蘇州の経済開発のた
めに大変すぐれた人材を提供しております。また、
呉中区には国家高等教育区というのがあります。
ここにも 10 余りの大学が進出しております。企
業のために技術的な人材をここから供給している
状況です。
　呉中区は 2001 年に、国のタイマツ計画の医薬
産業基地として認定されました。100 余りの医薬
企業が進出しておりまして、うち 40％以上は国
家重点ハイテク企業であります。国家レベルの
GMP 認証を得ております。また呉中区は、今や
全国で最大の OTC の栄養剤の生産基地にもなっ
ております。
　こちらが代表的な医薬企業を示したものであり
ます。アメリカの会社、ファイザー（輝瑞）があ
り、東瑞という会社があります。A 株市場で江
蘇省の医薬会社などがここに集積しているわけで
あります。
　中でも、こちらでごらんいただけますのは西山
の動物実験センターであります。河東地域の霊長
類の動物実験基地でありまして、国内最大の犬や

猿などを飼育したりしているところです。今ビー
グル犬なども 1,000 匹以上います。
　呉中区にはこのように大変成熟したバイオ医薬
の産業チェーンができております。各段階の医薬
産業がここに集積しているわけです。
　呉中区政府は企業によりよい行政サービスを提
供し、政策的な支援をしていくことでその決心を
しております。幾つかの政策がありますけれども、
特に各人材を誘致するために出された政策があり
ます。さらに今、10 の公共のサービスプラット
フォームがあります。動物実験、薬物研究開発、
薬物安全評価に関するプラットフォームや投融資
のプラットフォームなどが既にできております。
　それ以外のプラットフォームもさまざまな分野
のものが今後つくられていくということで行われ
ております。より利便性の高い行政サービスを
行っていきます。
　大変環境のいいところでもありまして、物産も
豊富であります。いつも花がありますし、カニも
有名です。海外にも名をはせるものが大変豊富に
あります。さらには、大変いい居住環境も提供す
ることができます。ホテルや病院、スーパーマー
ケットなど、大変便利であります。
　また、仕事以外にゴルフ場などもありますので、
余暇も大変楽しく過ごすことができるでありま
しょう。
　ぜひとも皆様に呉中に来ていただきたいと思っ
ております。山水と人文の呉中とも言えますので、
ぜひとも皆様と提携しながら美しい未来を切り開
きたいと思います。ご清聴ありがとうございまし
た。

司会　馬様、どうもありがとうございました。馬
様には、お時間の都合によりこの場で質疑応答を
させていただきたいと思います。今お話しいただ
いた内容でご質問のある方は挙手にてお願いいた
します。

質問者　すばらしいお話をありがとうございまし
た。すばらしいパークで驚くばかりなのでありま
すが、蘇州の呉中区のご説明でありましたが、江
蘇省、あるいは蘇州に、ほかにこういうパークが
あるのかどうかという質問です。ご説明ではこれ
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は蘇州のパークということで、中央のいろんなサ
イエンスパークの政策がありますが、そのサイエ
ンスパークとは別の、江蘇省独自のパークという
理解でよろしいでしょうか。

馬立恒　では、まず最初の
ご質問にお答えします。
　蘇州には呉中サイエンス
パーク以外にも他にたくさ
んあります。私たちは呉中
区にありまして、このサイ

エンスパーク以外にも企業や政府が投資をして設
立したサイエンスパークもあります。蘇州のほか
の地域にもそれぞれユニークな形の、産業に特化
した形でのサイエンスパークがあるということも
事実です。
　また呉中の、今ご紹介したパークは省レベルの
もので、江蘇省の科学技術にかかわる政策を適用
しています。もちろん条件が合えば国の政策、優
遇政策なども受けることができます。ただ基本的
には省のレベルのものということです。以上のよ
うなお答えです。

司会　ありがとうございます。そのほかにご質問
のある方。前のほうで手が挙がっています。

質問者　どうもありがとうございました。タイマ
ツ計画でいろいろなプロジェクトもやられてきた
ということなんですが、例えばどのようなものを
やられていたのかということと、現在、呉中サイ
エンスパークは日本との関係はあるのでしょうか
という 2 つの質問です。

馬立恒　タイマツ計画ですけれども、2001 年に
呉中区はこの計画の中の医薬分野の 1 つの基地だ
ということで認証されました。私たち、2008 年
に設立したパークですが、そうした中で医薬関係
の研究開発プロジェクトをタイマツ計画として
行っております。
　それ以外にタイマツ計画は産業化を図るための
ものが中心でありまして、いずれにしましても医
薬の研究、そして産業化はかなり密接に連携しな
がら行っています。

　日本の企業ですけれども、バイオ関係の企業は
実はまだそれほど多くはないんですね。ですから、
ぜひともいろんな連携をとっていくべくやってい
きたいと思います。例えば、日本の科学技術振興
機構も我々のサイエンスパークの視察をしてくだ
さいました。
　私たちのほうにはいろんなバイオ医薬の企業が
進出しておりますので、ぜひとも今後、日本の大
学や企業と連携を強めていきたいと切に願ってお
ります。多くの日本のバイオ関係の企業、製薬関
係の企業、もちろんほかの分野も大歓迎ですので、
呉中のサイエンスパークに投資していただければ
幸いです。ありがとうございます。

司会　よろしいでしょうか。
　こちらで質問を締め切らせていただきます。馬
様、どうもありがとうございました。

清華大学サイエンスパーク
常務副総裁

� 李　　志强

　皆様、「サンシャインシ
ティ」といわれる東京を訪
れることができまして非常
にうれしく思っています。
お天気がいいので非常に気
分爽快です。

　私は清華大学から参りました。清華大学で教員
を務めています。清華大学は人を育てると同時に、
工科系の強い大学として、科学研究をも多く行っ
ています。
　大学というのは 3 つの使命があると思います。
1 つは人を育てること、教育ですね。もう 1 つが
科学研究、そして 3 つ目は社会に対してサービス
を提供する、社会に貢献するという 3 つの使命が
あると考えております。
　私はこの 3 つ目の大学としての機能、つまり社
会に対してどうやってサービスを提供するかをお
話ししようと思います。
　これは清華大学の周辺地域図であります。清華
大学のサイエンスパークというのは清華大学の
キャンパスの南に位置します。使っている主要な
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土地は我々が新たに、もともとあったキャンパス
以外に収用したものです。つまり中国は土地に対
する需要が非常に強く、省レベルで承認されたサ
イエンスパークだけでも 2,000 以上あります。ち
なみに、中国には県も 2,000 以上あります。です
から、先ほど呉中区のサイエンスパークについて
講演されたときに、呉中以外にサイエンスパーク
があるのかどうかという質問がありましたね。中
国にはたくさんのサイエンスパークがあります。
　サイエンスパークの間では、どうやって競争す
るか。そのときに比較される項目は、1 つは立地、
そして安い労働力、土地の価格というのが比較す
る対象になっています。しかし、ベトナムやイン
ドなどの諸国も安い労働力と低い土地価格で企業
を誘致しています。中国では、将来安い土地、安
い労働力の強みを持って企業を誘致するというこ
とは徐々に減っていくと思います。中国政府とし
ては現在、経済構造の調整を進めています。つま
りこの内容は、サイエンスパークの中身、実力を
アップすることを目的とした構造変換を始めてお
ります。
　大学は、人材育成と教育と研究以外に、社会に
より大きな影響を与えることも非常に重要だと思
います。ですから私はここで、大学というところ
は人を育てる、科学研究の成果を出す以外に、社
会に対してフィードバックする必要があると思い
ます。特にグローバルな経済危機、そしてこういっ
た挑戦に直面する情勢の中では、科学技術の成果
をより社会に還元していくことが大学にとっては
重要な使命であると思います。
　清華大学は 1994 年から、当時私はこのサイエ
ンスパークのファウンダーとして、株主みたいな
ものですけれども、投資者としてサイエンスパー
クに着手しました。現在、73 万平米の建築面積
があり、22 棟のビルの中に約 400 社の企業が入っ
ております。そして現在 3 万 5,000 人の就業者が
おります。
　多くの非常に有名な企業が清華大学のサイエン
スパークに入居しております。代表的なものには、
マイクロソフトやグーグル中国の本社、中国の
ポータルサイト大手「捜狐」など、世界の有名企
業があります。このほか大学との協力を希望する
企業もたくさん入居しております。

　北京にサイエンスパークがある以外に、中国全
土で経済が発達している地域においても、経済が
ちょうど転換期を迎えているこういう地域に、全
国の約 30 の都市、地域に清華大学サイエンスパー
クのブランチを設立しております。大学の規範し
た管理方式を全国に展開するためです。先ほど呉
中の紹介がありましたけれども、蘇州、上海、杭
州といった有名な都市、経済の発展した地域にも
すべて清華大学のサイエンスパークの分園があり
ます。
　そして、このサイエンスパークの管理には統一
した管理方法をとっております。つまり ERP の
管理システムで、1 つのサイエンスパークとして
同じ方式で管理しております。このことによって
大学の文化、1 つの標準化された科学的な管理方
法、同じルートによって北京のみならず中国の重
要な都市、省というレベルで展開できることに
なっております。
　皆様ご存じのようにマイクロソフトのビル・ゲ
イツ氏が清華大学で講演したことがありました。
そして若い人にこう言っていました。若者は皆さ
ん血気旺盛で元気よく、一番やりたいことをまず
大学の中で起業し、持っている技術を市場化また
は商品化します。清華大学は中国の優秀な学生が
ぜひ行きたいという場所になっています。1 つの
いいプロジェクト、いい場所があれば清華大学の
多くの学生は卒業を待たずに 1 つの会社を起業し
て、ビジネスを始めます。つまり、大学のすぐそ
ばのサイエンスパークがこのような学生にも良い
条件を提供しており、彼らを保護していることに
なります。勉強のみをして全く社会を知らない学
生をいきなり社会に出すことは非常に危険であり
ます。しかし学校のすぐそばにサイエンスパーク
があれば、かつての先生や同級生と毎日顔を合わ
せ、意見を交わしたり、何か問題に出会ったとき
に助けを求めたりすることができます。ですから
私どものサイエンスパークでは、大学生が在学中
に休学して自分で起業を行うというプログラムを
設けております。このベンチャー起こしが成功し
ても失敗しても構わない、必ず大学に戻れるとい
う仕組みなわけです。
　教師としては、もちろん学生が途中ですべての
学業を放棄して起業することを奨励しているわけ
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でもありません。しかし我々は同時にこのことに
反対もしません。若者は元気があり、我々は教授
として、彼ら若い知恵、やる気、幼稚に見えるこ
ともありますけれども、失敗することもあると思
いますが、一番大事なことはその積極性、いわゆ
るフロンティア精神を励ます必要があるのです。
ですから大学がサイエンスパークを創立するとい
うことは、学生にこういったチャンスを提供でき
ることも意味します。企業がこのようなことを提
供することはめったにないと思います。企業から
独立して自分で会社をつくれという環境はまず提
供されないと思います。
　我々のサイエンスパークでは非常にいい環境を
整えております。サンシャインビルの中央の中庭
のようなところです。清華大学のサイエンスパー
クは北京の中関村というところにありますが、こ
の中関村という地域は北京の、中国の首都の地域
では非常に地価の高い場所です。土地が非常に高
価です。ですからビルディングが非常に密集して
建築してあります。この 4 つのビルディングで大
体 18 万平米あります。119 メートルあります。
中関村地域では最も高いビルです。特にこの企業
ビルディングの中にはオフィスが密集しておりま
して、結構手狭になっております。
　これは我々の文化という面です。我々は皆非常
に牛が好きです。なぜかといいますと、ウォール
ストリートの中には牛が 1 頭おります。多くのベ
ンチャー企業というのは社会の企業になりたい、
市場に打って出なくてはいけない、そして上場し
たい。ですから、皆さん牛が大好きです。
　清華大学の建校記念日に李政道という清華大学
の卒業生でノーベル物理学者である先生が清華大
学に戻りました。そのとき、そばに李可染という
中国の有名な画家がおりました。一方は、非常に
有名な科学者、もう一方は非常に有名な芸術家。
この二人がここで出会って話をしたところ、火花
が散ったというんですね。つまり李政道氏はノー
ベル賞を取ったときは原子核が衝突によって新し
い物質を生み出すことができる、この物質という
のは 1 つの革新、イノベーションである、新しい
状態を生み出せる、という話をしました。画家の
李可染氏はこの話を聞いてぱっとひらめいて、そ
の場で 2 頭の牛をかきました。牛の競争によって、

衝突、ぶつかり合うことによって火花を散らして、
新しいものを生み出していくという創業精神、当
時我々サイエンスパークは、こういった創意工夫
を 1 つの文化としてこれを展開しようと思いまし
た。
　李可染氏に早速交渉に行ったのですけれども、
先生は既に逝去されていました。そこで李可染氏
の奥様、鄒佩珠さんという方ですが、絵の使用権
をお願いしましたところ、非常に快く受け入れて
くれました。奥様のお話の中で、奥様本人も中国
の有名な彫刻家だということがわかりました。そ
して我々サイエンスパークは、有名な絵から奥様
の手によって実物の彫刻をつくり出し、それを清
華大学のサイエンスパークの中に飾るということ
を企画して実施しました。我々としては、このサ
イエンスパークが 2 頭の牛がここでぶつかり合っ
て淘汰するメカニズム、そういった仕組みをつく
り出し、この中で 1 つのイノベーションを起こす、
こういった文化をつくり出せるという雰囲気をか
もし出すことを希望しています。
　証券会社は大体牛が 1 頭、あるいは一般に中国
で言うように株式市場というのは栄えるときは

「牛」と言います。そして不景気なときは「熊」
と言います。つまり一般の証券会社には大体牛か
熊しかいないんですけれども、我々には熊がなく、
2 頭の牛がいる、つまり永遠に元気よく、景気が
よくなるということ、また、衝突でぶつかり合う
ことによって新しいものを生み出していく、我々
のスローガンとしてみれば寛容であって失敗は認
める、失敗に対して寛容であるということであり
ます。
　次に我々の理念をお話しします。今回のこの
フェア＆フォーラムの 1 つの大きなテーマに産と
学の関係であると思います。しかし私個人的には
ここで違う考えがあります。これでは足りないと
思います。私は本日ここで 8 つの側面、あるいは
融合、結合、リンクが必要だと思います。象牙の
塔の中に隠れて独善的な、つまり大学というのは
産業界とリンクする必要はないという考えは間違
いだと思います。
　なぜかと申しますと、社会の発展の主体は大学
ではない、大学というのは思想、文化を生み出す
ところです。しかし、ほんとうにこういった成果
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を社会の経済活動の中で展開するのは企業であり
ます。我々は、企業を主体として市場を 1 つのナ
ビゲーターとして企業が事業を展開していく、大
学はナビゲーターの 1 つの側面でしかない、です
から産業界、企業と大学のリンクだけでは足りな
いと思います。この中で非常に重要な役割は政府
だと思います。
　経済危機がありましたが、アメリカがグローバ
ル市場の自由経済の中で非常に大きな挑戦に直面
しているため、ケインズ理論が再び頭をもたげ、
学術界で大きな論争を引き起こしております。つ
まり政府の市場介入は必要なのか、必要があれば
一体どの程度必要なのか、という議論であります。
　我々としては、物事は両極端に行うべきではな
い、完全に政府が介入しないのもよくないし、か
といってすべてを管理するのもよくないと思いま
す。政府の役割というのは導入、あるいはリード
する役目、特に大学の成果を市場に展開するとき
の初期段階で、政府は積極的に第 1 の推進力にな
らないといけないと思います。政府が最初に押し
出すことによって、それほど大きくやる必要はあ
りませんけれども、サポートによって大学自体が
スタートできる、1 つレベルアップができる、ス
テージに上がることができると考えます。
　今回我々は 1 つの非常に喜ばしい状況を見てい
ます。今回の展示会で大学のみならず、中国から
は中国科学院が代表団を派遣しております。後ほ
ど劉さんが中国科学院を代表して、中国科学院と
大学の間のこういった関係をお話しすると思いま
す。劉さんは中国の中関村のサイエンスパークの
リーダーであると同時に、我々のサイエンスパー
クの常務でもあります。大学と政府が一体となっ
て産業とお互いに連携して相互作用する、その作
用を展開していくことが非常に重要だと思いま
す。
　大学が一般に行う起業は非常に少ないし、規模
も小さい。真っ先に直面する問題は資金の問題で
す。資金はどこから来るかといいますと、単なる
政府の支援を受けるものでは、大きな法律のもの
ではこういったものはまず成り立たない。また政
府が与えるものは何かといいますと、政府は政策
的なサポート、支援をします。そして税収面での
優遇策、これには土地の使用権に対する面からの

サポートです。ほんとうの資金は銀行から入手す
るしかありません。
　会社を最初に起業するときの資本金は非常に少
ない、資金はそれほど要りません。銀行から見れ
ば、銀行は非常に保守的な機関ですので、雪中に
炭を送ることは絶対にやらないです。何かいいこ
とがあったときのみ、花が咲いたときに初めて拍
手して、少し肥料を追加するような程度で出てき
ます。死にかけたものには非常に危険なのでまず
お金は貸さないと思います。
　こういったときに政府が何をすべきかという
と、担保会社をつくる必要があります。政府が担
保会社をつくることによって企業のリスクを分散
する、銀行のリスクを回避させることができます。
ですから、政府の役割というのは、金融機関と必
ずリンクしなければならない。中関村のサイエン
スパークにも中関村の担保会社をつくっておりま
す。これは政府がお金を出して、中小企業のため
の資金の融資の担保を行っております。そしてリ
スクがある場合は政府が責任を負う、最後の損失
をこうむる。全体の法律上、プロセスの上で 1 つ
の起業、あるいは創業する環境を整えられるよう
になります。
　次に仲介機構をご紹介したいと思います。仲介
というのは非常に重要な役割になります。これは
会計事務所、弁護士事務所、法律事務所ですね。
学校がつくる企業というのは市場化すること、規
範した管理を行うことが最大の目的です。工商法、
いわゆる商業法、国家の税務法によって市場の中
でほんとうの規範が管理された企業にすることが
必要です。
　大学の教授や卒業したばかりの学生はこういっ
た面では非常に弱いというのが実情です。科学研
究の成果を 1 つの標準化された市場に押し出して
いく、展開していくには非常にすぐれた仲介の業
者が必要になります。特に上場企業とするために
は、こういった仕組み、あるいはプラットフォー
ムが必要になります。ですから清華紫光という会
社をつくりました。この会社は深圳で上場してお
ります。上場した 2 年目に深圳市場の株価は 1 株
106 元になりました。中国株の王となり、株価が
中国最高値を付けました。
　我々は非常に標準化された方法にしたがって、
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毎年会計事務所によって会計監査を行い、法律事
務所が法律の監督コメントを出します。後ほど北
京大学の方正会社の責任者もお話しすると思いま
す。そこも同じように、上海でその方法によって
上場資格を取得しています。免許制、このやり方
も社会に展開できております。そして方正は日本
でももちろんビジネスを展開しております。
　ですから、大学の管理を標準化し、必ず市場と
リンクするには、こういった仲介機構を資金を出
して、法律によって自分たちを保護すると同時に
投資者も保護し、責任を負うということが必要だ
と思います。
　次の機能として貿易と、トレードですね。大学
の教授は一般的に貿易というのは商売人のやるこ
とだと見ています。商売人というのは悪い、金も
うけしか考えない、最も狡猾である、商売をやれ
ば金をもうけることしか考えない。大学人は高尚
な科学者であり、何で商売人と同様にできるか、
こんな商売人と一種同胞のようなことはできない
と。私は昔大学の教授でしたが、もう既に商売人
です。今で言えばビジネスマンです。もちろんそ
ういう意識はないと思いますけれども。
　我々のいい技術が製品化された後、それが市場
に受け入れられるかどうか。私は清華紫光公司の
CEO をやっていますが、私がある製品を、例え
ばスキャナーを市場で販売するとき、自分で売り
たくても売り方さえ知りません。私は眼鏡をかけ
ています。私の心は非常に善良です。他人と価格
の相談もできない。例えばその人が必要だ、お金
がないと言えば、私はその人にプレゼントするこ
ともあり得ます。これがいわゆる学者です。
　つまり我々としましてはほかの人たちが我々の
技術を使ってくれることを希望しているわけで
す。人間は他人が自分のものを使ってくれるとい
うことに満足感を得る。しかし市場はそうではな
い。市場は必ず利益を求めます。我々がこんなこ
とをやっていたら、あっという間に会社は破産し
てしまいます。
　ですからどうするか。自分たちで売りに行くの
ではありません。我々は 3,500 社の会社を探して
代理店を募集しました。彼らが大学の企業や大学
でつくった製品を販売しに行きます。彼らの手伝
い、サポートによって大学がつくった企業が中国

のスキャナー市場で今トップになっております。
　これが販売ルートの力です。社会というのは分
業があります。それぞれの人には特徴、長所があ
ります。我々は技術に力を入れる、そして製品を
しっかりつくる。社会の力によってそれを販売し
ていく。ですから、我々はビジネスマンたちをば
かにしてはいけません。彼らによって初めて金も
うけをさせてくれるんだということを認識しなけ
ればなりません。大学の先生たち自身も裕福にな
れます。日本の研修に行って国内に戻った方が今
清華大学の学長をやっています。副校長もいます
けれども、彼らが言うには、国民の教師を、人が
尊敬する職業から人がうらやましいと思うような
職業にしなければならないと。
　我々教師が尊重されているのは、お金への愛着
心を持たず、一生懸命に研究を行っているからで
す。しかし一般の市民は、仮にそう思っていても
我々のような人間になろうとは思わないと思いま
す。我々を他人が見て尊敬する、同時にうらやま
しいと思うような職業にするためには自分たちで
もちゃんとビジネスを成り立たせなくてはいけま
せん。
　我々の大学では今先生のことを教授とは呼びま
せん。先生とも呼びません。彼らは我々を「ボス」
と呼びます。なぜかというとアメリカがこうであ
るというわけですね。アメリカのすべての教授は
自分たちの研究生、学生に対してお金を出さなく
てはいけない。清華大学にいる教授は全員自分の
学生に対してお金を出さなくてはいけない。お金
がなければ、テーマがなければ学生は誰もあなた
の研究室に来ません。
　学校の企業の中では私は社長になるわけです
が、社員は何と呼ぶかと言いますと、私の会社の
社員は私のことを「先生」と呼びます。なぜかと
いいますと、「先生」は 1 つの尊敬される称号、
呼び方である。彼らは我々大学がつくった企業と
いうのは金もうけのためじゃないと考えていま
す。学生を助けるために、成長させるためにつくっ
た企業だと。ですから、大学の企業というのは金
もうけだけではなく、大学の科学的に研究した成
果を社会に広めることがもう一つの目的になりま
す。そしてお金をもうけ、利益を得ると同時にま
た尊敬も得られる、利益も得られるという 2 つの
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ことが実現できると思います。
　最後にもう一点、これはマスコミの作用、影響
です。毎回こういったフォーラムの中でマスコミ
の方は展示会を見て歩いただけで疲れると思いま
す。非常に苦労されております。ところがマスコ
ミ自体がフォーカスされた裏方で仕事をしていま
す。社会全体に我々のこういった考え、あるいは
成果を知ってもらう、広めることための 1 つの大
きな主役であります。ですから、政府、大学学者、
企業家の他、マスコミは社会の第 4 種の力になる
と言われています。マスコミは王冠のないほんと
うの王であると言われます。彼らはクラウンをか
ぶっていないかもしれませんが、重要なのは監督
権を持っています。マスコミがオープンにしなけ
れば、つまり、マスコミがいなければ中国のこう
いった官吏・官僚の腐敗、あるいは権力の乱用と
過度の集中等の問題は中国では解決できないと思
います。
　このような 1 つのクローズされたリンク、輪を
つくることによってマスコミの役割は非常に重要
だと思います。マスコミによって、こういったす
べてのものをこうした閉じたリンクの中で相乗効
果を発揮させることができます。ですから私はこ
こで、我々の学会を代表して、企業を代表してマ
スコミの皆様に、こういった本日のような会議の
すべての仕事に、皆様にご苦労さまと申し上げた
いと思います。ありがとうございます。
　今回私はこの発展戦略の中で、この会議に参加
することをうれしく思っています。それはここで
皆様と友人になれること、そして我々の作ったこ
のようなプラットフォームを展開することができ
るからのです。現在中国では、30 以上の地域で
こういったサイエンスパークを展開しておりま
す。我々の目標は国際社会に打って出ることです。
清華大学サイエンスパークは国際サイエンスパー
ク協会（IASP）、アジアサイエンスパーク協会

（ASPA）に加盟し、2008 年には国際サイエンス
パーク協会の議長を務めました。
　私は今回この会議に参加して、ここで日本の大
学の企業を探そうと思ったんですが、全く見当た
らなかった。なぜかといいますと、日本には大学
の企業がそもそも存在しない。私は文科大臣にこ
のことをお話ししました。法律の上で日本には障

壁がある。大学のような税を使っているところに
はお金儲けをしてはいけないという法律があるわ
けです。
　アメリカも現在こういった形式は変換しており
ます。鍵となる問題は、大学の資産をどうやって
はっきり区分するか、大学のビルディング、キャ
ンパス、そして学生、これらは売ってはいけない、
売ることはできません。しかし、研究成果、教育
ファンド、社会の団体の寄付、もちろん多くの企
業も大学にいろんなファンディング、投資してい
ます。もちろん証券会社のファンドがあります。
こういった研究成果と基金をいかに活用するかと
いうことが非常に重要な問題です。この部分の資
産は活用できると思います。
　この 2 つの部分、つまり売ってはいけないもの
といわゆる経営していい固定資産と流動資産を
はっきり分ければ、付加価値をつける部分によっ
てさらに利益を得ることができると思います。
　ですから私はここで心から、日本の大学と非常
にいいウィン・ウィンの関係を構築し、日本の企
業が大学と協力するとき、リンクするとき、大学
の近辺に拠点を置き、企業の単なる寄付の手段だ
けではなく、一部を投資の方法に変えることに
よって、企業も大きな収益を得ることができると
思います。
　本日のお話はここまでにします。ご清聴ありが
とうございました。

方正株式会社
代表取締役社長

� 管　　祥紅

代理：方正国際軟件有限公司副総裁

� 姚　　　玮

　今日こちらで講演する機
会がありまして、日本の学
者の皆様と交流できますこ
とをとても光栄に思ってお
ります。企業のイノベー
ションについてお互いに交

流できましてうれしく思います。
　私はまず方正を代表いたしまして、後ほど方正
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についてお話ししますが、方正という中国の IT
企業の代表として皆様といろいろなお話ができる
ことをとてもうれしく思っております。
　今日私がお話しします内容は 3 つございまし
て、1 つは我々方正がどういう企業かということ
ですね。我々は中国企業の中でも産学研提携の非
常に代表的な企業ですので、会社の背景、それか
らどのように我々が大学側と連携してきたか、ど
うやってイノベーションしてきたかというお話、
それから産学研の提携で得た成果についてお話し
いたします。
　まず、方正という集団は中国政府の導きによっ
て、政府のイノベーション理念に基づいてつくっ
た会社で、企業を主体とし、市場を案内役とし、
産学研を連携するのが政府のイノベーションの理
念です。我々はその理念に基づいたモデル企業と
して立ち上がりました。
　方正集団は 1986 年に北京大学が投資してつ
くった企業であります。方正は北京大学のコン
ピューター、及び医療医薬品という 2 つの学部に
おいてつくってきたコア技術をもとにしまして設
立された企業であります。現在は中国のソフトウ
エア関係、医療品、医薬品の関係の分野で市場を
開拓しております。
　産学連携のケースですが、ちょっと昔の話です
が、20 年前、王選という教授がいまして、この
教授が中国語のレーザー写植システムを開発しま
した。これは中国の印刷出版業界において、鉛と
火の時代に別れを告げて電子と光の時代を迎える
という技術革命を起こしました。今、中国の印刷
会社、出版会社においても国産の固有技術を使っ
ております。また技術そのものも今、方正は組版
であったり、写植であったり、こういう部分で北
京大学コンピューター研究所と長い間にわたって
共同研究をしてまいりまして、現在中国の新聞、
出版関係のシェアにおいては 90％を担っており
まして、また海外における中国語の新聞市場では
80％のシェアを占めています。
　方正国際ですが、我が社は方正集団グループの
中の子会社です。北京大学と方正集団のもと、我々
はその指導を仰ぎながら、企業のニーズにこたえ
てソフトウエアやソリューションなどを提供して
いる、そういう総合的なサービスの企業です。

　現在、IBM やヒューレット・パッカード、ア
クセンチュア、日本の日立など、グローバル化さ
れた企業と戦略的なパートナーシップという関係
を結んでおります。そして中国、日本、東南アジ
アなどの国や地域において事業展開をしていま
す。
　次に我が社の、このような大学との連携でどの
ようなイノベーションを行っているかということ
についてお話しいたします。
　まず北京大学との協力ですが、我々は北京大学
からでき上がったような企業ですから、やはり北
京大学との連携をやっておりまして、コンピュー
ター研究所、医学部、薬学院と協力し、共同で研
究開発を行っています。
　先ほど申し上げましたようにコンピューターの
部分では研究所と非常に大きな形で共同研究を
し、多くの我々のスタッフ、従業員、我々の指導
者、企業のトップなども北京大学の元学生でした。
ですから我々は逆に、トップのことをボスとは言
わずに先生と呼ぶぐらいです。
　我々は医学部などと協力をしておりまして、医
療分野に関係する、例えば IT で何かしらソリュー
ションができないかということを研究しておりま
す。
　北京大学には附属医院がありますので、我々も
北京大学の附属医院とともにいろんな共同研究開
発、例えば病院に関係するさまざまなソリュー
ションなどを開発しています。
　先ほど言いましたように、私どもの会社はたく
さんのトップの方々が北京大学出身であると。例
えば我が社の CTO である李さんという方は王選
教授の学生でありました。またこの李さんという
のは第 27 回の国際数学オリンピックの金賞の受
賞者であります。
　また大学との連携以外にも、みずから研究者の
ためのワークステーションをつくっておりまし
て、大学の先生方など専門家の方々を招聘し、と
もに今後の市場ニーズに合わせたものは何がある
か、どのような開発ができるかということをやっ
ておりました。例えば包装関係の製品についての
技術開発などをしております。後でご紹介申し上
げますが、これも包装関係、印刷関係の部分は大
学の専門家の先生方と一緒にたくさん研究したと
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いう、この部分で随分たくさんのことをやりまし
た。
　今現在我が社には 5 大業務分野がありまして、
例えばメディア、インテリジェンストランスポー
ト、医療衛生、金融、公安関係と、オレンジで囲っ
ていますこのジャンルについては大学との共同で
やっております。
　大学との連携の中で非常に競争力のある商品な
どを開発してまいりました。この部分では今後も
同じようにこのような製品をつくっていきたいと
考えています。
　また大学や研究機関との共同研究以外に、我々
社内においても従業員のアイデアを非常に重視し
ておりまして、ボスが設けた 1 つのシステムで直
接社長に投書ができるというもの以外に、例えば
起業コンテスト大会というのがあったりします。
何かしらいいアイデアがあればそれを提案するこ
とができ、会社がそれについて評価をし、もしそ
れが非常に市場で価値を生み出すことができるよ
うなアイデアと認められれば、それに対して会社
側が資金を提供し、なおかつ起業ができるように
いろんなガイダンスを提供することをやっており
ます。
　次に我が社と大学の連携の成果をお話し申し上
げます。
　まず最初に我が社は北京、武漢、江蘇省の蘇州
などに 3 つの研究開発基地をつくりまして、また
東京や大阪にありますオフィスを利用して広東
省、華南地区、そして北米などに同じような形で
の機関を設けました。
　現在、我が社は国家が認めたハイテク事業企業
であり、なおかつ中国ソフトウエア輸出モデル企
業、知的所有権モデル企業という形で中国では評
価され、非常に重視されております。我が社はそ
ういう意味では知的財産権の中国におけるモデル
企業と言われています。
　またそれ以外にも、申し上げた王選教授が開発
しました中国語レーザー写植システム、これは中
国の最高科学技術賞を獲得した研究開発でありま
す。
　また、我が社は北京大学のコンピューター研究
所とともに次世代の出版に関係する技術を開発し
ておりまして、例えばデジタルの著作権の保護で

あったり、ファイルの形式、例えば CEBX とい
うのがそうなんですが、こういうようなものにつ
いての技術開発をやっております。
　大学との連携ですが、北京大学以外で申します
と、ほかの大学とも我が社は協力関係がありまし
て、例えば地理情報事業部が北京にあります首都
師範大学の資源環境旅行学院というところと協力
しまして、国の 863 計画をもとにした課題に参加
し、そして空間地理研究センターなどとも提携し、
同じようにいろんな事例を展開しております。
　また、我々は商品パッケージのプレ印刷処理に
関する研究をしております。例えばペットボトル
のパッケージ部分の印刷ですね。その印刷をする
前のプレ印刷の部分でどういうふうに処理するか
という技術に関して我々は武漢大学とか北京印刷
学院に、ここに書いてありますような実験室を設
けました。2013 年にはこの技術に基づいた商品
が販売されることを予定しております。
　現在方正国際は、このようなさまざまな大学と
の協力によって 200 件の特許を有しております。
ほかにも 189 件のソフトウエアの著作権を申請し
ました。
　最後に方正国際の考えですが、やはりこれまで
のように産学研の戦略を促進しまして新しい商品
を開発していく、そして社会に大いなる貢献をし
たいと考えておりますし、また先ほど言いました
ように、現在この協力はほとんど中国の大学や中
国の研究機関などとの間のものが多いので、これ
からぜひ日本の企業、日本の大学であったり日本
の研究機関と協力を拡大していって、日本の優秀
な技術を生かして中国に何かしら新しいものをつ
くっていきたいと思っております。
　ありがとうございました。
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中関村自主革新発展協会常務副会長
中国科学院数学・システム科学研究院研究員

 劉　　卓軍

　皆様こんにちは。まずは
ご招待いただきましたこと
に感謝を申し上げます。今
日は 10 月 10 日、中国の辛
亥革命からちょうど 100 年
目の日に当たります。この

ようなときにここでこうしてお話しできること、
日本の皆様方、そして中国の方もいらっしゃいま
すけれども、こういう交流や紹介ができることを
とてもうれしく思います。
　今日は「中関村は科学パークからイノベーショ
ンモデル区への転換」ということでご紹介申し上
げます。
　もし皆様が中関村についてもう少し詳しく知り
たいという方がいらっしゃいましたら、ぜひとも
中国の中関村のオフィシャルサイトをのぞいてみ
てください。
　今日の私の話ですけれども、5 つの部分に分け
て話します。まず中関村の位置をご紹介し、その
変遷について申し上げます。どのような発展のス
テップがあったのか、中関村のリーダーとしての
役割、未来についてということで話をしていきた
いと思います。
　中関村はもともとは単なる地名だったんです
ね。李さんからも先ほど話がありましたけれども、
北京市の海淀区というところにあります。これは
北京市の地図になります。この地図を少し拡大し
てみましょう。海淀区は北京市の西北の位置にあ
ります。この地図には環状線が幾つかあるのがお
わかりだと思いますが、一番外側が北京市の第 6
環状線です。中関村は海淀区の中心地にあり、北
京大学、清華大学や中国の科学院の研究施設など
がここに集まっています。
　ここで今日皆様にご紹介したいのは、中関村の
地名そのものについて述べるのではなく、1 つの
パークとしてのコンセプトとしてとらえて、どの
ようなものなのかということについてご紹介した
いと思います。
　中関村といえばハイテクとかイノベーションの

代名詞のように思われるかもしれません。より正
確に言うなら、中関村は今中国でも最も重要な科
学技術のイノベーション、そしてベンチャービジ
ネスなどをする人材の集積したところでありま
す。中国とても世界で影響力のある科学技術のイ
ノベーションセンターにしたいという目標を掲げ
ております。
　イノベーションモデル区というのができており
ますが、ではなぜこのようなモデル区をつくらな
ければいけないのか。
　幾つかの理由を挙げますと、まずは人的な資源
というのはもとより制約があるわけでありますけ
れども、中国というのはほんとうに年をとっても
生涯学び続けるということが言われております。
一国、そしてどの地域にとっても生涯学び続ける
ことは重要です。
　ここに理由を示しておりますが、例えばアメリ
カですけれども、シリコンバレーにはほんとうに
いろんな人材が集まります。アメリカでもそうで
すし、イギリス、フランス、日本、インド、そし
て中国の台湾地区などで、たくさんのハイテク産
業の発展の上に成功事例があるので、我々として
もそれに学んでいこうというところからこのモデ
ル区ができました。
　具体的な例を挙げたいと思いますけれども、
2004 年にウォール・ストリート・ジャーナルに
このような記事が載りました。アメリカとスイス
が合弁でつくった会社で、ロジテックという会社
のことが記事になっていました。主にマウスをつ
くっています。パソコンなどコンピューターに使
うものであります。生産基地は中国の蘇州につく
られました。この 1 つのマウスは 1 個当たりアメ
リカでは 40 ドルで売られます。ロジテックは
20％の 8 ドルを取りまして、小売店が 37.5％の利
益を得まして、部品のサプライヤーが 35％を取
る。しかし、その生産基地の中国の取り分はとい
うと 7.5％、つまり 3 ドルのみだったわけです。1
個当たり 3 ドルの中から中国の労働者の人件費、
水道、電気といったユーティリティー関係の料金
も負担しなければいけなかったわけであります。
　こういったところから、中国にもハイテクが必
要だというのが切実な思いになりました。そして
ハイテクといっても自分たちの自前のものが必要

82



だということで、やはりイノベーションが必要だ
という結論に至ったわけであります。
　中国では何事も、いろんな後ろ盾となる力がと
ても重要になります。それで中関村のイノベー
ションモデル区の設置についても、中国の指導層
がこれを大変支援してくれました。具体的に申し
上げますと、国務院がこれまでに中関村のモデル
区の発展、あるいは中関村そのもの、技術パーク
などについてもとても重要視するという内容のい
ろいろな決定を下してきました。1988 年や 99 年
にいくつ決定が出て、2005 年にもある決定がさ
れましたし、2009 年 3 月、2011 年 1 月にもそれ
ぞれ決定や要綱が出ております。
　時間の関係で詳しくは申し上げませんけれど
も、今中関村には既に 1 つの区と 10 のパークが
あります。それぞれ特徴がありまして、行政エリ
アをまたぐ形でこのような区画ができているわけ
であります。10 のパークでありますが、これは
第 6 環状線以内に立地しておりまして、地図上で
すとこのような形になります。このモデル区の全
体の面積は 232.52 平方キロメートルであります。
このうち、わりとよく知られているのが海淀パー
クです。133 平方キロメートル余りの広さです。
　これまでのことを振り返りますと、10 年ごと
に中関村のパークは新たな躍進を遂げてきまし
た。最初の躍進は 1988 年であります。1988 年に
は中国の国務院から中関村に関する最初の決定が
出されました。つまり国務院は北京市に新技術産
業開発試験区をつくるんだということを決定し
て、これを海淀区につくることを決めました。こ
の決定により、中国国内で国家レベルのハイテク
パークの建設が始まったわけです。
　十数年の発展を経まして 1999 年になりますと、
中関村には既にある程度パークとしての形ができ
ておりましたが、さらにこれを加速させようとい
うことで、さらなる決定が下されました。
　1999 年の前後というのは、国家レベルのハイ
テクパークは中国の全土に 54 まで増えていまし
た。そして 2009 年、それまでにいろんなことが
ありました。例えば 2008 年には世界的な金融危
機もありました。中国はそれ以外にも 2003 年に
は伝染病の SARS がはやりました。また、プラ
スの面もあります。例えば北京オリンピックが

2008 年にあり、大きなイベントもあって、中国
の景気にとっては追い風でありました。
　2009 年には、政府が自主イノベーションをもっ
と進めるべきであるということで、国務院が中関
村に国家自主イノベーションモデル区をつくろう
ということを決めたのです。このころには国家レ
ベルのハイテクパークは中国全土に 88 設置され
ているほどの規模になっていました。
　もちろんこの発展の幾つかのステップを振り返
りますと、歴史を振り返るという意味でぜひとも
言いたいと思いますけれども、1980 年代初頭、
改革開放を行ったばかりのころ、大変多くの新し
い物事が中国にも入ってきました。特に中関村で
は電子街ができたわけであります。
　そのころは、実はいろんな議論がありました。
国務院が 1988 年に決定を下しましたけれども、
それはある意味では中関村の電気街を認めようと
いう方向性を示したということも実はあるわけで
あります。このように中関村は立ち上がってきま
した。
　ではどのような効果を上げたのかということで
すが、やはりリーダーとしての中心的役割を果た
しました。企業の収入の部分を見たいと思います
が、連続して 10 年ほど、99 から 2009 年の間を
見ても、十数年の間、このグラフからもわかりま
すように、企業の営業収入は年々、それも大変安
定した形で増えています。2009 年は 99 年の 10
倍以上で、1.26 兆元に達しております。2010 年
は 1.59 兆元でありまして、今年の上半期も大変
順調に伸びております。
　これは去年の中国中関村のパークのさまざまな
経済指標についてまとめたものです。1 つ 1 つは
ここでは割愛させていただきます。
　一方、中関村の産業の発展は大変際立った特徴
がございます。ここ数年で、電子情報やバイオ医
薬、航空宇宙、新素材、新エネルギー、環境産業、
ハイテクサービスといった産業クラスターが形成
されております。
　集積回路関係の収入は全国の 4 分の 1 がこの中
関村に集中しております。
　あと、ソフトウエアと情報サービスは、全国規
模の 7 分の 1 を中関村が占めています。
　こちらは国の業種の分類をもとにデータをまと
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め直したものでありまして、中関村には 10 の大
きな産業があります。特に製造業とサービス業に
集まっておりますけれども、さっきも言いました
ように、中国の中での産業構造、中関村としての
特徴が、数字を通じましても如実にあらわれてい
ると思います。
　中関村のハイテク企業の数は、今や 1 万 6,000
社を数えます。中には大変優秀な企業があります。
例えばレノボであるとか、バイドゥや中星微など
でありますけれども、先ほどの北京の方正、ファ
ウンダーもそうです。
　2011 年には中関村の企業が新たに 15 社が上場
しました。中関村の企業の中でこれまでに上場し
た数は 190 社ございます。うち国内上場が 114 社、
海外での上場が 76 社であります。要するに、株
式市場でも中関村ボードのようなものが形成され
ていると言っても過言ではないかもしれません。
　そして毎年、中関村で創業投資をする案件数と
投資金額は全国の 3 分の 1 を占めております。
　これは非常に力のある企業であることを示す指
標にもなっています。もちろんここに挙がってい
ないからといって優秀な企業でないというわけで
はありません。中関村関係の企業として主だった
ものにこういうものがあります。
　また世界のいわゆるベスト 500 社の中の 101 社
が中関村という地域を選んで研究開発機構をつ
くっています。NEC もありますし、それ以外に
もたくさんの企業があります。
　中関村のパークがこれだけ発展してきた理由は
幾つかあると思います。ただ一つ、特に申し上げ
たいのは、中関村には比較的よい総合的な優位性
があるということが理由だと思います。北京大学
や清華大学など 39 の大学があります。また中国
科学院や中国工程院といった科学技術の研究院が
140 余りこの中関村に立地しています。
　このように創業する、あるいはイノベーション
する人材はここに 100 万人以上集まっています。
また留学経験者が帰国して創業する割合も、中関
村は実に全国の 4 分の 1 を占めております。中国
の科学院、工程院の院士、つまり会員ですけれど
も、この中関村では全国の 3 分の 1 の人数を占め
ております。また大学の科学技術パークが 17、
そして留学から帰国した人たちの創業パークが

29 あります。
　先ほど清華大学の李さんから大学のパークにつ
きましてすばらしいご紹介がありました。あとは
中国の国家レベルの重点ラボや国家プロジェクト
研究センター、エンジニアリング技術研究セン
ターなど、こういったセンターや研究所は全国の
4 分の 1 が中関村に立地しています。
　よって、中関村のイノベーションの力は中国の
中でも相対的に見て極めて高いわけです。これは
2 つの側面から実証することができるでしょう。
　1 つは研究開発へのインプット、投資でありま
すけれども、企業の総収入の中の割合を見ますと、
中関村は 3.9％が研究開発に投じられております。
また、イノベーションのアウトプットについてで
すけれども、権利を授与された発明特許の数です
が、2010 年現在で中関村に立地しております企
業で、発明特許の権利を授与された件数は 8,800
余りで、大変多いわけです。
　企業の発展はもちろん、企業の文化という側面
も推しはかる必要がありましょう。企業につきま
して、先ほど李さんも文化について大変重要なお
話をされました。確かに中関村においてはイノ
ベーションが奨励され、創業が奨励されておりま
す。ただそれと同時に、失敗に寛容であれという
ことも大変重視しております。文化的に企業の、
そして企業家の資質を高めようということを目指
しておりますし、また企業と企業家の責任感も強
めようとしております。ひいては企業、あるいは
企業家の努力するような意思といったものも育て
なければいけません。
　中国では、何か物事を長期的に続けて発展させ
ようと考えたならば、やはり法律の整備をするこ
とが不可欠になります。中関村は 2010 年 12 月
23 日に北京市第 13 期人民代表大会常務委員会第
22 回会議で地方の条例が採択されました。その
名前は、中関村国家自主イノベーションモデル区
に関する条例です。この地方条例は全部で 10 章
でありまして、68 条から成る条文です。
　中身としましては、中関村のイノベーションモ
デル区をきちんと支援していこうという内容に
なっております。中関村の科学技術の条例がこれ
までにもありましたけれども、モデル区というこ
とでこれをさらに整備する形となりました。もち
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ろん 1 地域の発展というのはきちんとした計画が
必要であります。デザインをしなければいけませ
ん。盲目の発展はよくありません。ここで 3 つほ
ど重要な計画があります。
　1 つは、今年の初めに国家発展改革委員会が
リーダーとなってつくられ、なおかつ国務院が承
認した要綱です。先ほどの国務院の決定とはまた
別のもので、中関村国家自主イノベーションモデ
ル区発展計画要綱というのがあります。この要綱
は今後の中関村のモデル区の発展にとって大変重
要なグランドデザインになります。
　さらに、中関村の国家自主イノベーションモデ
ル区のアクションプランがあります。このアク
ションプランは北京市政府が 2010 年に制定し発
表したものであります。また、中関村は北京にあ
るわけですから、中関村の発展はもちろん北京市
の国民経済・社会発展第 12 次 5 カ年計画、つま
り北京市の 5 カ年計画の中に盛り込まれるわけで
ありまして、この 3 つの文書が中関村の未来に
とっての大変すばらしいデザインをしているとい
うことが言えます。
　モデル区作りについて申し上げますが、北京市
政府が大変力を入れています。大変努力をしてい
ます。先ほど申し上げた地方の条例など法規があ
りますが、北京市人民政府がこのモデル区の建設
発展の中での統一管理とか調整、計画、サービス
などを担当しております。
　また、具体的な業務としましては中関村管理委
員会に委託しています。この管理委員会はさらに
中関村国家自主イノベーションモデル区の指導グ
ループの日常業務を担当しています。
　では、中関村はどのような方向性を持ってどこ
に向かって進んでいくのでしょうか。ここでは幾
つか計画の内容についてお話ししたいと思いま
す。
　まず位置づけとしましては、改革を推進する先
行の地域、イノベーションをリードする地域、ハ
イエンドの要素の集結する場所、イノベーション
創業の集積する場所、戦略産業発祥の地、このよ
うな戦略的な位置づけがなされております。今後
10 年かけまして中関村を世界に影響力のある科
学技術のイノベーション、ハイテク産業基地とし
ようという考えがあります。

　今後具体的には、まずはイノベーションを行え
る優秀な人材を集めます。そして育てます。要は
産業のトップとなるような人材を育てていきたい
と思っております。
　また、世界的に影響力のあるイノベーション型
の企業もつくっていきます。研究開発や実用化の
上で世界をリードしていきたいと思います。
　さらに、世界でも名の知れたブランドをつくっ
ていきたいと思っています。
　また地理的なものを見てみますと、端的に言う
ならば中関村の 2 つのシティー、そして 2 つの地
帯をつくりたいと思っています。中関村の革新的
な地域でもありまして、今後のサイエンスシ
ティーをまず北部につくります。そして今後のサ
イエンスシティーは北部の研究開発のサービス、
そしてハイテクの産業地帯とも結びつけまして、
建設を進めていきます。
　さらに南のほうですけれども、ハイテクの製造
業、そして戦略的新興産業の発展地帯にしていく、
つまり空間的を考えるならばこういう配置で進め
ていこうという考えです。
　もちろん中関村は、先ほども言いましたけれど
も産業構造の問題を考えています。今後も何でも
いいからここに立地するということではありませ
んで、産業の部類としましては具体的な目標を立
てておりまして、今大変注目を浴びております 7
大戦略的新興産業を興していきます。これは国家
レベルで新興しようという産業分野でありまし
て、それらは新エネルギー、省エネ、環境保全、
電気自動車、新素材、新医薬、バイオ育種、情報
産業ということになります。
　中関村のパークで行うとするならば、まずは自
分たちの強みのあるものから始めるのがよろしい
であろうということで、以下述べる 8 つの面です
ね。特に産業区集積地、クラスターをつくる上で
もっと努力したい、1 つ 1 つは読み上げませんけ
れどもこういった 8 つの分野で競争力のある産業
部門をつくりたいと思います。
　このモデル区ですけれども、ここはモデルです
ね。中国語で言えば「示範」という漢字 2 文字で
すけれども、まずこれは先行的に実験を行うとい
う意味合いがあります。政策的な実験を行うとい
う意味合いも実は持っております。特に以下に掲
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げました 6 つの分野で実験をしていきます。
　例えば具体的にどのように科学成果の取り扱
い、処理や収益権の改革を推進するか、さらには
いわゆる個人所得税奨励の政策モデルを拡大する
かということです。エクイティーによるインセン
ティブといったものを整備するかということで
す。
　また、投資をするというのがそもそも大変挑戦
的なことであります。中関村が発展していく上で、
特に国の科学技術金融イノベーションセンターを
つくっていくということで、さまざまな資本市場
の健全化を図らなければいけませんし、科学技術
金融イノベーションモデルを先行開発しまして、
科学技術に向けた金融サービスの強化が必要で
す。
　過去数年間にわたりまして中関村ではある程度
の実践がなされておりまして、特に株式のオ
ファー移譲モデル業務の代行などが行われており
ます。今 86 社、9 社余りでありますけれども、
中関村の株式オファー移譲システムというのがあ
ります。これを踏まえまして、さらに全国の場外
市場を建設していきたいということで、既に導入
しております。
　もうそろそろ話を終えなければいけませんけれ
ども、ここで具体的な発展目標についても触れて
おきたいと思います。今後我々は 2015 年に向け
て企業の研究開発の投資金額の割合を売り上げの
5％に引き上げるということであります。先ほど
は、今のレベルとしまして 3.9％だと申し上げま
した。これを 2015 年までに研究開発の売り上げ
に占める割合を 5％にしたいという希望を持って
います。そのときには発明特許の権利授与の数を、
2008 年をベースにして倍増させたいと思います。
　さらに企業の総収入ですけれども、3 兆元まで
増やしたいと思います。
　また 2020 年、さらに先の目標になりますけれ
ども、一般的な希望というか理想ですけれども、
モデル区の環境をさらに整えて、イノベーション
の効率、効果を高めたいと考えています。そして
収入、売り上げですけれども、10 兆元にしてい
きたいと願っております。
　先ほども言いましたけれども、中関村の発展は、
確かに振り返りますと大変急速に進んできたと思

います。特にここ数年は、過去二、三十年を考え
ますと大変大きな変貌を遂げてまいりました。国
内出張でも、あるいは海外出張でも、北京市を 2
週間離れて戻ってくると、それだけの間に北京は
大変大きな変化があります。ですから日本の皆様
は頻繁に中国にいらっしゃらなければ、あるいは
これまで中国にいらっしゃったことがあったとし
ても、中国は確かにここ数年とても大きな変化が
あるなと感じられることと思います。
　ただ発展が速いということはすべてがいいわけ
ではありませんで、問題や課題もあります。もち
ろん課題について今日議論をすると時間がありま
せんので、私はある言葉を引用したいと思います。
180 年前の人が言った言葉ですね。「最善の時代、
それは最悪の時代であった」とかつてディケンズ
が言っております。つまり、いいこともあったけ
れどもいろいろと面倒なこともあるということで
す。中関村というのは開かれた場所でもあります
ので、ぜひとも日本の皆様方にはパートナーとし
て、あるいはお客さんとして、そして問い合わせ
をしたり、指導したり、投資、研究開発、すべて
のことでチャンスをつかんでいただきたいと思い
ます。皆様を歓迎したいと思います。ありがとう
ございました。

質疑応答

司会　ご質問のある方、いらっしゃいますでしょ
うか。

質問者　JST の沖村いいます。大変すばらしい話
を伺わせていただきまして感激いたしました。日
本と全く違うイノベーションモデルのイノベー
ションが中国で進んでいることがよく理解できま
して、感謝申し上げたいと思います。
　質問は 2 つありまして、1 つは中関村につきま
して、今劉先生にご説明いただいたんですが、中
関村に立地する理由を幾つか挙げられましたが、
税制面とか金融面とか、そういう面での優遇措置
は立地企業に対してなされているのかどうか、
ちょっと質問させていただきたいと思います。
　それから、清華大学のサイエンスパークについ
て李先生にご説明いただきましたが、その中で清
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華大学サイエンスパークモデルを全国展開してい
く、既に 30 の地域で全国展開していくと伺いま
したが、中国の大学サイエンスパークというのは
私の記憶では 86 あると伺っておりますが、その
清華大学が展開される 30 のサイエンスパークモ
デルは、それぞれ各大学のサイエンスパークの経
営を清華大学が担って展開するということで理解
してよろしいでしょうか。よろしくお願いいたし
ます。

司会　ではまず劉様からお願いいたします。

劉卓軍　ありがとうございます。先ほど中関村の
サイエンスパークで企業のサポート、成長させる
問題ですね。この中で税制の優遇、融資の問題、
つまり便宜を図るというお話を申し上げました。
　具体的にはこういう話になります。中関村の地
域内の企業にとっては、先ほど 1 万 6,000 社ある
と申し上げましたが、実際の数はこれにはとどま
らないと思います。この 1 万 6,000 社というのは
認定された正式な、つまり 1 つ決まりがありまし
て、ハイテク企業として認定されるための条件を
パスした企業が 1 万 6,000 社あり、こういった 1
万 6,000 社には確かに政策面、あるいは税制面で
の優遇策があります。例えば経営所得税の免除、
あるいは優遇ですね。
　数年前、私は中関村で管理委員会で副主任を
やったことがあります。具体的な政策は、当時は
知っていたんですけれども、数年たっているとま
た随分変化があると思いますが、具体的な政策の
中で、私の記憶の中では、当時は 3 免 3 減、つま
り免税が 3 つ、そして半分が 3 つです。少し最近
変わっているかもしれませんけれども、大体原則
として、ハイテク企業の発展には税制と政策面で
の優遇があるということです。
　そして企業運用のコスト、特にイノベーション、
開発の中では投資しなくてはいけません。税収面
での優遇策以外にそのほかの面、例えば投資の中
でも、先ほど李先生からもお話がありましたよう
に、担保の問題、あるいはリスク投資の問題、リ
スク分散、回避、あるいは中小企業基金といった
問題の面でいろんなサポート策があります。これ
は具体的な運用にかかわりますので、私としては、

皆さんが興味があるのであれば、私が最初に紹介
したように中関村の正式なネットのサイトや、こ
ういった公表した文献の中では、このようなこと
はすべて公表されていると思います。手元にも 1
つハンドブックがあるんですが、中関村の留学生
がつくった小冊子です。中関村という地域でどう
やって企業を起こすか、いかに優遇策を獲得する
か、いろんな関連する政府の文献が全部記載され
ております。こうやってお答えすればよろしいで
しょうか。

司会　李様、よろしくお願いいたします。

李志强　ご質問ありがとうございます。サイエン
スパークというのは実質上社会の経済界では新生
児である、つまりスタートしたばかりであるとい
えます。中国においては我々は相対的に早くス
タートしたわけですが、一番早かったのは東北大
学で、それは 1986 年だったと思います。その後、
私は彼らと一緒に国際大学サイエンスパーク会議
に出席しております。清華大学のサイエンスパー
クは 1994 年にスタートしたものであります。清
華大学の紫光会社は 88 年にスタートしておりま
す。多分劉さんが言っていましたけれども、88
年というのは初めて中央の通達が出た年でありま
す。中関村の電子街というのは当初議論を呼び起
こしたところです。つまり大学が企業を起こして
いいものかどうか、こういった商売を、ビジネス
をやるのか、中関村の中でエレクトロニクスとい
うビジネスをやるというのは一体どういう性質の
問題なんだと、社会的に随分議論がありました。
　しかし中国の国務院が、つまり国家のハイレベ
ルな機関から正式な通達を出して我々を認めたと
いうことから、1984 年から合法的に社会に認知
され、世論的にもサポートを得ました。正式に言
いますと清華紫光は 1988 年にスタートしていま
す。これが企業で初めてだと思います。そしてそ
の後 94 年に清華大学のサイエンスパークをス
タートさせました。97 年に清華同方という会社
ができ、これも大学の企業でありますが、現在中
国本土では PC 生産の 2 位に該当する会社になっ
ております。中国のレノボ、これも 1984 年に起
業しております。北大方正は 1986 年に創業して
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おります。ですから時間的に見ますと改革開放の
最初の数年の中でスタートしています。
　しかし鍵となる問題は、地域、都市の中での管
理問題です。いかにマネジメントしていくか、こ
の 30 の都市で大学の理念、考えを展開するか、
です。大学と社会というのは距離があります。我々
の考え方についてもそうですし、技術、考え方、
すべてです。中国の多くの地域というのはまだ開
発地域、つまり製造業の企業が集まっています。
ですから地方政府は大学の教授が地方に行くこと
を歓迎しています。しかし教授は教育の仕事が忙
しいので、あいだにどうしても仲介業が必要です。
私としては大学のサイエンスパークを 1 つの分園
として、地方政府の意図、考えを理解する、そし
て同時にサイエンスパークの地方分院が大学の先
生とつながっていますので、これを展開していき
仲介機構にする、そうするといい効果が得られる
と思います。
　ですから、この中ですぐれた管理方法が必要に
なります。我々にはユーザー管理システムがあり
ます。例えば企業の統合型基幹業務パッケージ

（ERP）に似ています。こういったシステムの中
で各コンポーネントを、都市ごとに 1 つのプログ
ラムをつくっております。そういうふうにします
とスタンダードを確立できます。物流の管理、物
流サービスの標準、それからプロジェクトの管理
で国の政策をどうやって獲得するか、金融政策、
先ほどお話ししましたけれども 8 つの面がありま
す。いかに有機的にこれらをシステムの中でリン
クさせるか。このスタンダードは統一すべきであ
ると思います。システムは構築中であります。1
つの新しい地域に参入するごとに同じ標準、同じ
基準で同じサービスを提供することによって、よ
り発展できると考えております。以上でよろしい
でしょうか。

司会　ご質問の方、よろしいでしょうか。そのほ
か質問がある方いらっしゃいますか。前のほうで
手が挙がっています。

質問者　講演ありがとうございました。永野とい
いますが、清華大学の方が 8 つの開発要素という
中で、金融はいいことがないと貸さないというお

話がありましたが、そうはいっても起業をすると
きにお金が必要なので、ベンチャーキャピタルと
か、エンジェルとか、そういうのは中国ではどう
いうふうになっているのかということと、海外に
いる中国出身の人が支援することがたくさんある
のでしょうかというのが質問です。
　それから中関村の方には、北京に行くと、いろ
んなところに、全然違う方向に行っても中関村と
書いてあるのですけれども、たくさんのところに
中関村があるなと思いました。北京市自体を中関
村としてもよいのではないか、何でしないのかな
と思います。というのは、あるところに行くと条
例でいいことがあって、ちょっと離れるといいこ
とがないというのも理解しにくいので、何で北京
市全体を中関村にしないのかなという、つまらな
い質問ですが。
　それから方正の方には、方正国際有限公司は方
正集団の 1 つだというお話でしたけれども、方正
集団自体が幾つぐらいの会社があって、どのぐら
い大きいのかということをお聞きしたいと思いま
す。

司会　では質問をいただいた順番に、清華大学の
李様からお願いできますか。

李志强　ご質問ありがとうございます。永野先生
からの重要な問題提起に感謝します。銀行のみに
頼るのでは足りない。銀行はリスクを冒さないし、
特に中国の国家銀行というのは責任があります。
国家が担保しないと国家銀行は損するわけですか
ら。この中で重要なポイントとなるのが VC、つ
まりベンチャーキャピタルです。ベンチャーキャ
ピタルというのは市場経済が前提になります。企
業が最初のエンジェル投資段階を経て、第 2 ス
テップに入ったときに初めてリスク投資になる。
後期になりますと、例えば PE、プライベートエ
クイティファンドですね。上場前には、PE の関
心度がもっと高いです。ベンチャーキャピタルと
PE というのは、企業の発展がエンジェルの投資
を得た後の市場選択になると思います。
　海外の中国人、彼らはより中国を理解していま
す。中国のものの考え方を熟知しています。です
から、清華大学のサイエンスパークの中には多く
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の海外中国人が投資しています。一方、日本のベ
ンチャーキャピタルも投資しています。というの
は、彼らは東方の文化を理解しています。なかで
は、日本の財団も多く投資しています。我々も 1
つの投資ファンドをつくっております。この面で
の発展が非常に有望だと思います。私としても日
本の大学の先生にも来て頂き、ベンチャーキャピ
タルの投資を受けて頂きたいです。特に技術を
持っているリタイヤした方たち、有名な老教授、
彼らは非常にすぐれた能力を持っています。彼ら
のノウハウは、若い人たちとお互いに互恵関係を
実現できると思います。シナジー効果があると思
います。ですから、皆さんが見に来てくださるこ
とを歓迎します。

司会　劉様、お願いいたします。

劉卓軍　永野先生、ご質問ありがとうございます。
ベンチャーキャピタルについて私からも申し上げ
ます。ハイテク企業の発展にはリスクがつきもの
です。失敗するかもしれないということです。先
ほど李さんがおっしゃったように、ベンチャー
キャピタルなどのファンドのお話ですね。中国で
もたくさんのベンチャーキャピタルのファンドが
ございます。例えば IDG などです。我々自身、
例えばレノボという企業を育てましたが、こうい
う大きな企業も資金を投資しています。
　先ほどおっしゃっていましたように、政府が保
証するということですね。それからどうやって企
業を支援していくかということですが、中関村は
財政面で言いますと毎年 100 億元という資金を政
府からいただいておりまして、その一部は中関村
のパークにおいて企業の建設に充てております。
　それからもう一つですが、どこに行っても中関
村というお話があったんですが、これについてお
話しいたします。
　先ほども言いましたように、中関村はある程度
先ほどおっしゃったような意味合いがあるんです
ね。いわゆるハイテク、そしてイノベーションの
代名詞になっているところであります。北京で
我々は一区多園といいます。1 つの中関村という
区、それから 10 のパークですね。その 10 のパー
クについては先ほど PPT の中でも申し上げまし

たのでここでは省きますが、1 地区 10 パーク、
この面積が 230 平方キロ余りです。北京市は 1.68
万平方キロという面積を持っております。ですか
ら比べますと、北京市の西すべてが中関村という
わけにはいかないんですが、概念としましてそう
いう意味合いを持っているということです。
　なぜこのような形で中関村を郊外に置いたのか
ということですが、先ほど言いましたように南部、
北部は既に北京市にとっては 6 環という環状道路
の外側にありますので、やはり都市の中心区域と
はかなり距離感があるんです。そういう意味で幾
つかのパークは北京市の中心に置くという形にな
りました。これは資源の分配とちょっと関係性が
あるんですね。例えばここに幾つか大学があった
とします。例えば李さんのところの清華大学の
パークがここにあったとします。清華大学からそ
のパークがあまりにも遠いと不便だということも
あります。
　しかしその一方で中国もこんなに発展してきま
したので、清華大学周辺がもう既に郊外と言えな
い、商用化された、非常ににぎやかなところになっ
てきているんですね。ですから、配置の状況がな
ぜそういうふうになっているのかというのは、こ
ういう歴史的な発展の原因があるんです。私たち
としてももちろん、もっと静かなところで、もっ
とハイテクな風土が漂っているところにしたいと
感じておりますが、しかし今現在は仕方ない、こ
ういう状況です。それを改善するために我々も努
力しています。

司会　姚様、お願いいたします。

姚玮　永野先生のご質問ありがとうございます。
方正は子会社が非常に多いです。具体的な数です
が、7 つの上場企業（上海、深圳、香港、マレー
シア）と独資・合資あわせて 80 余りの子会社、
従業員は約 3 万人でございます。子会社も従業員
も多いのですが、基本的には IT 産業、医薬品、
金融及び不動産という 3 つの分野に集中していま
す。

司会　そのほかご質問がある方はいらっしゃいま
すか。どなた向けの質問なのかもお伝えください。
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前のほう、お願いいたします。

質問者　関口と申します。先ほど興味深いお話を
ありがとうございました。清華大学の李先生にお
伺いしたいんですけれども、先ほど、サイエンス
パークの中に 400 ぐらいの会社があって、3 万
5,000 人の方が働いているとお聞きしたんですが、
そのサイエンスパークの中で会社を起こしたり、
あるいは働いたりする場合には、清華大学の卒業
生とか、清華大学の先生方でないとできないんで
しょうか。それとも清華大学以外の、清華大学と
関係ない学歴の方もそこで会社を起こしたりとか
働いたりすることはできるんでしょうか。

司会　では李様、お願いいたします。

李志强　ご質問ありがとうございます。私もこの
問題を皆さんにお話ししたいと思っていました。
といいますのも、皆さん誤解されているところが
あると思うからです。清華大学のサイエンスパー
クは清華大学の教師、学生のためのものだと。確
かにスタートしたときはそのとおりでした。教授
と学生が一緒にプロジェクトを受け持っていまし
た。しかし今では多くの企業が中国に来て協力し
て、清華大学と共同実験室をつくることや、多く
の中国企業も清華大学に来て多くの共同研究機関
を設立しています。
　ですから、パーク内の多くの企業はもはや昔の
ようではありません。つまりマネジャーでみると
3 分の 1 が清華大学の出身者かその関係者で、私
を含む個別の早期創業者が清華大学の教員です
が、その他のほとんどの人が応募制で、その能力
に応じて来ています。意識的に清華大学の出身者
じゃない人を選んでいます。例えば北京大学と清
華大学は考えが異なっています。北京大学の考え
のほうがより活発的であるという特徴がありま
す。清華大学というのは工科大学、グループ管理
という考えが非常に強い校風があります。清華大
学の出身者はもっとよい成果が出る、もっと努力
しています。ですから清華大学と北京大学の 2 つ
の考え方がぶつかり合うんですね。このサイエン
スパークの中で私は「藍旗営」という教員団地建
設に携わりましたが、1,280 人の清華大学と北京

大学の教授が一緒に住んで、意識的に北京大学出
身者と清華大学出身者を隣り合わせてしょっちゅ
うけんかさせる、議論させます。清華大学と北京
大学のぶつかり合いによって新しいことに成果を
上げています。ですからぜひ関口さんにも北京に
おいでいただければと思います。大歓迎します。
ありがとうございます。

司会　よろしいでしょうか。ほかにご質問のある
方はいらっしゃいますか。手前の方でお願いいた
します。どなた向けの質問なのかもお伝えくださ
い。

質問者　小野寺と申します。李先生、すばらしい
説明をありがとうございました。李先生にお伺い
したいんですけれども、大学と大学のサイエンス
パークとの関係というのは非常にすばらしいと思
うんですけれども、よくわからない点が幾つかあ
ります。サイエンスパークでおそらく会社経営で
収入を上げて、それは大学の学生を受け入れたり、
先生方がベンチャーを起こしたりするとか、そう
いう場を提供していますが、そのほかに清華大学
のほうにサイエンスパーク側から売り上げの幾ら
か、例えば日本の場合だと寄付金とかという形で、
上納金みたいな形でお支払いしているのかどう
か、そういう点で具体的な金額も含めて、つまり
大学にどの程度金銭的なメリットがあるのかとい
うところを教えていただきたいと思います。

司会　では李様、お願いいたします。

李志强　まず、小野寺先生、ご質問ありがとうご
ざいます。スタートしたときは多くの先生がサイ
エンスパークに反対しました。同じ問題でした。
つまり、あなたたちがサイエンスパークをつくっ
て我々にとって何のメリットがあるんだと。当時
は土地を国から借りたわけですね。そして家を建
てる。当時、ビルディングを建てるのも非常に場
所が少なく、多くの道路をふさぎました。渋滞を
招いたわけですね。ですから多くの先生たちが非
常に不快だと思っていました。私が清華大学の中
の静かな雰囲気を壊してしまったと言われまし
た。それから多くのほかの人が見学に来る、こう
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いった状況の中で何のメリットを得られるのか、
学校は一体どのような上納金が得られるのかと言
われました。
　この問題は法律を通して解決する必要があると
思います。まずはストックオプションです。すべ
ての会社はストックオプションを持っています。
最初の家賃ですね。最初、企業にはお金がない。
つまり家賃さえ払えない。まず我々大学は家賃を
免除します。しかし条件として 5％のストックオ
プションをもらいます。これによって 40 社に投
資したわけです。今ではこのうち 5 社は既に上場
しております。我々は数億儲かったわけです。当
時、私の家賃よりもよっぽどもうかったわけです。
最初は家を建てても住む借り手がつくわけでもな
かったので、まず無償で貸し出しました。もちろ
ん失敗した会社もあると思います。しかし 10 の
うち 1 つでも、10％でもあれば我々は儲かる、回
収できるということです。これはもう具体的なも
のになっています。
　しかし、実際にはより形の見えない、より大き
いものがあります。例えば一定の企業が大学に来
ればおのずと、学生と先生が協力することになり
ます。そうすると、大学として多くの設備を得ら
れます。そして大学もより多くテーマを得られる、
あるいは情報を得られる、ニーズを得ることがで
きます。我々が得るストックオプション、あるい
は株の権利よりもはるかに大きいものが得られる
と思います。
　環境というのは重要です。より遠いところに
行ってつくれば、例えば我々が見学したつくばサ
イエンスパークは、東京から相当離れています。
北京市政府も我々が北京市の郊外に行くことを希
望していました。しかし、そういうところで作る
と、教師と学生には非常に不便となります。教師
というのは主な交通手段は自転車で、北京の郊外
まで離れてしまうともう先生たちは自転車で行け
ないわけです。疲れるわけですから。そして午後
に授業があるので、清華大学の中につくればすぐ
自転車に乗って来て、そして試験設備もすぐ近く
にある。ですから大学のサイエンスパークは大学
のそばにつくることが絶対条件になります。
　そして、大学に対する貢献というのは、上納金
ですが、これは有形なものと無形なもの、そして

法律的なものであって、また非合法的なものもあ
るというふうに理解していただけますでしょう
か。よろしいでしょうか。

司会　よろしいでしょうか。申しわけございませ
ん、お時間が近くなっているので、あとお 1 人の
ご質問でお願いしたいと思います。では先ほども
手を挙げていただいた後ろの方でお願いします。

質問者　私の質問は中国語でさせていただきま
す。李先生と劉さんに質問したいのですけれども、
日本から現在中国の中関村のサイエンスパークに
参入している企業の、全体的な分布状況として、
割合がどのぐらいありますでしょうか。そして、
進出した企業の規模は大体どのぐらいでしょう
か。中小企業もそこに行くことができるでしょう
か。それについて質問させてください。

司会　劉先生からお願いいたします。

劉卓軍　ありがとうございます。しかも中国語が
とてもお上手で。日本企業が具体的にどのぐらい
入居しているか、申しわけないのですが、今すぐ
に申し上げることができません。
　ただ、私の知っている中では、中関村のパーク
の方々に聞いたことがあるのですが、その話を
ベースにしますと、日本の企業はわりと北京市の
朝陽区に集中しているということを聞いたことが
あります。朝陽区というのは 10 のパークのうち
の 1 つですが、そちらのパークに日本の企業が多
いと聞いています。
　今日の午前中にここでいろんな日本の企業の
方々の講演を聞いたのですが、その話からも、随
分たくさんの方々が中国で、北京でという話があ
りました。どの会社だか忘れましたが、中国に
21 ほどの会社を持っているという話をされてい
ましたので、そういう話からも随分たくさん来て
いることはわかります。
　我々には中関村の企業に関する統計、そういう
システムがあり、企業が 100％独資なのか合弁な
のか、そういうこともちゃんと統計をとっている
のですが、今回、来るときにデータを持ってこな
かったので、今すぐ即答できなくて申しわけあり
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ません。正確なことが言えません。
　ただ、また今後連絡をとっていただければ具体
的な数字は申し上げることはできます。E メール
を送っていただいても結構です。何でも構いませ
んのでご連絡ください。

李志强　中国語で非常にはっきりと質問していた
だきましてありがとうございました。まず、我々
のところは多くの日本企業と協力関係がありま
す。例えば三菱の方、先ほどいらっしゃいました
けれども、三菱も我々のところで協力、連携の機
構を持っております。大体そういう機関を 200 ほ
どつくられていまして、彼らの目的は清華大学と
協力点をつくる、拠点をつくるということですね。
設備を寄付するところもあります。著名な大学の
学生が在学期間において、企業ブランドに印象づ
けさせる狙いもあります。
　それから投資基金ですが、随分たくさんの企業
がベンチャーキャピタルという形でファンドをつ
くりました。しかしながら、ほかにたくさんの小
さい企業があります。日本の若い、小さな企業は
我々のところにはまだ進出しておりません。ここ
数年、日本の発展はなかなかよい状況なので、も
しかしたら若い方々は国内にいて過ごしたい、国
内で十分に満足だ、だからあまり出て行きたくな
いということがあるのかもしれません。先輩たち
がたくさんのいい環境をつくっておりますので、
もしかしたらそのおかげで若い方々は昔の人みた
いに苦労したくないというのがあるのかもしれま
せん。我々はそれに対してどうにかしたいと思い
ながら、だからといって強制的に何とかすること
はできません。

　中国にも「80 年代生まれ」のバーリンホウと
呼ばれる世代があります。彼らの考え方は我々と
違って、どちらかというと隣で今講演している加
藤さん、ああいう方々の話が 80 年代以降に生ま
れた中国の若い人たちは非常に興味を持っている
みたいで、さっきたくさんの若い方が一時的にこ
この部屋に集まったので、私はすごくうれしかっ
たんですけれども、あっという間に消えちゃいま
した。なぜかというと、彼らはやはりどちらかと
いうとここの話よりも加藤さんの話が聞きたいか
らですよね。
　私の息子も 80 年代生まれです。彼らに共通し
た考え方は、できるだけ家にいたい、家でゆっく
りと過ごしたいという考えなんです。中国には淘
宝網というネットワークがあります。買い物をす
るネットワークですね。家にいてネットワークに
つながるだけでショッピングができる、商売がで
きるという時代なんです。そういう時代ですから、
我々親が死んだら君はどうするつもりだと言った
ところで、彼らは十分にやっていけるんだという、
コンピューターのマウスさえいじれば何とかお金
は稼げるという世代になっているんですね。
　中国に、「子供たちを自由にさせれば子供たち
は幸せに、豊かになる」という古いことわざがあ
ります。ですから、そういうような子供たちに何
とかしてパークに来て入居してほしいと言うわけ
にはいきません。

司会　では、お時間になりましたので、質疑応答
を終了とさせていただきます。ご講演いただきま
した皆様、どうもありがとうございました。
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Ⅴ．フォーラム



日時 内容 大学名・機関名 役職 お名前

10 月 11 日（火）

10：00 ～ 12：00

開会挨拶 独立行政法人科学技術振興機構
中国総合研究センター センター長 吉川弘之

来賓挨拶 文部科学省 文 部 科 学 審 議
官 森口泰孝

基調講演 1 ハルビン工業大学 学長 王樹国
基調講演 2 名古屋大学 総長 濵口道成

基調講演 3
ソニー株式会社 取締役代表

執行役副会長
中鉢良治日本経済団体連合会産業技術委員会 共同委員長

総合科学技術会議 議員
パネルディスカッション 1「大学改革、産学連携促進と基礎研究の未来」

10 月 11 日（火）

13：00 ～ 14：40

モデレータ 東京大学 副学長 松本洋一郎
パネリスト 中国科学技術大学 副学長 陳初昇

華中科技大学 常務副学長 林萍華
愛媛大学 学長 柳澤康信
秋田大学 学長 吉村昇

パネルディスカッション 2「日中両国の留学政策と留学帰国者の有効活用」

10 月 11 日（火）

13：00 ～ 14：40

モデレータ 立命館大学 総長 川口清史
話題提供 東京大学 北京代表所長 宮内雄史
パネリスト 中国留学服務中心 主任 白章徳

文部科学省
大臣官房付

奈良人司（高等教育局担
当）

広島大学 学長補佐 佐藤利行
パネルディスカッション 3
震災特別セッション「大震災と大学の役割―科学技術と社会の調和を目指した日中大学パートナーシップの構築―」

10 月 11 日（火）

15：00 ～ 16：40

モデレータ お茶の水女子大学 学長 羽入佐和子
パネリスト 中国地質大学 副学長 傅安洲

岩手大学 副学長 岩渕明
東北大学 副学長 北村幸久
岩手医科大学 学長 小川彰
四川大学 副学長 石堅

パネルディスカッション 4「大学の国際化とグローバル人材の育成」

10 月 11 日（火）

15：00 ～ 16：40

モデレータ 東京理科大学 学長 藤嶋昭
パネリスト 中国政法大学 副学長 時建中

東北師範大学 学長 史寧中
筑波大学 副学長 辻中豊
早稲田大学 副総長 内田勝一
天津外国語大学 学長 修剛
西安交通大学 学長 鄭南寧

10 月 11 日（火）

16：50 ～ 17：30

全体会合

全体講評 武蔵学園学園長、元文部科学大臣 有馬朗人

日中大学フォーラム　プログラム
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■ 講演者プロフィール

王
ワン
　　樹

スゥ
国
グォ

（ハルビン工業大学学長）

基調講演1

1958 年 10 月河南省生まれ、工学博士。
1978 年 3 月から 1984 年 7 月までハルビン工業大学機械エンジニアリング系の学
士課程、修士課程を修了、1996 年に博士号を取得。1984 年 7 月から 1987 年ま
でハルビン工業大学で助手、講師を歴任した。1987 年 11 月から 1989 年 2 月ま
でフランス高等工芸学院に訪問学者として在籍、ロボット技術の研究に従事。1989
年 2 月から 1993 年 12 月までハルビン工業大学の准教授を担当。1993 年 12 月
から現在に至るまで、ハルビン工業大学の教授、博士課程指導教員を務めている。
1991 年 2 月、ハルビン工業大学ロボット研究所副所長に就任、1993 年 9 月、機
械電子工学院副院長に就任、1995 年 9 月機械電子工学院院長に就任、1998 年 4 月、
ハルビン工業大学副学長に就任。1999 年 1 月黒竜江科学技術委員会の主任、党委員会委員長を兼任。2000
年 6 月、黒竜江科学技術庁長、党委員会委員長を兼任。2002 年 3 月、ハルビン工業大学の学長に就任した。
研究分野は機械電子操縦と自動化。1993 年から 2001 年まで、国家 863 インテリジェントロボット専門家
グループ専門家、副リーダー、国家自然科学基金委員会審査員、中国宇宙飛行学会常務理事、中国自動化学会
ロボット専門委員会常務理事、ハルビン工業大学学位委員会主席を担当。2003 年、国務院学位委員会委員お
よび学科委員会審査員を担当。

濵
ハマ
口
グチ
　道
ミチ
成
ナリ

（名古屋大学総長）

基調講演2

1975 年 3 月　名古屋大学医学部医学科卒業、1980 年 3 月　名古屋大学大学院医
学研究科博士課程修了。同年 4 月より名古屋大学医学部附属癌研究施設助手となり、
その後米国ロックフェラー大学分子腫瘍学講座研究員等を経た後、名古屋大学アイ
ソトープ総合センター分館長、大学院医学系研究科附属病態制御研究施設長、名古
屋大学大学院医学系研究科長・医学部長等を歴任。2009 年 4 月より現職。その他、
日本癌学会評議員、日本生化学会評議員、日本ウイルス学会評議員等を務める。専
門は、腫瘍生物学、腫瘍生化学、細胞生物学。

中
チュウ
鉢
バチ
　良
リョウ
治
ジ

（ソニー株式会社取締役代表執行役副会長）

基調講演3

日本経済団体連合会産業技術委員会共同委員長。内閣府総合科学技術会議有識者議
員。工学博士。1977 年　ソニー㈱入社　磁気製品の研究開発に従事、1989 年　
ソニー・マグネティック・プロダクツ・インク・オブ・アメリカ赴任、1992 年　
記録メディア事業本部ビデオテープ事業部長、1999 年　執行役員　コアテクノロ
ジー＆ネットワークカンパニーシニア・バイス・プレジデント、2002 年　執行役
員常務　コアテクノロジー＆ネットワークカンパニープレジデント、2003 年　業
務執行役員上席常務　マイクロシステムズネットワークカンパニープレジデント、
2004 年　執行役副社長 COO、2005 年　取締役代表執行役社長　エレクトロニク
ス CEO、2009 年より現職。

基調講演
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■ 講師プロフィール

パネルディスカッションパネルディスカッション1

大学改革、産学連携促進と基礎研究の未来

モデレータ：松本洋一郎（東京大学副学長）
パネリスト：陳　　初昇（中国科学技術大学副学長）
　　　　　　林　　萍華（華中科技大学常務副学長）
　　　　　　柳澤　康信（愛媛大学学長）
　　　　　　吉村　　昇（秋田大学学長）

松
マツ
本
モト
洋
ヨウ
一
イチ
郎
ロウ

（東京大学副学長）

モデレータ

1977 年 3 月東京大学大学院工学系研究科機
械工学専門課程博士課程修了（工学博士）
同年 4 月東京大学工学部講師、1978 年 4 月
助教授
1992 年 8 月教授に昇任、現在は同大学院工
学系研究科教授として教育・研究に従事して

いる
2006 年 4 月から 2 年間工学部長・大学院工学系研究科長を務め
2009 年 4 月より東京大学理事・副学長
専門分野は流体工学、計算力学、分子動力学、希薄気体力学、ミクロ熱
流体力学、気泡力学、混相流、キャビテーション、医療支援工学、知識
の構造化。

林
リン
　　萍

ピン
華
ハゥア

（華中科技大学常務副学長）

パネリスト

男性、1955 年 7 月に生まれ、福建省長楽県人。
教授、博士課程の指導教官。
1977 年南京工学院（現在東南大学）鋳造専
門を卒業、その年大学に教員を務む。
1982 年修士学位。
1986 ～ 1988 年 と 1992 ～ 1994 年 2 度
の日本へ留学、1994 年 3 月に日本名古屋工

業大学の工学博士学位を得る。
その後、東南大学の大学委員会の副主席・副学長、河海大学の大学委員
会の主席などの職を務めた。
現在、華中科技大学の常務副学長を担当し、そして中国教育部の工科材
料加工の工程課程の指導委員会の副主任、中国高等教育学会の常務理事、
中国機械工程学会の常務理事、湖北省の大学金属加工作業の教育研究会
の理事長などの職を兼任する。

吉
ヨシ
村
ムラ
　　昇

ノボル

（秋田大学学長）

パネリスト

学歴：
昭和 44 年 3 月　秋田大学大学院鉱山学研究
科修士課程修了
昭和 50 年 6 月　工学博士（名古屋大学）
略歴：
昭和 44 年 4 月　秋田大学鉱山学部
昭和 53 年 1 月～ 54 年 8 月　アメリカニュー

ヨーク州クラークソン工科大学客員研究員
昭和 58 年 4 月　秋田大学鉱山学部教授
平成元年 7 月～ 9 月　アメリカニューヨーク州クラークソン大学客員教授
平成 7 年 4 月　秋田大学鉱山学部長
平成 10 年 4 月　秋田大学工学資源学部長（初代）
平成 18 年 4 月　国立大学法人秋田大学工学資源学部長
平成 20 年 4 月　国立大学法人秋田大学長

陳
ツン
　　初

ツゥ
昇
スン

（中国科学技術大学副学長）

パネリスト

中国科学技術大学教授、副校長。1983 年、
1986 年にそれぞれ無機化学の学士・修士号
を取得
1994 年にオランダ・トエンテ大学の材料化
学博士号を取得
1995 年より中国科学技術大学・材料学部で

教鞭をとり
1998 年に教授に昇任
2002 年、中国国家傑出青年科学基金を獲得
研究分野は材料化学、固体化学、化学工学。研究対象はエネルギー・環
境分野で幅広く利用されるイオン伝導性材料とセラミック分離膜材料。

柳
ヤナギ
澤
サワ
　康

ヤス
信
ノブ

（愛媛大学学長）

パネリスト

学歴：昭和 41 年 4 月：京都大学理学部入学、
昭和45年3月：京都大学理学部動物学科卒業、
昭和 45 年 4 月：京都大学大学院理学研究科
修士課程動物学専攻入学、昭和 47 年 3 月：
同上修了、昭和 47 年 4 月：京都大学大学院
理学研究科博士課程動物学専攻入学、昭和 51

年 6 月：同上単位修得退学
職歴：昭和 51 年 7 月：日本学術振興会奨励研究員、昭和 52 年 4 月：
京都大学理学部附属瀬戸臨海実験所研究員、昭和 53 年 4 月：愛媛大学
助手理学部、昭和 57 年 4 月：愛媛大学助教授理学部、平成 8 年：愛媛
大学教授理学部、平成 12 年 4 月：愛媛大学評議員（～平成 16 年 3 月）、
平成 13 年 4 月：愛媛大学大学教育総合センター副センター長（～平成
14 年 3 月）、平成 14 年 4 月：愛媛大学理学部長、理工学研究科副研究
科長（～平成 17 年 3 月）、平成 16 年 4 月：愛媛大学学長特別補佐（～
平成 17 年 3 月）、平成 16 年 4 月：愛媛大学経営情報分析室長（～平
成 18 年 3 月）、平成 16 年 4 月：愛媛大学経営協議会委員（～平成 17
年 3 月）、平成 16 年 4 月：愛媛大学教育研究評議会評議員（～平成 21
年 3 月）、平成 17 年 4 月：愛媛大学理事（～平成 21 年 3 月）、平成
21 年 4 月：愛媛大学学長（～現在）
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■ 講師プロフィール

パネルディスカッションパネルディスカッション2

日中両国の留学政策と留学帰国者の有効活用

モデレータ：川口　清史（立命館大学総長）
話 題 提 供：宮内　雄史（東京大学北京代表所長）
パネリスト：白　　章徳（中国留学服務中心主任）
　　　　　　奈良　人司（文部科学省大臣官房付（高等教育局担当））
　　　　　　佐藤　利行（広島大学学長補佐）

川
カワ
口
グチ
　清

キヨ
史
フミ

（立命館大学総長）

モデレータ

学歴：
1969 年 3 月　京都大学経済学部卒業
1971 年 3 月　京都大学大学院経済学研究科
修士課程修了
1974 年 3 月　京都大学大学院経済学研究科
博士課程単位取得退学
1995 年 7 月　博士（経済学、京都大学）

学内職歴：
1976 年 4 月　立命館大学産業社会学部助教授
1987 年 4 月　立命館大学産業社会学部教授
1994 年 4 月　立命館大学政策科学部教授
2004 年 4 月　立命館大学政策科学部長
2007 年 1 月　学校法人立命館総長、立命館大学長（1 期目）
2011 年 1 月　学校法人立命館総長、立命館大学長（2 期目）（現在に
至る）

白
バイ
　　章

ズァン
徳
ド

（中国留学服務中心主任）

パネリスト

現職は中国（教育部）留学サービス
センター主任。1983 年～ 2008 年
7 月、中華人民共和国教育部外事司、
人事司及び外資系銀行融資弁公室に
それぞれ勤務し、副処長、処長、常

務副主任を務める。1983 年以前は北京大学で教鞭を執っ
ていた。欧州の中国大使館教育処で長年勤めた経験を持
つ。2008 年 7 月に帰国し、中国（教育部）留学サービ
スセンター主任に就任する前は、在フランス中国大使館
で公使級参事官を務めていた。フランス語に堪能。

佐
サ
藤
トウ
　利

トシ
行
ユキ

（広島大学学長補佐）

パネリスト

1957 年広島県生まれ。
1980 年 3 月、広島大学文学部卒業。
1985 年 3 月、広島大学大学院文学研
究科博士後期課程修了。文学博士。
安田女子大学助教授、広島大学助教授
を経て、2001 年 4 月から現職。

2002 年 9 月から広島大学北京研究センター長（現在に至る）。
2007 年 5 月から学長補佐。
専門は中国文学。著書に『西晋文学研究』『陸雲研究』『孔子の
ことば』など多数。
2009 年、北京市教育委員会から国際交流貢献賞を授与。

宮
ミヤ
内
ウチ
　雄

ユウ
史
ジ

（東京大学北京代表所長）

話題提供

1947 年　川崎市生まれ
1966 年　東京大学入学、第二外国語中国語
1971 年　東京大学教養学部教養学科卒、
1971 年～ 1973 年　同学士入学、米中関係研究
1973 年　三菱商事株式会社入社
1974 年～ 1976 年　シンガポール南洋大学中国語研修
1976 年　初訪中（広州交易会に参加）
1978 年～ 1981 年　北京駐在

1983 年～ 1987 年　北京駐在
1992 年　業務部中国課長
1997 年　業務部中国室長
　　　　　三菱・宝鋼幹部交流会事務局長
　　　　　三菱マーケティング研究会グローバル戦略分科会リーダー
2000 年　日本貿易会・国際社会貢献センター事務局長
2004 年　三菱商事（上海）総経理室長
2007 年　東京大学北京代表所所長

奈
ナ
良
ラ
　人

ヒト
司
シ

（文部科学省大臣官房付（高等教育局担当））

パネリスト

昭和 58 年 4 月　科学技術庁入庁
平成  1 年 3 月　オーストリア国際原
子力機関
平成  5 年 4 月　在ドイツ日本国大使
館一等書記官
平成  8 年 10 月　科学技術振興事業団

科学技術情報事業本部調査役
平成  9 年 7 月　科学技術庁原子力局動燃改革担当企画官
　 　10 年 6 月　敦賀原子力事務所長
　 　12 年 7 月　大臣秘書官事務取扱
　 　13 年 1 月　文部科学省科学技術・学術政策局地域科学技
術推進室長
　 　14 年 9 月　初等中等教育局国際教育課長
　 　16 年 1 月　内閣官房内閣参事官（副長官補室）
　 　18 年 1 月　文部科学省研究開発局宇宙開発利用課長
　 　19 年 7 月　海洋研究開発機構経営企画室長
　 　20 年 7 月　文部科学省研究振興局振興企画課長
　 　21 年 7 月　大臣官房総務課長
　 　23 年 7 月　大臣官房付（高等教育局担当）
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■ 講師プロフィール

パネルディスカッションパネルディスカッション3　震災特別セッション

大震災と大学の役割
� ―科学技術と社会の調和を目指した日中大学パートナーシップの構築―

モデレータ：羽入佐和子（お茶の水女子大学学長）
パネリスト：傅　　安洲（中国地質大学副学長）
　　　　　　岩渕　　明（岩手大学副学長）
　　　　　　北村　幸久（東北大学副学長）
　　　　　　小川　　彰（岩手医科大学学長）
　　　　　　石　　　堅（四川大学副学長）

羽
ハ
入
ニュ
佐
サ
和
ワ
子
コ

（お茶の水女子大学学長）

モデレータ

1982 年学術博士。
1984 年お茶の水女子大学文教育学部
講師。同助教授、大学院人間文化研究
科比較文化学教授を経て、2005 年～
2009 年 3 月お茶の水女子大学副学長・

附属図書館長。
2009 年 4 月からお茶の水女子大学学長に就任。

【専門】哲学・倫理学
国家公務員倫理審査会委員、文部科学省科学技術・学術審議会
専門委員、日本学術会議連携会員でもある。

岩
イワ
渕
ブチ
　　明

アキラ

（岩手大学副学長）

パネリスト

東北大学大学院工学研究科機械工学
専攻修了。工学博士。
東北大学工学部助手、英国ノッティ
ンガム大学研究員を経て、1984 年
に岩手大学工学部助手として採用。

1991 年機械工学科教授。2010 年 6 月現職に就任。
JST 地域結集型研究開発プログラムのプログラムオフィ
サー。
専門分野は、トライボロジー、機械材料・機械加工学、
金型工学。所属学会は、日本機械学会など。

小
オ
川
ガワ
　　彰

アキラ

（岩手医科大学学長）

パネリスト

1974 年岩手医科大学卒。国立仙台
病院脳神経外科医長を経て、1988
年東北大学医学部助教授、1992 年
岩手医科大学脳神経外科学講座教
授。2003年医学部長。2008年学長、

現在に至る。その他、2008 年全国医学部長病院長会議
会長（任期 2 年）、現顧問。この間に厚生労働省医道審議
会委員等。また、日本脳卒中学会理事長、日本脳神経外
科学会常務理事、日本学術会議連携会員、岩手県医師会
副会長等。

傅
フゥ
　　安

アン
洲

ズォウ

（中国地質大学副学長）

パネリスト

男性、1961 年 4 月生まれ。本籍は
江蘇省豊県。教授、博士課程指導教
官。2004 年 1 月、中国地質大学学
術委員会副主席に就任。主には高等
教育研究に従事し、うち国家社会科

学基金プロジェクトを多数主宰。「求是」、「人民日報」（理
論版）、「比較教育研究」、「高騰教育研究」、「中国行政管理」
など権威的な刊行物に論文 30 編余りを発表しているほ
か、『ドイツ政治教育研究』など多数の専門書や教材を編
著。

北
キタ
村
ムラ
　幸

ユキ
久
ヒサ

（東北大学副学長）

パネリスト

1971 年文部省入省。
1990 年東京大学企画調整官
1997 年文部省大臣官房審議官（体育
局担当）
1998 年一橋大学事務局長

2000 年東北大学事務局長
2002 年東北大学副学長
2004 年国立大学法人東北大学理事・副総長
2005 年独立行政法人国立科学博物館理事
2006 年より国立大学法人東北大学副学長・総長室長。

石
ス
　　　堅

ジェン

（四川大学副学長）

パネリスト

1952 年四川省内江市に生まれる。四川大学、
カナダのレジャイナ大学、トロント大学、米国の
リーハイ大学等で学び、1995 年、博士課程院
生として米リーハイ大学英文科を卒業し、文学
／米国文化研究博士の学位を取得する。四川大
学英語言語文学教授、博士課程院生指導教官で
ある。四川大学外国語学院英文科主任、四川大
学外国語学院院長を歴任し、現在、四川大学副
学長を務める。教育部外国語専門教学指導委員

会英語グループ副長、教学指導委員会委員、教育部高等教育司大学外国語
教学改革課題グループ副長、中国翻訳協会副会長、中国英語教学研究会副
会長等の職務を兼任する。学術研究分野は欧米文学、文化である。主な学
術成果には「アメリカインディアンの神話と文学」「観察者と被観察者」「聖
書文学・文化辞典」「現代の西洋文化批評読本」「欧州一体化の魂を求めて」
がある。文学翻訳の代表作としては「エマーソン：激情に溢れた思想家」（共
訳）「カフカの恋文」（共訳）がある。また、英語で書かれた多くの教材を編
集し、40 編余りの学術論文を発表している
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■ 講師プロフィール

パネルディスカッションパネルディスカッション4

大学の国際化とグローバル人材の育成
モデレータ：藤嶋　　昭（東京理科大学学長）
パネリスト：時　　建中（中国政法大学副学長）
　　　　　　史　　寧中（東北師範大学学長）
　　　　　　辻中　　豊（筑波大学副学長）
　　　　　　内田　勝一（早稲田大学副総長）
　　　　　　修　　　剛（天津外国語大学学長）
　　　　　　鄭　　南寧（西安交通大学学長）

藤
フジ
嶋
シマ
　　昭

アキラ

（東京理科大学学長）

モデレータ

1966 年横浜国立大学工学部卒業、71 年東京大学
大学院工学系研究科博士課程修了。神奈川大学工学
部講師、東京大学工学部講師、助教授、教授を経て、
95 年同大学大学院工学系研究科教授。同年、（財）
神奈川科学技術アカデミー理事長、08 年（独）科

学技術振興機構　中国総合研究センター長。2010 年 1 月より東京理科大学
学長。日本化学会賞、紫綬褒章、日本国際賞、日本学士院賞を受賞。2010
年文化功労者。

時
ス
　　建

ジェン
中

ズォン

（中国政法大学副学長）

パネリスト

1964 年生まれ。1998 年、中国政法大学にて法律
学博士号を取得。現在、同大学教授として、経済法
学科博士課程学生の指導教員を務める。2008 年、
教育部より同大学副校級幹部に任命された。2008
年 9 月から 2011年 7 月まで、中央組織部から選抜・
派遣された援疆（新疆ウイグル自治区支援）幹部が

学ぶ伊犁師範学院にて副院長を務めた。
現在、中国科学技術法律学会副会長、中国法学会経済法律学研究会副会長、商
務部の新多角的貿易交渉（ドーハ・ラウンド）貿易・競争政策課題交渉専門家
諮問グループ成員（呼びかけ人）、WTO・中国―アセアン自由貿易区法律貿易
研究会（深セン）執行理事長、国務院法制弁公室独占禁止法改正審査専門家グ
ループ成員の各職務を兼務している。

史
ス
　　寧

ニン
中

ズォン

（東北師範大学学長）

パネリスト

1950 年 4 月生まれ、江蘇省南京出身。現在は東北師
範大学校長、教授、博士課程指導教官。第 10、11期
全国人民代表大会代表、国務院学科評議グループメン
バー、第 5 回国家級名教師、中国教育学会副会長、
教育部第 5 回科学技術委員会数理学部委員、第 2 回
高等教育機関理科数学力学指導委員会確率論数理統

計教育指導グループ招集者、吉林省第 9、10、11期人民代表大会代表などを
歴任。2003 年全国留学帰国者先進個人に選ばれる。2000 年、2002 年度長
春市国際労働デー労働模範賞を受賞。

辻
ツジ
中
ナカ
　　豊

ユタカ

（筑波大学副学長）

パネリスト

平成 23 年 4 月から国際担当副学長として筑波大学
の国際戦略の策定・実施に携わるとともに、専門の
市民社会論の分野では、膨大なデータベースに基づ
く日韓米独中など 13 か国の市民社会構造とガバナ
ンスに関する比較実証研究を推進しています。専門

は比較政治学。法学修士（大阪大学）、博士（法学）（京都大学）。

修
シォウ
　　　剛

ガゥン

（天津外国語大学学長）

パネリスト

1957 年 7 月 2 日生まれ。教授、国務院特殊手当
受給者。現在は天津市人民代表大会代表、天津外国
語学院学長、天津市重点学科リーダー。中国日本語
教育研究会会長、中国翻訳協会副会長、教育部高等
教育機関外国語専攻教育指導委員会委員、日本語グ

ループ副リーダーなどを兼任。
1982 年 3 月　遼寧省師範大学外国語学部日本語学科を卒業、学士学位を取得
1984 年 7 月　天津外国語大学日本語系日本語専攻を卒業修士学位を取得
日本武蔵野大学、関西外国語大学、城西国際大学名誉博士
解放軍外国語学院、日本関西外国語大学博士課程指導教員

パネリスト

1946 年生まれ。1975 年 3 月早稲田大学大学院法
学研究科博士課程単位取得修了。1974 年 4 月に早
稲田大学法学部助手となり、その後専任講師、助教
授を経て、1984 年 4 月に教授となる。役職として
は、国際教養学部長、国際教養学術院長等の要職を

歴任し、2006 年 11 月から副総長常任理事となり、現在に至る。

内
ウチ
田
ダ
　勝

カツ
一
イチ

（早稲田大学副総長）

パネリスト

西安交通大学学長、教授。国務院直属の技術分野の最高
研究機関「中国工程院」のメンバーで、アメリカ合衆国
に本部を置く電気・電子技術の学会「米国電気電子学会

（IEEE）」のフェロー（連続 5 年以上会員歴を持つ上級会員）
でもある。江蘇省南京市出身の 1952 年生まれ。1975
年に西安交通大学電気工学系を卒業後、1981年同大学

の工学修士号を取得。1985 年には慶応大学の博士号も取得。現在、中国国務院（政
府）学位委員会の委員、中国高等学校（大学）教学研究会副理事長、国際パターン
認識連盟（IAPR）理事会の中国代表などを兼任している。パターン認識やインテリジェ
ンスシステム、コンピュータビジョン、画像処理などの分野の科学研究・教育に長年
従事。これら功績を買われ「全国優秀教師」「サイエンス技術進歩賞」「中国青年科学
家賞」など中国で栄誉ある賞を多数獲得している。

鄭
ズゥン
　　南

ナン
寧
ニン

（西安交通大学学長）



　第 2 回日中大学フェア＆フォーラムの主催者を
代表いたしまして一言ご挨拶を申し上げます。10
月 9 日から、本フェア＆フォーラムを開催し、フェ
アが一昨日、昨日と 2 日間行われまして、中国か
ら 53 大学、日本から 50 大学が参加しましいた。
大変多くの大学の参加を得て、しかも展示をした
わけでございますので、これはただ単に人との交
流だけではなくて、その大学の様子がよくわかる、
大変深い交流が行われました。そして、大成功の
うちにその 2 日間を終えたわけであります。
　今日は会場を変えまして、このフォーラムを開
催することになりました。日中両国にはそれぞれ
大変多くの大学がございまして、それぞれの使命
を果たしているわけですけれども、これから益々
この両国間の関係を強くするという中で、両国の
大学の間での交流あるいは協力を盛んにすること
が大変重要になってくると思います。
　本日は午前中にハルビン工業大学学長の王樹国
先生、名古屋大学総長の濵口道成先生、ソニー株
式会社副会長の中鉢良治様に特別講演をいただ
く、すなわち、大学側及び産業側からのご発表を
いただけることになっております。
　また午後には 4 つのテーマのパネルディスカッ
ションが準備されていますが、ここでは様々な現
在大学が迎えている問題を、パネルディスカッ
ション形式で深めようということでございます。
　まず第 1 のテーマですが、産学連携と基礎研究
です。これは現在基礎科学、基礎研究といった研
究のフロンティアが急速に拡大する一方で、今度
は科学技術の研究の成果、基礎研究の成果を社会
に還元していく、社会に実現していくことも、ま
た非常に強く求められているわけです。急速な科
学の変化と応用の進展という、この 2 つの、科学
技術が持っている 2 つの側面をどのように矛盾な
く的確に進めていくのか、基礎研究がおろそかに

なってはいけませんし、基礎研究だけになっても
いけないわけで、その調和が非常に重要ですが、
これらについて日中両国の関係者の方々が議論す
ることになります。
　次に第 2 のテーマですが、留学生問題です。こ
れは人材の交流でありまして、それぞれの大学で
日本の学生が中国に、中国の学生が日本に、交差
した形で勉学をすることは、もちろん本人にとっ
て非常に大事なことは、言うまでもありませんが、
両大学にとっても大きな意味を持って、各大学が
現在国際化を進めようという中で、大きな使命を
果たすことになろうかと思います。
　次に、第 3 のテーマですが、最近国際的に話題
になっております自然災害です。特に我が国は、
東日本大震災が 3 月に起こり、現在まだ復興中で
すけれども、特にこの震災の直後に、中国の政府
及び一般の方々から大変大きな支援をいただいた
こと、この席を借りて深く御礼申し上げます。中
国でも四川におきまして大震災がありました。地
震に限らず、台風、地すべり等、地球温暖化と関
連するかどうかは別にして、世界中で災害が各地
域に起こっている。このような人類に様々な形で
襲ってくる災害に関しては、やはり新しい知識が
必要であり、大学の貢献が非常に大きく求められ
ています。これもまた一大学ではどうしようもな
い。大学間の協力が必要です。中国と日本の大学

開会挨拶

独立行政法人科学技術振興機構中国総合研究センター長　吉川　弘之
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の協力が非常に大きな役割を果たすことになろう
かと思います。
　最後のテーマは、グローバル人材です。現在は
グローバル化時代と呼ばれていますが、グローバ
ル化時代というのは、政治的に大変緊密な協力が
世界中で行われるとともに、産業あるいは通商に
おきましてもグローバル化が起こっており、それ
に従事する新しい人材が必要になります。これは
従来からのように、日本と中国が単に出会って交
流するというだけではなくて、日本人が中国に
入って行き、中国の人が日本に入って来るという
ことで、いわば混ざり合った形での国際化、これ
が今後のグローバル化の 1 つの大きな視点になる
かと思います。そういうことが、どういう形で大

学として貢献していけるのかという議論が期待さ
れています。
　以上のように、現在の社会においては、大学の
使命及び役割は非常に多様であり、その貢献を社
会はまた強く求めている状況があると思います。
大学にとって緊急に討議し、解決しなければなら
ない多くの課題、これらについてパネルディス
カッションを通じて理解を深めることを期待いた
します。
　最後になりますが、今回のフォーラムが有益な
ものとなり、日中両国、日中両大学の協力を深め、
さらに協調して前へ進む方向を見出すという成果
が得られることを期待いたしまして、私の開会の
ご挨拶といたします。
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　文部科学省の森口でございます。日中大学
フォーラムの開催にあたりまして、一言ごあいさ
つを申し上げます。
　日中の多くの大学の参加を得て、本フォーラム
が盛大に開催されることに対し、心よりお喜びを
申し上げます。
　本年 3 月 11 日に発生しました東日本大震災に
際し、中国政府及び中国国民の皆様方から多大な
るご支援をいただきましたことに対し、この場を
かりて改めてお礼を申し上げます。
　一昨日より開催されております、第 2 回日中大
学フェア＆フォーラムには、日中の 100 を超える
大学、中国科学院、理化学研究所などの研究機関、
そして先端技術を支える企業などが参加しておら
れます。昨日までのフェアでは産学連携等に関す
る日中双方の有識者による講演会、パネルディス
カッションなどにおきまして、活発な意見交換が
なされたと伺っております。
　日本と中国は、古来より経済、文化面を含めて
さまざまな交流を重ねてまいりました。特に
1972 年の国交正常化以降、経済関係や人的交流
がますます緊密化してきております。来年は日中
国交正常化 40 周年という記念すべき年を迎えま
す。日中関係は両国にとって、さらには世界にとっ
ても最も重要な二国間関係の 1 つであり、今後と
も両国は戦略的互恵関係を推進しつつ発展してい
くことが重要と考えております。
　知のグローバル化が進む中、学生や研究者の国
境を越えた流動性は、ますます重要となっており
ます。国際的な交流、協力は一層その重要性を増
してきております。このような中で、日本の大学
の最大の協定締結相手国は中国となっておりま
す。両国の大学間交流協定数は 2,995 を超えてお
ります。そのもとで研究者交流や留学生交流と
いった人的交流を通じて、日中の大学は堅固な関

係を築いてきております。今月 12 日から 14 日に
かけましては、京都において日中学長会議が開催
される予定であり、両国の大学間の協力関係がよ
り強化されることを期待しております。
　また、科学技術によるイノベーション創出は、
経済、社会の持続的な発展を実現し、地球規模の
諸課題の解決に向けて主導的な役割を果たす上で
不可欠なものと考えております。両国の科学技術
協力において、大学などの研究機関間レベルでの
取り組みとともに、1980 年に締結されました日
中科学技術協力協定に基づく政府間レベルでの取
り組みも積極的に進められております。
　近年の論文数や研究成果をとってみましても、
日中両国とも分野によっては世界でトップクラス
の成果を残しており、中国の大学との新たなパー
トナーシップを構築することは、日本の科学技術
力の向上にもつながるものと期待をしておりま
す。
　アジアや世界にとっても、日中両国の緊密な関
係は非常に重要であります。文部科学省としては、
アジアとの交流の促進は重要な課題として取り組
んでおり、日中間をはじめとするアジア地域での
質の保証を伴った大学間交流をさらに促進してい
くことを考えております。
　先日、文部科学省が開催いたしました東アジア
高等教育質保証国際シンポジウムにおきまして

来賓挨拶

文部科学省文部科学審議官　森口　泰孝
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も、日中韓 3 国において具体化が進んでいるキャ
ンパス・アジア構想の進捗について、広く東アジ
ア地域の関係者と協議をし、質保証を伴った大学
間交流に関する意見交換を行ったところでありま
す。なお、キャンパス・アジア構想については、
秋にも採択プログラムが確定する予定でありま
す。また、第 4 期の科学技術基本計画では、環境、
エネルギー、食料、水、防災、感染症など、アジ
ア共通の問題解決に向けた研究開発が重要視さ
れ、日中をはじめとする関係国との間で科学技術
協力の強化を図ってまいります。このように、国
際交流、協力の促進は持続可能な発展に貢献する
上において、極めて重要であると考えております。
　大学は、豊かな教養と専門的知識を備えた人材
の育成と、すぐれた研究による知の創造・発展を
担う中心的な機関です。本日のフォーラムでは日
中を代表する大学が一堂に会し、「世界に羽ばた
く中国の大学との新たなパートナーシップの構築
に向けて」というテーマのもとで、大学改革、産
学連携促進と基礎研究の未来、大震災と大学の役

割、大学の国際化とグローバル人材の育成等につ
いて意見交換を行うと伺っております。世界的な
頭脳循環が進む中、このように将来の交流や連携・
協力の発展を目指し、相互理解を深めるための意
見交換を行うことは、まさに時宜を得たものであ
ると考えます。このような活動を通じて、今後と
も日中間の交流がますます盛んになることを期待
しております。
　最後になりましたが、本フォーラムの成功を心
より祈念するとともに、これを機に日中両国の大
学間の研究交流、学生交流をはじめとする連携・
協力が、より一層発展することを期待いたします。
　あわせて、本フォーラムの開催にご尽力をいた
だきました中国留学服務中心、科学技術振興機構、
日本学術振興会、日本学生支援機構をはじめとす
る関係者の皆様方に感謝を申し上げまして、私の
あいさつとさせていただきます。
　本日は、活発な議論を期待しております。どう
もありがとうございます。
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　第 2 回日中大学フェア＆フォーラム開会にあた
りまして、謹んで中華人民共和国教育部を代表し、
心よりお祝い申し上げます。
　教育分野における国際交流・協力は、教育進歩
と発展を推進する重要なルートです。中日両国は
一衣帯水の隣国であり、両国人民の往来は悠久の
歴史があります。教育交流の歴史は、一千年余り
前の隋や唐の時代にさかのぼります。知識経済の
時代に、両国の教育関係者はともに新しいチャレ
ンジとチャンスに直面しております。本日は、中
日高等教育関係者が一堂に会し、ともに教育発展
の方策を検討し、経験交流を行うことは、両国高

等教育の発展に必ず新たな活力を注ぐに違いあり
ません。
　このたびの日中大学フェア＆フォーラムは、国
際協力の未来の展望に立脚し、両国大学間の人的
交流と学術交流推進に着眼し、非常に意義深いも
のであります。ここにて中日両国教育関係者が力
を合わせて、未来の教育発展の戦略をともに探究
し、中日教育協力と交流を新たなステップへと推
進することを期待しております。
　第 2 回日中大学フェア＆フォーラムの開催の成
功をお祈りいたします。

来賓挨拶

中華人民共和国教育部副部長　郝　　　平
代読　中華人民共和国駐日本国大使館公使参事官　白　　　剛

白剛　公使参事官
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　ご来賓の皆様、同僚の皆様、友人の皆様、おは
ようございます。このような盛大な場においてお
話する機会をいただきましてまことにありがとう
ございます。まずハルビン工業大学の教職員なら
びに学生を代表いたしまして、震災に遭われた日
本の皆様にお見舞い申し上げます。また、強い意
志により震災後これだけ早い時間で社会の復興を
図られたことに対して、非常に感服の念を抱いて
おります。こうした意志の力というのは、日本の
皆様だけでなく、人類全体が備えるべきものだと
思います。今後さらに落ちつきを取り戻し、以前
の生活を取り戻せるように祈念しております。日
本が震災に見舞われましたけれども、これは日本
の方々にとっての災難だけではなくて、私ども人
類全体が直面する災難でもあります。つまり、今
日私がお話ししたいテーマであります。いかに私
どもが直面している共通したチャレンジに対処し
ていくのか。外部環境から突きつけられた挑戦に
いかに対処していくのか、そういったことに
フォーカスしてお話ししたいと思います。
　3 つのパートに分けてお話ししたいと思いま
す。1 点目は、大学を開放し、そして競争力をつ
けていくということについて、2 点目には、協力
を拡大し、大学の発展モデルを変えていくという
ことについて、そして 3 点目に、ハルビン工業大
学の試みについて申し上げます。
　グローバル化、これは逆らえない 1 つの潮流と
なっております。私たちは、このようなグローバ
ル化の到来を意識しなければなりません。私たち
は挑戦とチャンスに直面しておりますが、ただし、
挑戦というものは外部から来るものに対して、
チャンスは我々自身から来るものであります。先
ほど何人かのゲストもおっしゃいました。つまり、
もっと広範にわたって踏み込んだ協力を行い、明
るい未来をともに築いていくということでありま

す。
　このような流れの中で、高等教育も非常に多く
の課題に直面しております。私たちは高等教育と
いうものを人類の発展のプロセスの中で位置づ
け、その正確な位置づけを見出す必要があります。
また社会の発展の中で、どのような役割を果たす
べきか考えなければならないと思います。
　まず、大学を開放し、そして競争力をつけてい
かなければなりません。現在の世界的な大学とい
うのは、2 つのグループに分かれていると思いま
す。1 つは、世界的な名門大学からなっているグ
ループ、つまりハーバード、スタンフォードなど
の大学に代表されるものであります。もう 1 つの
グループというのは、各国のトップレベルの大学
です。いわゆる第 2 群であります。この 2 つのグ
ループというのは、今、世界的に競争を行い、し
かもその激しさが増しております。このような競
争は、やはりチャンスとチャレンジを両方もたら
していますけれども、私たちは足の引っ張り合い
ではなくて、さらに多くの協力を探していくべき
であります。
　ですので、ここでは開かれた大学の研究理念に
ついて申し上げたいと思います。まずは、学術的
な協力です。大学というのは、つまり社会的な役
割分担の中でどのような役割を果たすべきなの
か。私が思うには、大学というのはやはり未知の

基調講演1

ハルビン工業大学学長
王　　樹国
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世界の探求、そして人類の文明を伝承させていく、
これは大学が担うべき社会的な責任でありまし
て、また果たすべき役割でもあります。そういう
意味では、大学というのは学術研究を深めていく
必要があります。人類の未来、また自然界にさら
に適合させていくために大学が果たすべき役割は
非常に大きいのです。
　研究というのは、やはりオリジナリティーを持
つ研究が大事でありまして、これはおそらく今後
大学研究をドライブしていく大きな力となってい
きます。先ほど数人の方もおっしゃっていました
けれども、大学研究、これは象牙の塔にいつまで
も閉じこもってはいけません。やはり開放して、
開かれた研究を行うべきだということに私も賛同
いたします。
　次に、大学の教育理念なのですが、やはり人類
の文明を受け継がせていくことが役目としてあり
ます。人類の文明というのは代々受け継ぎ、絶え
ず発展させていくものですが、それを担う人を大
学が育てるわけです。ですので、秩序立った科学
的かつ良好な大学文化や社会文化をいかにしてう
まく次の世代に伝えていくか、というのが大学で
の人材育成の焦点となるわけです。
　グローバル化というような視点に密着して、こ
の問題をとらえるべきです。
　次のテーマなのですが、これは協力を深めて
いって大学の発展モデルを転換するということで
す。ここで中国のこれまでの 10 年間の大学の高
等教育のさまざまな実践、試み、また改革につい
てご紹介申し上げたいと思います。これまで大き
く 3 つの段階を経てきました。1 つは、組織的な
拡大、またリソースの拡大、また経営方式の拡大
というものであります。組織的な拡大というのは、
やはり規模の拡大になります。中国の高等教育は、
社会が非常にスムーズに発展している中で、社会
のニーズにこたえるためにさまざまな形の合併や
統合を行ってきました。賛否両論がありますが、
その中で多くの利益ももたらしています。大学の
総合的なリソースを集められ、全体的な実力の
アップを実現したわけです。
　次ですが、中国政府は教育を優先して人材を基
礎とする教育理念を明確に打ち出しました。経済
の発展というのは一部分で、国の中身を豊かにす

るためには、やはり人材育成を柱とした教育を優
先する必要性を認識しているわけです。中国政府
は“211”プロジェクトと“985”プロジェクトを
実施しております。211 とは、21 世紀に大学を
100 校設立するというプロジェクトで、985 とい
うのは、1998 年の 5 月に、当時の江沢民主席が
打ち出したもので、世界一流の大学を中国にいく
つか建設しようというプロジェクトです。
　こういったプロジェクトに導かれて、政府が教
育に対する財的な投入を増やし、それによって中
国の高等教育も非常に大きな発展を遂げたわけで
す。
　次に私が申し上げたいことは、大学の行動範囲
の拡大であります。先ほど規模の拡大、リソース
の拡大ということを申し上げましたけれども、し
かし拡大といっても限られております。規模の拡
張といっても、ある段階に達すれば、中身の充実
化に腰を据えて取り組むことが必要になります。
リソースの拡張も同様です。社会のリソースには
限りがありますので、リソースの拡張も限られま
す。この 2 つの行為がほぼ達成できた、あるいは
ある程度達成できたとき、われわれ大学が次に目
指すものは行動範囲の拡大です。第 3 のステップ
ですが、この行動範囲の拡大というのは、分かり
やすくいうと、中身をさらに充実させていくとい
うことです。その目標というのは、経済社会の発
展に目を向けて、ニーズはどこにあるのかスムー
ズにいち早くとらえて、そして最前線の学術研究
にも目を向けていくということであります。そう
いったことに立脚して大学の行動範囲を拡大して
いくということであります。これは前の 2 つの拡
大に比べて非常に複雑なプロセスであります。
　行動範囲の拡大というのは、次のいくつかの面
に表れると考えます。まず産業化を基盤とした大
学の行動範囲の拡大で、これは経済・社会発展に
おけるユーズに応えるということです。中国のよ
うな発展途上国では、経済成長に伴う先進的な技
術や基礎技術に対する需要が非常に旺盛ですが、
中国では産業がまだ完全には近代化していないた
め、こうしたニーズに応えるという社会的責任が
大学の肩にのしかかるわけです。ですので技術的
なイノベーションや技術の統合、さらには皆様も
おっしゃっていた、「活用」の「用」を含めた産
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学研用の提携という面で、社会からの期待が大学
に集まっています。こうした視点から、大学には
産学研用の提携を強化して、こうした社会的責任
を担っていく責務があるわけです。しかし同時に、
社会は大学に利益を還元し、好循環をもたらして
もくれます。これについては後ほど実例を挙げて
説明いたします。
　次ですが、これは市場化行動の拡大であります。
大学と社会との結びつきは、今さらに深みを増し
ており、その境界線というのはなくなりつつあり
ます。現在多くの企業が大学の基礎研究に積極的
にかかわり、大学に研究所やラボをつくっていま
す。こういった交流というのは、やはり大学と産
業界の相乗的な発展につながっていきますし、
ウィン・ウィンという関係を実現するといえます。
これは経済的な効果をもたらし、また地域、人文
社会の発展にとってもよい環境づくりになったわ
けです。
　3 つ目は、国際化を基礎とした行動の拡大です。
21 世紀において大学の行動あるいは社会の行動、
あらゆる社会の組織の行動というのは地域に限定
されるべきではないということです。今世紀の最
大の特徴というのは、各業界、あらゆる組織がす
べてグローバル化の大きな流れの中に適応しなけ
ればならないということです。こういった前提の
もとで大学はあらゆる企業の先端に立つべきであ
ります。なぜかといいますと、大学というのは社
会の文化を発展させる最先端に位置づけるべきも
のであるからです。
　こういった中で、大学が地域に限定して知識を
吸収することは不可能であり、また地域としても
それを提供することは不可能であります。ですか
ら大学は国際化し、あらゆるところからリソース
を吸収し、そして実際の行動に移していかなけれ
ばなりません。こういった面で科学技術研究を
ベースにしてきた大学はさらにもっと先に進むべ
きであり、そしてスピードを上げなくてはいけま
せん。
　3 つ目の話としましては、ハルビン工業大学の
実践活動をここでご紹介します。ハルビン工業大
学というのは、日本との交流が非常に古く、長い
歴史があります。現在ハルビン工業大学は日本の
18 の大学と協力関係にあります。学生の交流、

そして教授間の交流が非常に頻繁に行われており
ます。特に 90 年代の初期、日本政府はハルビン
工業大学に 4 億 5,000 万円の援助を行って、ハル
ビン工業大学の現代発展センターを創設しまし
た。ハルビン工業大学の人材育成、そして科学研
究に非常に大きな力を貸していただきました。こ
こで御礼申し上げたいと思います。
　両国間の協力、あるいは学生の交流というのは
非常に未来に着目しております。また、今回の
フォーラムの主題でもあります。我々のすべての
経済活動は、現在の学術活動を含め、政府間の活
動、あらゆるこういった外交協力も含めて、すべ
ては未来に着目すべきものであります。
　ここで、あるエピソードをご紹介します。中国
初の宇宙飛行士、楊利偉さんが宇宙から戻られた
際にハルビン工業大学にお越しくださり、お話を
聞く機会がありました。私は彼に、こう尋ねまし
た。宇宙に行って最も印象深かったのは何だった
か、忘れがたいものは何だったかと。楊さんは、
宇宙空間を歩いていた時に最も美しいと感じたの
は地球だった、ほんとうに美しいブルーの色で、
多くの星の中でもひときわ輝きを放っていた、と
いわれました。これは宇宙飛行士としての直観的
な感想だったわけですが、私は教育者として大き
な衝撃を受けました。なぜかといいますと、地球
は我々人類が共に生きる場であり、この地球を大
事にしない理由はどこにもありません。この地球
を傷つけることは、人類全体にとっての痛みであ
り、いかなる地域で起きた天災も、人類全体に対
する天罰なわけです。ですから、大学というのは
こういった懐の大きさや視点で教育や研究、社会
サービス、国際協力に取り組んでいかなければな
りません。学生の交流というのは、人類の未来の
ために必要不可欠な交流であり、全ての大学に求
められているものです。交流がなければ理解がな
い、理解がなければ信頼関係はない。理解と信頼
関係は、国と国との関係および世界全体の平和か
つ健全な発展の前提です。ですからより多くのエ
ネルギーを、若い人たちの交流に注ぎ、若い世代
から緊密な関係を構築することで、人類の未来の
発展を促していくべきなのです。
　ハルビン工業大学は、日本の大学と教員間にお
ける交流が活発です。ハルビン工業大学には、日
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本の大学で博士号を取得した教員が多くおりま
す。大体 30 年前、私がまだ学生のころですが、
このときから日本の千葉工業大学とすでに協力関
係がありました。30 年間ずっと緊密な関係を保っ
ており、徳島大学や名古屋大学、東京大学など多
くの学校ともその後協力関係を結びました。
　今日もう 1 つ申し上げたいことがあります。現
在教育界の非常に良くない傾向なのですが、提携
校として名門校、例えばオックスフォード、ケン
ブリッジやスタンフォードといったところを偏愛
する傾向があります。世界の名門校と提携するこ
と自体は良いことですし、必要なことです。ただ
し大学はいずれも世界の教育界を担う一員であ
り、ネームバリューだけを求めることがあっては
なりません。いずれの大学にも学ぶべきところは
ありますので、階層化してしまうのはよろしくな
いと思います。お互いに助け合って、自分の短所
を補いながら、共に成長していくことが必要だと
思います。こうした考え方は、我々がこれまで千
葉工業大学と非常にいい関係を保ってこられた秘
訣でもあります。千葉工業大学も急成長しており
ますし、もちろん東京大学や名古屋大、東北大学
なども伸びております。我々としては、すべての
大学がいい発展を遂げることを期待しておりま
す。
　3 つ目は、今後の協力環境についてですが、実
務協力によりウィン・ウィンを実現するというこ
とです。この面の発展については、今後まだまだ
伸び代があると私は見込んでいます。最近の
ニュースで非常にびっくりしたのですが、ヨー
ロッパの欧州合同原子核研究機構とイタリアの国
立研究所が行った共同実験で、光よりも速い超光
速のニュートリノが観測されたそうです。この現
象はまだ完全には検証されていませんけれども、
しかしこういった物理現象が人類にもう 1 つの発
展のモデルを提供したと思います。つまり新しい
社会の未来に直面したとき、我々が未知の社会を
探索するとき、あるいは未知の空間を探索すると
き、科学的な課題のほとんどが 1 つの大学や機関
で解決できるものではないということです。より
幅広い協力を行い、手を携えて人類の直面する重
大な科学的課題に取り組み、そして社会の産業と
経済の発展を共に推し進める必要があります。手

を携え、ウィン・ウィンを実現するわけです。
　アメリカの数学者ジョン・ナッシュ氏が数年前
にゲーム理論といったウィン・ウィンの概念をす
でに提起しており、こういった明るい見通しを追
い風として、私たち教育界や産業界の人間、ある
いは教育に関心を寄せる人々が、実務的な発展や
ウィン・ウィンの協力により力をいれていき、将
来的にはこれが人類社会の発展のモデルとなるで
しょう。
　ですからハルビン工業大学では、企業との協力
でも非常にいい関係を結んでおります。我々は国
際的に 700 を超える企業および研究機関と実質的
な協力関係を結んでおります。私が非常にうれし
く思っていますのは、日本の研究機関が全体 700
のうちの大体 19％を占めて、アメリカの次に多
い協力関係の国であるということです。これらの
関係はすべてウィン・ウィンの関係を築いており
ます。学術交流も同じです。ですから学生、教師
の間の交流をさらに発展する必要があります。
　これ以外に文化的な協力プロジェクトについて
少しお話したいと思います。文化というのは社会
発展の主体、媒体であり、精神的な柱でもありま
す。ですから学術交流を行う際の最終的な目的が
社会、文化の進歩を促すことだということを忘れ
てはなりません。経済発展だけではないのです。
ですので、輝かしい未来、そしてアジアの繁栄の
ために共に努力していきましょう。機会がありま
したら、ハルビン工業大学にぜひお越しください。
心よりお待ちしております。
　ご清聴ありがとうございました。
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　こんにちは。你好嗎？　名古屋大学の濵口道成
でございます。
　今日は、本当にたくさんのご来賓の皆様の前で
私ども名古屋大学のお話をすることができ、大変
光栄に思っております。私どもの考えていること
を、少し今日はお時間をいただいて、お話しさせ
ていただきたいと思います。
　私どもの大学が目指す人材育成について、今日
はお話を絞って話していきたいと思います。ただ、
名古屋大学といっても、あまりなじみのない方々
もお見えになるかと思いますので、名古屋大学の
ある名古屋市、愛知県はどういうところかという
ことからお話をさせていただきます。
　名古屋市は、東京と京都、大阪のちょうど間に
あります。東京から約 1.5 時間、大阪から 50 分
のところにあります。人口が 220 万の都市で、全
国で第 4 位の市になっております。名古屋があり
ます愛知県の特徴は、日本の産業の中心地です。
自動車や自動車関連部品、セラミックス、工作機
械、航空機の代表的なトップメーカーは、ほとん
どが愛知県にあります。資料を見てみましょう。
例えばトヨタ自動車の本社がありますし、飛行機
では、最近話題になっていますボーイング 787 の
機体の 35％が、愛知県でつくられ、アメリカへ
輸出しております。
　名古屋市はこの辺りにありますが、愛知県全体
では人口は 740 万ぐらいで、県内総生産は 37 兆
円です。少し強調させていただきたいのは、東京
よりも子供がたくさん産まれます。日本の平均よ
りもたくさん産まれています。つまり家庭が安定
していて、子供を育てる環境がある土地でもあり
ます。一方で、工業生産は全国で 1 番、それから
製造業に従事している人口は 80 万人、これも全
国で 1 番なのです。ですから日本の産業の中心は、
実は名古屋にあるといえます。

　これを実際にデータで見ていただきますと、製
造業の出荷金額上位 30 項目のうち 11 項目は愛知
県が 1 番なのです。この赤いのが全部愛知県です
から、こういうものはほとんど全部愛知県でつく
られているのです。
　工業が盛んですが、実は農業も大変盛んで、北
海道とか鹿児島県とずっと競争している愛知県
は、農業県でもあります。全国の農業生産の大体
4 位から 5 位をずっと占めておりまして、代表的
なのは野菜が 4 位、花は全国で 1 番なのです。そ
れからミルクは 5 位になっていますし、卵は 3 位
です。ですから、たくさん食料もつくっていると
ころなのです。また、自動車やセラミックスもつ
くっています。だから物をつくることにとっても
熱心な人たちが、この県には住んでいます。
　どれぐらいの生産性があるかというと、面積で
はベルギーやオランダより大分小さいですが、人
口が大体ベルギーと同じぐらい、オランダより少
し少ないくらいです。県内の総生産力は大体ベル
ギーと同じで、1 人当たりの生産力は、大体オー
ストラリア、オランダ、ベルギーと同じぐらいで
すから、ヨーロッパの中規模クラスの国と同じぐ
らいの生産力が愛知県にはあります。
　そこにある名古屋大学というのは、どういう大
学かといいますと、140 年の歴史があります。病
院、医学部として始まりましたが、最初の 68 年

基調講演2

名古屋大学総長
濵口　道成
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間は大変苦労が多く、3 回ほどつぶれています。
つぶれては 1 カ月後にもう 1 回つくる、これを繰
り返しているのです。なぜかというと、名古屋、
愛知県の人々が名古屋大学は大事だ、大事だと
思ってくれているわけです。地元が強い支持をし
て、ようやく国立大学になったのが 72 年前なの
です。ですから、140 年の半分は地元の大学、残
りの半分がようやく国立大学という歴史からみた
大学の特徴があります。国の基幹研究大学である
とともに、先ほど申し上げた、たくさんの工業や
農業を支える中部の産業を支える人材を育てる大
学でもあることです。ですから、研究にも 1 つの
特徴があります。応用化の視野を持つ基礎研究者、
基礎研究の知識を持った応用研究者、こういう人
たちを育成してきました。
　歴史的には、1871 年に病院としてできて、総
合大学になったのは 1939 年で、68 年かかってい
ます。今、2004 年から法人化になり、サイズと
しては、教員は1,717名で、中国の大学と比べると、
小規模だと思います。学生も、大学院生と学部生
を合わせても 1 万 6,500 名ぐらいですから、小さ
いですね。
　こういう大学ですが、私たちがとても大切にし
ている、私たちの誇りである歴史は、ノーベル賞
を取られた方が 4 人出ているということです。最
初は野依先生が 2001 年に化学賞を取られました。
それから 2008 年に下村先生が化学賞、小林先生
と益川先生が物理学賞を取られています。同じ 1
年の間に物理学賞と化学賞を取られた方が出てお
ります。これはちょうど総合大学になってから
70 年くらいですから、この方々は 40 年前ぐらい
のときに名古屋大学で育った方々なのです。
　どうしてこういうノーベル賞が生まれたか。私
は「老師」の存在があると思います。ノーベル賞
を受賞された先生を指導された先生がすばらし
かったのです。今日はこのお話をまずしたいと思
います。まず、小林先生と益川先生は、坂田先生
の教室の学生でした。坂田先生の一番強調された
ことは、「学問の前にはみな平等」、「研究の前で
はみな平等」ということで、これが研究室で徹底
されていました。ですから先生も学生も、お互い
を「さん」で呼んでいました。「先生」、「老師」
と呼んでいませんでした。

　こういう話を益川先生から聞いております。名
大が現在の東山キャンパスにできたとき、山を開
いて大学をつくったので、雨が降ると、どろどろ
の道になるところでした。益川先生が坂田先生に
質問があって、どろどろの靴のままで教室へ入っ
て行って質問して、質問が終わって帰った後、そ
のまま帰りました。ところが、教授室に忘れ物を
したので、もう一度坂田先生の部屋へ行ったら、
坂田先生がモップで益川先生が汚した床を黙って
ふいていたということがあったそうです。坂田先
生は、何も「こらっ」とか怒らなかったのです。
この光景は益川先生にとっては、40 年たっても
忘れられない記憶であり、先生が、これほど私を
大事にしてくれているのだと、益川先生は、語っ
ておられます。すばらしい先生だったと。
　もう 1 人の方は、平田先生です。平田先生の教
室からは下村先生と野依先生が育っております。
この先生も素晴らしい先生でした。学生も教員も、
やはり対等な研究者としてつき合っておられまし
た。こんな話が残っております。先生は研究が本
当に好きなので、いつも実験材料を調べていまし
た。研究室の前に汚いござを敷いて、どろどろの
服を着て、手ぬぐいを腰に下げて、標本を整理し
ていると先生のところにお客さんが来て、「おじ
さん、平田教授はどちらに見えますか？」と聞く
と、先生はにやにやとして、「私です。」と答えた
ということです。これが先生の毎日だったのです。
一旦学生にテーマを与えたら、もう後はほったら
かしなのです。好きにやれということです。その
中から下村先生の研究が生まれてきました。
　弟子を大切にしなさいとは、孟子先生も言って
おられます。指導者が学生をどう見るかで、学生
は指導者をどう見るか決まってきます。これがや
はりあったのではないでしょうか。
　もう 1 つ申し上げたいことは、名古屋大学は実
は応用研究も盛んです。その代表が赤﨑先生の青
色発光ダイオードです。これは一時期、日本の大
学における特許収入のほとんどを占めておりまし
た。この発明がなかったら、今私たちが使ってい
るパソコンもありません。それから携帯電話もあ
りません。現代社会の在り方を変えたかもしれな
いとても大きな発明だったのです。こういう研究
が名古屋大学の中から出たのです。もう一つは、
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野依先生のノーベル賞を取られた不斉合成法で
す。この 2 つの研究に共通していることは、とて
も長い時間をかけて大学が支援をしてきたことで
す。
　赤﨑先生の研究では、ゴールに行くまで実に
39 年かかっているのです。初期の段階ではほと
んど科研費も取れない状態で、そんなことは不可
能だといわれている時代からずっとやってこられ
たのですが、最終的には応用製品では 3.6 兆円の
売り上げ、それから新規雇用で 3 万 2,000 人の人
に仕事ができるようになりました。これは直接的
なものです。
　野依先生の場合は、23 年かかって不斉合成、
右手と左手、いろいろな化学物質は同じ物質でも
右手型、左手型がありますが、どちらかのだけを
きちっとつくる合成法をつくられた。それで今、
世界のメントールの 3 分の 1 をこの方法でつくっ
ております。これも 23 年かかっています。
　この先生方の教室、あるいは先生方の仕事を見
ていると、指導の共通点があります。1 つは、「老
師」がいたことです。すばらしい先生がいたから、
学生が育ってきました。この先生方、坂田先生、
平田先生に共通することは、学生も教授も研究室
の中では対等の関係だということです。今、日本
はリーダーシップ論というのが盛んですが、これ
は日本の今のリーダーシップ論と、実は逆の形な
のです。
　それから、これは大変難しい問題ですが、強い
意志力を育てる指導がありました。対等と言いな
がら、強い意志力を育てるというものです。例え
ば、下村先生はよく大学に立ち寄られるものです
から、講演会をやっていただいております。先生
は今週の日曜日も実はお会いしていたのですが、
学生がある時、こういうことを聞いたのです。「先
生。研究に失敗しましたら、どうしたらいいので
すか」。先生の答えは簡単でした。「成功するまで
やりなさい」。また先生は、こういうことも言わ
れました。「テーマをあまりころころと変えると、
負け癖がつきます。ですから、自分が 1 つこれを
やりたいと思ったら、しっかり、とことんやりな
さい」と、こういうことを言っておられました。
一人一人の研究者の個人の自立を尊重する放任、
ほったらかしがあったのです。

　そして最後は、偉大な成果というのは、やはり
非常に時間がかかったという事実です。20 年か
ら 30 年、最初の頃は、みんながほとんど不可能
だと考えていることにチャレンジしていったとい
う、ここが大事なのです。そのチャレンジは、や
はり強い意志力を育てる指導、環境があったから
だと思います。
　では、私たちは今何を目指したいか。この伝統
を継承し、発展していく道はあるのかと考えてお
りますが、名古屋大学には学術憲章というのがご
ざいます。これは大学の一番大事なルールです。
そのルールの中で、私たちが大切にしている言葉
は、「自由闊達な学風」です。一人一人の研究者
になるべく自由に発想をさせ、自分のやりたい研
究に打ち込ませるような環境をつくりましょうと
いうもので、世界屈指の成果を生み出すことと、
あと、論理的思考力と想像力に富んだ「勇気ある
知識人」を育てる、こういうことを私どもは誓っ
ております。
　特に「勇気ある知識人」というのは、歴史的な
反省から生まれております。実は私どもの先輩が、
日本が戦争を始めたときに、戦争に反対というこ
とをはっきり言えなかったということがありま
す。それに深い深い後悔の思いと反省をもって、
反対と思うときは反対という意見を勇気を持って
言いましょうと、これが大学の憲章にも書いてあ
るのです。
　私が、名古屋大学総長に就任してから、濵口プ
ランというのをつくりました。その要旨は、まず
私どもの大学を、名古屋大学と呼ばれる存在から
Nagoya University にしたいというものです。国
際化をしたい、国際化をすることによって多様な
人材が集まり、違った文化を持ち、異なる言語を
使う人がぶつかり合う中で、新しい活力が生まれ
てくるものと思います。それがまず 1 つ、大きな
目標です。そのために世界に通ずる人材の育成、
トップレベルの研究推進、グローバル化の推進、
この 3 つを要点に置いております。
　世界に通じる人材の育成で、今進めております
のは、Young Leaders Cultivation というもので
す。若手育成プログラムとして、若いリーダーを
育てる独自戦略を始めております。要点は、まず
益川先生や下村先生とじっくり交流する機会をつ
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くり、大きな仕事をされた先生が、どんな考え方
を持っているのか、何に価値を置いているのか、
ということを若い研究者に伝える機会をつくると
いうものです。分野を越えた人材を集めることに
配慮しており、文学、経済、法律をやっている人
や、工学、医学、理学、宇宙をやっている人など
で、例えば、宇宙をやっている人の話を、文学を
研究している人が聞く機会をなるべく増やすな
ど、分野横断型の交流を行っております。また、
海外留学を義務付けております。
　もう 1 つ、名古屋大学が今、力を入れておりま
すのは、女性リーダーの育成であります。これは、
日本は中国と比べると随分遅れていると思いま
す。大学も産業界も、ほとんど男性が中心の社会
になっていますので、若い女性の研究者をどんど
ん教授にしていきたいと考えており、大分進んで
おります。このために、例えば大学の中へ保育所
をつくったり、学童保育をつくって子供を大学が
契約したタクシーが迎えに行って、大学へ連れて
きます。大学へ子供が来ると、バーコードリーダー
というのを子供が持っていまして、コンピュー
ターのリーダーにピッと当てると、お母さんのコ
ンピューターのモニターの上に、何時何分に大学
に到着したことが、ちゃんとわかるようにしてあ
ります。保育所の中にはカメラが置いてあり、お
母さんが心配になったら、自分のコンピューター
のスイッチを入れると、子供の動きが見えるとい
うようなサポートを、現在しております。
　次にお話ししたいのはグローバル化でございま
す。現在トータルで大体 1,600 名弱の留学生を受
け入れております。これは本学の学生の 1 割にな
ります。一番多いのが中国からで大体 6 割弱、
834 名現在おります。いつも大変感謝しておりま
す。私も教授をしていました頃は、たくさんの中
国の学生に研究に参加していただきました。今、
その中には中国へ帰って教授をやっている人も何
人かいます。本当に皆さん、よく働くし、研究熱
心でした。今もそれは変わりません。その次に多
いのは韓国、インドネシア、台湾、マレーシア、
ベトナムとなってきます。
　今、この留学生数を、10 年以内に 3,000 名まで
増やしたいという目標を掲げております。皆さん
の大学のサイズから比べると、小さいな、あるい

は少ないなと思われるかもしれないです。ただ、
私が申し上げたいのは、大きな海も、もとは 1 滴
の雨から始まります。一つ一つの雨が乾かないよ
うに大事に育てることによって、それが川になっ
て、海になっていく。私たちは、その最初のとこ
ろを担当したい。大きな海をつくることは考えて
いません。一つ一つの雨を育て上げたい。それが
私たちの名古屋大学の仕事だろうと思っておりま
す。
　こういう人材を育てるために、実は高等研究院
という組織を大学の中につくっています。これは
先ほどの YLC（若手育成プログラム）も、ここ
が中心になって動いております。グローバル
COE という大型のプロジェクトも、ここが動か
しています。
　それから今、力を入れているのは、アカデミッ
ク・イングリッシュです。これは日本人の英語が
大変粗末で、高校 3 年生の時に一番英語がよくで
きて、大学へ入るとどんどん英語の力が落ちると
いうのが日本の大学生の特徴でした。今これを変
えようとして、2 年経ち、少し成果が見えてきた
ところです。
　その他、国際化のプログラムをたくさん持って
おりますが、代表的なものを 1 つお示しします。
自動車工学サマープログラムです。名古屋は自動
車の産業が活発ですので、自動車工学のサマープ
ログラムを立ち上げ、大変人気を得ております。
その他、国際化のネットワークもたくさんつくっ
てきており、大学間の協定では、中国の大学とは
私どもとしては一番たくさん提携をしていただい
ています。それから海外拠点を幾つか設立してい
ますが、上海事務所というのは大変大事な役割を
果たしています。それから AC21 という国際ネッ
トワークをつくって、連携をしております。
　最後に、世界トップレベルの研究推進をどう
やって私たちが進めていきたいかというお話を少
しさせていただきます。昨年、素粒子宇宙起源機
構を設立し、益川先生に中心になっていただいて、
日本のトップレベルの宇宙と素粒子、一番大きな
構造と一番小さな構造を研究する、そういう研究
所をつくりました。
　それから、研究施設で特徴的なのは、今年稼働
を始めました超高圧電子顕微鏡というのがありま
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す。これは想像を超える大きな顕微鏡でして、大
体 3 階建ての建物と同じです。総重量が大体 330
トンありますが、これで今まで見えなかったもの
が、沢山見えるようになってきています。
　それから今、進めておりますのがシンクロトロ
ン光センターで、これは来年度から稼働し始めま
すが、大学の予算ではとてもつくれない大きな組
織ですので、施設の建設は愛知県にお願いしまし
た。運営は愛知県の科学技術交流財団にお願いし
て、名古屋大学は研究者と技術者を派遣するとい
うことで、行政と大学と、そして利用は産業界も
含めて協同で動かしていく拠点がいよいよ名古屋
でも動き始めます。
　これからの時代を見たときに、一番大事な言葉
は持続可能性（サステイナビリティー）だと思い
ます。資源が枯渇して、環境が汚染され、地球が
温暖化しております。その中で 70 億以上の人口
を、この地球の上で養っていかなければならず、
私どもが思いますのは、競争から共生へという時
代に変わってきているということです。公害を克
服し、安全・安心、自由平等な社会の実現を目指
す、これをやはり名古屋大学は進めたいと思って
います。
　名大の先輩で、例えばこういう地球規模の課題
に挑戦してきた人としてトヨタ自動車でプリウス
というハイブリッド車をつくった、内山田副社長
という方がいらっしゃいます。それから先ほどの
赤﨑先生で、青色発光ダイオードがあり、これは
エネルギーの消耗をすごく抑える発明でもあると
思います。
　この流れで考えておりますのは、産業界との連
携によって次世代の自動車を開発する組織を今年
立ち上げるということで、トヨタ自動車からもた

くさん客員教授に来ていただいています。その他、
幾つかある研究の代表的な 1 つとして、名大スー
パーライスというのができました。これはパテン
トも今、とっているところですけれど、食糧危機
を克服するために、新しい品種のお米をつくると
いうものです。今までの稲の 1.4 倍です。しかも
これは遺伝子操作を含んでいませんので、安心し
て食べられるお米です。ほかにも、例えば水が少
なくても育つお米とか、害虫に強いお米とかいう
のを、どんどん品種改良してつくっております。
　いろいろ申し上げましたが、今から 1300 年前、
唐の太宗がおっしゃった言葉に、「林深ければ鳥
棲み、水広ければ魚遊ぶ」という言葉がございま
す。私が思いますのは、みんながあこがれる研究
室が大学の宝であります。こういう研究室を幾つ
今、実現できるかが、私たち大学が試されている
点であります。多くの人を引きつける研究室をつ
くる、そのために今日申し上げたいことは、自由
な発想を支える対等な人間関係、それから若手研
究者の自立を促す研究指導、そうして強靭な精神
力をはぐくむ文化、こういうものを大学の中で少
しでもつくり上げていきたいということです。特
にこの 3 番目の点は、今、日本の若者は気弱になっ
て、内向きになっていますので、大きな課題であ
ります。
　これを実現する 1 つのキーワードは国際化だろ
うと思います。いろいろな文化を大学の中に取り
入れて、いろいろな文化、いろいろな言語が飛び
交う中で、新しい発想と忍耐力が生まれてくる環
境ができるだろうと思います。ですから私たちは
グローバリゼーションこそ、今の大学を救う 1 つ
の道であると考えております。
　本日はご清聴どうもありがとうございました。
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　ソニーの中鉢でございます。本日は、日中発の
イノベーションを推進するために必要なことにつ
きまして、特に産業界の立場でお話をさせて頂き
たいと存じます。
　初めに、3 月 11 日の東日本大震災について触
れさせて頂きたいと思います。私は、東日本大震
災で被災した宮城県の出身でございます。震災前
には、故郷の宮城は帰ればいつもと変わらぬふる
さとの姿を見せてくれました。しかし、震災後し
ばらくの間は帰りたくても帰れず、またあの美し
いふるさとは一瞬にして消え去ってしまいまし
た。この度の大震災は、これからの私の人生の前
提を大きく変えたことは言うまでもありません
が、日本の将来をもまた大きく変えてしまったの
であります。
　ソニーの東日本の事業所も大きな被害を受けま
した。この写真にもありますように、後ほど詳し
く触れたいと思いますが、私どもの仙台工場は津
波で完全に浸水して、数カ月にわたってライフラ
インが寸断されたのであります。
　そのような中にございまして、中国の皆様から
は、多くの支援活動と被災地へのお見舞いを頂戴
いたしました。5 月末には温家宝首相が仙台まで
お越し下さり、深い哀悼の意を表して下さいまし
た。中国の皆様の温かいご支援に対して改めて厚
くお礼を申し上げます。
　私は被災地の出身ということもありまして、日
本政府の東日本大震災復興構想会議のメンバーと
して、復興の議論に参加させて頂きました。その
中で一貫して申し上げてきましたことは、復旧か
ら復興を目指すにはイノベーションを伴う復興で
なければいけないということであります。東北に
新しいイノベーションを興し、広く投資を求め、
そして地元の雇用に結びつけるというものであり
ます。そして、東北の復興は、単に東北だけの復

興にとどまらず、日本の復興につながるものであ
るということであります。
　復興構想会議は、提言の取りまとめに先立ちま
して、復興の青写真を描く指針として、復興構想
7 原則を策定いたしました。原則 3 では、イノベー
ションの重要性を次のように表現しております。

「被災した東北の再生のため、潜在力を生かし、
技術革新を伴う復旧・復興を目指す。この地に来
たるべき時代をリードする経済社会の可能性を追
求する」というものであります。また、先月の夏
期ダボスフォーラムでも、温家宝首相が、中国は
GDP の 2.2％を研究開発に充て、イノベーション
主導型の経済を促進すると仰っておりました。イ
ノベーションが経済成長のエンジンであるという
思いをさらに強くした次第でございます。
　ここで、日本の科学技術政策について、少し紹
介させて頂きたいと存じます。日本は 1995 年に
制定した科学技術基本法に基づき、これまでの 3
期 15 年にわたって科学技術基本計画を策定し、
科学技術の振興を行って参りました。1996 年か
らの第 1 期科学技術基本計画では、17.6 兆円の政
府研究開発投資や、ポストドクター 1 万人計画を
はじめとした、新たな研究開発システムの構築を
進めて参りました。
　続く 2001 年からの第 2 期、そして 2006 年から
の第 3 期では、「新しい知の創造、知による活力

基調講演3
ソニー株式会社取締役代表執行役副会長、日本経済団体連合会
産業技術委員会共同委員長、総合科学技術会議議員
� 中鉢　良治
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の創出、知による豊かな社会の創生」という基本
理念のもと、第 2 期には 21.1 兆円、第 3 期には
21.7 兆円の政府研究開発投資を行って参りまし
た。またこの 10 年間、戦略的重点分野として、
ライフサイエンスや環境、材料、情報通信など、
8 つの分野の重点化を図りました。その結果、論
文被引用数で世界トップの研究者を輩出するな
ど、着実に成果を上げてきたのであります。
　私は 2010 年より内閣府総合科学技術会議の議
員として、第 4 期基本計画の作成から参加させて
頂いております。2011 年の 4 月からは 4 期目と
なる基本計画がスタートすることになっており、
3 月に基本計画案が閣議決定される予定でござい
ましたが、閣議決定直前に大震災が発生してしま
いました。大震災からの復興・再生に向け、政府
全体が政策の見直しを行う中、総合科学技術会議
でも迅速に計画案の見直し作業に入りました。そ
して、この 8 月に、復興・再生策を盛り込んだ見
直し案が閣議決定されたのであります。
　第 4 期基本計画では、日本が抱えている課題を
次のように整理しております。即ち、震災からの
復興、環境・エネルギー問題、高齢化社会への対
応、イノベーションを担う人材の育成の 4 つであ
ります。しかし、これまでの科学技術政策では必
ずしも社会に存在する問題の解決には直接つな
がっていないとの認識のもとに、第 4 期基本計画
は、科学技術政策から科学技術イノベーション政
策に変えること、分野重点化から課題解決型に変
えることを基本的思想として策定いたしました。
　そして、持続的な成長と社会の発展を目的とし
て、将来の課題を解決するイノベーションを創出
すべく、4 つの柱を設定したのであります。即ち、
震災からの復興・再生並びに災害からの安全性向
上、グリーンイノベーションの推進、ライフイノ
ベーションの推進、基礎研究及び人材育成の強化
の 4 点でございます。また、課題解決型のイノベー
ションのために、5 年間で 25 兆円、GDP1％の政
府開発研究投資を予定しております。
　先ほど掲げました課題は、実は世界のあらゆる
国が現在あるいは将来直面するであろうグローバ
ルな課題でもございます。従いまして、第 4 期計
画はグローバルの課題解決にも貢献したいという
思いも込められたものであります。日本の研究開

発予算は、おおよそ GDP の 4％弱であります。
このうち、先ほど申し上げました 1％弱が公的研
究機関によるものでありまして、残りの 3％は民
間企業が支えておるのであります。
　ここで、イノベーションの主たる担い手であり
ます産業界について見ていきたいと思います。
1990年代の失われた10年間を経て、2008年のリー
マンショック以降、日本の産業界は大きな痛手を
被りました。この時期、多くの企業は研究開発費
と設備投資を抑制して当面の危機をしのごうとし
たのであります。研究開発と設備への投資は将来
の成長に欠かせないものではございますが、当時
は想像を絶する危機的状況のためにこのような措
置がとられたのであります。
　リーマンショックが起こった 2008 年を境に、
企業が R ＆ D への投資を抑制していることが、
ここに示しました総務省統計局のデータでも裏づ
けられております。プライベートセクターの研究
開発費は、2008年度は13兆6,345億円だったのが、
2009 年には約 12 兆と、12％も減少しているので
あります。こうした厳しい経済環境にあっては、
以前にも増してイノベーション創出の効率を高め
る必要が生じて参ります。そのためには、これま
でも叫ばれておりました産学連携や、また近年提
唱されておりますオープンイノベーションが有効
であります。
　ここで、ソニーの仙台工場の誕生にまつわる産
学連携のエピソードを紹介したいと存じます。ソ
ニーのファウンダーである井深大と盛田昭夫は、
創業間もない 1950 年前後にかけて、テープレコー
ダーの開発にソニーの将来を託す決断をいたしま
した。ちょうどその当時、中国にも同名の大学が
ございますけれどもこれは仙台にある方ですが、
東北大学は磁気記録の基本となる技術や、フェラ
イトなどの磁性材料など、テープレコーダーに不
可欠の要素となる研究で世界をリードしておりま
した。そこで、ソニーは東北大学との踏み込んだ
共同研究を決意し、共同研究の実行にあたっては、
盛田昭夫の実弟で、後に副社長となります盛田正
明を東北大学の岡村教授のもとへ派遣研究員とし
て送り込むのであります。
　この共同研究は、基礎研究は東北大学が、応用
はソニーがというように役割分担を明確にして進
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められていきました。その結果、共同研究が大き
な成果を収め、仙台に量産工場を設立する運びと
なりまして、東北大学より高崎先生を初代の工場
長として招き入れたのであります。仙台に工場を
設立した背景には、東北大学と地理的に近いとい
うことに加えまして、宮城県が工場誘致を積極的
に行っていたことも一因となりました。仙台工場
は、宮城県工場誘致条例の第 1 号の適用を受けて
おります。
　こうして、ソニーはいちベンチャー企業から、
東北大学との人材交流や共同研究を通じて、日本
初のテープレコーダーの商品化や、今日に通じる
AV メーカーとしての礎を築くことができたので
あります。
　この事例は、東北大学のイノベーションの種に
ソニーが投資し、仙台工場を設立し、地元に雇用
も創出できたという産学官連携の好例でありまし
た。そして、仙台工場はやがて磁気テープの生産
を開始し、磁気記録を通じて報道、教育、芸術等
の分野にタイムシフトという新たな社会変革をも
たらし、録音・編集によるテレビ番組、教育、エ
ンターテインメントなど、新たな産業の創出へと
つなげることができました。
　事業化のプロセスに対しては、ファウンダーの
井深は、「1、10、100」の教えということを述べてお
ります。ここで「1、10、100」とは、アイデアを
出すエネルギーを 1 といたしますと、量産化には
その 10 倍のエネルギー、そしてまた事業化には
さらにその 10 倍のエネルギーが必要であるとい
うことを表すものです。言い換えますと、1 つの
アイデア・技術だけでは儲かるビジネスにはなか
なかならないということでありまして、ここに産
学連携の必要性があるのではないかと思います。
　大学や公的研究機関といったパブリックセク
ターには無数のアイデアが存在しておりますが、
一方で、プライベートセクターには長い年月をか
けて培った量産化・事業化へのノウハウがござい
ます。イノベーションを創出するには、プライベー
トセクターとパブリックセクターの緊密なパート
ナーシップが不可欠であると考えられます。
　さて、今回のフォーラムのテーマは、「世界に
羽ばたく中国の大学との新たなパートナーシッ
プ」であります。そこでここからは、ソニーの事

例を見ながら、日中間のプライベートセクターと
パブリックセクターの連携について考えていきた
いと存じます。
　ソニーは 1978 年に、仙台工場も大いに関わっ
た放送用機器の販売で中国でのオペレーションを
開始いたしました。その後、ビデオカメラや光学
部品など、販売商品を拡大してきたのであります。
また販売に加えまして、1993 年には上海索広電
子有限公司を設立し、カメラ一体型 8 ミリビデオ
のメカデッキの生産も開始いたしております。そ
の後も、ソニーは中国の成長に呼応する形でオペ
レーションの拡大を続け、1995 年には北京索鴻
電子有限公司を設立し、開発を手がけるようにな
りました。
　さらに 2004 年には、上海市浦東新区張江ハイ
テクパーク内に上海テクノロジーセンターを開設
するとともに、中国科学院とのコラボレーション
がスタートいたしました。中国でついに研究を手
がけるまでになったのであります。2005 年には
Sony China Research Lab を設立するなど、中国
科学院との連携を深めております。
　このように、販売や製造から始まった中国オペ
レーションは、次第に設計や開発といった上流の
工程にまで遡り、今日では研究開発から企画、設
計、調達、製造、販売というような一気通貫のビ
ジネス機能を持つにまで至った訳でございます。
　そこで次に、中国での研究活動を示す事例を 2
つ挙げさせて頂きます。現在、ソニーは中国の
10 以上の大学・研究機関と連携して R ＆ D を進
めておりますが、ここでは、先ほど少し触れさせ
て頂きました、中国科学院との連携についてお話
をさせて頂きます。ソニーは 2004 年 11 月に、
IT、ネットワーク、通信、材料、バイオテクノ
ロジー、エレクトロニクス分野での共同研究を目
指し、中国科学院とのコラボレーションをスター
トさせました。
　また、2005 年 6 月には、中国科学院傘下の上
海珪酸塩研究所とカーボンナノチューブのプロ
ジェクトに関し、共同研究開発の契約を締結して
おります。さらに 2007 年 4 月には、上海珪酸塩
研究所に共同研究室を設立いたしました。ここで
は、互いの技術や人材を相互に活用しながら、新
エネルギーとして期待が大きい太陽電池の材料研
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究と応用開発にフォーカスをした研究を進めてお
ります。共同研究は途上段階ではございますが、
今年の 6 月には、北京の中国ナショナルコンベン
ションセンターで開催された日中グリーンエキス
ポおいて、色素増感型の太陽電池を紹介させて頂
きました。会場の皆様の中にも、ご覧頂いた方が
いらっしゃったのではないかと存じます。
　2 つ目は、日中韓大学間交流・連携推進会議で
進める「CAMPUS Asia 構想」でございます。こ
の取り組みは、日本・中国・韓国の大学間で、政
府レベルで質の保証を伴いながら単位の相互認証
を進めるなど、東アジアでの大学間交流を促進す
る画期的なものでございます。2009 年 10 月の日
中韓サミットでの合意を受けて、昨年 4 月に第 1
回の会議が東京でキックオフいたしました。日本
側の委員の 1 人として、学生に海外経験を踏ませ
ることの重要性などを私自身訴えてまいりまし
た。ヨーロッパでは、1987 年よりエラスムス計
画によって、EU として人的資源を養成・確保す
ることや、世界市場で EU の競争力を向上させる
こと等の目的のもと、大学の競争力を高める取り
組みが進んでおります。
　Times Higher Education や上海交通大学の大
学ランキングは、大学の競争力を示す 1 つの指標
であります。先日、タイム誌の 2011 年のランキ
ングが発表されたばかりでありますが、アジアの
トップは東京大学の 30 位と、欧米の大学に比べ
て、東アジアの大学のプレゼンスは必ずしも世界
で高いものではございません。しかしながら、経
済成長の中心がアジアに移った今こそ、日中韓の
大学は相互に手を携えることで競争力を向上させ
るチャンスであると考えます。
　CAMPUS Asia では、本年 5 月に策定したガイ
ドラインに基づき、パイロットプログラムを公募・
審査しているところでございます。7 月までに 50
件を超える応募がございました。来月に開催され
る第 4 回会議におきましては、採択プログラムの
報告が行われる予定でございます。
　東北大学との産学連携の例で見ましたように、
産業界は競争力のある大学・研究機関とのパート
ナーシップを求めております。中国の大学との連
携をさらに進めるためにも、CAMPUS Asia 構想
によって、その競争力が高まることを期待してお

ります。本年 9 月には、文部科学省が開催したシ
ンポジウムにおきまして、関係者間で活発な意見
交換が行われたとの報告も受けております。日中
両国政府や各大学の積極的な取り組みをお願いし
たいと思います。
　ここまで、中国がイノベーションの重要拠点で
あるということを述べて参りました。一方で、日
中のパートナーシップによってさらにイノベー
ションを促進していくためには、幾つかの課題も
ございます。産業界は、両国が安心してイノベー
ションを創出できる環境整備を期待しておりま
す。第 4 期の基本計画の中でも触れておりますが、
知的財産戦略や国際標準化戦略の推進といったシ
ステム改革については、今後協議をしていくべき
重要な点だと思っております。
　私の経験で言いますと、ソニーに入社して最初
の 8 年間、最初の仕事でございますけれども、メ
タルテープの開発というのに実は 8 年かかりまし
た。先ほど濵口先生より、赤﨑先生の青色 LED
では 30 年間に近い研究がなされたとのご紹介が
ありましたが、企業にとっては 8 年間の研究とい
うのは決して短いものではありません。またその
間には、フォーマットを標準化するために標準化
の協議会が作られまして、世界中の多くの企業と
協議を続けて参りました。そして、量産化に至っ
ては、たくさんの専業メーカーが参入してくれた
のであります。
　イノベーションから投資、事業と図っていくた
めには、1 人では時間がかかり過ぎますし、1 社
ではお金がかかり過ぎます。また、1 国では市場
が大きくはならないのであります。21 世紀に入っ
て既に 10 年がたった今日、研究開発も国境を越
え、人材育成も国境を越える時代でございます。
日中のコラボレーションは確実に深化しているの
であります。そのポテンシャルを最大限に引き出
すためには、日中の交流を通じて相互理解を深め、
共に歩みを進めることが重要だと考えます。
　振り返りますと、東日本大震災や四川大地震と
いった国難のときに、日中は相互に助け合いまし
た。日中は一衣帯水の関係であります。固い絆で
結ばれている日中両国が共に成長していくことが
可能であると、私は強く信じております。
　どうもご清聴ありがとうございました。
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松本　それでは、日中大学
フォーラムを始めさせてい
ただきます。第 1 会場で扱
う内容でございますが、「大
学改革、産学連携促進と基
礎研究の未来」となってお

ります。私は自身の紹介がおくれましたが、松本
と申します。大学では、研究、産学連携等を担当
しております。どうぞよろしくお願いします。
　最初に、現状分析なり、どういう思いでこうい
うフォーラムをやるかということを、お話し申し
上げますと、日本の大学の現状を考えると、特に
今日お集まりの国立大学、今、国立大学法人と呼
んでいますが、法人化後、日本の大学も国立大学
について見れば非常に大きく変わってきたという
現状があるかと思います。法人化後、今までは文
部科学省の一出先機関であった大学が、みずから
の責任でみずからをマネージしなさいということ
になったわけで、それからこれは運営費交付金と
言っても、ほとんど皆さんにはジャーゴンに聞こ
えるかもしれませんが、国から来る交付金は毎年
減っている状況でございます。そういった中で、
競争的資金を確保しながら産学連携も進めながら
運営していかないといけない状況に置かれている
ということがあります。
　一方、中国の大学で申し上げますと、後でもう
ちょっと詳しい比較はしたいと思いますが、中国
の経済が非常に大きな勢いで上向きになっている
現状の中で、大きなお金が、今日おいでになって
いる大学等も含めて導入されている状況です。ま
た中国の大学の産学連携のあり方も、日本の大学
のものとは違って、随分自由なもとで運用されて
いるところもあるかと思います。
　日本の大学の現状に戻りますが、国からの投資
減もあって、それから中国、韓国も含めて周辺の

アジアの大学の投資増もあって、グローバルに見
ると日本の大学のプレゼンスは徐々に落ちていっ
ている。低下していると言わざるを得ないわけで
す。例えば論文の数を比較すると、中国から出て
くる論文の数は急増しておりますが、日本から出
てくる論文の数はほとんど横ばいか微減という感
じです。そうすると、ますます中国の大学のプレ
ゼンスは上がっている中で、周辺のアジアの大学
が上がっている中で、日本の大学はどうやってグ
ローバルな中でみずからのプレゼンスをキープし
ていくのか。またはそれをさらに高める施策があ
るのかを、考えねばならないという状況にあるわ
けです。ある意味で、日本の大学がグローバルな
場で、極めて過酷な競争にさらされていると言っ
てもいいかもしれません。
　そうしますと、今まで日本の大学人が持ってい
た、ある意味アカデミックフリーダムの中で研究
をしていたわけですが、それがアカデミックキャ
ピタリズムの中で、どうやって社会から支援をさ
れながら、要するにパトロネージをどう見つけ出
して、その中でどう生き延びていくかという状況
に置かれているわけですし、さらにもう 1 つ踏み
込んで言うと、アカデミックキャピタリズムから
アントレプレナーシップのほうに、どう動いてい
けるのか。つまりベンチャービジネスを、大学か
らどう、ほんとうにつくり込んでいけるのかとい

パネルディスカッション1
「大学改革、産学連携促進と基礎研究の未来」

モデレータ：松本洋一郎（東京大学副学長）
パネリスト：陳　初昇（中国科学技術大学副学長）
　　　　　　林　萍華（華中科技大学常務副学長）
　　　　　　柳澤康信（愛媛大学学長）
　　　　　　吉村　昇（秋田大学学長）
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う状況になっているんだろうと思います。
　その中で、日本がある意味右肩下がり的な状況
の中で、どのようにあがっているのかというのが、
今日、日本の大学の先生方からお話があるのだろ
うと思いますし、中国の大学からは、今投資が上
向いている中で、どういう改革を、どのように変
わっていこうとしているのかというお話があるか
と思います。
　グローバルな場の中に大学が置かれますと、当
然、単に競争、コンピートしていただけで、コン
ペティションの場の中でだけ存在しているという
のは、ほとんど消耗戦になってしまいますから、
それをどのように一緒に協調できるか、協調して
いく場をどうつくっていくかということが、日中
の間の最大の問題になるのだろうと思います。そ
ういうコンピートしながらコーポレートする、コ
ンペティションとも言いますけれども、競争しな
がらともにつくっていく関係を、どう構築してい
けるのかということが、今日の大きな話題になる
と思います。
　そういう中で、大学としてやはりやるべきこと
は、基礎研究はやっていかないといけない。今後
のベンチャーを育てるにしても、基盤的な学術は
大学しかやる場がないわけです。それを生み出し
ていく構造を、どう大学の中に持ちながら、社会
と連携していくかということが、最大のポイント
になると思いますし、日中の大学がどのように協
調していけるのか。そんなお話を伺えればと思っ
ているわけでございます。
　それでは、早速パネリストの方からご発表をい
ただきたいと思いますが、最初は、中国科技大の
副学長の陳先生、よろしくお願いいたします。

陳　皆様、こんにちは。中
国科学技術大学から参りま
した。
　 中 国 科 学 技 術 大 学 は
1958 年に北京で中国科学
院によって創立された大学

であります。1970 年に安徽省の合肥に移転しま
した。ここに移転した理由というのは、当時中国
と旧ソ連の間で国境紛争が勃発する可能性があ
り、そのリスクを抑えるために科学技術大学を内

陸部に移したわけです。したがって、国にとって
は有利であったけれども、大学にとっては、一定
期間、発展を妨げる大きなマイナス要因となりま
した。
　中国科学技術大学は中国科学院の直属の大学で
すので、主な役目は、国のため、あるいは世界の
ために研究者を輩出することにあります。中国科
学技術大学は、ほかの大学に比べるとわりに小さ
い大学で、教員は 1,500 人足らず、本科生の募集
も年間 1,800 人程度です。人材育成において長年、
優秀な科学者や研究者を多く育成し、国内外で一
定の評価を得ています。例えば英教育専門誌「タ
イムズ・ハイヤー・エデュケーションがまとめた
中国大陸部の大学ランキングでは、2010 年は 2 位、
2011 年は 3 位に選ばれております。
　中国科学技術大学の主なミッションは、国と世
界のために、科学技術者と研究者を育成すること
ですので、7 割の本科卒業生は、その後進学し、
マスター課程に入ります。残りの 30％、約 500
人の学生は世界各地に留学に出ます。そして1,000
人の本科卒業生のうち、大体 1 人が中国科学院の
院士になっております。例えば今年は世界ケミカ
ルイヤーですが、世界のトップ 100 人の化学者中
のうち、11 人が中国人、うちの 6 人が中国科学
技術大学卒、さらにそのうち 3 人が同級生でした。
　中国科学技術大学は科学院の直属の大学である
ために、中国の基礎研究と技術のイノベーション
の 1 つの重要な基地になっております。例えばこ
こには 2 つの国家実験室があります。同歩輻射実
験室と合肥マイクロスケール物質科学実験室で
す。そして基礎研究の中では比較的大きな蓄積が
あります。ですから競争力は比較的強いほうです。
例えば自然科学基金の申請は、大体成功率が
45％を超えています。これは中国の全大学の中で
トップです。教授の発表した平均論文数も、中国
ではトップです。ですから基礎研究の面では非常
に大きな実績があります。
　ですが、基礎研究の成果をいかに技術、そして
1 つの産業に発展させるか、いかに世界経済の発
展を促すかということが、今日のテーマですので、
私としましては、研究型の大学は多くのハイレベ
ル人材を養成しております。そして、これらの人
材により、基礎研究の成果が技術、そして産業に
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展開されています。研究型大学は多くの研究設備
を持っていますので、企業に対してもサポートす
ることができます。従って、大学が所在する地域、
国、ないし世界の経済発展に対して貢献ができま
す。
　ここで幾つか事例をご紹介します。例えば中国
科学技術大学の音声合成と識別の中で、20 世紀
の 80 年代から小さいプロジェクトがスタートし
ております。当時この研究テーマは国際的に研究
され、当時 80 年の初めに東大と 10 年間、その後
さらに 10 年間延長した共同研究をやっておりま
した。その当時から王教授は海外に出て、20 年
間の努力によっていい成果を得ました。それに
よって、彼の 1 人の学生で非常に若いドクター学
生が、二十数歳でベンチャー企業を起こしまして、
現在この企業は中国の非常にいいハイテク企業に
成長し、技術を様々な面で展開しております。で
すから、基礎研究の人材を養成することによって、
いかに産業に促すことができるかということがわ
かります。
　もう 1 つは、火災防止の技術です。学科の創設
者は 80 年代にイギリスのインペリアル・カレッ
ジ・ロンドンというところに研修に出かけており
まして、燃焼学の研究を行い、その後日本の平野
教授と 86 年から協力して共同研究を行い、新し
い技術を生み出しております。この技術は中国の
重要な施設、例えば人民大会堂などに実際の防災
機器として使われております。
　例えばこれは人民大会堂です。これは北京の新
しい空港ですね、そしてオリンピックの会場、そ
れから上海万博会場で使われています。この研究
も小さい基礎研究テーマからスタートし、徐々に
技術が成熟し、製品化して、新しい産業となって
います。まもなく上場できます。
　もう 1 つの例は、量子通信の分野ですが、本学
は世界的にも有名な 2 つの研究チームをもってお
り、重要な基地になっています。現在その成果は、
研究室の中から若い者がベンチャー企業を起こし
て製品化しております。
　以上の 3 つの例から見ても、研究型の大学で
あっても人材を養成することに非常に強みがあり
ます。そして基礎研究の上では多くの非常に良い、
展開できる仕事をやっています。ですから、こう

いった機能をうまく融合すれば、三者が社会の経
済の発展、そして国の発展を促すことができると
信じております。
　ありがとうございました。

松本　ありがとうございました。
　多分、まとめて最後にディスカッションをした
いと思いますので、もし会場から少し質問があれ
ばお聞きしてもよろしいですが。最後に全体の
ディスカッションをしたいと思います。ありがと
うございました。
　それでは、次に華中科技大から林先生、お願い
いたします。

林　皆様、こんにちは。私
は華中科学技術大学の林で
ございます。
　先ほどモデレータの方が
大学の外部環境が変わって
いる、この状況の中にどの

ように発展するか、それには基礎研究と産学の連
携が必要という話がありましたが、我々、華中科
技大学もこれについてはいろいろな取り組みをし
てまいりました。先ほどの話で、中国の大学教育
への投資資金が増えているという話がありました
が、しかしながらそれだけでは足りない状態です。
私どもの学校は武漢にありまして、我々の大学に
とって、資金は幾らあっても足りません。このよ
うな環境の中でどのように基礎研究をやっていく
か、そして産学連携をするか、なおかつその教育
のための資金を確保できるかについて、今日、私
は皆さんと話をしながら、意見交換をしたいと
思っております。我々の大学の状況もお話しした
いと思っております。
　我々の基礎研究と産学連携の状況ですが、華中
科技大学について、皆さまはそれほどご存じでは
ないかもしれません。2000 年に、3 つの大学を合
併させた形でできました。華中科技大学は今非常
に大きな規模になり、発展のスピードも非常に速
くなっています。面積は 470 ヘクタール、そして
6 万人近い生徒が在籍しております。学科も非常
にそろっておりまして、11 にわたる学科がござ
います。非常に多くの学科を備えております。
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　基礎研究及び産学連携について、我々は次のよ
うな考えを持っております。まず、一流大学にな
ることを目指して、応用を主にし、そして基礎的
な部分ではブレークスルーをもたらし、調和のあ
る発展をしていく考えを持っております。これに
よって新しい科学技術イノベーションシステムを
構築していこうと思っております。
　2 点目ですが、このような形で先端技術の研究
を行い、そこから大きなニーズを満たしていく、
一流の研究舞台を支えていこうという考えです。
また産学連携では、国のニーズと地方のニーズを
マッチさせて、産学の研究が、産業化の進展や企
業のニーズに合うものにしていこうと考えていま
す。またサービス、奉仕をモットーにし、そして
貢献してこそ発展ができるという理念のもと、い
ろいろな研究サービスを行い、科学研究や産学連
携の資金になるようなものを増やしていきたいと
考えております。
　これは基礎研究のプラットホームになっている
話ですが、時間がありませんので、細かくお話し
することができません。実際、我々の大学では、
国レベルのプラットホームをたくさん持っており
ます。
　今日はとくに産官学連携について、我々の 5 つ
の考えをお話しいたします。まず、科学技術の研
究を行うためのチェーンをつくっていく。いわゆ
る上中下の流れをつなげていくようなチェーンを
つくっていくこと。2 点目には、大学サイエンス
パークをつくっていくこと。3 点目には、大学と
地方の協力を進めること。また 4 点目には、大学
と企業の連携も強化すること。そして、大学所在
地域以外のところに研究院などの機関を設置し、
拡大すること、つまり大学のサブ機関を強化して
いこうという考えです。
　1 点目について詳しく申し上げますと、3 つの
プラットホームを考えております。1 つは知識イ
ノベーションプラットフォームです。主に学校に
ある国家実験室、国家重点実験室などです。2 つ
目には、国家工程実験室、国家工程研究センター
またはその他の機関に依存し、構築されている技
術イノベーションプラットフォームです。3 つ目
には、大学サイエンスパークと大学の科学技術型
企業に依存し、構築されている産業化プラット

ホームです。この 3 つのプラットホームを組み合
わせて 1 つのチェーンにする。それをうまく循環
させた 4 つの強い学科が我々の大学にございま
す。デジタルイクイップメント、フロンティア製
造、オプトエレクトロニクス、新エネルギー・バ
イオ医薬分野で、それぞれ大きな成果をあげまし
た。
　次にサイエンスパークですが、午前中に王樹国
先生からお話がありましたが、王先生は国の戦略
についてお話をされましたが、我々の大学サイエ
ンスパークも最初の国家レベルのサイエンスパー
クです。このサイエンスパークは 5 つの使命を
持っておりまして、それを十分に果たしておりま
す。このサイエンスパークから上場した企業が 3
社ほど生まれました。その 3 社の企業は、また大
学の発展をも大きくサポートしてくれておりま
す。最近、このサイエンスパークの中にイノベー
ションパークをつくりました。ここにおいてさら
にイノベーション人材の育成や成果の展開などに
力を入れていこうと考えています。
　3 点目ですが、大学と地方の行政との間の協力
の強化です。我々は 30 余りの省と、全面的な戦
略的な協力協定を結びました。特にその中でも、
我々みずからが立地します湖北省と武漢市と全面
的な戦略的な協力枠組み協定を結び、4 つの自主
イノベーションプラットホームをつくりました。
1 つは武漢市新エネルギー研究院で、ここに武漢
市は 5 億の資金を投入いたしました。また、武漢
生物技術研究院のバイオ医薬研究センターもつく
りました。これにも武漢市からの投資がありまし
た。また武漢工業技術研究院、武漢エコシティ研
究院も現在建設中です。それから次の一歩として
やるものが、ここに書かれております 5 つの研究
院の建設です。
　それ以外に我々は、広東省との産学連携をも進
めておりまして、この中で大学の科学技術イノ
ベーション、人材サービス経済社会発展という目
標に基づいた活動をしております。東莞研究院や
深圳研究院は非常にうまくいった実例で、科学技
術部から非常に注目されております。またこの枠
組みの中で、広東省から委託されたさまざまな研
究プロジェクトを進めています。
　4 点目は、大学と企業の協力を強化していくこ
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とです。ここには 5 つの考え方があります。まず、
各産業のリーディングカンパニーと全面的な戦略
協力協定を結ぶことです。中国の大手企業と我々
大学は既にそういう関係を結んでおりまして、例
えば「三一重工」は、日本の東日本大震災のとき
に 2 台の大きな重機、80 メートルぐらい高さの
あるクレーンを寄附したということで、名前も知
れ渡ったと思うんですが、こういう企業とも今協
定関係にあります。
　2 つ目は、大企業とともに共同実験室をつくる
ことであります。今、武漢鉄鋼会社と共同で非常
に大規模の実験室を持っておりまして、3,000 万
元以上かけて大学内に大きなビルを建てました。
また、毎年 3,000 万元を使って、武漢鉄鋼会社が
依頼しているいろいろなプロジェクトの研究をし
ていこうという考えです。
　3 つ目は、国の重大科学技術プロジェクトに関
して、大企業と手を組んでいこうということで、
いろいろ具体的な例があるのですが、時間があり
ませんので今日は割愛いたします。こちらでは
100 余りのプロジェクトを我々は既に請け負って
おりまして、国から 5 億元ほどの資金を受けてお
ります。
　4 つ目は、大学と企業の協力委員会をつくって
います。これをベースに、大学が多くの企業と情
報交換することなどにより協力を強化し、大学と
企業それぞれのために力を尽くしていこうと考え
ています。これも非常に成功しているモデルです。
　5 つ目は、イノベーションアライアンスをつく
ることです。多くの学校と多くの企業が参加する
形でアライアンスをつくっています。これについ
ても細かく 3 つほどのやり方がここに示されてい
ます。例えば、我々はこのサイエンスパークを 1
つのベースにして、ここでいろいろな企業と大学
の間で共同関係をつくっていき、産業界に貢献し
ていくという考え方です。
　5 つ目は、地元以外にある研究院の役割を強化
する。武漢以外に我々は深圳や佛山、東莞、温州
などにさまざまな研究院を持っております。こう
いう地方に設けました研究院を強化しようという
ことで、中でも東莞の研究院は非常にうまくいっ
ておりまして、国の科学技術部とよい関係を結ん
でおります。特にこういう研究所を使って地元の

特徴のある産業のために、いろいろ研究をし、関
係を強化していこうと考えております。今実際に
もいろいろな成果を上げてまいりました。
　これは、建物は既にでき上がっております。そ
れから深圳産学研基地は今建設中であります。簡
単にまとめますと、今回のテーマでもあります、
大学の改革及び変革によって産学連携を進めてい
こうという考えを、我々も持っております。その
ためにはまず体制の変化、それから社会貢献のモ
デルチェンジ、最終的に大学や企業、地域がとも
に入る良い循環のある産業圏が形成、こういう形
でウィンウィン関係の協力モデルをもたらすこと
によって、産学連携を強化していきたい、進めて
いきたいと考えております。
　ありがとうございました。

松本　どうもありがとうございました。
　もし今、何か質問があればお伺いいたしますが。
もしないようでしたら、愛媛大学の柳澤先生から、
よろしくお願いします。

柳澤　愛媛大学の柳澤で
す。よろしくお願いします。
　今中国の方々から、国家
レベルの大学の話をされま
したけれども、私は日本で
の地方にある愛媛大学が、

これからどういうふうにしていくかという話をし
たいと思います。先ほど、モデレータの松本先生
から、日本は全体的に見ると右肩下がりになって
いるとの話がありました。その中でも国立大学は、
運営費交付金がだんだん目減りしているという、
非常に苦しい中で、特に我々地方の中核大学は、
地域を支えていかなければいけない使命があるの
ではないかと思っております。そういう中で、我々
の大学のあり方を少し考えてみたいと思います。
　愛媛大学における大学改革と産学連携の促進と
いうことで、ここに地図が出ていますけれども、
愛媛大学は四国の小さな地域にあります。そこで
の我々のこれからの生き方をどうしていくかとい
うことですが、その中で日本の国立大学の特性を、
少し紹介しておきたいと思います。平成 16 年、
2004 年に法人化しましたけれども、各大学を構
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成している学部は、もともとはそれぞれ前身の大
学があって、師範学校であったり、専門学校であっ
たりするわけですが、それぞれの学部のミッショ
ンが違っていたものが 1 つになって、総合大学を
形成しております。そういうことで、日本の国立
大学、私立の大学もそうですけれども、学部を単
位として運営していた事情があります。そこが、
1 つのまだ壁になっているということがありま
す。愛媛大学の場合には、ここに書きましたよう
に、全学の管理運営体制をいち早く学長に一本化
したのは、比較的うまくいったほうだと思います。
それから 2 番目の、低い学部間の壁というのは、
先ほど言いましたように、学部間の壁が全学的な
運営の障害になっているケースが非常に多いわけ
ですけれども、我々の大学では幸い学部間の壁が
低くて、学部間の協力が比較的うまくいっている
のではないかと思います。そこで我々のところで
は、学部単位ではなくて全学的に機能を強化しよ
うということで、4 つの機構を立ち上げました。
それから学部横断型のセンターを幾つも設置しま
した。すなわち一番下に書きましたように、組織
力を活かした大学運営を志しております。
　愛媛大学は 6 学部から構成されておりますけれ
ども、学部横断型に教育、研究、社会連携、国際
連携にかかわる 4 つの機構を立ち上げて、全学的
に動ける仕組みをつくりました。これが 4 つの機
構の中にあるセンターですけれども、研究セン
ター、それから地域と連携するのをミッションと
したセンター、それから教育関係のセンターがあ
りますが、星印で書いた 2 つのセンターは、今文
科省のグローバル COE に採択されております。
それから青で示した教育企画室は、文科省が最近
指定した、教育関係共同利用拠点、教職員の能力
開発の拠点になっております。愛媛大学における
産学連携の考え方ですけれども、Think Globally 
,Act Locally とよく言われる言葉ですが、地域で
活動することで社会に貢献する、そういうことを
考えています。愛媛大学としてはこれに関するこ
ととして、地域を支える人材を育成していくこと、
地域産業を育成すること、国際的にはアジアとの
連携によって地域経済を育成することを考えてい
ます。
　それぞれについて少し紹介したいと思います。

地域を支える人材の育成というのは、従来の学部
体制ではなかなか難しいものがあります。愛媛県
の場合には、その地域に独特の産業があって、そ
こからの要請がありますので、愛媛大学では規模
が小さいながらも学士課程、修士課程、それぞれ
に特別教育コースを設置しております。1 学年の
人数は、5 人から 10 人ぐらいの比較的小さな規
模ですけれども、地域からのニーズに合わせた教
育コースをつくっております。例えば学士課程で
は専門職業人の育成と、そこにありますように 4
つぐらいのコースをつくっております。修士課程
としては高度職業人の育成ということで、地域の
産業と密着した人材育成のコースをつくっており
ます。
　その幾つかを紹介したいと思います。例えば愛
媛県は県全体ではかなり一次産業の盛んなところ
ですけれども、その担い手は日本全体でもなかな
か不足しているところがあります。愛媛大学では、
農山漁村地域出身者を中心に、普通科の高校では
なくて、むしろ農業科などの出身者を入れて、将
来のリーダーとして育てていく取り組みを行って
います。少人数教育で 1 回生からずっとフィール
ドへ出て、インターンシップも充実させています。
　次に、船舶工学修士課程です。愛媛県は瀬戸内
海に面していますが、そこは今治を中心に造船が
非常に盛んなところです。そこの中心的な幹部技
術者を育成することが地元から求められていまし
て、寄附講座をもとにこういう形で人材の育成に
取り組んでおります。これも同じ愛媛県ですが、
伊予三島市、川之江市が合併して四国中央市に
なっていますけれども、そこは日本の紙産業の一
大集積地になっていて、会社としては 300 企業ぐ
らいあります。そこの人材を育てるということで、
キャンパスは大学のキャンパスではなくて、県の
研究センターの中にキャンパスを置いて、寺子屋
式の少人数教育を行っています。企業での長期間
のインターンシップ等を含めて、企業を牽引して
いくような人材を育成するようにしております。
　次に地域産業の育成ですが、その例として、愛
媛大学の研究センターの中で、無細胞生命科学工
学研究センターと南予水産研究センターを簡単に
紹介したいと思います。
　まず無細胞生命科学工学研究センターでは、将
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来的にはプロテイン・アイランド・松山、すなわ
ちタンパク質の研究の企業を、松山でたくさん創
出したいということで、松山市などと連携して取
り組んでいるところです。その基本的技術は、無
細胞タンパク質合成技術と呼ばれるものです。タ
ンパク質は生命体、細胞の中でしかつくれないと
言われていましたが、愛媛大学の教授が試験管の
中でタンパク質ができる、すなわち細胞に依存し
ない技術を開発しました。これがタンパク質をつ
くるロボットです。DNA とアミノ酸、原料があ
ると、それをもとにタンパク質を自由につくれま
す。それを活用して医学研究、農学研究などで今
取り組んでおります。非常に将来性が高いと思っ
ております。
　もう 1 つの南予水産研究センターですが、愛媛
県は養殖では日本有数の場所ですけれども、それ
が今低迷し、苦戦をしております。そこで大学は、
何とかこれを復興させるのに貢献したいというこ
とで、愛媛県の南にある愛南町に研究センターを
立ち上げました。この建物は実は、町村合併の前
の役場であったところです。3 階建てですけれど
も、現在 1 階だけは町の支所になっております。
2 階、3 階が研究所になっていますが、これは町
のほうで整備してもらったものです。今、地域の
漁業者のニーズに合ったような研究を展開すると
いうやり方をしております。最終的には、この地
域一帯を日本の水産基地にしたいということで、
養殖、加工、流通、販売という、いわゆる 6 次産
業化したシステムを、大学がコーディネーターに
なってつくりたいと考えています。
　最後になりますが、アジアとの連携による地域
経済育成に関することです。従来、愛媛大学では、
外国の大学と連携する形が中心でしたが、最近、
方向を少し転換して、local to local collaboration、
すなわち地域間連携を目指しております。インド
ネシアの例ですが、大学主導で愛媛・インドネシ
ア友好協会を設立して、産官学の人にみんな参加
していただきました。その産官学代表者によるイ
ンドネシア訪問をいたしまして、南スラウェシ州
と愛媛大学が学術交流協定を提携しました。こう
いう形で、大学と大学だけの連携ではなくて、地
域の産官学と外国の産官学が連携するという形を
とりたいと思っております。このような連携はイ

ンドネシアだけではなくて中国とか韓国とか台湾
でも、ぜひ展開したいと考えております。
　はしょった説明になりましたけれども、以上で
す。どうもありがとうございました。

松本　どうもありがとうございました。
　何か今ここでぜひ 1 つか 2 つ、聞いておきたい
ということがありましたら。なければ最後になり
ますが、秋田大学の事例ということで、吉村先生、
お願いいたします。

吉村　秋田大学の吉村で
す。よろしくお願いします。
　昭和の終わりから平成の
初めぐらいまで、日本も今
の中国と同じように、経済
が右肩上がりの状況のとき

は、例えば工学系ですと、同じ学科をつくったり、
技術者養成ということで工学系の定員を増やした
り、そういうことをして日本の国力を高めていく
という政策が長らく続いてきました。ところが平
成の中途から日本の経済が怪しくなって、どうも
日本の企業も外国に出る、グローバル化の人材が
必要だという時代になって、日本の大学を出たけ
れども就職はどうなるかという、日本の経済が右
肩下がりに近い状況になったときに、果たして日
本の国立大学 86 が同じようなところを向いて、
同じようなカリキュラムで、同じような人材を育
てることが果たして適切かどうかということを、
学長として考えてみました。
　私は平成 20 年 4 月学長に就任したわけですが、
やはりこれからの日本の大学は、ほかの大学と違
う 1 つの特色をちゃんと持った大学づくりをすべ
きであると思いました。世界と伍しても生きてい
ける、あるいは、これは我が大学のよさであると
いうことを、きちんと日本の中でも世界でも、あ
るいは中国の皆様ともこうして話ができる大学づ
くりをすべきであると考えました。
　1 つは選択と集中が絶対必要です。予算が減っ
てきてますので、選択と集中をすべきであるとい
うことの中で、秋田大学というのはご承知のよう
に本州の北側、日本海側に位置する、行政面積と
しては日本で第 6 位の大きな面積なんですが、大
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学は 3 学部しかない、小さな総合大学です。伝統
があるのは、昔の鉱山専門学校という、鉱山とい
うのが 1 つのキーワードとして今でも日本の中で
は生きております。文部科学省へ行くと、秋田は
鉱山だねと必ず言われます。入り口は入れるんで
すね。工学で行っても、ほかの工学と同じですか
ら、どこが違うのかと言われます。鉱山と言った
ら、ああそうだということで、まずその点では比
較的入り口を入れるという意味での強みがありま
すので、やはり秋田大学は鉱山と資源でしっかり
日本の大学の中で 1 つの拠点をつくるべきであ
る。そこから先、世界を目指して頑張ろうじゃな
いかという政策を、平成 20 年 4 月に考えて、3
年ぐらいでしっかりやろうと思ったんですが、今
4 年目になりますが、まだ完全にできておりませ
んので、今もその政策の途中でございます。
　ちょうどこの 10 月 1 日に、秋田鉱山専門学校、
明治 43 年、1910 年に官立でできまして、ちょう
ど 100 年がたち、100 周年記念式典を無事終えた
ところでございますが、これからなお一層打って
出ようというところで、今話を進めております。
　その中で、中国ですが、私自身も中国の留学生
を秋田大学の中で最も多く受け入れ、13 人の学
位、博士号を出させていただいて、今現在、中国
の国内あるいは日本の企業でかなり頑張っておら
れるということ、それから清華大学とか西安交通
大学、上海交通大学、上海の東華大学にお邪魔を
して、毎年のように講演をさせていただいたり、
あるいは学術交流協定を結んでおります。東アジ
アの一体感という意味で、中国と韓国と日本は
ECと同じように仲よく経済連携をつくって、しっ
かりやっていくべき立場にあると思っております
ので、こういう日中大学フォーラムをされること
は大変日本にとっても、それから将来の国益に
とっても非常にいいことではないかなと思ってお
ります。
　前座が長くなりましたが、今日は 7 分という短
い時間ですので、ほんとうのエキスだけの秋田大
学のご紹介にとどめさせていただきます。秋田大
学の基本理念と目標、計画でございますが、一番
下の中期計画のところに、上 2 つ①と②がござい
ます。生命科学の先端的な研究。群馬大学と一緒
にグローバル COE 採択になっており、今年度が

最終年度でございますが、生体調節シグナルとい
うことで、大変すばらしい成果を上げており、今
後、ポストグローバル COE を何とかしていきた
いということで、バイオ系の基礎研究を進めてお
ります。
　それから 2 つ目の資源素材系の研究を書いてご
ざいますが、これが先ほどから述べております鉱
山資源系でいい成果を出していきたいというのが
特色でございます。
　これが産学連携推進機構ということで、秋田大
学の学術研究体制は、このような形をつくってお
ります。研究・産学連携・情報担当理事のもとに、
産学連携推進機構長がおり、産学連携共同研究部
門と、知的財産部門があり、この中で専任教員 3
名、専任のコーディネーターを 2 名、その他協力
研究員あるいは協力教員というのを配置して、現
在産学連携の共同研究を進めております。
　秋田大学における戦略的な研究経費ということ
で、ご紹介いたします。年度計画推進経費という
のがございます。これは旧学長裁量経費と言って
おり、約 2 億 5,000 万円です。学長の裁量で予算
づけができるということで、この中で約 4,000 万
円程度がプロジェクト研究とか、あるいは 3 学部
の基礎研究にできるだけ配分をするようにしてお
ります。
　それから学部戦略推進経費で 1 億円ございま
す。3 学部プラス附属病院も入れて、研究科長あ
るいは学部長、病院長にそれぞれ戦略的な経費を
配分しております。
　それから④番のプロジェクト研究実施経費、こ
れが 3,000 万円ございますが、ほとんど基礎研究
のプロジェクトにお金を出すという配分の仕方。
　このような形で全学的には特別プロジェクト経
費として配分をさせていただいております。
　1 つの産学官の成功例を紹介します。歩行環境
シミュレータという、マスコミでも取り上げられ
ておりますが、秋田県から研究費の補助をいただ
き、民間と秋田大学とで共同研究を進めた 1 つの
成功例です。車両の知覚能力検査システムといい
まして、日本の中で最近お年寄りが横断歩道ある
いは道路を渡るとき、夜間に交通事故に遭って、
残念ながら亡くなるという例が非常に多いです。
11 月、12 月薄暮の季節になりますと非常に多い
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ことで、このシミュレータを開発いたしました。
　これがちょうど、平成 21 年 11 月 3 日に国立科
学博物館で大学サイエンスフェスタを開催したと
きに、デモンストレーションで持っていったもの
でございます。真ん中に CG 画像で横断歩道から
車の通る状況をお見せして、子供さんがモデルに
なっておりますが、一般には 70 歳以上のお年寄
りを対象に、ルームランナーで動かしますと、ちょ
うど歩道を渡るような形になっています。右、左
と車を見ながら横断歩道を渡っていく。途中、残
念ながら左側の車からはねられる率が高いのです
が、こういう例で製品をつくりました。現在 23 台、
全国で売れております。値段は 298 万円です。
　愛知県警と名古屋市は 4 台買ってくれました。
全国で一番交通事故が多いのが愛知県と名古屋市
だそうでございまして、それで買っていただいた
のです。残念ながら秋田県は 1 台しか買ってくれ
ません。
　それから、最後の話として、JST が一昨年、補
正予算で地域産学官共同研究拠点整備事業を募集
しました。幸い秋田県は構想支援地域に採択にな
りました。秋田大学は申請代表になり、秋田県と
秋田県商工会連合会が一緒になって、テーマは資
源と環境とリサイクルの産学官共同研究。秋田県
が最も強い資源と環境とリサイクルの産業を構築
しようということで、JST に申請をいたしました。
残念ながら、補正予算が 3 分の 1 ぐらいに減額に
なって、設備だけになりました。資源環境部会と、
それから地域資源活用部会、これは大学が主体的
に進めております。産学官ネットワーク整備部会
は、秋田県から 3 名職員を派遣していただき、非
常に精力的に進めております。秋田大学でちょう
どベンチャーインキュベーションセンターが建築
中でございましたので、その中の 1 階に JST の
産学官の拠点センターを入居することにいたしま
して、そこで現在動いております。
　1 つの例として、資源の研究の成功例でござい
ます。実は秋田県に玉川温泉という大変有名な温
泉がございます。日本で最も酸性度の強い温泉で
ございまして、pH が 1.2 から 1.3、塩酸系の温泉
でございます。北投石で大変有名な温泉でござい
ますが、2 年ぐらい前秋田大学の基礎研究の途中
で、レアアースの成分が含まれていることを発見

しております。このレアアースを何とかとるよう
にしたいということで、去年選鉱の専門家に頼ん
で、ぜひ採取をしてみてほしいということをお願
いしました。おかげさまで下にございますように
14 種類、ランタンから始まって、セリウム、ネ
オジムが一番たくさん含まれておるのですが、サ
マリウム、ガドリニウムとか、このようなレアアー
ス 14 種類が玉川温泉の川の中から抽出すること
ができたということです。今のところ量は年間で
0.5 トンぐらいしかとれておりませんが、もう少
し大々的にとると、まだまだとれるということで、
7 月に発表させていただきました。今、もうちょっ
と大量にとれるように、いろいろ手を尽くして進
めております。日本の中でもレアアースがあると
いうことをまず証明できたということが、1 つの
我々の研究成果です。
　簡単ですが、ポイントだけ絞って説明をさせて
いただきました。どうもありがとうございました。

松本　どうもありがとうご
ざいました。
　何か秋田大学に対して、
ここのところはという何か
ございますでしょうか。な
ければ、ディスカッション

に入りたいと思いますが、まず講演者の方の間で、
例えば中国の大学に対する質問とか、何かござい
ましたらよろしくお願いします。

吉村　それでは、中国のお二人のどなたでも構わ
ないのですが、中国の大学で、かなり営利企業、
民間企業を大学の中につくって、営利企業をして、
その得た利益で大学に還元する仕組みを、たしか
中国の大学はほとんどがつくられていると思って
おります。日本の大学はちょっとそこまでまだ
いっておりませんので、その辺のいい事例を教え
ていただければと思います。

林　すばらしい質問ありがとうございます。華中
科学技術大学で申しますと、11 年前に華工科技
という会社が上場し、毎年黒字です。
　中国の大学は資産運営管理部を必ず大学内に設
けておりまして、大学の 1 つの部門としています。
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そこは大学のいわゆるファイアウオールのような
役割を果たします。一連の制度をつくったりする
わけです。さっき言った上場企業というのは、こ
の部が直接管理する形で運営されております。例
えば市場のルールに基づいて、例えば株式譲渡す
るとか、利益をどう分配するとか、企業法に基づ
いた形で取り決めております。このような形で大
学に資金の還元をしています。このようなお答え
でよろしいでしょうか。

陳　中国科学技術大学で私も産業関連の業務を担
当しました。華中科技大学の林先生のおっしゃっ
たパターンは中国の各大学でやっています。科学
技術大学は中国科学院に属するわけですが、何年
か前から中国科学院は傘下の研究機関と大学に制
限をかけ、研究所と大学の間で企業の管理につい
て新しいやり方をとり始めました。つまり大学が
主導的に企業を運営するのでなく、例えば株式会
社である場合、大学は大手株主にはなってはいけ
ません。そういう形でリスクを回避しようとして
います。大学は主力を、やはり教育、基礎研究に
集中します。企業経営にはあまり力を入れてはい
けないという考えになりました。

松本　日本の国立大学もみずから何か企業を経営
するということはあり得ないし、投資もそう簡単
ではないという状況にありますけれども、清華大
学などを見ていると、清華と比べると先生の科学
技術大学の考え方というのは、少し違っているの
でしょうか。清華はむしろいろいろな企業の中に
取り込んでいるような感じもいたしますけれど。

陳　教育部と中国科学院はいずれも政府に属して
います。これは中国的なやり方です。中央政府と
して、大学と研究所が企業を直接経営することは
よくないと考えています。経営能力のあるプロ
フェッショナルの方々が企業経営をするべきだ
と、大学は力をやはり研究に投入するべきだと。
大学と企業の文化や価値観には非常に大きな違い
があるということで、中央のほうでそう考えてお
ります。

松本　私ばかり聞いてはいけないのですが、そう

すると、お金の回り方は、資金がどういうふうに
大学に入ってくるか。普通は産学連携をして、さっ
き華中科技大からは、そのもうかったお金が大学
に還元されているとおっしゃいましたけれども、
例えば中国科学技術大学は、むしろそういう産学
連携というところではもうけるわけではなくて、
やはり豊富な資金は国から入ってくると考えたほ
うがいいということでしょうか。

陳　国から支給された事業費は投資に回せませ
ん。ですから科学技術によって資金をつくります。
例えば企業が抱えるいろいろな問題に対してソ
リューションを提供するとか、そういう形で我々
はお金をもうけて資金をつくっているわけです。
主に科学技術によってつくるわけです。
　また、先ほども申しました音声識別の例ですが、
これに我々大学は、いわゆる産業化のための資金
投入はしておりません。これは基礎研究という形
にしていまして、国の基礎研究の一環という形に
しているのです。ですからそれに必要な資金は国
が、中国科学院が準備してくれます。しかし、そ
の成果として産業化したとき、例えばベンチャー
キャピタルとか、そういう形を使った場合には株
式の形で分割します。その時は、大学も株式を売
るという形で新しく資金を得て、その資金でまた
新しいことをやっていくということは許されてい
ます。

松本　パネリストの方々の間で何かご質問はござ
いませんでしょうか。
　中国側から日本側の、ある意味、大学の状況は、
そんなに中国ほどはよくないということはおわか
りいただいたかもしれませんが、何かご質問はご
ざいませんでしょうか。

陳　ちょっと伺いたいので
すが、日本の大学の、例え
ば博士課程を終えた方々の
中に、いわゆるスピンオフ
して起業するというモチ
ベーションは高いでしょう

か。というのは、私が知っている限りでは、私の
学生も含めて、今の若者は、創業意欲が非常に高
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い。例えば日本に来る前にアメリカのスタン
フォード大学に行ってきたのですが、あと、シリ
コンバレーにも行ってきました。そこで聞いたと
ころ、やはりそこには台湾も含めた中国から来た
若い方々が非常に活躍していました。
　ですから、大学教育を考えるときに、やはり若
い人たちの気持ちを考えるべきでありまして、い
わゆる若いときに我々があったような事業を起こ
したいという情熱を駆り立ててあげたいと思いま
す。
　それについて、日本の若者はどうでしょうか。

松本　貴重な質問だと思いますが、お二人いかが
でしょうか。

吉村　日本の博士課程の学生の、創業という意味
では残念ながら少ないです。やはりどうしても大
企業志向、安定志向がまだ非常に強くて、みずか
らベンチャー企業を興して、大志を抱いて何かを
していこうという精神が実は非常に欠けているの
が現実です。
　日本の教育自体でも、やはり、もうちょっとそ
ういうところの意識を高めるような教育をすべき
ではないかと思います。
　それからもう 1 つは、学生のご両親が非常に大
企業志向、安定志向が強くて、本人はこっちに行
きたいのだけれど、親は大きな企業に行きなさい
ということで、子が親に従うというのがある程度
見えてくるので、その辺が今の日本のちょうど曲
がり角のあたりかなという気がしています。大企
業に行ったからといって、将来必ずそこで終わる
わけでもございませんし、今の時代はいつどうな
るかわかりませんので、やはり本人の力次第だな
と思っております。

松本　柳澤先生、どうぞ。

柳澤　日本で、特に理系の
大学院生の入学定員、日本
全体ではこの十何年大幅に
増えました。それに対して
大学院生がつくポストは、
特に研究という面ではポス

トは増えていないです。むしろ減っているという
状況があって、若者たちはせっかく高いレベルの
学術研究をしていても、精神的に不安定な状況に
置かれています。
　ですから今、中国の優秀な人たちが非常に起業
家精神旺盛だというのはうらやましい話です。私
の印象では、そういう不安定さがベースにあるも
のだから、日本の若者は自分でベンチャー企業を
興そうなどという気持ちにはなかなかなれないと
いうのが、現実にはあるのではないかと思います。

林　私も 1 つ質問させていただきたいと思いま
す。日本の国立大学法人化した後、非常に大きな
変化を迎えました。中国の大学も、既に変化を遂
げようとしております。私が思うには、中国の大
学の発展プロセスと日本の発展プロセスは、非常
に似通っているところがあると思っておりますの
で、日本の大学法人化のことに関して非常に興味
を持っております。この第 2 ラウンドの状況は、
どのような状況なのでしょうか。教えていただけ
ればと思います。

吉村　お答えさせていただ
きます。平成 16 年に法人
化になりました。最初は戸
惑うことが多かったのです
が、今 2 期目に入って、非
常に大学の学長のリーダー

シップがかなり出しやすい状況に変わってまいり
ました。これは大変いいことで、人もお金も、全
部ではございませんが、ある程度采配できる。大
学をこういう形につくっていきたい。そのために
は、こういう費用をここにつけようとか、あるい
は今度こういう企業から寄附をいただこうとか、
戦略的なものを大学の学長をはじめ、役員、理事
で、非常にいい方向に変わってきております。残
念ながら国の予算がちょっと減ってきているのが
大きな問題でございます。それが基礎研究を低下
させていることで、いわゆる外部資金のほうは増
えてきているのですが、ほんとうの基礎研究、運
営費交付金が減ってきていることが正直悩みで
す。
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松本　それでは柳澤先生。

柳澤　私も吉村先生と大体同じ認識を持っていま
す。国立大学法人化する前の国立大学は、今から
振り返ってみますと、完全に文部科学省の 1 つの
ブランチでありました。何かをやるのにも、かな
り小さいことをやるにも文部科学省に伺いを立て
なければいけない状況でした。ですから学長は、
ほとんど腕の振るいようがなかったのですが、法
人化後、学長が腕を振るえるようになったことは、
一番大きな変化であったと思います。
　そういう意味で、各大学が自分たちの特徴を出
してきた。法人化してまだ 8 年目ですけれども、
各大学がいろいろなベクトルに展開しているの
は、最近非常によく見えてきていると思います。
　ただ、先ほど言われましたように、例えば運営
費交付金という一番基礎になるお金が、毎年どう
なるかわからない状況の中で、我々が日々改革に
取り組んでいるのは、特に執行部として切ないこ
とです。

林　引き続き、ちょっと質
問させていただきたいと思
います。法人化のプロセス
の中で、教員の研究にどの
ような影響を与えています
でしょうか。学長としては

どのような対策をとられていますか。

吉村　かなり個人差があると思います。私自身は、
もうちょっと学長や執行部でいろいろな仕事を
し、学部の教員には楽になってもらいたいという
気持ちがあります。どうもそれが逆にやり過ぎる
と、学部の人事を取り上げるのではないかとか、
そういうのがあって、そこのあうんの呼吸といい
ますか、バランスが非常に難しい。
　本来、教授や准教授には教育と研究だけしっか
りやってもらいたいのです。余計な仕事はしなく
ていい、それは我々がやるからいいのだという気
持ちが十分にあるのですが、どうもそういかない
ところが今、正直言いまして心の葛藤していると
ころです。

柳澤　日本では特にそうだったのかもしれません
けれど、少し前までは教員の研究というのは、個
人の責任あるいは小さなグループの責任で自立的
にやるべきである、そして外部資金を自分で努力
して取ってきなさいというのが原則だったと思い
ますけれども、今日では研究も大型化しているの
で競争的資金を取ろうとすると、組織化をする必
要が出てきています。
　愛媛大学の例ですけれども、法人化前からいろ
いろなセンターをつくって、得意分野で組織化を
行っています。そのことによって、かなり大きな
タイプの競争的資金が取れるようになりました。
現在、個人レベルの研究を集団レベルの研究に変
えていくという過程にあるのではないかと理解し
ています。

松本　この辺で、会場から議論をしていただきた
いと思いますが、どうぞ。

質問者　私、一研究者というか、初等中等教育行
政の研究なので、大学のほうは専門ではないので
すけれど、ちょっと気になるのは、さっき学長の
リーダーシップということをおっしゃっています
けれども、大学の准教授をやっている知り合いが
いまして、教授会の権限が全然弱くなってしまっ
て、必ずしも詳しくない方なのだけれど、むしろ
柳澤先生がおっしゃったのと逆に、文科省にご機
嫌を伺うような感じになってしまって、教授会の
意向が反映されないと言うのですけれど、その辺
がどうかということでございます。
　ちなみに初等中等教育の分野では、各学校の職
員会議で、例えば挙手採決をしていろいろなもの
を決めようと思っても、全部校長権限といって、
ほんとうは教育委員会の権限で、教育委員会の方
向に決まってしまうという傾向があるものですか
ら。三鷹高校の先生などは反発していますけれど、
ちゃんとものを言っていますけれど、そういう心
配があるので、教授会の意向が生かされないと、
学生のほうに向かないという心配があるのでお聞
きした次第です。

柳澤　法人化後、日本の国立大学では、制度上、
教授会の権限は大幅に削られてしまった。例えば
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厳密に言いますと、法人化後、人事権は教授会に
はもうなくなってしまった。これは法律上そうな
のですけれども、現実的にはむしろ相変わらず学
部が強くて、審議機関である教授会が強いのが現
状だと思います。
　今、法人化して学長のリーダーシップは発揮し
やすくなったのは事実ですが、学部全部まとめて
リーダーシップを発揮しているというよりは、全
学レベルでできることをやっているという段階だ
と思います。ですから、まだまだトータルのリー
ダーシップというのは発揮できていないと認識し
ていて、私たち愛媛大学においては、全学レベル
と学部レベルのコラボレーションをいかにうまく
築いていくかというのがこれからのテーマだと
思っています。

吉村　今の質問の骨子をもう 1 回お願いできます
でしょうか。

質問者　教授会の意向があまり通らなくて、どち
らかという、特に事務系の方とか、文科省から出
向して来られる方もいますので、そういう方の意
向ばかりが反映されて、学生に近い教授会の意向
が反映されないとあまり幸せではないと。特に文
科省の意向が逆に増えてしまうという、その心配
を。

吉村　ただ、教育と研究については、やはり学部
の教授の皆さんの議論は非常に大事だし、尊重し
なければいけないのではないでしょうか。秋田大
学、例えば大学全体をどういうふうにつくってい
くかとか、そういうことはやはり学長のリーダー
シップが必要ですけれども、中の教員の個々の意
見をまとめて、その学部をどういうふうに持って
いこうかという議論は、やはり教授会の話として
大事な話であって、ですから最後は学長と学部長、
あるいは研究科長との人間関係といいますか、そ
こがしっかりできてさえいれば、きっちり話は進
むのではないかと思いますけれど。

松本　若干日本の中のローカルな話でございます
が、どうぞ。

質問者　中国科学技術大学の陳先生にお聞きした
いのですけれども、今まで教育部関係の大学が出
てこられるのはよくあったのですけれども、今回
中国科学院の大学が初めて全面的に出てきたなと
いうことで、ぜひお聞きしたいと思っていたのが
2 つありまして、中国科学院関係の大学、中国科
学技術大学もそうですが、中国科学院の大学院な
どもそうです、研究レベルはものすごく高くて、
今回も中国科学技術大学は中国の大学の中で 2 番
目のランクだと先ほど言われておりましたけれど
も、そのわりに日本から見たときに存在感があま
りない。あまりよくわからないというところがあ
りまして、これは 2 つあるかなと思っています。
1 つは、日本と中国との間で、そういう中国科学
院関係の大学があまり日本の大学との交流を重視
していないのではないかなと。今、資料を見ると、
中国科学技術大学では、これだけの大学なのです
けれども、日本の留学生を 1 人しか今受け入れて
いないというデータが今回の配付資料の中にあり
ますけれども、そういうことについては今後どう
考えておられるのかなと。
　それから、もう 1 点は、日本よりは、今シリコ
ンバレーとかを回ってこられたという話がありま
すけれども、中国科学院の大学は日本はあまり相
手にしていなくて、むしろ欧米とか、そういうと
ころを既に相手にしているのかなという印象が
あって、そのあたりについて忌憚のないご意見を
いただければと思います。

陳　ご質問ありがとうございます。
　まず 2 つ目の質問からお答えしたいと思いま
す。実質上、科学技術大学は日本の大学との協力
関係は 80 年代の最初から始まっております。当
時の首相が趙紫陽だったのですけれど、日本を訪
問したときに 2 つの国家間の協定を締結しており
ます。そのうちの 1 つが、東京大学の手伝いのも
とで、中国科学技術大学に援助してプロジェクト
工学といったところの支援をする。ですからこの
プロジェクト自体が最初の 10 年間は中国科学技
術大学と東京大学の協力によるもので、私自身も
大きく受益しております。82 年当時、東京大学
の 1 人の先生が私に無機化学、非常に先端の無機
材料の講義をしてくれました。ですから科学技術
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大学と日本の大学の協力というのは、長期間にわ
たっているものだと言えると思います。
　ですから、皆さんと接触が少ない、あまり広が
らなかった、あるいは皆さんがご存じなかったと
いうことから、こういう質問が出たのではないか
と思います。そしてその後、92 年よりスタート
した 2 つ目の 10 年ですが、これは東京大学と科
学技術大学の双方がリーダーシップをとって、こ
の協力関係をさらにほかの大学に広げていったと
いういきさつがあります。松本先生もこの両国間
の協力の委員長を務められたことがあります。昨
晩ですけれども、多くの OB にお会いしました。
ですから科学技術大学の先生、学生、私の同僚も
そうですけれども、日本で非常にいい教育を受け
た経験があります。
　この問題については先ほど話したように、確か
に我々が科学院に直属しているために、教育部が
主催するイベントに参加したのが非常に少なかっ
たと思います。今後はこれを改善したいと思いま
す。
　2 つ目。日本には中国科学院のような組織はな
いと思います。先ほど時間の関係でお話ししませ
んでしたけれども、中国科学院には現在の 5 万人
を超える常勤研究員がいます。中国科学院のいわ
ゆる修士と博士学生は 4 万人を超えています。こ
れだけ大きな科学研究機関の中で実質上 1 つの大
学をサポートしています。ですから科学技術大学
の発展の歴史自体も、それを証明していると思い
ます。
　もう 1 つ、科学技術大学はより欧米寄りとのこ
とですが、このようなことはないと思います。
　私は教育以外に、国際協力も担当しております。
我々の学生、教員含めて、中国に立脚し、世界に
目を広げています。欧米に立脚する、欧米だけに
目を向けているわけではありません。世界はより
小さくなっています。こういった状況の中で、特
に若者の世代の交流は、先ほどの午前中の講演に
もありましたけれど、社会全体、人類社会の発展
のためには、共存した社会に大きな作用を促すも
のであると思います。
　以上ですが、これでよろしいでしょうか。

質問者　すみません、科学技術大学というのは科

学院に属していて、教育部に属していないとおっ
しゃられましたけれども、非常に優秀な学生さん
がたくさん入っていると聞いておりますが、どの
ような入学試験をされて、どのような学生を主な
目的にとっておられるのか、その辺のことを伺え
ますか。

陳　中国では非常に簡単で、非常に効率の高いシ
ステムがあります。つまり毎年 6 月、以前は 7 月
でしたけれども、全国のすべての高校生が全国統
一の試験を受けます。我々は教育の面では教育部
の指導を受けます。我々も全国の統一試験に参加
します。つまり一般の日本でいう高校卒業生の中
から、我々に適した学生を選抜します。
　また同時に、我々が独自の、以前の歴史的な経
緯から、中国の文化大革命が終了した 1976 年だっ
たと思いますが、その当時 1 つの非常にいいチャ
ンスがあって、その当時我々は直接 16 歳以下の、
つまり最少 11 歳までの天才型の学生を科学技術
大学に入れていいという許可を得ました。彼らは
全国の統一試験を受け、科学技術大学の先生が面
接を行いました。これは当時大きな議論を呼びま
した。しかし 30 年来この制度は続いていて、我々
にとっては成功した方法だったと思います。
　中国の教育改革は、中国教育部が行うものと同
時に、一定の各大学に自主的に学生をとっていい
という権限を与えています。ですから我々がかつ
て行ったこの実験も、大学の自主権をもって、学
校のミッションに適した学生を選ぶ権利をもって
いいと思います。先ほどお話しした天才少年班で
すけれども、あまりにもとり過ぎたので、8 年後
810 名を超えた天才少年班のうち 100 人は国外の
大学で教授になっています。うちハーバード大学
の教授が 5 人います。それ以外にも大勢各大学、
大企業の研究開発部門のトップリーダーのエンジ
ニアになっています。
　この例から見て、私が 1 つ申し上げたいことは、
学生の募集制度は大学を運営する上での非常に重
要な面であるということです。つまりいい大学が
自分の標準に適した、そして自分の名誉を守れる
人材を養成すること、人材を養成した上で社会に
対して還元する、貢献する非常にいい事例であり
ます。ですから我々がこういう権限を持ったこと
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は、非常に幸運であったと思っております。
　これでよろしいでしょうか。

質問者　試験は 1 回しか受けられないと聞いたこ
とがあるのですけれども、それは正しいでしょう
か。浪人ができない。

陳　そういうことはないです。中国の大学生は、
つまり何回受けてもいいのです。例えば我が校で
は、大体九十何％はいわゆる浪人生でない学生で
す。中国科学技術大学よりも有名大学の一部の学
生が 2、3 回大学入試を受けたケースがあります。
中国の大学入試制度はすでにかなり変わりまし
た。

質問者　20 年くらい前に飛び級と、非常に若い
優秀な人をとるということに、我々もびっくりし
たことがあるのですが、それを今も続けておられ
るのか、もしおやめになっていたとすれば、それ
はどうしてか教えていただけますか。

陳　これはずっと継続しております。30 年間の
取組を振り返ってみると、これは統計的な意義か
ら見て相当成功したものだと思っているからで
す。これは続けております。

松本　ありがとうございました。ほかにございま
せんでしょうか。どうぞ。

質問者　質問を松本先生にお願いしたいのです
が、幾つかありまして、東京大学の教授は、必ず
東京大学出身の者でなければならないのかという
ことが 1 つ。
　それから 2 点目ですが、大学院生の募集とかは
何かしら人数の制限というのはあるのでしょう
か。
　それから、日本の大学の教授が、いわゆる大学
院生を募集する、もしくは抱え込むときに、教授
が学校にお金を払うということはあるのでしょう
か。

松本　では、お答えします。東大の教授の今何％
が東大出身でないというようなデータは持ってい

ませんが、もちろん東大出身である必要は全くあ
りません。全国の、京都大学ですとか、早稲田だ
とか、または海外の大学を出られた方というのは
相当数いらっしゃいます。
　それから大学院生について、人数制限があるか
というと、それぞれの学科によって大体入学定員
というのは決まっていますので、その教授が 1 人
ものすごく人気があるからといって、100 人とる
ことはできない。だけど、ある程度毎年二、三人
とか四、五人ですが、そのレベルの数の変動はあっ
てとれるということになっています。
　それから学生を受け入れると研究費を例えば大
学に上納するかというお話かと思いますが、そう
いうことはございません。今、日本でいろいろな
ディスカッションがありますけれども、特に博士
課程の学生の支援が、欧米型のものと日本のもの
はかなり違っているわけです。例えばアメリカの
大学ですと、だれか博士課程の学生を自分の研究
室に入れるとすると、多くの場合はその研究をし
ている学生さんに対して生活費をあげます。リ
サーチ・アドミニストレーターとしての費用を差
し上げるということは多いのですが、今、日本の
大学は制度としてそれはありません。ただ、でき
るというような規制改革がだんだん進んできてい
る。ですから若い研究者に対する支援を、その先
生がするということは可能になっています。
　ただ、授業料については、それが今は制度上で
きないということになっていまして、授業料相当
の支援費を差し上げるということはできる。なか
なか非常に細かい規則が日本の大学にあって、そ
れをほんとうは日本の大学を強くしようと思う
と、いろいろな意味で規制緩和をしていかないと
いけない状況にあるだろうと思います。そうする
と、それがグローバルスタンダードになってくる
と、ほんとうに日本の大学も戦える状況になるの
ではないかと期待をしているというところです。
　よろしゅうございますか。

質問者　松本先生、ありがとうございます。
　私は中国地質大学の者でございます。私自身も
日本の東北大学を卒業いたしました。博士課程を
そこで取得しました。秋田大学の吉村先生に質問
ですが、私の知っている限り、秋田大学は鉱産物
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の資源とかの開発利用で、非常に経験のある、特
色のある大学だと聞いております。
　もちろん日本の鉱産物の資源が枯渇しているこ
とは、我々も知っているのです。そういう状況の
もと、秋田大学で研究している重点はどこに置い
ているのか、こういうみずからの強みをどういう
形でこれから生かしていこうかということ。地質
大学ですから、鉱産物関係の研究には非常に興味
があるものですから、こういう質問をさせていた
だきました。

吉村　1 つは、リサイクル産業が今、日本ではか
なり進んでおります。日本語で言います都市鉱山
です。パソコンとか携帯電話とか、それから家電
製品をもう 1 回回収して、その中からレアメタル
とかレアアースとか、それからベースメタルを採
集して、日本の金属資源として再利用するという
ことで、今日本ではかなりリサイクル産業は進ん
でおります。
　特に秋田は DOWA ホールディングスという会
社がございまして、相当積極的に進めております。
これが 1 点目です。
　それから日本の中には資源がないということを
言われておりますが、まだ探せば存ると思ってい
ます。経済的にあわないだけで。もう 1 回秋田県
内で金探しをしようということを言っていまし
て、探せばあるはずだと。それを今、やろうと思っ
てす。それは半分夢ですけれど。
　もう 1 つは、国際的に例えば資源をたくさん
持っているモンゴルとか、カザフスタンとか、ア
フリカのボツワナとかと協定をしております。こ
れらの国から留学生をお呼びして養成をして、そ
れで国際的な資源の外交を今盛んに進めていると
ころでございます。平成 21 年に国際資源学教育
研究センターを立ち上げて、6 名の専任教員をそ
こに配置をし、世界各国飛び回って資源大国との
連携を進めております。
　この 2 つが今、我々のねらっているところでご
ざいます。

松本　ありがとうございました。どうぞ。

質問者　こんにちは。私は中国の西北農林科技大

学の者でございます。日本の大学の学長、副学長
の皆様、どなたでもいいのですが、質問に答えて
いただければと思うのです。まず日本の大学は人
材を募集し、受け入れようという政策はあるで
しょうか。というのは、中国は中央も地方もすべ
ての大学に必ずいろいろな形で人材を招き入れよ
うというやり方をしています。日本の大学は、そ
ういう意味でそのようなやり方が何かあるので
しょうか。
　2 点目ですが、大学の運営管理の改革ですけれ
ども、中日両国の制度が違いますから一概に言え
ませんが、とにかく国は大学の運営管理について、
やり方が日中で違っていると思うのです。また大
学内部においてのやり方も違っていると思うので
す。ですから、日本はどういうような形で大学内
部の運営管理をしているのか。例えば大学院とか
学部の設定とか、学部は多く設置する方針なのか
どうかというような話です。それを伺えればと思
います。
　また権限は、大学側が持つ権限は大きいほうが
いいとお考えか、小さいほうがいいとお考えか、
どういう流れになっているかということも教えて
いただければと思います。

松本　それでは、学長からお答えいただければと
思います。

柳澤　2 つ目の管理運営、特に組織改編について
お話しします。新しい学部をつくったりする権限
はどこにあるかという問題ですが、この権限は大
学にありません。文部科学省に提案して、そして
審査を受け、認められてはじめて設置することが
できます。残念ながら自律的な権限はありません。
　ただし、学部より下の組織、日本でいうと学科
であるとか、教育コースであるとかというのは、
法人化後は自由に設置することができるようにな
りました。以前はこれも文部科学省に伺いを立て
ていました。今、例えば日本の国立大学では工学
系の入学定員がかなり多いです。これは日本の高
度成長期に工学部をたくさん設置したということ
があると思うのですが、現在それだけの人数が必
要かどうかという議論というのは、本当はしなけ
ればいけないのですが、今のところ、残念ながら
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どの分野の人材を何人、国として育てるかという
政策がまだ明確になっていないというのが現状で
はないかと理解しております。

吉村　あと、教員もそうですが、昔と違いまして、
今は職員の採用も自由にできるようになっていま
す。例えば、私どもの大学ですと JICA から採用
したり、あるいは新聞社を退職した方を採用した
り、とにかく大学でこういう人材が欲しいという
ときは、そういう方をヘッドハンティングで採用
できる形になりました。
　それから教員も、大学によって随分言葉が違い
ますが、特任とか客員とか特別とか、いろいろな
名前で、この分野の人材が欲しいというと、そう
いう資金を用意すればいくらでも採用できるとい
う、非常に柔軟な組織改編はできるようになりま
したので、その点は、大学の目指すところは非常
に進められると思っています。
　ただ、学生の定員そのものは学部と研究科で決
めてしまいますので、それは学長のリーダーシッ
プとは言えない。

松本　ありがとうございます。どうぞ。

質問者　ありがとうございます。
　私は中国武漢理工大学から参りました。日本の
学長にお聞きしたいのですが、私たちが知ってい
る限り、中国から日本に来た留学生は、日本から
中国に留学しに行く学生数を上回っております。
学長先生から見ますと、中国の大学は多くの日本
人の留学生を引きつけるために何かアドバイスが
ありますでしょうか。成功経験をぜひシェアして
いただければと思います。

吉村　難しいご質問です。実は日本人の学生が最
初に行きたいと思うのが、大体アメリカ、ヨーロッ
パ、欧米系の英語圏のところにどうしても行きた
い。おそらく中国の大学の学生も、どこに留学し
たいですかと聞くと、大体アメリカ、欧米。3 番
目に日本となります。多分言葉のせいだと私は
思っています。英語というのが国際用語ですので、
日本も、どうしてもやはり英語圏に行きたい。中
国語を勉強したい学生はもちろん結構おります

が、どうしても、中国に行く留学生というのは欧
米系に比べて残念ながら少ない。これを今後どう
していくかということは、これからの課題として、
ぜひ私どもも真剣にとらえていきたいと思ってお
ります。

質問者　ありがとうございます。

松本　よろしいでしょうか。いろいろなディス
カッションをさせていただいて、大体時間になっ
てしまったのですが、随分お互いの違いは、はっ
きりしてきたような気がいたします。その中でど
ういうふうに一緒にやっていけるのかというのを
考える、1 つのプラットホームができたのだろう
と思います。
　日本の大学は、法人化後かなり自由化されてき
たわけですけれども、法人化する前にアメリカの
ある私立大学に私は行って、法人化するのですよ、
どうすればいいですかねという話をしたときに、
彼が言ったのは、日本の国立大学もまず基金を集
めなさい、エンダウメントを集めて、やはり自分
が自由になるお金を集めてこないと、大学運営と
いうのはできませんよという話をされました。
　それから、さっきも人材を入れる努力をしてい
るかという話がございましたけれども、いかにい
い教員を集めるか、いかにいい職員を集めるか、
それが大学経営の基礎だからねと言われて、なか
なかいい教員をリクルートして、ヘッドハンティ
ングしてくるという文化は、まだ日本には十分根
づいているとは思えないのですが、おそらくその
方向に大きく動いているだろうと思います。
　日本の中の大学も、これだけ法人化して時間が
たったわけですから、どういうふうにそれぞれの
大学をみずから輝かせていくのかということは学
長の権限でやれと、やらないとその大学はだんだ
ん沈下していきますよという、極めて競争的な環
境に置かれているのだと思います。その中でどう
いうふうに機能を、文科省から機能分化といわれ
たのですが、国大協としては機能強化と言い直し
て、それぞれの大学の強化を図っていくのかとい
うことに注力しているというのが現状でございま
す。
　そういう中で、こういう産学連携、それから基

134



礎研究をどうしていくのかということが議論され
ていくのだろうと思います。特に産学連携をする
にあたっては、やはり基盤的研究、基礎的な研究
をその大学はやっているか、やっていないかに
よって連携の仕方が変わってくるわけで、今も中
国科学技術大学からは中国科技大は基盤的な研究
をきちっとやっている、それがミッションである
とおっしゃったわけですが、そういう大学と、そ
れからいろいろなアプリケーションをうまくやっ
ていく大学、そういうふうに分化をしていくとい

うことも考えられますし、それぞれの大学が考え
る戦略をもって動いていくし、その中で、中国の
大学ともそれぞれがつき合っていくというふうに
なっていくのだろうと思っています。
　今日は、そういう意味では非常にいい機会を与
えていただいたと思っております。参加いただい
た皆様、それからパネリストの皆様、どうもあり
がとうございました。
　以上で終了としたいと思います。
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川口　皆様、こんにちは。
立命館大学の川口でござい
ます。
　それでは、早速、本日の
パネルディスカッション第
1 部、第 2 会場「日中両国

の留学政策と留学帰国者の有効活用」を始めたい
と思います。
　本分科会、本会場のテーマは「日中両国の留学
政策」であります。ご案内のように、中国はこの
間、大変積極的な留学政策を展開してこられまし
た。大変に有名な海亀政策と呼ばれるような、博
士課程の学生を世界の大学に送って、それを中国
の学術研究の中心に育てていくという政策をはじ
め、全世界に学生を派遣し、また、全世界から学
生を受け入れると、大変意識的で積極的な留学生
政策をとってきておられます。
　また、日本につきましては、近年、ご案内のよ
うに若者の内向き志向ということが言われて、留
学生の派遣が随分減ってまいりました。留学生受
け入れも 10 万人からなかなか増えないというよ
うな中で、これもまた文部科学省を中心として新
しい積極的な留学生の送り出しと受け入れの政策
が、現在、とられてきております。
　今日のこの会場の中で、両国の政府関係の教育
部、文部科学省の留学生政策の責任を持っておら
れる方、そしてまた、日本の大学の留学生政策の
中心におられる方をお招きして、それぞれの政策
の概要、意味、ねらい、そして現状、どこに問題
があり、どうこれから展開していくかということ
について、さまざまな積極的なご提言をお願いし
たいと思います。
　最初に、問題提起を含めて、各パネリストの方
に 7 分の報告をしていただきます。その後、若干、
パネリストの間での議論をした上で、会場の皆様

からさまざまな質疑をお受けしたいと思っていま
す。
　パネリストのご紹介をさせていただきます。
　皆様のお手元にございますパンフレット、ガイ
ドブックの 23 ページをおあけいただければと思
います。これは中国語版も同じようであります。
両方とも 23 ページでございます。
　最初にご紹介申し上げます問題提起者は、東京
大学北京事務所長をなさっておられます宮内雄史
様でいらっしゃいます。
　パネリストは、中国留学服務中心主任、白章徳
先生。
　文部科学省大臣官房付高等教育局担当の奈良人
司様。
　広島大学学長補佐となっておられる佐藤利行先
生。
　それでは、冒頭、東京大学北京事務所の宮内雄
史さんから話題提供をお願いします。
　宮内さん、よろしくお願いいたします。

宮内　ご紹介にあずかりま
した東京大学北京代表所の
所長の宮内でございます。
　私はもともと総合商社で
中国の業務を長くやってお
りまして、5 年前から大学

パネルディスカッション2
「日中両国の留学政策と留学帰国者の有効活用」

モデレータ：川口清史（立命館大学総長）
話 題 提 供：宮内雄史（東京大学北京事務所長）
パネリスト：白　章徳（中国留学服務中心主任）
　　　　　　奈良人司（文部科学省大臣官房付（高等教育局担当）
　　　　　　佐藤利行（広島大学学長補佐）
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に戻りまして東大の北京代表所の所長をやってい
るという立場でございまして、今、パネリストの
紹介の中で話題提供者という変わった形でご紹介
されているわけですが、現地で大学あるいは大学
を取り巻く状況、それから中国そのものについて
の現地でとらえた感覚というようなものをどうい
うふうに皆さんにご紹介するかというところが、
話題提供者の役目かなということで参加しており
ます。
　おとといからこのフォーラムが始まって、池袋
で行われましたけれども、昨日は中国の大学を目
指そうというテーマで 1 つのシンポジウムを行い
ました。そのシンポジウムの中で、中国に実際に
留学して今年日本の企業に就職された若い人が自
分の経験談を語るということがございました。そ
の経験談の中で、なぜ留学したかという動機を説
明されたんですが、学生のときに自分として中国
に対していろいろな認識なりイメージを持ってい
た、マスコミもそう言っている、周りもそう考え
たということの内容と、自分がたまたま、あるい
は積極的に接触した中国から来ている留学生とい
ろいろ話していると、そこから受ける印象とが非
常に大きなギャップがある。一体何のギャップな
のだろうかを知りたいということで、2 週間ばか
りの短期留学に参加された。実際に中国に行って、
短期ではありましたけれども、留学をしてみると、
自分の持っていたイメージと実際とのギャップが
非常に大きいということを発見して、これは本格
的に留学をしたいというのが留学の動機であった
ということをおっしゃっていました。
　今日、私がお話したいのは、まさに認識ギャッ
プのところが、今、中国で北京におりまして、中
国の事情を見ているのと、日本で皆さん、あるい
は多くの人の考えているところのギャップが非常
に大きいところが、いろいろ今後中国と交流をし
たり話をしているときの 1 つの障害になりかねな
いということで、その認識ギャップを少しでも埋
められるような話題を提供したいというのがこの
話題の内容になっております。
　まず、去年、中国の GDP が日本を超えた。し
かしながら、中国は人口が 10 倍あるので、一人
当たりの GDP は日本の 10 分の 1 の極めて貧し
い国である。加えて中国は格差の拡大が非常に大

きい。したがって一部の大変なお金持ちと大部分
の貧しい中国の方がおられて、その間の矛盾が激
しくて社会的にも不安定であるというのが日本で
非常に多くの見方になっています。これについて
どう見るかということですね。
　確かに、去年 GDP が日本を抜いたということ
は、ほぼ GDP の額が同じということで、このよ
うな額になっています。人口も日本の 10.5 倍で
すから、ほぼ 10 分の 1 の GDP である。中国の
経済規模というのは日本と同じくらいであるかど
うかということなんですが、例えば、基幹産業で
ある鉄鋼産業、これは確かに 1990 年代、これは
日本とほぼ同じような鉄鋼の生産高でしたけれど
も、2000 年に入りましてから、この表でごらん
になりますように、急速に中国の鉄鋼生産が増え
て今や日本の 6 倍生産しています。同じようにセ
メントは今や日本の 22 倍造っています。それか
ら、日本が本来得意であった電子産業、家電産業、
一時は日本の産業として世界をリードするような
産業だったのですが、テレビは日本の 11 倍、クー
ラーは日本の 14 倍、冷蔵庫は 25 倍、パソコンは
14 倍、カメラは若干、デジタルカメラは日本で
も生産していますけれども、2.5 倍、携帯も 16 倍
となっており、このような生産力の経済と日本の
経済が同じ規模であるというのを、GDP で計る
と見えてしまいます。しかし、経済実態としては
大きなギャップがあると見るべきではないかとい
う数字をお示ししたところです。
　それに対して、これは物価水準を是正するため
に GDP を購買力平価で計算し直してみるという
方法があります。これは一人当たり GDP を見る
ときに、左のほうにありますように、通常の
GDP で見ると確かにこのような日本と中国では
10 倍近い開きがあります。しかし、これを PPP
で計算するとどうなるかと言うと、右のほうを見
ていただくと、日本の 3 万 2,000 に対して中国は
6,000 と、半分くらいに是正されて見えます。し
かしながら、物価水準を考えてみると、発展途上
国は全部物価が安いので、一斉に是正された結果
として、購買力平価 GDP で一人当たりを計算し
ても引き続き中国は世界の 90 何番目。そこにあ
りますようなアフリカのいろいろな国よりも中国
は貧しいと、そういう指標になります。
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　それでは、中国の人はそれほど貧しいのかとい
う実態に関する幾つかの点を見てみたいと思うの
ですが、まず、食べる物です。これは肉類の一人
当たりの消費量ということで、確かに 1980 年代
は日本人の 3 分の 1 程。したがって、お金持ちは
たっぷり肉は食べられるけれども貧しい人は肉に
はなかなかありつけないというような状態だった
訳ですが、これが 90 年代の末から中国での肉類
の生産が大きく伸びて、いまや日本人を上回って
います。つまり、一人当たりの肉の消費量は日本
人よりも多く食べるようになったというふうに変
化をしております。
　同じように、果物ですね。果物というのはお金
がないときは不要不急の物として食べたりしな
い、そういう性格のものです。このリンゴのケー
スの場合には、1980 年代、日本人の 3 分の 1 で
すから、お金のある人は食べる、ない人は食べな
いという状態だったのですが、その後 90 年代末
以降、大変な量で生産が増えまして、いまや平均
して日本人の 3 倍になっています。ではお金持ち
が山のようにリンゴを食べて貧しい人が食べない
という状況になっているかということはないわけ
です。同じようにナシが 3 倍、モモが 4 倍、スイ
カは 10 倍です。中国のスイカの生産量は日本の
100 倍になっております。中国ではハウスによる
栽培と、それから交通網の発展、輸送の発展によっ
て、北京などでは一年中、夏でも冬でもスイカを
食べられます。結果として、中国全土で中国の人々
は日本の 10 倍にあたるスイカを食べているとい
う食生活の水準にあるということです。
　それから、もう 1 つ、顕著な改善があったもの
として漁獲高を示しましたが、これは中国と日本
の漁獲高の数値をあらわしています。一番左のほ
うから上にありますのが日本の漁獲高。日本は水
産王国ですから、魚がたくさんとれて、1985 年
には 1,200 万トンとったことがありました。現在
は、次第に減って、最近は、550 万トンから 600
万トンくらいの漁獲高。それに輸入の水産物が
600 万トンくらいで、あわせて 1,200 万トン日本
人は毎年魚を食べています。
　これに対して中国は、80 年代は日本の半分ぐ
らい。約 500 万トン、600 万トンくらいの漁獲高
でした。その漁獲の中を分けてみると、そこにあ

りますように、海でとってくる魚、海で養殖する
魚、それから淡水捕獲といって池や川でとってく
る魚、それから淡水養殖というのがあります。淡
水養殖というのは田んぼや畑を池に変えて、そこ
で魚を養殖する、あるいは池を囲って養殖する、
そういう淡水養殖ですが、この間、一番増えたの
がこの淡水養殖です。20 数年前の 100 万トン足
らずの生産量が、今、2,000 万トンを超えて、
二千二、三百万トンと 20 数倍になっています。
つまり、日本の漁獲高の 4 倍くらい、陸上で養殖
をしている魚を食べるようになった。
　中国の人々も肉よりも少し高級な食事をしよ
う、あるいは良いタンパク質を取るときに魚を食
べるということがあります。これまで魚といえば、
海岸沿いの人しか食べられなかったのが、内陸で
すから、全国至るところで食べられるようになっ
た。その量も 2,200 百万トンを超えるようになり、
タンパク質の補給源として大きな改善があった訳
です。
　この淡水魚の養殖をしている面積が、全部合わ
せると約 6 万平方キロになります。6 万平方キロ
というのは、日本の耕地面積が約 5 万平方キロで
すから、今や日本の畑や田んぼを全部合わせたよ
り広い面積で、淡水養殖をした魚を食べるように
なっています。これは中華料理の料理法と非常に
関係がありまして、あの生臭い淡水魚を中華料理
では見事においしい料理に変えるというところが
一つ関係しておりますが、全世界の淡水養殖の約
70％以上が中国でつくられているという現状があ
ります。
　こうした食生活が先ほどの GDP の、購買力平
価で見ても、アフリカ諸国よりも貧しい人たちと
いう指標になってしまっているところが、中国の
実際の人々の生活水準と大きく開きがあるのでは
ないかと私は考えております。
　それから、日本、諸外国、あるいは中国自身で
もあるのですが、中国も早晩高齢化の影響を受け
て、経済成長にも陰りが出るだろうという見通し
があります。これについても日本と中国では大き
な事情の違いがあります。日本の場合には、現在、
定年期を迎えている団塊の世代を頭に人口はずっ
と減り続けています。しかしながら、中国には戦
後 3 回人口の大きな塊、山があります。中ほどに
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あります 60 年代前後に生まれた層というのが、
もうすぐ 10 年もたちますと定年を迎えますので、
この点をとらえて中国も高齢化の影響を受けて経
済も停滞の可能性があるという指摘が多いのです
が、中国の場合はもう 1 つあとに大きな山がある。
　一人っ子政策をうけて、確かに人口の抑制が
あったのですが、1980 年代から 1990 年代にかけ
て 17 年間にわたって毎年 2,000 万人以上の人が
生まれました。現在でこそ 1 年に生まれてくるの
は約 1,600 万人、日本は 106 万人ぐらいですから、
依然 15 倍くらいの人が生まれているのですが、
この 80 年代、90 年代には、2,000 万人。日本の
20 倍ぐらいの青年層が生まれ大きな塊になって
いるということで、第 3 のブースターのような人
口の塊があるというのが、中国と日本の違いの一
つです。
　加えて、現在、日本の団塊世代とその後の世代
を見たときに、学歴水準等で大きな差があるとい
うことは意識されませんけれども、中国の場合、
真ん中にある、この 3 億人のところは、主にいわ
ば肉体労働力の層になっています。大学出の比率
が 2.5％。それに対して、80 年代、90 年代に生ま
れた大量の人の層というのは、学歴が大学卒が
30％を超えてきます。今後 10 年で、6,000 万、20
年で一億四、五千万の大学卒の青年が社会に送り
出される。したがって、今後、製造業頼りからさ
らに高度な経済の形に中国の社会が転換できれ
ば、一層高い生産性を持続することができる可能
性をここに秘めており、もしこれが成功すれば、
まだまだ 30 歳代が先頭ですから、これから四、
五十年、中国は引き続き大きく発展する可能性を、
この人口構成は持っていると見るほうが適切では
ないかと私は思っています。
　ついでながら中国の大学生ですけれども、中国
では大学の入学者が 1999 年から大きく伸びます。
それまで約 100 万人ぐらいだったのが急速に伸び
て、今や 650 万人です。この大きく学生が増える
ときに、中国では学生は全部全寮制です。すべて
の学生が 4 人部屋、6 人部屋、8 人部屋に入ります。
日本などでも中国の一人っ子政策で生まれたわが
ままな子供が育っていくとわがままな集団になる
と言われたりしていますけれども、逆に、大学に
入って全寮制で、一人っ子がそこで 4 年間にわ

たって社会的な教育を受けるというような自動的
なシステムが中国ではでき上がっている。加えて、
4 人部屋、6 人部屋の学生同士は一生の友達にな
る。つまり、家族以外に一生の信頼を得るような、
そういう人たちを見つけることができるという、
全寮制のシステムが中国のエリートに育っていく
学生たちへの社会教育の大きな機能を果たしてい
るのが、中国での特徴であろうとかと思っていま
す。
　又、日本についても触れておきたいのですが、
これは日本の大学入学率です。日本は非常に男女
差別の激しい社会でして、今日も、たまたま見た
ら、『東洋経済』で女性はなぜ出世しないのかと
いう特集をやっていました。これはぜひとも見て
おいたらおもしろいのではないかと思いますし、
僕もじっくり読んでみたいと思います。
　その日本の社会での大学入学率を見てみます
と、男性が 30％を超えるのは今から 40 年ほど前
です。当時、せいぜい 10％足らずの女性しか大
学に、これは 4 年制のことを言っていますが、行
けませんでした。女性の大学入学率が 30％を超
えるのはほんのこの 10 年前です。ということは、
女性が本格的に大学を卒業し社会に出るように
なったのはこの数年にすぎません。日本は少子高
齢化と言われていますけれども、今後、この大量
の大学を出た女性の活躍が社会でうまく引き出せ
るようなことになれば、日本も今後三、四十年、
社会としての活力を持ちつづける可能性が十分あ
るということを示しているのではないかと思って
います。
　それから最後に、国際化といいますか、それに
関連して幾つかのデータをお見せしたいのです
が、これはアメリカで博士号を取る学生が 1 年間
に 5 万人ほどいます。それを大学別にランキング
を並べてみますと、アメリカの大学を抑えて、清
華大学がトップ、それから北京大学、バークレー、
ソウル大、コーネルと続き、50 位以内に 9 つの
中国の大学が入るというような数字になっていま
す。
　出身国別に見てみますと、中国が 5,000 人、イ
ンド、韓国とあって、日本は 330 人。清華大学、
北京大学にも及ばないような数字の結果が出てお
ります。
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　それから、中国への外国人留学生の件ですが、
中国への外国人の留学生も非常に増えておりまし
て、総数で言いますと、4 万人くらいから 10 年
足らずで、今 24 万人ほどになっています。その
間に日本人の留学生がどうであったかといいます
と、1999 年は中国へ来ている外国人留学生のう
ち 29％が日本人でした。現在は、中国に来てい
る外国人留学生で日本人は 6％という比率になっ
ております。
　それから、国際的な留学生の動きとしまして中
国と日本を比較してみますと、日本に来ている留
学生は 13 万人くらい。中国は 23 万人。中国のほ
うが 1.7 倍になります。しかし日本に来ている留
学生のうち 60％が中国人、15％が韓国人、その
他は 25％にすぎません。その他という点でいい
ますと、韓国の留学生で中国に行っている人数と
日本に来ている人数を比べると 3 倍、アメリカ人
で中国に来ている数は日本に来ている人数と比べ
ると 8 倍、それから、東南アジアにしても 4.8 倍、
ヨーロッパのフランス、ドイツの留学生は、中国
に来ている留学生が日本の 8.9 倍、9.4 倍、イン
ド人は 15.6 倍と、こうなっているのが国際的な
留学生の現在の流れになっています。
　最後に、これ最後の画面ですけれども、中国の
大学はどうなのかと言う事です。日本から見て、
あるいは日本の学生が今後中国の大学に留学する
ときにどういうことを考えていったらいいかとい
う一つのヒントになるかと思いまして出しました
が、中国は確かにこの百数十年、大変な混乱と動
乱と変化の中にありましたけれども、清の時代か
らやはり教育というのがいかに大事であるかとい
うことを、確かに色々なやり方、あるいは変動は
あったんですが、一貫して考えてきたことです。
教育は百年の計と言いますけれども、現在中国で
主要な大学とされる多くの大学がその成立は、今
年が辛亥革命 100 周年ですから、それの前、100
年以上前に設立されたということを示していま
す。100 年の紆余曲折を経て、やっと今日、非常
に安定して、国際化もすすめられる、そういう状
態になったのが中国の大学であって、私として申
し上げたいのは、日本の学生も中国への留学を真
剣に考える時が来たのではないかと思います。同
時に、日本の留学政策も、留学生呼び込みから、

留学生送り出しへ大転換する時に来たのではない
かと、こう感じられるのが私の意見です。
　以上でございます。

川口　どうもありがとうございました。
　宮内さんからは我々の中国認識の浅はかさを指
摘をされました。中国が本当に学ぶに足る国に今
なっているんだと、若者たちにそのことをしっか
りと教えようじゃないかというご説明ではなかっ
たかと思います。
　いろいろ聞きたいことがたくさんあろうかと思
いますが、先に皆さんからのご報告を伺うという
ことで。
　次は、中国留学服務中心主任の白章徳先生から
お願いしたいと思います。

白　皆さんこんにちは。私
は中国留学服務中心の白と
申します。本日、このパネ
ルディスカッションに参加
できて非常にうれしく思い
ます。

　中国の留学政策について皆様方と交流をしたい
と思います。また、帰国留学生向けサービスにつ
いてもご紹介いたします。
　皆様ご存じのとおり、EU は 1999 年からボロー
ニャ計画という計画を実施しておりまして、各加
盟国の高等教育の分野に大きな変化が起こりまし
た。時を同じくして、たまたま中国の高等教育事
業も飛躍的に発展する時期を迎えました。2 つの
理由があります。
　1 つには人々に対する高等教育が盛んになって
きたこと、また、人々も高等教育を求めていると
いうことが挙げられます。そしてもう一つは、高
等教育のグローバル化という背景のもとに中国も
留学生の送り出し・受け入れの国としてますます
大きな役割を果たすことになったということで
す。
　統計によりますと、2010 年度に、このたった 1
年間の中で、海外留学をした人数は 28 万 4,700
人となりました。2010 年までに中国からの海外
留学者は 127 万人になっておりまして、そのうち
95 万人近くが現在、国外でさまざまなレベルの
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留学、あるいは訪問研究を行っております。現在、
中国は全世界でも最も重要な留学生の送り出し国
となっております。
　日本に関しましては 2010 年までに中国人の留
学生総数が 11 万人を超えました。このうち大学
以上の教育機関に学んでいる者が 8 万 6,000 人、
日本語学校が 2 万 9,000 人となっております。
　学生の国際交流を促進するために、外国の教育
機関が中国に来て教育機関を立ち上げたり、ある
いはプロジェクトを立ち上げたりといったことも
普通に見られるようになりました。中国でも海外
に中国語教育、あるいはその他の分野での教育、
訓練機関をつくっております。2010 年、194 の国
と地域から 26 万 5,090 人の外国留学生が中国に
来て、620 校の中国の高等教育機関、あるいは研
究所などで学んでおります。この数値は 2009 年
に比べまして 11.3％の増加となっております。
　2010 年、中国で学習している日本人学生は 1
万 6,808 人であります。前年比で 1,399 人増加し
ました。成長率は 9％です。中国での日本留学生
の人数は韓国、アメリカに次いで第 3 位でありま
す。中国政府は 2020 年までにこの留学生の人数
を 50 万人にしようと考えております。
　また、中国の海外留学生も帰国して、就職した
り、仕事を立ち上げたりということをしておりま
す。2010 年までに我が国の留学帰国者は 63 万
2,000 人になりました。2009 年に比べまして前年
比で 24.7％の増加となっております。
　留学生は人材資源の非常に重要なリソースであ
ります。教育、科学技術、経済社会の発展に非常
に重要な役割を果たしております。かなりの割合
の留学生は既に各分野でリーダーシップをとる人
間となっております。また、国際協力や国際交流
にも重要な役割を果たしておりまして、各国との
理解を促進する上で大変重要な主力軍となってお
ります。
　中国政府は 2010 年に中長期教育改革及び発展
計画大綱を提起いたしまして、2020 年までに我
が国を人的資源の大国、ヒューマンリソースの大
国とする戦略を立ち上げました。2011 年に中国
では中長期人材発展計画大綱が発布され、人的資
源大国及び人材優先発展戦略というのを打ち出し
ております。中国政府は教育、留学に対する一連

の政策を打ち出しました。中国の現在の教育計画
というものが全面的に発展する段階に入ったとい
うことが言えるでしょう。
　中国留学服務中心といたしましては、留学関連
のサービスを専門的に行っております。我がセン
ターは社会に対して留学生の送り出しと受け入れ
を行い、また、帰国留学生のケアや、国際協力、
国際交流教育なども行っております。世界の学生
に対して全面的に奉仕し、関連機関とともに国際
人を育てるという任務を負っております。
　それでは、留学帰国生向けのサービスといたし
ましてどういうものがあるかを紹介していきたい
と思います。
　まず 1 つは、海外の教育機関で取得した学歴、
学位記を認定するということです。これは主に国
際的に教育を受けた人々が取得した外国の学位、
学歴などを鑑別、評価し、そして認定を行うとい
うものです。卒業証書などに関しまして審査を行
います。そして多くの人々のニーズにこたえて進
学や就職の世話をするということです。2010 年
末までに学歴学位を認定した件数の推移はこの図
のようになっております。130 国余りの高等教育
機関の学歴を認定しております。2010 年に私た
ちは 6 万 2,711 件の学位を認定いたしました。
2011 年 9 月には日本の学位記を認定した件数は 2
万 690 件にのぼっております。これは総数の 9.3％
です。国別に見ますと、日本の学歴学位の認定件
数は、イギリス、オーストラリア、アメリカに次
いで第 4 位となっております。
　また、帰国留学生に対しましては、就職資料の
保管、戸籍管理、帰国後の住宅サービス、学術研
究休暇後の職場復帰、中国留学人材マーケットへ
の紹介、起業コンサルティングなど、一連のサー
ビスを行います。
　では、次ですが、さまざまなプロジェクトを立
ち上げて優秀な海外帰国者を募集する、登用する
ということです。さまざまなニーズにこたえまし
て、多くのルートによって、中国留学ネットワー
クなどを通じまして、教育部が立ち上げたネット
ワークですけれども、科学技術機関、あるいは教
育機関などに帰国留学生を紹介しております。留
学生が帰国して就職するときにこのネットワーク
を使うことができます。
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　また、教育部では留学帰国者科学研究基金とい
うファンドを立ち上げまして、留学帰国者の教育
や科学研究の業務に対する支援を行っておりま
す。この中で優秀留学帰国者を 20 年間にわたっ
て 40 回サポートしてきました。この中では、中
国科学院、中国工程院のアカデミー会員になった
方もいらっしゃいますし、また、各大学での幹部
を務めていらっしゃる方が多くいらっしゃいま
す。
　帰国留学者の起業に対して、我々はブラット
フォームを提供しています。たとえば、地方政府
と協力し、「中国海外留学者大連起業ウィーク」、
あるいは「中国留学人員広州科学技術交流会」、「春
暉カップ中国留学帰国者イノベーションコンテス
ト」などのイベントを開催しています。
　帰国留学者が国家の建設やあるいは国に対する
奉仕という面でかけ橋の役割を果たしていると
思っております。この「春暉カップ中国留学帰国
者イノベーションコンテスト」は既に 5 回行われ
まして、918 人の留学帰国者がイノベーションプ
ロジェクトを立ち上げました。200 余りのプロ
ジェクトが既に国内で企業を立ち上げたりなどと
いう形でスタートを切っています。この影響力は
非常に大きいものであります。そしてこのコンテ
ストもますます有名になってきています。中国帰
国留学者の起業、アントレプレナーですね、起業
に対して、あるいはインキュベーションというよ
うな重要な役割を果たしています。
　国際教育交流を推進する者として、私どものセ
ンターは日本とも密接な関係を保っております。
私は中国双方の教育界の皆様方とともに努力を
し、双方の教育の交流のレベルをより高いステー
ジに上げ、友好関係に貢献したいと思います。
　皆様が私どものセンターを訪れ、ご指導をして
いただきたいと思っております。そして、日本の
優秀な高等教育についてご紹介いただき、それと
ともに、多くの日本留学生が中国に来て学んでい
ただくことを期待しています。
　どうもありがとうございました。

川口　どうもありがとうございました。
　今のお話、中国の留学服務中心のなさっている
留学生受け入れ、派遣の大きな流れについてご紹

介いただけたと思います。
　特に、帰ってきた留学生が活躍できる場をいろ
いろな形で準備しておられるということを非常に
印象的に発言いただきました。
　それでは、続きまして、文部科学省の奈良人司
様からご報告をいただきたいと思います。

奈良　文科省の奈良でござ
います。早速ご説明に入ら
せていただきます。
　英語の資料を用意させて
いただいております。日中
の同時通訳でございますの

で、少しわかりづらいかもしれませんが、英語を
見ながら日本語でご説明させていただきたいと思
います。
　最初のグラフは簡単なんですけれども、ご案内
のとおり、後で留学生 30 万人計画をご説明しま
すけれども、受け入れは割合順調に伸びていまし
て 14 万人ぐらい来ているんですけれども、問題
は派遣のほうでございます。当然、レシプロとい
いますか、行ったり来たりと、双方向を考えてい
るのですが、6 万数千人ということで、派遣のほ
うに問題を感じているというような実情でござい
ます。
　特に、先ほどいろいろご説明があったとおり、
少子化問題というのがございまして、今の統計で
いうと、18 歳人口ですが、平成 25 年くらいまで
に 120 数万人で横ばいの状況で、そこからずっと
下がっていって、平成 40 年ごろには 100 万人程
度になってしまうと。そういうような少子化の傾
向と、派遣が減っている問題、どういうふうにと
らえるかというのは一つ大きなものでございま
す。
　先ほどご説明がありましたけれども、日本は大
体、短期大学を入れずに 800 大学で 280 数万人の
学生がいるという規模でございまして、先ほどの
中国の白先生からのご指摘とかいろいろございま
したけれども、その辺の構造問題がどうなってい
くのかというのが、実は結構大きな問題と思って
おります。
　それから、中国を切り出したグラフでございま
すけれども、中国につきましては、先ほど、何回
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もございましたが、8 万 6,000 人というのが中国
からの受け入れ数でございます。これは先ほど宮
内先生からもありましたが、約 60％が中国から
という数字になってございます。そこに中国、韓
国、台湾とございますけれども、非常に中国から
たくさんの方が来ていらっしゃっているという数
字になってございます。
　それから、先ほどの統計がございましたけれど
も、中国全体から見ての派遣先が、アメリカが 1
番で、日本が 3 番目くらいだったと思いますけれ
ども、それにしても日中間の交流は非常に盛んだ
ということがこのグラフから言えるかと思いま
す。
　次の最初のアウトラインですが、30 万人派遣
計画、この留学生 30 万人計画というのは、2008
年にできたプランでございまして、英語で申しわ
けないですけれども、最初の黒丸のところに略字
がいっぱいあります。MEXT、英語の名前でい
うと非常に長いんですが、文科省でございます。
他に外務省とか、法務省、6 省庁の協力のもとで
留学生を 30 万人にしようと。こういう計画がで
きているわけです。
　次に Contents でございます。2 つめの黒丸で
Improve というところから始まっていますけれ
ども、大学の教育研究機関の国際競争力を高める
と。まず国内の大学の国際化を進めると。その上
で、優れた留学生を地域とか分野を考慮しながら
戦 略 的 に 受 け 入 れ る と い う の が、2 ポ ツ の
Improve 云々と書いてあるところでございます。
　その下、3 番目の Specific measures、具体策と
いうのがございますが、最初の黒丸は日本へ招へ
いしたい、Motivetion、真ん中にあります、来て
い た だ く と い う こ と と、 そ れ か ら、one-stop 
service と後ろにございますが、出ていくほうも
面倒を見ようと、そういう観点でございます。2
つ目は、study in Japan とありますけれども、最
初の段階、入口のほうから面倒をみようとか、そ
れから、3 番目に Promotion 云々とございますけ
れども、そういったような、魅力ある大学づくり
というようなこと。いずれにしろここに書いてあ
ることは、受け入れに対するいろいろな施策を強
化したいというのが、2008 年当時の主たる日本
の政策だったわけでございます。

　それから、2010 年になりまして、政権も交代
したということもございますが、次の 1 つ目、
New Growth Strategy、ご案内のとおり新成長戦
略と呼ばれているものでございます。2 行目か 3
行目、5 ポツ、Higher education producing 以降
ございますけれども、世界と日本を支える人材を
生み出す高等教育ということで、だんだん日本人
のグローバル化ということを、最初のころは優秀
な留学生に来ていただきたいというのが大体主眼
だったのですが、日本人学生自体のグローバル化
というふうに政策が少しずつ、もちろん受け入れ
も大事なんですけれども、そういった日本人のグ
ローバル化ということにだんだん政策がシフトし
てございます。
　ここのオレンジ色の枠組み、小さい字で見づら
いですけれども、そういうことで、大学教育を改
善するということで、英語のみならず、例えば、
中国語の外国語教育をしましょうとか、2 つめの
黒丸、ちょっと小さいですが、ここは海外交流促
進ということで、日本人学生を行かせる、それか
ら外国人の留学生も受け入れるということで、双
方向でやっていこうということでございます。
　それから、もう 1 つ、新しい視点というので、
business human resources と書いてありますけれ
ども、ビジネス人材というのを、国際的に育成し
ていこうということで、右側の四角にありますが、
全体的に行くほうも来るほうも 30 万人計画と。
こういうのが新成長戦略で新しくなっておりま
す。
　さらに最近のことでございますけれども、2011
年になりまして、グローバル人材ということでも
うちょっと切り出してグローバル人材を育てよう
と い う こ と で、Global Human Resource 
Development Council というところが中間まとめ
を出してございます。
　これにつきまして、一番上に、先ほど川口先生
か ら お 話 が あ り ま し た け れ ど も、inward 
thinking、内向き志向ということが（1）に書い
てありますが、そういう問題とかですね、したがっ
て、（2）のほうにどういう資質が必要なんだとい
うことが書いてあるんですけれども、これは何か
スーパーマンみたいなことが書いてありますが、
語学力、コミュニケーション能力、それから主体
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性とか、積極性、チャレンジ精神、協調性、柔軟
性、責任感、使命感、異文化に対する理解、アイ
デンティティ、こうした能力を持つ人材を目指す
ということになってございます。
　新しいのは（3）のところに 18 years-old と書
いてありますけれども、先ほど申し上げたように、
18 歳の人口が 100 万人程度に将来なってしまう
ことを受けまして、断面的に同じ世代の、下の黒
丸ですけれども、ここのあたりに、11 万人と書
いてありますが、同世代の若い人たちで、高校生
も含めまして 10％ぐらいの人が海外経験を持つ
ようにすると、おおむね 11 万人ぐらいが断面的
に切った学生の 10％ということのようでござい
ます。ぜひこれを海外に派遣したいというような
ことでございます。大学規模ですと 8 万人、高校
生ですと統計的に 5 万人ぐらいですかね。いずれ
にしろ同世代で 11 万人ということでございます。
　あとは経済的なことと書いてありますが、実は
ここも大事で、留学生経験を持っている人を採用
するとか、そういったいろいろ就職の問題も含め
まして広く考えようというのが、この Global 
Human Resource Development、グローバル人材
育成推進会議のまとめということでございます。
　それから、次にネットワーク問題ということで
お話させていただきますが、このグラフは左側が
同窓会とか、中国にお帰りになった留学生が中国
の中で、先ほどの話にございましたけれども、そ
ういうサークル活動とかですね、輪を広げてほし
いというような趣旨でこういう動向を挙げまし
た。日本から中国に帰った人たちの、元日本留学
生のネットワークという趣旨でございますけれど
も、組織率でいいますと、2000 年の初頭くらい
から、19 団体くらいだったんですが、それが 39
団体に増えているということで、非常に組織化さ
れてきているのではないかと、そういうことでご
ざいます。
　右側に枠がございますけれども、until recently
ということでございますけれども、今まではどち
らかというと、最初の 19 という組織は、同窓会
というか、親睦会的な集まりであったんですけれ
ども、伸びている最近のものはそれを越えまして、
もっと能動的で大学が中心となって大学本体が密
接なサポートに立ったような、そういう組織づく

りというのが最近は目立っているということで、
特にここ数年で大学の同窓会というのが、例えば、
日本で北海道大学に来た人が、向こうに帰ってそ
ういう会をつくるというのが非常に増えていると
いうことで、これは重要なのではないかと考えて
おります。
　左側に書いてあるのは、中国人の日本留学帰国
者の会というので、留日学人活動ステーションと
いうところの活動のご紹介ですけれども、名簿を
つくったり、シンポジウムを開いたり、センター
を運営していただいたりということで、そういう
活動をしているという例でございます。
　右側は北海道大学のものでございますけれど
も、こちらの学術交流、大学間交流のそういう観
点から、中国の各大学と研究機関と学術交流をし
ていく、そういうことについて支援していくとい
うのが、上の 1．でございます。大事なのが下の
黒丸のところに Joint research とございますけれ
ども、中国の協定校との共同研究とか、そういっ
たものを進めていくという機関間協力、これは双
方向にだんだん発展していくという意味で、非常
に重要だと思っていますが、そういったような同
窓会が今組織されつつあるということでございま
す。
　それをまとめたのがこの表でございますけれど
も、従来の同窓会的なもの、それ自体、立派な活
動をされているんですけれども、従来型が 23 団
体、新しく大学規模、大学が同窓会をつくってい
る、上海にある名古屋大学同窓会といったような
例でございますが、これが新しく 13 ぐらいでき
ていると。先ほど川口先生にご指摘されましたけ
れども、立命館大学もつくっておられますので、
これは表から抜けておりますので訂正させていた
だきたいと思います。いずれにしましても、フォ
ローアップが大事だなという趣旨でございます。
　また、JASSO といっていますが、学生支援機
構という独法がございます。そこがフォローアッ
プを幾つかしておりまして、一番左側の欄が
research programs for となっていますけれども、
これは短期、再招聘という制度がありまして、一
回来た方が中国に帰る、それをまた再招聘をいた
しまして、いろいろな専門分野、これは行政官も
入っていますけれども、大学の先生、行政官、も
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う一回日本に来てもらって、もう一度そこでいろ
いろな専門分野でいろいろやっていただくという
プロジェクトでございます。これは 1 か月から 1
か月半ぐらいで、一応、月額の日当とか、受け入
れのいろいろな経費を負担し、今は 60 人程度を
受け入れているようでございます。
　それから真ん中は、これはむしろ日本から行く
ということで、日本から帰国された中国人のサー
クルや機関、そういう活動、または大学の先生た
ちに対して、我が国で指導に当たった教員が、こ
れは再派遣というか、お世話になった先生という
感じですけれども、もう一度中国に行っていただ
いて、再会をしていただいて、またそこで新しい
いろいろな学術面の協力を行う、そういう仕組み
でございます。
　それから、一番右側の欄は、ネットワークマガ
ジンと言っていまして、これはどちらかというと
ソフトの関係のいろいろなネットワークをつくる
ための支援でございます。
　そういったようなことで、外務省さんのほうも、
MOFA は外務省さんのことですけれども、下の
方にありますが、いろいろな組織化の支援とか、
ニューズレターとか、情報公開、それからインター
ネットを使った情報の提供、そういったようない
ろいろな活動を外務省さんからも支援していただ
いているところでございます。
　お時間がもう過ぎておりますので、まとめさせ
ていただきますと、日本のよき理解者と、そうい
うことで、Understanding となっていますけれど
も、そういう理解者として、上から黒丸が 5 つぐ
らいありますが、科学技術とか教育、そういった
ものの友好交流の牽引となるようなそういう活
動、それから、日本への留学に対する広報とか、
2 番目の Public、広報とかアドバイス、それから、
大学間協定とか学術交流をつくる際にいろいろサ
ジェスチョンしてあげたり、協力をいただくよう
な、そういう活動、Cooperationとありますけれど。
それから、やはり中国において日本人留学生との
交流と協力、中国におけるそういう連携を推進し
ていくための牽引となっていただくとか。
　それから、両国の経済産業界の橋わたし。これ
は将来にわたって、親日派としての活動をしてい
ただくとか、そういったこととして、日本のよき

理解者として、最後にございますけれども、両国
の多様なパートナーシップをつくっていただくと
いうようなことをやっていただけるのではないか
と考えています。
　最後に、現在何が求められているかということ
ですが、繰り返しになりますけれども、1 つは、
総量だけではなくて高度人材の日本への受け入れ
を促進したいというのが、上の一番最初の丸でご
ざいます。
　2 番目ですけれども、フォローアップの強化と
いうことで、もうちょっと大学間、大学間だけで
はございませんけれども、いったん帰っていただ
いた外国人、中国人留学生の活動をもっとフォ
ローアップできないかということでございます。
　3 つ目は、特に産業界、industry というのがこ
この下にございますけれども、リエゾンとなって
連携を図るという意味で、両国の国、大学、また
産業界も含めた、そういったような連携を図れな
いかなと。
　それから、最後には横のつながりの促進という
ことで、connection と書いてありますけれども、
先ほど申し上げたような、いろいろな団体とか、
同窓会とか、ネットワークとか、そういったよう
なものを通じて、横のつながりを促進したいと考
えている、これが課題ではないかと。
　もう 1 つ、本日の資料にはございませんが、先
ほど白先生のほうからありましたけれども、質の
保証を伴った交流というのが重要でありまして、
鳩山総理が日中韓のサミットの際に提唱した、
キャンパスアジア構想というのが実はございま
す。
　キャンパスアジアにつきましては、今、パイロッ
トプログラムの公募をかけまして、日中韓で 3 カ
国のトライアングルの協力というのが条件になっ
ておりまして、質の保証ということで、単位互換
を伴ったような教育の実践の協力とか、評価をど
うするかといったような、要するに、質の保証を
伴った双方向の交流を通じてそれぞれの大学の評
価を高め、国際競争力を高め、そういうキャンパ
スアジアというのを、今、ちょうどやっていると
ころでございます。約 50 数件の応募がございま
して、実は予算的には 10 件程度しか採択できな
い、非常に厳しいものになってございますけれど
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も、10 月の末ぐらいを目処に、これから日中韓
で 3 カ国審査にかける予定でございます。
　中国のメインの大学のですね、何校か、これか
ら決まりますが、来年も頑張りたいと思っており
ますので、是非、参加していただきたいと思いま
す。キャンパスアジアを通じたような、質の保証
を伴うような学生交流とか教育協働、協力して働
くの意味ですけど、そういった活動も重要と思っ
ておりますので、よろしくお願いしたいと思いま
す。
　済みません。ちょっと長くなりました。どうも
ありがとうございました。

川口　ありがとうございました。
　日本の現在の留学政策の全体像についてご報告
いただけたと思います。
　それでは、最後になりますが、広島大学学長補
佐、佐藤利行先生よりお願いいたします。

佐藤　広島大学の佐藤で
す。よろしくお願いします。
　私は、今回、今年になっ
て東京に来たのは 3 回目な
んですけれども、来週また
北京に行きますけれども、

北京は来週で多分 23 回目だと思います。日本の
首都にあまり来ない人間ですけれども、なぜかと
いうと、後ほどまた紹介しますけれども、広島大
学は 2002 年に日本の大学としてはいち早く北京
にセンターを設置しました。そのセンター長とい
うことで頻繁に北京に通っております。
　私の専門は中国古典文学、簡単にいうと漢文の
先生なんですね。こういうフォーラムに出てくる
とどうも肩身が狭い。文学部の教員なんですけれ
ども、一番産学連携となじみがない、大学でも一
番金儲けの下手な学部ということでどうも肩身が
狭いんですけれども。
　実は日本に来ている中国からの留学生、先ほど
から数がたくさんで出ていますけれども、75％は
人文社会系の学生なんですね。日本から海外に行
く学生もおそらく、人文社会系の学生が多いと思
うんですけれど、数としては圧倒的に人文社会系
の学生が多い。就職の問題も、これは大事な問題

ですけれども、ところがなかなか就職できないん
ですね。ビザの問題があって人文社会系の学生に
はなかなか入管がビザを出してくれない。少しず
つ改善されていますけれども、少しこういう視点
も含めて今日は話をしたいと思います。
　私は漢文の先生ですから、タイトルを『小国寡
民から大国多（他）民へ』と書きましたけれども、
二千数百年前の中国の思想家の老子、彼は理想的
な国のあり方を小国寡民と表現しました。これは
文字どおり小さな国で国民の数が少ないというこ
とです。
　当時の中国はちょうど覇者の時代、兵を強くし
て国を富ませる時代。そういうときに老子はあえ
て小国寡民ということを理想としたんです。これ
は、当時既に便利な道具はたくさんあったし、い
ろいろな情報もたくさんあったけれども、あえて
それを使わない。そうして、近くに国があっても
行き来しない。そういうことを老子は唱えたんで
すけれども、当然実現しませんね。社会の流れは
一たん動きだすと止めることができない。
　老子の根本的な考え方は死を重んずるというこ
とです。死を重んずるというのは死ぬということ
を大事にするということではなくて、人の命、生
きている命を大事にしようという考え方です。こ
れは、今日のグローバル化、二千数百年前の中国
と一緒ですけれども、もう止めることはできませ
ん。EU では既にボローニャ・プロセス、エラス
ムス・ムンドゥスで、単位互換とかですね、ダブ
ル・ディグリーが盛んに行われていますけれども、
先ほど奈良先生のほうからお話のあった東アジア
共同体、キャパスアジアですね、これも日中韓の
従来の枠組みを超えた一つの教育の体系をつくろ
うというものです。
　それから、つい最近、プーチンがユーラシア構
想というのを唱えましたけれども、こういう形で
国を超えた大きな組織ですね、やがてそれがグ
ローバル化、地球全体になっていくんでしょうけ
れども、これは止めることができない大きな流れ
であるということ、これを二千数百年前の老子は
おそらく予想していたのだと僕は思います。
　今回私の使命は、広島大学の取り組みを紹介し
てほしいということで、全体的な国の流れは白先
生、それから奈良先生のほうから話がありました
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けれども、広島大学の取り組みの紹介をしたいと
思います。これは地方にある国立大学、多少の規
模の大小はありますけれども、大体広島大学と似
たり寄ったりではないかと私は思っています。
　実は、留学生の数は、広島大学、これは 5 月 1
日時点の在籍者数の統計ですから、トータルでい
うと、秋季入学の学生がたくさん来ます、一番ピー
ク時で 1,200 人ぐらいいるんですけれども、だん
だん数が増えて、先ほどの質の保証の問題とも関
係するのですけれども、残念なことに、授業料を
払わないでいなくなる学生が相当数いる。これが
地方の国立大学の大きな悩みの一つです。1,000
人の壁をなかなか超えなかったんですけれども、
1,100 人に届くくらいの留学生数がいます。当然
のことながら中国の学生が一番ですけれども、広
島大学で約 650 名ですね、60％ぐらいが中国から
の留学生です。
　反対に、これ残念なことですけれども、日本人
学生が海外に行く数が非常に少ない。22 年度は
急に増えたんですけれども、これは、実は、広島
大学が日本人学生の海外留学を支援しようという
ことで、新たなプログラムをつくりました。これ
は学生負担を一律 5 万円ということで、オースト
ラリア、ベトナムに行かせたんですけれども、こ
れは短期間、2 週間程度英語によるプログラムで、
とにかく海外に行って来いということで、新入生
を対象に今年は 25 名ずつ行かせました。また、
この冬にアメリカ、それからインドネシアだった
かな、また 50 名行かす予定ですけれども。とに
かく留学のまずきっかけをつくってやろうという
ことで、背中を後押しするプログラムです。
START プログラムと名づけましたけれども、こ
れ も 長 い、Study Tour Abroad for Realization 
and Transformation の頭文字を取って START、
留学のきっかけづくり。こうして行った学生が果
たして何年か後にほんとうに長期に留学に行って
くれるかどうか、それを期待しているんですけれ
ども、検証にはもう少し時間がかかると思います。
　ちなみに、JASSO さんの支援を受けて、今年
日本で、SS ＆ SV、ショートステイ、ショートビ
ジットのプログラムがありましたけれども、広島
大学もこの夏に実施しました。25 名の中国から
の研修生を 2 週間、日本語日本文化研修で受け入

れましたけれども、何と驚くことに、この 10 月
に北京で広島大学が実施した大学院入試にその
25 人、この中には 4 年生もいたんですけれども、
何と 8 人が広島大学の大学院を受験してくれた。
これは成果があったと思うんですけれども、短期
留学がきっかけになって長期の留学につながった
という。この反対が、期待しているところなんで
すけれども、短期でも行って長期の留学に行って
ほしいという、こういう取り組みをしています。
　これが広島大学の北京のセンターです。実は東
京大学の宮内さんは北京事務所の所長。今、北京、
上海を中心に、約 30 の日本の大学が事務所を持っ
ています。広島大学は早い時期に出したんですけ
れども、随分苦労しました。そのときに同じ失敗
を繰り返さない、できるだけ情報を共有しようと
いうことで、希平会という組織をつくったんです。
　これは日本の大学、事務所がある 30 幾つの大
学と大使館、JASSO、それから学術振興会に事
務局をお願いして毎月 2 回、中国で、今は四、
五十人の参加者がありますけれども、連絡協議会
を持って 2 カ月に 1 回意見交換をし、情報を共有
しています。これは非常にいい取り組みだと僕自
身思っていますけれども、こういうのをぜひ国か
らも支援していただいて、日本だけでなく韓国に
も、ヨーロッパ、アメリカにもこういう組織をつ
くっていけばいいと思っています。
　それから、先ほど奈良さんのほうから紹介があ
りました、今、日本の大学は各国にある拠点を中
心に独自の校友会をつくっています。これも僕は
これからネットワークを広げていかなくちゃいけ
ないと思っているし、日本に留学している学生た
ちは実にたくさん中国にいるんです、留学帰国組
が。ところがそのネットワークがうまく機能して
いない。ぜひこれを強固なものにして、日中間の
今後の取り組みを盛んにしていけばいいと思って
います。
　もう時間がありませんので……。これは先ほど
現状を紹介しました。それから広島大学の取り組
みですね。それから海外拠点の話。それから希平
会という。これは広島大学は世界で初めて原爆の
被害を受けた大学、平和の大事さということを大
学として非常に考えているんですけれども、平和
を希求する精神というのが大学の理念の一つで

147

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
1
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
4

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
2
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
1

フ
ォ
ー
ラ
ム

総
括
・
全
体
講
評

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
3
部

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

講
演
資
料

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
4
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
3

フ
ォ
ー
ラ
ム

講
演
資
料

フ
ォ
ー
ラ
ム

基
調
講
演

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
2



す。そこから平和をのぞむということでこういう
会の名前にしたんですけれども。
　老子も死を重んずるということで、やっぱり平
和ということが、これから非常に、特にグローバ
ル化していく時に必要になってくると。僕は最終
的には平和を愛する、人の死を大事にする、命を
大事にする人材の育成が大事になってくると思っ
ています。
　それから、留学の意義ということですけれども、
今、留学生、日本の学生が留学に行かない最初の
理由をみんな挙げるのは、就職に不利だと。だけ
ど、ほんとうにそうなのか。それを口実にしてい
る面が多いのではないか。実際には海外留学に
行っている人を採用する企業が多いわけです。そ
の辺の留学の意義というのをほんとうに考えなく
てはいけないし、頭脳循環も、日本は今、海外に
出した人をいかに帰してきて循環させるかという
ことを考えているんだけれども、そうじゃなくて、
海外に行ったらその先で活躍してくれる人、また
別の国に行って活躍してくれる人、そういうのも
頭脳循環の 1 つの考え方としてあるのではないか
ということを思っています。
　それから、留学帰国者の有効活用。これが今日
の大事なテーマだと思うんですけれども。これは
日本に来てくれた外国人留学生を活用するという
ことと、さっき言った、日本人が海外に行って帰っ
てきた人たちをいかに活用していくかということ
ですね。そういうことも後ほどディスカッション
できればと思っています。
　簡単ですけれども、以上で終わります。

川口　ありがとうございま
す。
　パネリストの先生方から
それぞれ大変大事な問題提
起をいただきました。十分
お時間をと思いましてコン

トロールしなかったらあと 30 分しか時間が残ら
なくなってしまいました。大変申しわけございま
せん。
　そこで論点を絞り込みまして、留学生の派遣と
いうところに焦点を絞らせていただいて、最初に
私の方からご質問させていただきます。その後、

皆さんからご質問を受けます。
　まず、白先生には、先ほど、日本への派遣は、
アメリカ、オーストラリア、イギリスに次いで第
4 位だとご報告がありました。これは相当格差が
あるだろうと思いますけれども、3 国は英語圏で
あります。グローバル化時代で英語圏への留学が
多いというのはよくわかるんですが、ひるがえっ
て、日本への留学は何が目的、逆に言えば、日本
の競争力は一体何なんでしょう、留学市場という
ことで見た場合。なぜ、中国の学生は日本へ向か
おうとするのか。逆に言えば、日本はどうすれば
中国からたくさんの留学生を迎えることができる
のか、というのが白先生への質問。
　続いて、文科省の奈良さんには、今政府の全体
像の話をいただいたんですけれど、ちょっと立場
をお離れになって、奈良さんご自身が今、日本か
らの留学生を増やしていくポイント、ここを押せ
ばというのは何をお考えでしょうか。もちろん、
文科省政策であっても、大学に対しても、企業に
対しても、あるいは若者に対して、どこに対して
でもあっても、今ポイントはここじゃないかと。
これに向けて全体で頑張ろうということについて
ぜひご提示いただければと思います。
　佐藤先生、さらに突っ込んで、広島大学から中
国への留学生を増やす、中国へ派遣するには何が
今、一番大事、あるいはこういうことをやってみ
たいと思っておられるでしょうか。
　済みませんけれども、お三方にはたくさん時間
がございませんので一言ずつお答えいただければ
と思います。よろしくお願いします。
　では、白先生から。

白　そうですね、ご質問あ
りがとうございます。まず、
1 つは言葉の問題があるん
ですね。日本語というのは
中国の学生にとっては非常
に難しい言葉でありまし

て、日本に留学している学生にとって外来語が特
に難しいらしいんです。ですから、日本語の中の
片仮名語ですね、これに苦労している学生がとて
も多いんです。ただ、両国とも漢字を使いますけ
れども、漢字語で日本語と中国語の間に大きな意
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味の違いがある言葉が結構ありますので、これも
学習を難しくさせているものだと思います。
　それから、もう 1 つについてですけれども、多
くの国が皆この問題に頭を悩ませております。フ
ランスで仕事をしていたときに、フランスの学長
からも聞きましたけれども、中国の学生に外国を
理解させるための方策と言うんですね。例えば、
日本に留学するときに自分がどの大学に行けば一
番適当なのかというのがなかなかわからないんで
すよ。ですから日本の皆さんに、自分の大学はこ
ういう学校なんだよということを中国の学生に知
らしめるような機会を提供していただきたいと
思っています。
　中国の文化というのは多くの面で日本と非常に
共通しているところがありますし、互いに影響を
与え合っております。中国の学生が日本に来て学
習する上でこれは大きな強みになっていると思う
んですね。
　そして、もう 1 つの面ですが、今日本に留学し
ている人たちのケアをもう少し十分に行っていた
だきたい。もうちょっと面倒見がよく留学生を世
話していただきたいということなんです。中国で
は口コミというのが非常に多く影響力を持ってお
りまして、日本から帰ってきた留学生が日本でこ
んないい思いをしたんだよ、みんなが親切だった
よというようなことを言いますと、きっと多くの
人々が日本に来るようになるんじゃないかと思う
んですね。そして、もしも、日本の学校でこんな
に丁寧に教育を受けたということが中国の中で広
まるようになりますと、きっと中国の学生は日本
に大きな魅力を感じて次々に留学生がやってくる
のではないかと考えます。ケアをしてくれるとい
うのは甘やかすという意味ではありませんよ。ど
うやって中国の留学生が日本の中で気持ちよく生
活ができるかということですね。一方的にこれが
いいだろうと押しつけるのではなくて、その留学
生自身が考えていることを理解してほしい。どう
いう点で困難を感じているかということを聞き
取っていただきたいと思います。

川口　大変本質的な提起をいただいたと思いま
す。
　1 つは日本語教育ですね。日本語教育について

日本の大学なり日本の政府がどう中国で協力して
いくかというのが非常に大きな課題になっている
と思います。
　2 つ目にはやはり、日本の大学の広報も足りな
い。日本の大学は何が勉強できて、どうなれるか、
どういう将来がひらけるか、これが中国の学生ま
で行き渡っていないのではないか。
　3 つ目には、やはり、日本の大学での中国留学
生に対するケア、お世話ですね。言葉を変えて言
えば、やはり日本の大学、コミュニティにどう溶
け込んでもらうかということではないかと思いま
す。学生コミュニティであれ、あるいは教員を含
めた研究室のコミュニティであれ。私は先ほど競
争力という言葉を言いましたけれども、アメリカ
の大学と比べての競争力は多分その辺にあるん
じゃないかなと思ったりもしております。ぜひ検
討していただきたいと思います。
　続きまして、奈良さん、お願いいたします。

奈良　ちょっと難しい問題
ですけれども、立場を離れ
ているかどうか別ですけれ
ども、1 つは高校生は入試
ばかり考えている、例えば、
大学、大学院生は就職ばか

り考えている。仮にこういう構造であると、ちょっ
と外国に行こうかなとはなかなか思いづらいこと
があるのではないかと思いまして、ですから高校
時代から、初等中等教育の問題かもしれませんけ
れども、なるべくその環境をつくってあげるとい
う意味で、高校向けの奨学金制度を少し充実する
とか、国内でもいいから英語のコンテストをやる
とかということで、今もやっていますけれども、
それで大学に入ったときに英語教育とか中国語で
もいいんですけれども、割合受け入れやすいよう
な環境を高校生からやるというようなことが一つ
必要なのと、あとは、今お話しございましたけれ
ども、就職のときに不利になるというのは、それ
は多分あんまりないと思っているんですけれど
も、経団連の倫理憲章も今年の 3 月出していただ
きましたけれども、それにも一応留学の経験を
ちゃんと反映させるということになってございま
すので。それももうちょっと、ギャップイヤーと

149

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
1
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
4

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
2
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
1

フ
ォ
ー
ラ
ム

総
括
・
全
体
講
評

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
3
部

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

講
演
資
料

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
4
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
3

フ
ォ
ー
ラ
ム

講
演
資
料

フ
ォ
ー
ラ
ム

基
調
講
演

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
2



よくありますけれども、今、東大さんが 9 月入学
とか考えていらっしゃるということかもしれませ
んが、そういったような、単に卒業してから就職
につくまでの間のギャップイヤーとよく言われる
ときに、自分の将来を見据えて外国に行ってみよ
うかなというようなこと、それから、大学院でも
いいんですけれども、そういうようなことで、モ
チベーションのところが、少し考えたらいいので
はないかというのが 1 つあります。
　それから、もう 1 つは、実務的に企業との関係
で、例えば、留学と企業とのインターンシップ、
外国にある、日系企業でもいいんですけれども、
インターンシップを合わせて、そういうことで留
学力を帰ってきてからも就職力につなげるよう
な、そういったようなプログラムとか、あとは名
古屋大学さんとか東大さんなんかもやっている、
東大さんはシリコンバレーに学生を出していくこ
ともやられているようですけれども、名古屋大学
さんなどは外国を呼んできて、企業とタイアップ
して日本の企業のことをよく学んで帰っていただ
くというようなことでやっていらっしゃるので、
また日本に来る動機になっているようです。逆に
そういうようなことを日本の学生にインセンティ
ブを与えるというような、そういった企業とタイ
アップするようなプログラムをつくるとか、そう
いうような工夫が必要かなと思っています。
　ただ、先ほど質の問題がありましたけれども、
悩ましいのは、質の保証と数を増やすことと必ず
しも比例しないので、いつもすごい難しい問題な
のですが、30 万人つくればいいという問題でも
なくて、やはり優秀な学生ということで、だれで
も彼でも出せばいいという問題でもないというこ
ともありまして、その辺の考え方もよく考えなく
てはいけないなと。これ結構難しいんですけれど
も、そういうようなことを思っています。あまり
お答えになっていませんけれども、ちょっと漠然
としていますが。

川口　ありがとうございます。
　高校生からの動機づけ、あるいは将来キャリア
を見据えたようなプログラム化というご提起かと
思います。
　それでは、佐藤先生、お願いします。

佐藤　中国だけに限ってい
うと、多分どこの大学でも
そうでしょうけれども、交
流協定校から日本に留学に
来たい学生、たくさんいる
んですね。ところが相互利

益ということを考えたときに、日本から協定校に
行く学生、ほんとうに少ないんですね。受け入れ
超過になっていることが大変困っているというこ
とで。
　広島大学から中国への留学生をいかに増やすか
ということですけれども、先ほど紹介しました
SS ＆ SV ですね、これは昨年まで広島大学は中
国への語学研修をやっていましたけれども、年間
10 人集めるのが大変だったんです。今年は文化
研修、語学研修ということで申請しまして、8 万
円の奨学金がついた。そうすると 25 人の枠がす
ぐ集まったんです。何を言っているかというと、
やっぱり、経済的に苦しい、留学に行きたくても
いけない家庭がたくさんあるのではないかと、僕
は思っています。先ほども話があったように、奨
学金ですよね、短期留学にもそういう奨学金を出
すような仕組みづくりは、実は効果があるんじゃ
ないかと僕は考えています。

川口　ありがとうございます。
　全く私も実は同感であります。ショートステイ、
ショートビジットは文科省の政策の中で最もヒッ
トしたんじゃないかと、私、思っているくらい、
非常に学生を励ましました。こういうあたりが鍵
になるのではないかなということです。
　ありがとうございました。
　それでは、時間が押しておりますけれども、せっ
かくの機会ですので、会場の皆様からご質問や発
言者に対するコメントをいただきたいと思いま
す。
　どうぞ挙手をお願いいたします。その際、お名
前、ご所属、どなたに対するご質問、あるいはコ
メントかということもお願いします。どうぞお手
をお挙げください。いかがでしょうか。
　はい、どうぞ。

宇田川　名古屋大学の宇田川です。私も名古屋大
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学の上海事務所の所長をさせていただいています
ので、宮内先生、佐藤先生、いつもお世話になっ
ております。
　送る側、受け入れる側、いかにして増やすかと
いうことですが、これまで日本の大学に足りな
かったのは一言でいえばケアですね。いい意味で
も悪い意味でも日本の大学は放任、学生の自主性
に任せるというふうな形をずっととってきたのが
最大の原因ではないかと思います。
　ショートビジットの問題もありますが、今日午
前中に私どもの総長、濵口が皆様にご紹介したと
おりで、うちは最終的には送る側の学生についた
んですけれども、一切その部分は触れずに、行き
たい人というような形である程度下ごしらえをす
ると、40 人でも 50 人でもぱっと集まるんですよ
ね。そういう現状を知らずに、最近の学生は外に
行きたがらない。いや、行きたい気持ちはあるん
だと。それがなかなかどうすればいいかが多分わ
からないんだと思うんです。僕らの時代ですと単
にバックパック一つ抱えて、すぐ何カ月と中国に
行っていたわけですけれども、やはりそこら辺が
ある意味過保護というのかもしれませんが、それ
は現状としてしょうがないわけですから、ですか
ら、いかに手当てをしてあげるかということだと
思います。
　来てもらうのも、先ほど白先生がおっしゃって
いましたが、中国は口コミ社会だと。通訳どうさ
れたかわかりませんが、そうおっしゃっていまし
たので。確かにそうなんですね。日本に、例えば、
名古屋大学に来た学生に、あなたなぜ名古屋大学
を選んだんですかと聞くと、実は父親が留学して
いましたですとか、お兄さんが留学していました、
おじさんが留学していました、お友達が留学して
いました、そういう関係で留学に来るのが多い。
　これまで日本の大学は卒業生に対して何の手当
もしていなかったわけですね。広大さんも東大さ
んもそうですが、向こうに行くという段になって、
さて、卒業生の同窓会どうしようかと、そういう
形で動き始めていたという。これに比べてフンボ
ルトなんかもアジアでずっと数十年前から留学生
会なんかも立ち上げております。ですからそのあ
たりは大学人の側が相当の意識改革をして、いや、
ここまでせんでもというのがあるのかもわかりま

せんが、そこら辺の線引きは若干悩ましいところ
でありますが、いかにケアを、手当てをしていく
かというのが非常に重要ではないかと思います。
　以上、私どもの経験談でございました。

川口　ありがとうございました。
　今の白先生のケアの話とほんとうに通じるよう
な、送り出しについてもそういうことだというこ
と。
　ほかにいかがでしょうか。どうぞ。

質問者　JST の沖村といいます。
　白先生に質問なんですが、先ほど留学服務中心
で外国の大学の卒業証書の、卒業の評価をなさっ
ていると聞いたのですが、これはどういうやり方
でやっていらっしゃるんでしょうか。大学の評価
か、個人の学力の評価をし直すのか、日本は意外
に低いような感じがしたんですけれども、どうい
うふうな評価をなさっているのか。
　それから、これで評価されるとどういうような
メリットといいますか、中国の国内であるのか教
えていただきたいと思います。

白　では説明させていただきます。
　私どもは学校に対して評価を行っているわけで
はなく、実際には教育部の手助けとして、海外か
ら導入するプロジェクトに対する評価を行ってい
ます。
　たとえば、日本の大学は中国で一緒に共同でプ
ロジェクトをやりたいというときに、プロジェク
トに対して私どものセンターが責任を持って評価
をします。さまざまな専門家がこのプロジェクト
の有効性、それから信頼度等について評価を行い
ます。それに対して教育部が最終的にそれをどう
するかと決めるわけです。私たちはあくまでも教
育部のために評価のお手伝いをするということで
す。これが私たちがやっていることです。
　なぜ私たちがこれをやっているかといいます
と、また私たちは学歴に対する認証を普段から
行っています。評価というのは学歴認証の延長と
いうことで、そういったことから私どもが参画を
しています。
　こういったお答えでよろしいでしょうか。
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質問者　立命館大学の慈道と申します。
　どなたに聞くか、あえて言えば文科省の奈良さ
んと東京大学の宮内さんにお聞きしたいのです
が、私、教育の質の保証というのは非常に重要だ
と思うのですが、単に、何かすごく高い水準のプ
ログラムを教えて、それを教え込めばいいという
ような話ではなくて、さっきから出ているように、
日本社会の魅力というものを最大限盛り込んだよ
うな教育をするということが重要なことではない
かと。例えば、留学生にとっては日本に来ると日
本社会を知る機会がいろいろある。企業に行ける
とか、日本の社会と交わる機会があるとか、そう
いうことを通して日本の社会というものが理解で
きると。
　それから、教育でもよく、中国から来られた方々
に日本の理工系の研究グループに入って教育を受
けるような仕組みを経験してもらうと、非常にす
ばらしいと言われるわけですね。一方的な講義で
はなくて、研究室というグループの中で学ぶとい
う。
　同じことは社会関係人文系での日本の大学の教
育の魅力というものは何かということを、やはり
我々ももっと明確にしなくてはいかんのではない
か。日本に来ると勉強しないみたいなことばかり
言っているんじゃなくて、日本らしい勉強の仕方
というのをもっと出していく。魅力づくりという
のは質の保証という言い方とは微妙に違うんです
よね。質の保証というと何か非常に無機質で、と
にかく水準の高いことを教え込んでいたら質の保
証ができるような印象になってしまって、これは、
魅力はないと思うんですよ、私、その言い方。誤
解があるかもわかりませんが。その点をどうお考
えかということをお聞きしたいのと、同じことを、
東京大学の宮内さんに、中国社会の魅力を語られ
ましたけれども、先生から見ると日本社会の魅力
というのはどうとらえられるかお聞きしたいと思
います。

川口　それではよろしくお願いします。

奈良　2 つの意味がございます。先ほど白先生の
お話にあったとおり単位互換の問題とか認定です
ね、修了学習認定といったときに、お互いの大学

間で単位認定すると。そのときにどういうランク
かなという、この意味の質の保証という意味でご
ざいます。学生の魅力とかというのとちょっと違
う使い方で、単位互換するときにある一定のレベ
ルをキープするという意味の質の保証をどうした
らいいかというので大学の評価をする。お互いに
すると。その意味の質の保証ということで申し上
げたんですが。
　おっしゃるとおり、学生の質の問題として議論
するのは日本の社会について文化についてよく学
ぶとか、そういったおっしゃる点も非常に重要か
と思っていまして、それはちょっとまた別の問題
として非常に重要なご指摘だと思っていますの
で、そういう理解でよろしくお願いしたいと思い
ます。

川口　では宮内さん。

宮内　中国でいろいろな大
学を回って説明会をやると
か、あるいは学生の相談に
乗る機会があって、そうい
うときに今ご質問があった
ように、じゃあ、何のため

に日本に留学するんですか、何のために東大に来
るんですかということについて正面から答えなけ
ればいけないという場合が多いのですが、それに
対し 1 つは日本全体の説明と、又、実際に日本に
来ることを決めた中国人の学生の決めた理由の例
をためながら、こういうことで来ているんですよ
と、この 2 つで説明するようにしています。
　話せば長くなりますが、例えば、中国の学生で
今コンピューターをやっています、東大に留学と
いうことをおっしゃったので、いや、コンピュー
ターならアメリカでしょう、なぜ日本を選ぶんで
すかと聞いたときに、その学生はアメリカのコン
ピューターは基本的にはソフトです、日本にはま
だ産業があってその産業と結びついたコンピュー
ターというのを私はやりたい、なぜなら中国が必
要なのは今後とも産業と結びついたコンピュー
ターで、それがいかに重要かという点で私は日本
に留学したいんだ、こういうケースがありました。
そうした例を挙げながら、中国人の学生で既に非
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常にしっかりと物を考えて、日本の留学を決めた
ケースを集めながら、こういうケースがあるあな
たの場合はどうなのかということを考えてくださ
いというようなことをやっているのが一つござい
ます。

川口　ありがとうございました。
　ほかの方どうでしょう。

質問者　東京大学工学系研究科無錫代表所の王英
輝と申します。
　済みません、中国語で質問させていただいても
よろしいでしょうか。私は東京大学の工学系の大
学院に在籍しております。
　私は白先生と奈良先生に 2 つの質問をしたいと
思います。
　中日双方の短期の学生の留学プロジェクトです
けれども、日本学生支援機構において SS ＆ SV
というプロジェクトがあると聞きました。中国の
学生に大変人気のあるプロジェクトです。
　しかしながらこのプロジェクトの対象は学位の
ある、専門性のある学校に限られています。日本
側の教授の状況については、中国の学生について
はあまりわからないので、申請しにくいという状
況があります。文部科学省ではもう少し申請しや
すい、いろいろな学生に門戸を開いていただくよ
うな方法というものを考えていただくことはでき
ないでしょうか。また、教授と連絡をどうとって
いいかわからない学生というのはなかなか参加し
にくいという面もあります。その辺の改善をして
いただくことはできないでしょうか。
　また、私たち東京大学工学部の中から中国に留
学する人もいます。長期留学については皆さん就
職というのが大きな問題になるかと思います。授
業、カリキュラムも考えますけれども、中国につ
いては短期的なプロジェクトを増やしていただい
て、日本の学生に短期のプログラムに参加できる
ような機会を増やしていただきたいと思います。
また、1 年、2 年、3 年という長期的なプロジェ
クトというのもいいんですけれども、やはり短い
SS ＆ SV のようなプロジェクトで中国に行って
短期的に交流するというようなプロジェクトもぜ
ひ多くしていただきたいと思います。また、中国

においてもこういったプロジェクトをぜひ増やし
ていただけないかと考えています。ありがとうご
ざいました。

奈良　今のお話で、先ほどいろいろなところから
お話がありましたけれども、短期プロジェクト、
ショートステイとショートビジット、両方という
ことでやらしていただきまして、非常に人気があ
るということで私どもも非常に喜んでおります。
　手続につきましておっしゃるとおり、私、細か
い手続はちょっとわからないところがありますけ
れども、確かにきちっと伝わっているかどうかと
いうことですね、それはちょっと確認してみて、
なるべく簡単な手続でわかりやすいやつを考えた
いと思いますが、基本的に結構人気があって、学
校のプロジェクトごとに選んでいるものですか
ら、今回始めたばかりで、評価も含めてよりもう
ちょっと使いやすいようなものとしてまた来年も
やらせていただければと思います。

川口　白先生からも一言お願いいたします。

白　先ほど短期のプロジェクトについての質問で
したけれども、短期はたくさんあるんですけれど
も、それから、各学校や各地方、都市などで、短
期留学のプロジェクトを行っております。ただ、
全体的な統計数値がありませんのではっきりと申
し上げられません。例えば、上海、北京などの大
都市においては、必ず短期留学のプログラムとい
うものがあります。短期プロジェクトは、友好都
市と関係のあるものだと思いますが、全てがそう
とは限らないと思います。私の知るところでは上
海には全国的なものはありますが、上海だけのを
調べるというのは難しいですね。
　また、専門に短期プログラムというものだけに
絞っている奨学金制度というのはちょっとないん
ですが、幾つか別のやり方がありまして、例えば、
フランスで仕事をしていたときに、この奨学金を
長期のものを割って、その期間によって、4 人来
たら3カ月ごとの割った金額で4人に分けるとか、
そうすると 1 年分の奨学金を 4 人でシェアすると
いうことができるんですね。そういった柔軟なや
り方というのを相談していただけると見つかると
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思います。

川口　もっとご質問等あろうかと思いますけど時
間が参りました。
　最後に全員の方に一言ずつ感想を含めて、言い
残したことを含めてお話をしていただきたいと思
います。
　最初は佐藤さんから、逆に回っていきたいと思
います。

佐藤　来年、日中国交正常化 40 周年を迎えます
けれども、最近僕がちょっと気になっていること
は、大平首相が日中国交回復当時に講演された、
これの中で類似の危険ということを言っていらっ
しゃるんですね。
　日本と中国非常によく似ていると。どうもこれ
までの交流は共通点、そこだけを強調して交流を
やってきたけれども、僕はこれからは、特に先ほ
どからある日中韓の取り組みをしていくときに、
やはり日中韓それぞれ違うんだという、互いの違
う立場を理解する。そこがこれからの交流で大事
なところではないかと思っています。
　今までの交流と、それから、これからの交流を
やっていくときに、やはり日本と中国は違うんだ
という意識を持ってやることが非常に大事だとい
うことを、これは、僕、ずっと交流してきて、今
感じていることの一つです。

川口　ありがとうございます。
　次は奈良さん、お願いします。

奈良　さっきから一回だけ言おうと思っていたん
ですけれども、中国側のサークルの話を随分させ
ていただいたんですけれども、日本側のサークル
ですね、中国から帰ってきた日本人の学生が日本
でサークルをつくると。これをぜひ全国展開して
いただきたい。さっきのどうやったら増えるのと
いうことのお答えの一つではあると思うんですけ
れども。それを具体的に私たちも政策化してやっ
ていきたいと思うんですけれども、やはり、大学
側の学生さんが中心となるような取り組みがある
と全国的に広がるので、上から与えられるとなか
なかだめなので、何というんでしょう、草の根的

なやつを各大学で指導をしていただきながら、つ
くっていただければ。それを全国展開するという
場合には、例えば、文科省がですね、各大学年に
年に 1 回集まってもらうとか、いろいろなことが
あると思いますので、ぜひ、大学側で日本人の帰
国のほうのサークルもつくっていただきたいなと
思って、これはお願いでございます。よろしくお
願いいたします。

川口　白先生。

白　留学生関連の業務というのは、日中友好を支
える最も基礎的なものだと思います。私たちはこ
の仕事に対して努力を怠ってはなりません。人々
の感情というものは無視できないものがありま
す。
　日中両国は非常に補完的な関係にあるといいま
すか、それぞれの短所、長所を補いあう関係です
ので、日本の魅力がどこにあるのか、中国とは違
うところはどんなものか、中国の魅力は日本人に
とってはどういうところなのか、そういったもの
を、伝統的な民族、文化という点からも強調して
いくべきだと思います。お互いに努力をして、皆
さんが努力をしさえすれば、私は中日両国間の友
好関係が保てると思っております。それは両国の
留学生に負うところが非常に大きいのです。
　ですから、この交流、留学という仕事に携わる
我々としても、明確な目的意識を持って相互理解
を促進していきたいと考えます。
　ありがとうございます。

宮内　東京大学の学生が自主的に組織をして、5
年前から北京大学の学生との交流をやっている
と。これは学生京論壇ということで、ホームペー
ジで一度見ていただくといいのですが、あらゆる
問題を北京で 1 週間、東京で 1 週間、徹底的に話
し合うと。一番スタートは、歴史認識の問題から
始まって、安全問題とか、環境汚染の問題とか、
そういうのを徹底的に話し合って互いに交流する
ということを学生が始めたわけですね。
　北京で、こうやってくる学生、あるいは先ほど
ちょっと触れましたように寮生活を経た一人っ子
であった中国人の学生を見て、やはり青年は大変

154



健全だというのが僕の強い印象でありまして、そ
ういうことから、大きく見てどうこうという面と、
そういう形で踏み出した学生の例をきちんと評価
し、ピックアップし、それを広げていくというよ
うなことに、皆が注目していけば、どんどん新し
い例が出て、積極的なケースが出てくるものだと
思っております。

川口　ありがとうございました。大変短い時間で
はありましたけれども、非常に本質的な論点が出
されたのではないかと思います。
　今出されましたように、若い人たちに対するモ
チベーションをどう広げていくか、どういう形で
与えていくか、奨学金を含めて条件をどう広げて
いくか。あるいは、就職、キャリアを含めた大き

な将来について、いろいろな可能性について、こ
れまでの先行者の経験をきちんと広げていくとい
うことだとか、大学として留学生の送り出し、受
け入れ、きちんとケアをして、一人一人の成功を
確かめていくというようなことだとか、幾つか大
変重要な論点が明らかになったと思います。
　ぜひこれをこれから各大学、機関で深めていた
だいて、いろいろな実践をして、また、次回のこ
のフェアで議論できれば大変結構かと思います。
　今日はほんとうにありがとうございました。パ
ネリストの先生方に再度大きな拍手をお願いいた
します。
　以上で本日の第 2 会場のパネルディスカッショ
ンを終了いたします。ありがとうございました。
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羽入　皆様、本日はこの
セッションにお集まりいた
だきまして、まことにあり
がとうございます。この
セッションは特別セッショ
ンということでございまし

て、中国からお 2 人の先生をお招きし、日本の先
生と一緒に「大震災と大学の役割」というタイト
ルで議論を進めてまいりたいと思います。
　本日は 10 月 11 日、震災がございました 3 月
11 日からちょうど 7 カ月になります。犠牲にな
られた多くの皆様に対して、謹んでご冥福をお祈
り申し上げます。また、被災された皆様に心から
お見舞いを申し上げます。また、一国民として、
中国から寄せられた多くのご支援に対して感謝申
し上げます。
　タイトルにもございますように、このセッショ
ンは、2008 年に四川大地震を体験し、またこの
たび東日本の大震災を経験し、それに深くかか
わっていらっしゃった先生方がご登壇くださいま
して、議論してまいりたいと思います。
　手順といたしまして、それぞれの先生方には
10 分程度お話をいただきまして、その後お互い
に議論を進め、そしてその後で会場の皆様から質
問をいただき、質疑応答の時間を設けたいと考え
ております。終了の時間が、当初 16 時 40 分とい
うことでございましたが、16 時 50 分までという
ことでございますので、その分、議論が深まりま
したら大変うれしく存じます。
　ただいま申し上げましたように、東日本の大震
災、それから四川大地震ということがこのテーマ
のきっかけになってございますが、大まかな場所
について少し認識しておきたいと思います。直感

的には四川大地震というのが非常に内陸部であっ
たこと、そして日本の場合には海岸沿いが大きな
震源になったということがあるかと思います。こ
れは非常に大ざっぱな共通認識として、1 枚スラ
イドを用意させていただきました。
　おそらくここでの議論は大きく 2 つの観点から
論じられるのではないかと考えております。1 つ
は震災に対して直接、大学が何をなすことができ
たか、あるいは何をなすべきであるか、それぞれ
の先生方のお考えをお示しいただきたいと考えて
おります。また第 2 番目には、少し長期的な視点
から大学の役割というものを論じることが必要で
はないかと考えております。この点に関しまして
は、人間と自然との関係、あるいは科学の進歩、
あるいは技術の発展を大学はどう考えるのか。特
に人材育成の機関である大学としては科学技術の
時代にどのような人を育て、あるいはそれを次世
代に受け継いでいくのかという議論に発展できる
のではないかと期待しています。このような手順
で進めさせていただきたいと思いますが、まず最
初に中国地質大学の傳先生からお話をお願いいた
します。よろしくお願いいたします。

傳　モデレータの先生ならびにご来賓の皆様、私

パネルディスカッション3
震災特別セッション「大震災と大学の役割
� ―科学技術と社会の調和を目指した日中大学パートナーシップの構築―」

モデレータ：羽入佐和子（お茶の水女子大  学長）
パネリスト：傅　安洲（中国地質大学  副学長）
　　　　　　岩渕　明（岩手大学  副学長）
　　　　　　北村幸久（東北大学  副学長）
　　　　　　小川　彰（岩手医科大学  学長）
　　　　　　石　　堅（四川大学  副学長）
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は今日は「大震災と大学の
役割」をテーマにご報告さ
せていただきます。4 つの
パートに分けてご報告いた
します。
　まず、我が大学の紹介、

プロフィールについてですが、中国地質大学とい
うのは、中国の教育部直属の大学であり、また

「985」プロジェクト 2 つを担っている重点大学で
あります。地質科学、地球科学に特化した大学で
ありまます。国の国家レベルの学部を 2 つ持って
おりまして、この 2 つの学部に関しては中国の大
学の中でナンバーワンを誇っているところであり
ます。また学際的な大学でもあり、10 の学科が
設置されております。
　中国地質大学は 1952 年に設立されました。北
京大学、清華大学、天津大学、唐山鉄道学院の地
質学部が合併されてつくられた学校であります。
現在の在籍学生数は 2 万 4,000 人でありまして、
教員は 3,150 人です。また現在、中国科学院の院
士 7 人がうちの大学に在籍しております。国家重
点実験室を 2 つ持っております。設立されて約
60 年を迎えておりますが、多くの優秀な卒業生
を輩出しております。例えば今の温家宝首相も我
が大学の卒業生、1968 年に修士課程を卒業した
方です。また、中国の宇宙学のトップレベルの科
学者欧陽院士に代表される 27 名の中国科学院・
中国工程院院士、また、2008 年北京オリンピッ
ク施設の「鳥の巣」をつくったチーフエンジニア
の李久林さんも当大学の卒業生です。
　次に、2 番目に入りたいと思います。災害救助
の中で大学が果たすべき役目はどういうものなの
か、これについて個人的な見解を述べます。21
世紀に入りまして、世界規模で自然災害が多発し
まして、種類またその分布も広がりを見せており
ます。大きな損失をもたらしております。1900
年から 2011 年まで、各国で起きた地震による死
者の数もそうですけれども、非常に増えておりま
す。中日両国は地震多発国でありまして、いずれ
も深刻な被害を受けております。各国政府、民間
組織、またボランティアが、震災が起きた後、積
極的に救援活動を行っておりまして、大学もその
ような流れの中で、やはり何か、なすべきことを

行うべきであります。役目をさらに果たすべきで
あります。
　3 番目ですが、大学は災害救助においてもっと
活躍できるということです。大学に関して一般的
な認識ですけれども、例えば技術を提供して、ま
た設備、機器、人材を提供して、また救援隊を派
遣するというような形をとります。こうした科学
技術による震災救助というのが重点になるかと思
います。また、人々を励ます、人々の精神的な落
ち着きをいち早く取り戻すといった面、あるいは
寄付や被災者への配慮を呼びかける世論づくりの
面で大学は役割を果たせると思います。
　中国地質大学は、震災前も震災が起きた後も重
要な役割を果たしております。ここでは科学技術
による災害救助の視点を中心にからお話したいと
思います。地質大学は科学的な研究を行ってきま
して、成果を多くおさめております。現在、地質
学、地理学、地球物理、海洋地質、安全エンジニ
ア、建築学、また災害対策に密接にかかわる学部
をつくっておりまして、非常に実力を発揮してお
ります。また研究向けのプラットホームといった
ものもつくっておりまして、三峡ダムの災害研究
センターもつくっておりまして、また重大地質災
害研究センターといったものもつくっておりま
す。これは国から付与された重要なプロジェクト
でもあります。
　近年、中国地質大学は、中国での 3 回にわたる
強い大地震の研究、また災害対策にかかわってき
ました。例えば崑崙山脈で起きた災害、また
2008 年 5 月の四川大地震、また 2010 年 4 月 14 日、
玉樹、これは雲南省で起きた地震なのですが、四
川大地震は 4,000 万の人が被災したわけです。そ
して経済的な損失は 8,000 億人民元に達しており
ます。災害が起きた後、直ちに専門家グループを
組織しまして、51 の震災地域で調査を行いまし
て、再建活動のために科学的な根拠、データを集
めました。私たちの専門家グループが現地で撮っ
た写真であります。
　また、地震が起きた後、中央政府の要請に応じ
まして、中央政府が組織した地震対策などに関す
る地質的な検証作業に入りました。現在、中国で
は、震災に関しては、震災が起きたらまず人員の
救援・救出、また災害対策、そして再建。こうい
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う 3 段階で進められております。四川大地震が起
きた後、政府からの要請もありまして、救済、ま
た再建活動に関する検証作業に入りました。
　この成果をまとめて、また品質点検のために地
質に関するデータを集めました。例えばリモート
センシングに関するデータですね。40 ギガ以上
集めました。また各科学的な成果は、300 ギガ以
上のデータ量を集めました。緊急事態が起きたと
きの、いかに技術的に対応していくのか、そういっ
た関連の文書もまとめました。またマップの作成、
つまり地質安全性の分析、また地質環境の適応性
のマップなどの 7 つにわたる項目のマップもつく
りました。評価報告といったものにも、そういっ
たデータを盛り込んで評価報告をつくりました。
またネットで GIS システムを開発しまして、最
先端のネットワークマッピングサービス技術を提
供しました。GIS 分析機能といったものもこのシ
ステムに搭載させ、機能させました。震災の救援
活動のために必要な情報を提供したわけです。
　これは、私たちの大学が担当した、最も震災災
害がひどかった 12 の県の項目別の評価報告であ
ります。5 種のマップがあり、合わせて 60 つく
りました。そういった成果も評価されまして、中
央政府からも実績としてたたえられました。
　今後の震災の中でどういう役目を果たすべきな
のか、これは 4 点目ですけれども、まず学科、学
部、そして研究開発といったものをさらに強化し
ていく必要があるかと思います。例えば地質災害
に関連する基礎研究をさらに強化していく必要が
ありますし、長期的な方向としては地球科学分野
での世界トップレベルの大学にしていくといった
目標を目指しております。教育部の三峡ダム地質
災害研究センター、また地質災害研究センターと
いったセンターをプラットホームとして研究活動
を行っております。国内各大学のリソースを集め
まして、地球また地震に関連する各災害の研究を
総合的に行っていくということになります。5 つ
の災害に特化しています。地震、地質災害また干
ばつ、海洋、気象災害、この 5 つの災害の研究に
特化していきます。
　これは地震の予報またモニタリングシステムで
あります。今後さらに学術的な優位性を生かして
いきまして、一般大衆の中でも災害対策に対する

意識を高めていくということを目標にしていま
す。また国の立法に関しても積極的に提携しまし
て、法整備に貢献していきます。世界各国の大学
との連携を強化しまして、特に災害対策、災害予
防に関して協力を深めていきたいと考えておりま
す。日本の関連大学との連携も強化したいと考え
ております。
　今年ですけれども、地球科学の国際大学連盟と
いったものの設立を提唱しております。日本の各
大学もぜひこの連盟に入っていただきまして、と
もに中日大学のパートナーシップを構築していこ
うではありませんか。以上になります。ありがと
うございました。

羽入　傳先生、どうもありがとうございました。
　では続きまして岩手大学副学長、岩渕先生にお
願いいたします。

岩渕　岩渕です。どうぞよ
ろしくお願いします。それ
では、岩手大学、被災大学
でありますが、状況を説明
いたしたいと思います。ス
ライドをわずか 4 枚しか用

意していなかったので、少しプラスアルファしな
がら進めていきたいと思いますが、「岩手大学か
らの提言」ということでありますが、まず初めに
3・11 以降、いろいろな方々、日本全国の皆さん、
あるいは中国をはじめとする世界の皆様からいろ
いろな、さまざまなご支援あるいはお見舞いをい
ただきまして、ほんとうに感謝申し上げます。
　さて今日の主題でありますが、岩手大学は先ほ
どの地図にありましたように、東京から新幹線で
2 時間半ですが、距離として 500 キロメートル北
にあります。もう一つキーポイントは、我々、岩
手県というのは日本で 2 番目に大きい県でありま
して、盛岡から海岸まで 120 キロ離れております。
大学自体は 4 学部、農学部、工学部、教育学部、
それから人文社会科学部と 4 つの学部がありま
す。特に農学部は林業、それから農業、それから
畜産とあるのですが水産は持っていないという一
つのハンディキャップがあったわけであります。
　6,000 名の学生がおりまして、不幸にも亡くなっ
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た学生が 1 名おります。それから震災で家を失っ
た人、それから親が職を失った人等々で、我々は
被災学生という定義をしているのですが、300 名
ほど出ております。こういう状況の中で 7 カ月た
ちまして、我々がやってきたことということで整
理させていただきました。
　「震災以後、何をしたか、すべきか？」という
のは、要は大学にかかわらず挙げてみたわけであ
ります。第 1 ステージから第 6 ステージまである
としまして、とりあえず救援・救助、それから避
難所の設営、それからインフラの復旧・瓦礫処理、
公共施設の復旧、それから復興計画、その実施と
いうようなステージに分かれるのかなと勝手に定
義していますが、では大学はどこをできるのかと
いうと、岩手医科大学、小川先生が後から説明が
あると思いますが、我々はそういう意味では救命・
救助という話にはならない。あくまでもこれは自
治体ベースでやる仕事であると。大学には 6,000
人の若い人がいるということは、ある意味でマン
パワーを持っているわけで、その辺でボランティ
アの活動というものが大学が一番最初にできる仕
事かなと思っています。それから第 3 ステージの
インフラにつきましては、これはやはり大学が主
体的にというよりも、行政なり、日本でいえば自
衛隊なりが、あるいは消防・警察あたりが一生懸
命働いて活動したわけであります。第 5 ステージ
ぐらいになってくると、大体これが 3 カ月ぐらい
と見れば、そろそろ日本の復興計画も 8 月 9 日に
できたり、岩手県も 9 月に復興計画をまとめると
いうことで、その準備として 6 月ぐらいから本格
的に、ですから 3 カ月ぐらいたってから始めてい
る。その辺から大学の知識、有識者という表現に
なるのでしょうか、そういう中でコントリビュー
ションしてきたということがあります。
　それでは大学はその当時何をしたか。3・11、3
月 11 日というのは非常にみぞれが降って寒い日
だったものですが、14 時 46 分かな、我々は会議
をしていたのですが、とにかく何をしたかという
と、学生・教職員の安否の確認をしたわけであり
ます。次に被害調査ということに移って、大した
ことがないということで安心した。当時、当然の
ようにインフラというのは電気が全く来ませんの
で、どこで何が起きたかということすらなくて、

ラジオで地震が起きて津波が来たと。そのすごさ
というのは全然、東京の人のほうがよほど知って
いまして、我々は何も知らない。新幹線がとまっ
たのも、まあ、月曜日には復帰するんじゃないで
すか、そんな程度だったのです。そこで、大学の
中でいえば試験が、3 月 12 日に後期試験であり
ましたので、それをどうするか。とりあえず 1 週
間延期するかと。で、だんだん情報が入ってくる
と、とんでもないことが起きたということで、最
終的には試験を中止したというふうに、要はマネ
ジメントとしては少しおくれたというところがあ
ります。3 月末ぐらいから、支援体制を整備しな
がらボランティアとか調査チームを派遣して、支
援物資のあるいは仲介、ほんとうに全国の大学あ
るいは大学の先生方のネットワークが、大学にも
いろいろと支援物資が送られてきて、特に大学で
いいますとパソコンの類が、うちの大学を含めて
約 700 台を現地に、整備して使える状態で送り込
んでおります。それから専門家の派遣、復旧支援
計画と予算確保というようなことで、今ちょうど
7 カ月過ぎて、来年度あるいは補正予算の中で
我々がやるべきことというのがだんだん明確にし
てきております。
　1 つだけここでちょっと言っておきますと、全
国の先生方が現地にすぐ入ろうとするわけです。
地震が起きた、調査をしよう。岩手大学は何をやっ
ているんだということも、いろいろ新聞にも言わ
れて、何もしていないんじゃないか、地元の大学
としてと。ところが実際には、偉い先生が来るほ
ど地方の行政等はそのアレンジメントですごく
ディスターブされるという現象が起きましたが、
なかなかその先生方には理解されていない。そう
すると調査チームが入るのは、勝手に入るという
ことが非常に現場の復旧に問題を起こしていると
いうことを現場から言ってくださいと言われまし
たので、調べたいことはわかるんだけれど、結局
勝手に個人個人で来ると。学会ベースで来る人も
あるし個人ベースである人もあるし、マスコミと
一緒に来る人もいるわけで、その辺の対応という
のが非常に自治体にとっては、無視できないだけ
に、大物になればなるほど無視できないので非常
に困っているんですよねと。でも、来ていただい
て困っていると言えないと。そこの問題がほんと
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うに現地にとっては非常に大きな課題であるとい
うことが、我々にも言われております。
　それで地域の大学として何をするかと。岩手大
学として何かというと、とにかく専門家集団だと。
それは大学の先生方の知、知識といいますか、科
学技術あるいは人間の心の問題とか含めて専門家
がいるということは、地域にとって──例えばド
クターの取得者が組織の中で一番大きいのは当然
大学である──それだけ知のポテンシャルが高い
ところに対する期待というのは大きいわけであり
ます。それから、まとまって若者が 6,000 人いる
というのは、やはりほかの組織とは比較にならな
い非常にポジティブなポテンシャルを持っている
のかなと。
　今、我々が ING なんですが、進行形でもあり、
またこれは 5 年計画でやらなきゃいけないという
ことでいいますと、生活復興支援というものが 1
つあります。ボランティアというのは、いろいろ
片づけの状況から、今、時間がたって変わってき
ていまして、子供たちの学習支援みたいなところ
に移りつつあります。それから心の問題、それか
ら学校再建、コミュニティーの再生、文化財の保
護と。あるいは我々、獣医学科がありまして、動
物のケアというのは、人間は被災仮設住宅とか避
難所に行くのですが、動物はだめよと。行き場の
ない動物をどうするかというところで、我々の獣
医学科が頑張ってきました。
　それから 2 番目に防災拠点形成。災害調査とか
計画立案とか、教育という問題が出てきておりま
すし、防災教育の面でいいますと、地域ごとに、
岩手県でいうと 200 キロの海岸線に 100 の湾があ
ります。大体そういう感じなんですが、その中で
1 人も犠牲者を出さなかった部落と、みんなとい
うことはないんですが半分ぐらいが亡くなった部
落がある。それは何かというと、結局、前々から
やっていた防災教育が十分に真剣に生かされた
か、おつき合いでというふうなポテンシャルの違
いがあると思います。やはり真剣にやるような訓
練といいますか、そういうものがきちんと身につ
いたか身につかなかったかが非常に大きな分かれ
目であったと思っております。
　それから産業支援として水産業の支援。これは
ほんとうに我々としては大学で基盤がないのです

が、地域の水産業、養殖から、もっと言えば「森
は海の恋人」ということをご存じかもしれません
が、水の環境は山から始まると。その中で水質、
それから養殖あるいは水産加工、機能性評価、商
品開発。さっき、前のセッションで愛媛大学の先
生がおっしゃったように、6 次産業化というもの
を大学としてやっていかなきゃいけない。それか
ら、工学系ですがものづくり支援と農林畜産支援
と。この 5 つのプロジェクトを立ち上げるという
ことで、今、文科省にお願いしていることであり
まして、最終的には大学としての人材育成、地域
をどう盛り立てるかということになるわけであり
ます。
　ですから、大学としてやれることをやる、頑張
るというのは当然でありますが、やれないことも
やらなきゃいけないというのが、僕は地方の中核
大学の大きいポイントではないかと思います。そ
れが我々にとっては水産振興ということになるわ
けであります。
　最後、復興のための期待ということで、科学技
術をどう使っていくかということで、学術的視点
からの調査ということは、非常に、当然これは一
番得意なところでありまして、それによって新た
な学問の創出、例えば地球のダイナミズム、要は
プレートテクトニクス的な解明、あるいは防災科
学の視点、シミュレーション技術。それから、こ
の辺から難しくなるのですが産業復興をしなきゃ
いけない。私は今、UURR と書きましたが、ユ
ニバーシティー・ユニバーシティー・リージョン・
リージョンというか、大学間プラス地域間協力。
これによって今、我々の大学としては中国の大連
理工大学と UURR を結んでやっているのですが、
こういう中で新たな産業を結びつけた産学官連携
というものを構築していく必要があるかなと。
　それから、科学技術というのはどっちかという
とハード的にある。ソフトの、心の問題とかコミュ
ニティーの問題。今どういう、具体的な問題があ
るかというと、仮設住宅に違った部落というか町
から入ってきた状況を考えてみます。100 人の家
庭があって部落が違うと、やり方も違う。リーダー
がいない。だから、例えばごみの当番も決めてい
ないという、要は自治会組織みたいなものができ
ていない。その中で新しいコミュニティーをどう
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つくっていくかというのは、非常に、何というん
ですか、社会科学的な、あるいは心というか人間
の絡んだ問題で、まさに自然科学と社会科学が融
合したほんとうのフィールドになっていくのであ
ろうと。
　もう一つ考えなければいけないのは原子力の問
題でありまして、原子力、僕自身、機械工学とい
う立場におりまして、科学技術離れの防止という
視点から述べますと、非常に危険であると敬遠し
てしまう。だけれど工学というのがそういうディ
スアドバンテージを、不可能を可能にしていくと
いうところにその使命があるわけで、危ないから
やめますということでほんとうにいいのかどう
か、個人的には非常に疑問を持っているところで
あります。
　最後になりますが、人材育成ということで、今
回の日中間も「グローバル」というキーワードが
動いていますが、学生の教育、非常に重要なのは
被災を体験した学生というよりも、被災地を見る
という体験の場というものが非常に有効に働くの
かなと。それから我々としては、地域をどう復興
させるかという意味で、例えば教育学部で学んで
先生として帰ったときに教員として防災教育を含
めた教育ができると。あるいはものづくり、水産
業を含めて職業教育ということで、とにかくもう
戻らないというのではなくて、戻って、もとに戻
す以上の担い手として人材育成をやっていかな
きゃいけないのではないか。そういう意味で、や
ることはいっぱいありますので、今後ともよろし
くご支援いただきたい。以上でございます。

羽入　岩渕先生、ありがとうございました。
　それでは続きまして、東北大学副学長の北村先
生、お願いいたします。

北村　北村でございます。
私もまず最初に、震災後、
ご来場の大学あるいは中国
の大学、世界中の大学から
さまざまなご支援をいただ
き、まことにありがとうご

ざいます。
　それでは私から少し、本学が今置かれた状況を

簡潔にご説明をしていきたいと。これは既に皆様
ご存じだと思います。この 3 月 11 日の震災、そ
して津波の状況、ちょっと見にくいのですけれど
も示しました。それから今、岩渕先生のお話にも
ございましたように、福島の第一原子力発電所の
事故などの、これが半径 80 キロ。これはちょっ
と大学にとっても大変重要なことでございまし
て、アメリカ、イギリスは震災後、80 キロ以内
の避難勧告をされたと。仙台はその外であったの
ですが、さまざまな影響を受けました。こういっ
たところの本学のロケーションは、この仙台市を
中心にしてございます。90 キロになるとこうい
う状況であります。
　それから、今申し上げました仙台市の中で、キャ
ンパスの状態を示しております。このピンクの部
分が津波の被災エリアであります。多くの、メー
ンのキャンパスは、したがいまして私ども内陸部
にあったということで、津波の被害は一部の施設
を除いてなかったということでございます。
　本学の概要をここに示しております。さまざま
な学問分野がございまして、学生数で申しますと、
ここにございますように約 1 万 8,000 人強の学生
の規模でございます。うち留学生が、ここにござ
いますように約1,500名ということでございます。
教職員は、非常勤を含めてでございますけれども
1 万 1,000 を超える規模の大学になってございま
す。
　地震が起きた後、ここにございますような大学
の中で、すべての意思決定過程はこの災害対策本
部で行うという形で、地震への対応を中心にして
ここにございますような対策本部を置きまして、
2 カ月ほど、休みの日も含めて毎日、ここの会議
で大学の運営を決めておりました。
　これはもうあれですけれども、やはりライフラ
インが、電気が来ないとか、特にガスが大分おく
れまして、先ほど岩手のお話がございましたけれ
ども、この時期は大変寒かったということで、暖
房等、大変支障を来しました。
　それから本学は大学の中でも一番、多分被災を
してしまった大学でございます。ここにございま
すように、応急危険度の判定を行いましたけれど
も、本学大体 100 万平米の延べ床面積を持ってお
りますけれども、大体その 4％相当が危険建物と。
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で、危険建物と認定されますと、基本的にその中
に入ってはいけないという状況になりますと、い
ろいろな、さまざまな、安否の確認もそうですし、
それから被災状況が、確認作業が大変制約を受け
るということですね。それから、大変大きな建物
の被害を受けましたけれども、大学全体で見ます
と先ほど言った 4％相当が危険建物ということで
ございますけれども、場所が一部のキャンパスに
集中したということです。逆に言うと、そうでな
いキャンパスも随分あったということでございま
す。ただ、建物の被災のみではなくて、そこにご
ざいますけれども、建物の中の揺れが大きかった
ものですから、実験装置等の被害が、かなり巨額
なものがございました。ここに記載しているとお
りでございます。それからちょっとここに写真が
出ています。特に写真は被災をしたところをやっ
ていますので、かなり悲惨な図がございますけれ
ども。それから津波の一部、女川の臨海実験所様
の施設がございましたり、あるいは学生のヨット、
ボート部等が大きく被災をしてしまったという状
況でございます。
　安否確認は、ここにございますように、結果は
私ども、3 名の学生を失いました。ここにござい
ますように、入学予定者 1 名を含みますけれども、
これらはすべて津波の被害でございました。キャ
ンパスの中では、死亡者、それから負傷者も重傷
者はほとんどないという状態でございました。た
だ、それぞれのご親族等を入れますと、かなりの、
身近で被災にあった者はおりますけれども、直接
のキャンパス内での死亡者はゼロであったという
ふうになっています。この下段のほうにございま
すように、学生の住居の被災状況はここに記載し
たとおり、やはり大きな被害を受けてしまいまし
た。
　それから先ほど原発のお話をしましたけれど
も、起こった当時は非常に私どもも困惑いたしま
したけれども、東京にございます各国の大使館が
学生の帰国を勧めるという状況でございました。
1,500 人ほどいた留学生で、瞬く間に 1,200 人が
仙台からいなくなったという状況でございまし
て、そこの帰国した後の状況の確認作業も大変で
ございました。結果、そこにございますように、
本学ケース、正規課程に入っている学生は、大学

院を中心にして 99％大学院生が戻るということ
です。ですから非正規課程を除きますと、そこに
ございますように、正規課程の学生はほとんどの
方が、5 月の初めに学事を、教育を再開したとき
には戻りました。という状況でございました。
　これは、避難所が自然発生的にできまして、避
難所のお世話もさまざま措置が。かなり規模が大
きくなってしまったために、いろいろな限界があ
り苦労いたしました。
　それからこれは冒頭申し上げた、いろいろな大
学からお世話になりました。学生諸君もいろいろ
な勉学の便宜も含めて、特に日本国内の大学には
大変お世話になりました。
　今申し上げましたように、さまざまな制約がご
ざいましたけれども、ここにございますように、
4 月の終わりから一部授業を再開いたしましたけ
れども、5 月 9 日から全学的に教育活動は再開す
ることができました。これは分散の入学式等の状
況でございます。
　それから、これも岩渕先生のお話にございまし
たけれども、学生の被災への大学の援助をどうす
るかといったことという形で、いろいろな奨学金
等の措置を、まずは学内で措置をするということ
を行いました。それから、今も続いていますが、
なかなか我々、物の言い方が大変難しくて、被災
した部分を出しますと、東北大学がだめになって
しまったと。太平洋に東北大学が浮かんでいると
いう話まで、海外の方に聞いてびっくりしたので
すけれども、いや、ほとんど生きておりますと言っ
たんですが。それとなかなか大変なのは、我々も
今、大変感謝するとともに驚いておりますのは、
多くの世界の主要大学から東北大学の支援をいた
したいと。特に研究者の研究継続をするために、
驚いたのは次なのですけれども、いろいろな資金
をつけた形で、旅費等はすべて先方で持ちますと
いうお話がございまして、実は山のようにそうい
うオファーが来ていて、その回答とか話に結構時
間を我々とられている部分もございまして、大変
温かいお話がございます。というところですね。
正直申し上げまして、学内的には、特に若手の支
援につきましては、1 つは各研究室が立ち上がら
なきゃいけないという部分がございますので、若
い研究者が研究室の戦力になっているという側面
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と、我々本部のほうはどちらかというと国際交流
を大変強力に進めておりましたので、むしろ積極
的にいろいろなオファーに応じるべきだというこ
とと、なかなかちょっと学内的には議論があるん
ですけれども、そういった状況で今、推移をして
いる。東北大学はつぶれたわけではございません
ので、必ず、お世話になったときにはちゃんと呼
び返すという決意でおります。
　それから、並行いたしまして地域貢献、これも
岩渕先生のお話がございましたけれども、さまざ
まな地域貢献が、後で確認しますと大体 120 ぐら
いのプロジェクトが進行しておりましたけれど
も、やはり一番大きかったのが、大学病院を中心
にして全国の病院関係、大学病院等、連携いたし
まして、地域の支援が大変活発に行われた。病院
は建物が被災しておりませんので、すぐ 24 時間
体制で地域の支援体制を整えたということでござ
いました。大学全体としても、ここの役割が大変
重要だということで、いろいろな車の便とか、あ
るいはガソリン等を病院に集中させた。さまざま
な地域貢献があって、放射線のモニタリング等々
行っていた。
　これは第一原発における、本学が千葉工業大学
と連携してつくったロボットの様子をここで紹介
させていただいております。さまざまなリサイク
ルのあり方等ですね。
　それから学生諸君、我々が認知した学生という
のは、当時 1,000 人超とか 1,200 人ほどのわりと
組織化された学生のボランティア活動がございま
した。これ以外の学生も、多分我々が知らないこ
ともございましたけれども、これも岩手大学と同
様に、今、大変献身的な活動がございましたけれ
ども、その結果、いろいろなケアの問題等が今、
生じています。ここは全国の大学、特に阪神・淡
路、神戸大学とも連携いたしまして、そうしたボ
ランティアのあり方、大学としてどう位置づける
か、そして学生のケア等、現在、ここにございま
すが、組織を設けて検討をさせていただいている
といったことでございます。
　それで、今回の地震を受けまして、今、大学の
復旧・復興の話を中心に据えましたけれども、並
行して起こったのが、東北大学は研究第一主義と
いうのをモットーの一つにしておりますけれど

も、ほんとうにそれでいいのか、自分たちの自由
な研究でいいのかと、大分復興過程でそういう議
論が生じました。先ほど申しましたようにいろい
ろな、さまざまな地域貢献はいろいろなグループ、
いろいろな個人で活発に行われましたけれども、
もっと組織的な関与を求めるべきではないか。こ
れはかなり、総論といたしましては、学内で持ち
上がりました。そして地域といろいろなお話をし
て、当然、地域もそういった悩みへの対応を求め
るということもございますので、学内の組織とし
てここにございますように、大学の、組織として
災害復興のための新生研究機構を設ける。ここを
中心にして学内の議論をいたしまして、なるべく
大学の組織として地域に貢献するという体制を
とっております。ここは、正直申しまして、今ま
でそういったことは大変、大学の中では難しいお
話でございます。今は地域の悲惨な状況にかんが
みて、いろいろなチームづくり等を一生懸命やっ
ているという状況です。
　理念等はここに書いてあるとおりであります。
　それで、現在いろいろな、ここの機構に登録さ
れている、もう 170 ぐらいのプロジェクトが動い
ておりますけれども、その中でさまざまに大学全
体として、組織的に力を入れるというものをやっ
ています。その一つに、さまざまなプロジェクト
がございますけれども、ここのページで紹介して
おりますように、今 1 つは、災害科学の国際研究
所をつくろうということで。基本的に学内の人の
やりくりはすべて行いました。それから民間企業
の支援も含めて、現在大体 60 人から 70 人規模の
研究所をつくるということで、正式の発足は、国
の支援も求めておりますけれども、地震から 1 年、
来年の 3 月 11 日に、まず学内組織として国際研
究所をつくりたいとしております。この研究所づ
くりも大変議論がございます。本学はかなり多く
の災害科学、地震とか火山とか、そういった研究
者、あるいは防災科学、大勢おりました。にもか
かわらず、このような地域の悲惨な状況は、大学
として反省すべきこともまずあるのではないかと
いう議論もございます。そういう議論も踏まえな
がら、いかに大学組織として地域に貢献するかと
いうことでございます。なお、ここにございます
ように、国際研究所となっておりますように、さ
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まざまな、中国の大学等も含めて、国際的な経験
を共有して、大学としてどのように地域に貢献で
きるかということを、この研究所を中心にして進
めたいと考えておりますので、どうかよろしくお
願いをいたします。
　研究所の概要は、ここにございますように、防
災科学、それから理学系の地震学等々、それから
医学関係の参加などがございまして、こういった
新しい研究所を学内としてつくろうといたしてお
ります。
　今、災害科学の国際研究所にしました。ほかの
いろいろなプロジェクトも、地域に貢献するため
には東北大学のみではできないということで、東
北地区の大学はもちろんでございますけれども、
日本中あるいは世界の大学として賛同される方
は、先ほど言った、我々、機構として一緒に地域
に貢献等しておりますので、どうかよろしくお願
いいたします。簡単でございますが、ご紹介は以
上でございます。（拍手）

羽入　ありがとうございました。
　それでは続きまして、岩手医科大学の学長の小
川先生、よろしくお願いいたします。

小川　岩手医科大学の小川
でございます。それでは早
速スライドをお願いいたし
ます。今回の 3 月 11 日の
実際の体験から大学の役割
を見てまいりたいと思いま

す。
　今回の災害は「大震災」と命名されております
けれども、この命名そのものが私は間違っている
と思います。今回は「震災」ではなくて「津波災
害」が主でございまして、岩手県でも犠牲者 6,000
名の中で約 200 名弱が負傷者でございますし、ほ
とんど 9 割は溺死でございます。そういう意味で
は、この命名の中に「津波」という名前が入って
いないこと自体が間違っているのではないか。岩
手県では「東日本大震災津波」という名前を使っ
ています。
　これは高田松原の 10 万本の松でございますが、
結局、10 万本の 1 本しか残りませんで、この 1

本だけが残っております。
　これは陸前高田の市内でございますけれども、
ほとんどの平野部は、このようにほとんど壊滅状
態でございまして、4 階建ての県立病院の屋上部
分まで津波が来ておりますから、ほとんど壊滅状
態でございます。
　岩手県は沿岸南北 200 キロございますが、南北
200 キロの海岸部がほとんど被災しております。
岩手県で約 6,000 名、そして全国では死者・行方
不明含めまして 2 万名近いの犠牲者が出ていると
いうことでございます。
　さて、岩手と、宮城県と、それから原発のある
福島県での状況は全く違います。そういう意味で
は、「復興庁というのは現場に置くこと」という
ことを 3 月段階から強く提案してまいりました
が、被災 3 県にそれぞれ復興局の設置の構想を国
は打ち出しました。そういう意味ではいい方向に
行っているのかなと思います。
　さて、岩手県の医療再生への道を 5 段階に分け
て考えてみますと、一番最初は DMAT 活動でご
ざいますし、第 2 段階として医療支援チームの避
難所巡回診療。そして、それから第 3 段階として
仮設診療所。先ほど申し上げましたように、3 つ
の県立病院が壊滅をしております。その後は第 4
段階として基幹病院の整備、町の再生ということ
になろうかと思います。
　さて、初期の問題から話をさせていただきます
と、初期にはガソリン不足による被災地への支援
物資移送のおくれ、天候は雪、そして毛布、食糧、
暖房用石油は不足をしている。劣悪な避難所環境、
健康悪化、震災関連死ということでございます。
実際にこれは発災次の日でございますが、季節外
れの雪でございまして、寒さに震えていたわけで
ございます。当然のことながら、オーバーを持っ
て逃げた方は、オーバーを持ちにお家に帰った方
は津波でお亡くなりになっているということで、
着のみ着のままで逃げた方だけが避難所に身を寄
せている。
　これはかなりよくなった状態での避難所の状況
でございます。
　さて、やっと 1 週間たちまして、初めて東京か
ら医薬品が輸送されてまいりました。米軍の横田
基地から 3.5 トン分の医薬品が花巻空港に着きま

164



して、そしてすぐに、この夜のうちに仕分けをし
て被災地に運んだわけでございます。この後、こ
の飛行機は宮城県に飛び、宮城県、仙台のほうに
医薬品を輸送したはずでございます。
　さて、この中で、問題は通信でございます。ほ
とんどの通信が壊滅しているから被災地との連絡
がとれない。そういう意味では足で稼ぐしかない。
岩手医大では、医師 2 名、2 チームの偵察隊を組
織しまして、情報収集に走ったわけでございます。
結局、エネルギー不足、医薬品不足、食糧不足、
それから通信網破断による情報不足というのが極
めて重要な問題でございました。
　その中で、5 万名を超える被災者が約 500 カ所
の避難所に分かれて生活をしたわけでございます
が、避難所の医療は大混乱しておりました。それ
は、過剰に医療支援チームが入ってきたわけでご
ざいます。派遣の問い合わせが殺到しまして、行
きたいと。来ていただくのは大変結構なのですが、
それでかえって混乱に拍車をかけているというよ
うな状況でございまして、大学から専従を県に派
遣しまして、医療支援チームをコントロールいた
しました。これがいわて災害医療ネットワークセ
ンターでございます。県の災害対策本部内に組織
しました。
　全国からご支援をいただいた医療支援チームは
1,195 チームに上りますが、実は 3,000 チームから、
お問い合わせといいますか、行きたいという依頼
があったわけでございます。これをコントロール
したわけでございます。大学が中心となりまして、
県を動かして、警察・消防・自衛隊、ここが重要
でございます。チーム一元管理の司令塔となりま
した。ライセンスを発行して、岩手県内の医療チー
ムを完全に把握いたしました。そういう意味では、
各避難所が、いつからいつまでどこのチームが
入って、その次は東京のチームが入って、その次
は沖縄のチームが入るというような行程表を全部
つくったわけでございます。
　これは実際に、岩手県の県の災害対策本部内に
つくった、いわて災害医療ネットワークセンター
でございまして、本学から行った 2 人が中心的な
存在として機能したわけでございます。
　緊急時の危機管理は、初動の混乱はしようがな
いと思います。情報の一元化が必須でありまして、

司令塔をいかに早く組織するか、行政、大学、医
療、消防、自衛隊の連携ということが極めて重要
でございます。そういう意味では、災害時に大学
の役割として、大学の強力な指導力、そして行政
に対するコントロールといいますか指導が極めて
重要だということを感じました。
　それから現在は、第 2 段階の仮設診療所整備ま
で行っておりますけれども、現在このように、仮
設診療所、病院だったところに仮設の診療所が 3
カ所にできておりまして、ここで医療が維持され
ているわけであります。
　中長期的には、旧に復するというのはだめであ
りまして、医療再生という、白紙から再構築をし
ようということでありまして、広い、そして過疎
地・被災地をキーワードに新しい岩手過疎地医療
モデルを構築するということで進んでいるわけで
あります。
　これは、遠隔医療システムを導入して、病診、
病福連携をシステム化して診療を行うということ
で、これを国へ申請しているわけでございます。
　さて、もう一点問題がございます。これは東京
でもどこでもそうですけれども、実は非常用電源
では大型診断治療機器は動きません。したがいま
して、大病院の救急医療の機能維持は電源が喪失
した段階で喪失するということで、モデル災害拠
点病院として 8,000 キロワット程度の発電機能を
有するものをつくる予定でございます。
　それから災害医学講座を新設しました。
　そして、ドクターヘリの運用の拡大、そして拡
充が必須でございます。
　岩手県の復興基本計画に私どもが大学として提
言をしたことがすべて、保健・医療・福祉の部分
に載っておりまして、結局、遠隔医療、そして包
括医療システム、そして電力等のライフラインの
確保ということでございます。ほぼ、この岩手県
の復興基本計画で盛られた内容が、国の予算編成
にも盛られている状況でございます。この様に大
学からの提言というのは極めて重要でございまし
て、ここに大学の使命があるのではないかと考え
ております。
　第 5 段階には町の再生というのが必要です。医
療にしても教育にしても同じですけれども、人の
いないところに医療は必要ありません。したがっ
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て、医療があるから町が再生するわけではありま
せんで、町の再生があって医療が必要だと。医療
供給体制は、町が再生して人がどのぐらい住むか
ということによって医療供給体制が決まるわけで
ありますし、教育体制もこれによって決まるわけ
でございます。そういう意味では、町の再生とい
うのは一番重要でありまして、そういう意味で、
国の指導力の確保というのが重要であると思いま
す。
　今回の経験は、我々、北東北、東北地方の東日
本だけの問題ではございませんで、東海・東南海・
南海の問題でもございますし、先ほど中国の先生
からもご指摘がございましたように全世界的な問
題でございますから、そういう意味で、我々の経
験というのは、我々だけの問題ではなくて、世界
の問題であると考えるわけでございます。
　まとめでございますが、最後に申し上げたいの
は、大災害時に初動危機管理はもちろんでござい
ますけれども、復興将来計画に対して大学が果た
さなければならない役割は極めて重いということ
を申し上げまして、私のご報告とさせていただき
ます。どうも、ご清聴ありがとうございました。（拍
手）

羽入　小川先生、ありがとうございました。
　それでは続きまして、四川大学副学長の石先生、
お願いいたします。

石　ありがとうございま
す。
　先ほど日本の先生方から
お話がありましたが、全く
同感であります。岩手大学、
東北大学、岩手医科大学、

そして四川大学はいずれも被災地の大学という点
で同じ立場にありますので、先ほど東北大学の北
村先生がおっしゃられたひと言に共感を覚えまし
た。四川大学も 2008 年の四川大震災以前はほか
の大学と同じように、いわゆる世界一流であるこ
と。研究指標における世界一流を求めていました。
しかし震災により、大学の役割とは何かを改めて
考えさせられました。研究型大学が目指すべき一
流とは、数字だけではなく、良心、社会的責任も

必要なのではないかと。ですから四川大地震後、
我々大学が果たすべき役割とは、社会の発展を促
す推進力となり、社会的責任を果たすことで、人
類と自然の調和、そして人類が今回のこういった
災害を避けるために貢献し、社会的責任を果たし
てこそ、一流の大学といえるのではないかと認識
したわけです。
　2008 年の四川大地震のとき、午後 2 時 28 分で
したけれども、その当時、学校は授業中でした。
地震発生直後に学校内には 4 万人の在学生がいま
した。そして 2 万 2,000 人の研究生、そして 7 万
人の教職員とその家族、4 つの附属病院の病院を
入れますと、大体キャンパスの中に 20 万人おり
ました。地震の最初の肝心な時間には、我々の統
計によりますと、死亡者が大体 60 人、全校の建
築物で被害を受けたのは大体 230 カ所ありまし
た。
　しかし大学は、まず社会的良心を持たなければ
ならない。ですからまず大学としましては、医療
人員と学生のボランティアを募集し、4 つの附属
病院の入院患者 5,000 人をすべて安全地帯に避難
させました。そして、一部の重篤な患者について
はすべて、1 人の病人に 1 人の医者と看護師がつ
いて、20 階以上の高層ビルにとどまって病人に
付き添いました。まず 6 つの医療隊が地震の中心
地に出向きました。直線距離でいきますと、四川
大学は地震の震源地まで 90 キロしかありません
でした。ですから同時に我々は災害区、被災地区
の学生、つまり両親が亡くなった、あるいは親族、
親戚の方が亡くなった、あるいは被害に遭った、
こういった学生だけで 3,000 人以上おりました。
そしてこれだけの学生たちに、いかに彼らのケア
をするかも大きな責任でした。
　そして同時に学校が負ったもう一つ大きな責任
というのは、学校を 1 ヶ月間休校にして学生を帰
省させ、今後の余震に伴う責任は一切負わないと
するのか、そうではなく学校として社会に手本を
示すのかということです。我々は、3 日後にすべ
ての授業を再開することを直ちに決めました。す
べての学校の施設を検査、点検し、そして教職員
が学生に付き添う形で教室の後ろに座り、授業が
始まりました。社会に対して手本となるよう、す
べての大学の施設を開放し、そして市民の被災者
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の避難所として提供しました。地震が発生した直
後、1,365 人のボランティア、教職員 3 万人を被
災地に派遣しました。3 日後には、真っ先に社会
の安定維持に務めました。大学は、世界規模の問
題を解決できる場所であると考えています。日本
の 3 人の先生方のお話に共感を覚えた部分はここ
にあります。
　この写真は汶川の地震の一つの場面です。これ
は、四川の汶川の地震の北側の 1 つの中学校の校
舎です。このバスケットボール場で体育の授業中
だった教員と学生計 40 人のほか、後ろの瓦礫に
生き埋めになった教職員・学生 800 人がすべて犠
牲になりました。
　こういった大災害で、学校がどういった役割を
発揮できるのか。我々としては 32 の医療隊を派
遣して、約 2,000 人がこういった被災地の第一線
に赴き救助に当たりました。我々は爆破チーム、
建築構造・衛生保護チーム計 13 組を被災地に派
遣し、調査とケアを行いました。そして同時に附
属病院を開放し、危篤状態の負傷者 2,936 人を手
当てし、救助率は 99.5％に達しました。そして地
震後すぐに、すべての学生・教職員がボランティ
アにかわりました。そして被災地に出向き、心理
的なケア、被災地の学生の助け、そして香港理工
大学と一緒に 6 月 20 日、四川地震再興の支援セ
ンターと研究センターを立ち上げました。そして
学校をプラットホームとして、カリフォルニア大
学、神戸大学の地震の専門家と地震直後にすべて
地震の現場に行って、地震の中心地に出て、共同
で地震の調査研究を行いました。また同時に、香
港理工大学とともに研究センターを立ち上げたと
同時に、医療サービス、建設プロジェクト、経済
復興、社会サービスなどの領域で学校の強みを発
揮してこういったセンターを立ち上げていきまし
た。これは初めて学校のすべての学科の構成、つ
まり自然科学と社会科学を、こうした人文科学と、
そして社会科学、我々の管理科学と医学科学、学
際的な分野でいかに新しい人材を育成するか、そ
して新しい力に結集させるか、つくり上げていく
か、この自然と人類が直面する自然がもたらす人
類共通の課題に直面して研究していくかというこ
とを考えました。
　これは国際的に著名な専門家を招き、被災地の

第一線の看護師や医者に訓練を行いました。また
同時に医療隊は被災地の第一線に出向き、建築物、
そして環境、被災地の企業の再建に多くの支援、
手伝いをしてきました。これは、社会の中で心理
的なケアを、人に対してボランティアあるいは教
育を行っている。我々の学生が被災地の学生たち
に新しい心理的なケアを行う場面です。我々の数
千人の学生が心理的ケアサービスを提供する。つ
まり被災地の万人単位の学生と一緒に作文を書く
ことによって被災地の学生の心理的な助けを与え
る。つまり心理的なバランス、健康を取り戻すと
いうことを行いました。
　そしてまた地震直後、その後の復興の段階、3
年間の復興期間内で、震災で子どもを失った 4,000
家庭以上が再出産の治療と指導を受けました。ご
存知のように、中国は一人っ子政策を実施してお
りますが、子供を失った場合は、子供はいないわ
けですから、こういった家庭の 40 歳以上の夫妻
に、再出産を手助けする始動を行いました。
　もう一つがリハビリです。こういった四川の被
災地で、特に中学校・小学校の中で、手足をけが
した人に対して、彼らのリハビリ、なくなった義
肢をつくるとか、こういったことについての手伝
い。これは我々の医学院の一つの重要な課題だと
考えています。この点については千葉大学、そし
て愛媛大学と協力して、こういった面でいかに支
援していくかを研究しております。
　また同時に中国の汶川の地震以前、ソーシャル
ワーカーといった専門は学部にはなく、マスター
コースでわずかにみられる程度でした。しかし地
震後には、ソーシャルワーカーに対する重要性が
見直され、香港理工大学共同で本科課程に専門を
設けました。
　こういった被災地でのいろいろな活動を展開
し、積極的に参加していることによって、香港の
寄附を受けまして、大体 2 億人民元の寄附を受け
ました。災害復興の学院を立ち上げました。現在
の災害復興学院というのは 6 つの学科。1 つは社
会工学系、そして社会心理健康学部、経済管理、
被災地の企業の発展、被災地の医療とリハビリ、
そして地域計画と環境です。
　地震の災害には、政府も間に合わない、一般の
市民も手に負えない、こういった法律的な空白あ
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るいは心理的な空白、社会的な政策の空白が多く
存在する。ですから、大学としてはやるべきこと
が多くあります。ですからこういった面で 1 つの
学校を創設することによって、つまり地震、こう
いった災難によって、我々は一流の大学として、
特に研究型の大学としては、これを単純な何か研
究のノルマ、あるいは世界一流という指標を追い
求めるのではなく、社会的責任、社会に対する良
心をもって、一つの大学の本質的なものだと考え
るべきだと思います。
　これがまた同時に四川大学の 3 年間にわたる災
害救助の中で、我々は四川を世界に引っ張り出し
た。そしてまた世界を四川に持ってくることがで
きました。次の我々の仕事は手を携えて、例えば
現在、東京大学、神戸大学、千葉大学、愛媛大学
と共同で震災復興学院の設立あるいは構想を一緒
に共同研究しています。
　これは来年 5 月 1 日に設立される予定です。3
人の先生方の大学にもぜひご参加いただき、協力
できればと思います。以上、ご清聴ありがとうご
ざいました。

羽入　どうもありがとうございました。それでは、
パネリストの先生方相互で少し議論をしてまいり
たいと思いますが、ご質問あるいはご感想など含
めて何でも結構でございますので、どうぞご発言
くださいますようにお願いいたします。時間を非
常に短く切っていただきましたので、まだ説明を
もう少ししていただきたかったというか、した
かったということもあろうかと思いますので、い
かようにも結構でございます。どうぞ、お願いい
たします。
　岩渕先生、どうぞ。

岩渕　四川省の石先生にお
尋ねしたいんですが、要は
大学が独自にファンドを
持っていないというところ
が一番日本では痛いんです
が、四川と香港理工大学、

一緒に大学をつくる、要はファウンデーションと
いうのは、向こうからの寄附でできているのかと
いうところが 1 つ知りたいところなんですが。

石　四川の大地震の後、1 カ月ぐらいたったとこ
ろで、香港理工大学から香港の産業界、企業の皆
様の募金を届けていただきました。それで、そう
いうものをベースにした研究センターをつくろう
ということになりました。香港理工大学の、我々
被災地に対するこのような姿勢、いわゆる我々に
対する支援・救助、また我々の、これから発展し
ていく上でどうやっていくかということで、いろ
いろな提案などがありまして、企業家から 2 万人
民元という寄附をいただきました。

羽入　私から少し質問をし
てもよろしゅうございます
でしょうか。中国の地質大
学の副学長の傳先生に少し
パワーポイントのご説明
を。随分時間の関係で省か

れたのではないかと思いますので、少しつけ加え
ていただけるとありがたいのですが。パワーポイ
ントのナンバー 12 というのは出ますでしょうか。
こちらでご説明くださったときに、大学として
データの収集を行い、その評価の適切性のような
ものをなさったとご説明をしてくださっていたと
思いますけれども、その評価に関して、あるいは
データを収集する際に、困難であった点などがあ
りましたら、あるいはこういう工夫の跡などとい
うのがございましたら、少し事例をご説明いただ
けると大変ありがたいと思いますがいかがでしょ
うか。

傳　ありがとうございます。これは私どもの大学
で、中央政府と我々大学で一緒に統一して行った
ものでありまして、中央政府は四川の地震の後、
救助、それからこれからの再建を非常に重視して
いまして、私の記憶ですと、再建の部分に関する
会議が 5 月 23 日には開かれていました。地震か
らたった十数日ですね。しかも国務院の会議とい
う形で開かれました。その会議を経て、全国の各
方面で人員と物資を集めて四川大地震の救済及び
再建の論証活動、検証活動に入りました。我々大
学は地質の部分の検証活動に参加いたしました。
その中で、各政府の部門の支援をいただきました。
いわゆる、何が必要、どんなデータが必要かと。
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何でもかんでも提供しますよみたいな形で支援を
いただきました。例えば揺れに関するデータの解
釈、リモートセンシングデータですね。これは関
係する当局がそのデータを提供してくれまして、
我々大学の先生方がそれを分析し、検証するとい
う形式です。そしてそれについての解釈は我が大
学の張先生を中心とした学術グループによって行
われました。また、発表されたいろいろなデータ
も彼らが検証し、そして分析した後に、正式に発
表いたしました。
　地質の検証などは中央政府が組織した形のもの
が多くて、我々はその中の 1 つである、地殻のグ
ループに入りました。実際には、環境だったりと
かいろいろなグループがあったのですが、我々大
学はあくまでも地質の部分で参加いたしました。
作業量は非常に大きいでした。
　その作業の中、被害地で長く仕事にかかわった、
もしくは仕事経験のある先生方に参加していただ
きました。ですから、地元の地質のいろいろなデー
タが、そういう意味で集めやすかったです。地質
データシステムの構築というものができまして、
一つ我々がつくったプラットホームを使いまし
て、我々が独自で開発した GIS システムを使って、
ネット版のいわゆる情報発信のシステムを素早く
立ち上げることができました。もちろん、長い間、
そういう被災地に関係するところでたくさんの先
生方が仕事をしたこともあって、随分やりやす
かったと思います。ただし、今回の東日本と違い
まして、四川の地震は山間地にありまして、非常
に道路状況がよくないということが 1 つ困難だっ
たところです。

羽入　ほかにパネリストの先生方からご質問はよ
ろしいでしょうか。

小川　今回の大災害に関し
ましては、沿岸部が被災地
になって、内陸部がどちら
かというとバックアップ体
制をとるという格好になっ
たわけですけれども、その

中で通信の途絶の問題はかなり大きな問題だった
のですね。それで、阪神・淡路大震災のときには

都市型の大災害ですし。そういう点でいいますと、
四川のときにはどうだったんでしょうか。都市が
災害を受けて、山間部で遠隔地との交通が途絶す
るとか、そういう問題があって、それが被害を増
大させたのか、それとも大都会の災害だったのか
という点ではいかがでしょうか。

羽入　お二方のどちら？

小川　どちらでも結構です。では石先生。

石　四川大地震が発生した際は、成都でも災害状
況、震源地がどこにあるのかわかりませんでした。
国営中国中央テレビ CCTV などが速報の際に、
成都周辺で大地震が発生したと伝えたのです。し
かし、ほんとうのところ、成都は震源地からまだ
離れていまして人的被害はそれほど深刻ではあり
ませんでした。しかし山間部の人的被害は非常に
大きかったです。救援活動が非常に難しかったの
は、すべての道路が寸断されたことにあります。
また大雨で川も寸断されまして、囲い湖、せきと
め湖になっていました。そのため大変だったので
す。24 時間以内にどのぐらいの方が犠牲になっ
たのか、それは把握できませんでした。山を越え
て避難してきた人から情報を集めてやっとわかっ
たという状態です。

傳　私からも補足説明いた
します。地震直後に真っ先
にかつての同級生に電話し
ました。その人は地震局の
所長でありましたが、私の
質問に答える時間はない

と。もうこれ以上は答えらえないが、7.8 の震度
だと。四川の汶川で起きた地震で、我々のモニタ
リングシステムは既にその情報を察知している
が、まだ公表はされていないが、7.8 だ、という
ことです。
　先ほどの質問にお答えしますけれども、震災地
にいる別の昔の友人にも電話をしましたが、通信
がつながりませんでした。非常に緊迫した状況で
ありました。成都の通信はすべて断絶されていま
した。
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羽入　先生方のご発言を伺っていますと、やはり
何よりも情報が重要だということ、そこから物事
が始まるということであり、また情報をいかに一
元化するか、あるいはそれをどのように有効に活
用するかということが、危機対応としては出発点
であるということを改めて認識させられますが。
それでは会場の方々からご質問を受けたいと思い
ます。どなたでも結構でございますので挙手をし
てくださいませ。

質問者　私からちょっと質問させていただきたい
んですが、日本の先生方にお聞きしたいんですけ
れども、3・11 の大地震が起きた後、政府から救
援活動に参加するように、大学に対して要請があ
りましたでしょうか。

岩渕　大学は学内の状況把握と対応が最初です。
各大学が大学の判断でやれるところをやるという
ことですね。それから国大協から、2 週間ぐらい
たってからいろいろと大学で必要な支援物資等、
必要なものの調査が来まして、他大学から支援を
いただきました。

質問者　ありがとうございます。非常に専門性が
高い、例えば放射線の問題などにかかわる技術的
な災害救助について、政府から協力の要請や問い
合わせはありましたでしょうか。

岩渕　ありますね。原子力に関しては……。

北村　政府の機関にはいろいろな核、原子力関係
の機関はかなり早い段階から立ち上がっておりま
すので、多分そこは政府との連携があったんだと
思います。そういうところを通じて、モニタリン
グも含めて協力要請があって。それから、特にモ
ニタリングはしばらく落ち着いてからやはり、と
ても大勢、全国の研究者がこの地域に殺到しまし
て、ちょっと混乱した面もありましたけれども、
少しシステム的に扱おうという話は起こりまし
て、大学に対しては多分 2 カ月近くたったときに
は、もう少し話し合いのもとにモニタリングをし
ようという動きがございました。

羽入　よろしゅうございますか。ではどうぞ。

小川　大学病院を持っている大学は、おそらく基
幹の災害拠点病院になっております。災害が起
こったから要請されたわけではないのですが、県
知事から事前に、岩手医科大学附属病院は、基幹
災害拠点病院だから、県全体の医療をコントロー
ルしていただきたいという要請は受けておりま
す。県単位の災害拠点病院としての機能というこ
とだろうと思います。おそらく東北大学附属病院
も同じような要請を受けていると思います。

北村　失礼いたしました。地震が起きてから毎日
のように県とか市とは連絡をとり合っていて、そ
してそこが要請というか、さまざまな、こういう
ことができないかというお話はございましたの
で、先ほどの放射能のこともそうですし、復興過
程の農地の取り扱いだとか、そういったことは相
談はありました。そういう意味では要請があった
かもしれない。それは、地方政府とは毎日のよう
に連絡をとり合っていたということであります。

羽入　それでは、ご参加の方々からご質問、ご意
見などがございましたらどうぞ。よろしいでしょ
うか。
　それでは、こちらの方の次、こちら。お二方ど
うぞ。

質問者　国と社会体制の違いもございますので非
常に難しい質問になるかと思いますが。今の四川
大学の先生のお話では、被災後、地震の後、非常
に早く大学を再開しておられる。3 日後とおっ
しゃったのですが、日本ではとても考えられない
ことです。私は東京の関連の大学のスタートが非
常に遅かったということを聞いておりますが、日
本の岩手大学、東北大学、それから岩手医科大学、
現地の大学では大体、震災後いつごろから授業を
再開されているか、そういった判断は何を根拠に
されたか、それを四川大学の先生の考えと、どう
もそこら辺の交流をしていただいたほうがよろし
いのかなという気がいたしますが。これは留学生
の復帰問題にも絡むことでございます。
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羽入　ありがとうございます。先ほど石先生が、
3 日後に四川大学を再開したとおっしゃいました
が、それがどのようにして可能だったかというこ
とを少しお話しいただき、また、日本の 3 大学の
先生方にはどういうご判断で再開なさったかとい
うことをお話しくださいますでしょうか。

石　まずは安全第一、つまり教職員、学生の安全
を第一に考えて科学的に判断しました。意思決定
の前には、学校の専門家や地震局や政府当局に今
後の余震程度について問い合わせました。当時の
プレッシャーは非常に大きかったですね。省内の
ほとんどの大学が休校する中、四川大学は運営を
維持するのかどうか、社会がじっと見守っている
状況でした。ですから我々としては学校のグラウ
ンドや体育館などの施設をすべて開放し、すべて
の校門をあけ、芝生には避難用テントを張りまし
た。また同時にすべての建築の専門家を集めて、
学者の先生たちを集めて、学校のすべての建築物
について点検を行いました。そして建物の耐震性
といったものを検査した上で、迅速に、つまり社
会が我々を見守っているわけですから、つまり地
域の研究型の大学として、もし我々が休みを取っ
てしまえば、社会の不安感がさらに増幅するだろ
うと判断しまして、ですから我々は 3 日後に全校
で授業を再開することを決定しました。再開の決
定したとき、学生たちは非常に不安だったと思い
ます。ですから、教授全員が廊下に待機して、余
震が発生したときに学生を誘導する準備に当たり
ました。そしてすべての学校にいる専門家、著名
な専門家がたくさんいますので、全員が教室に
入って教室の後ろについて安心感を与えたという
こともあります。これによって 1 週間後に、学校
の秩序と仕事はすべて正常に戻りました。した
がって、決定したときに非常に難しく、つまり責
任が大きかったです。非常に重大な事柄に対する
決定であり余震の強度があまりにも大きい場合
に、学生が戻って被害を受けたとき、すべての責
任を負わなくてはけないわけですから、科学的な
判断と決断はすべての専門家と情報の共有しまし
た。そしてもう一つは社会に対する責任感をもっ
て 3 日間以内で復学という決定がされました。

羽入　恐縮ですけれども、日本の大学を代表して
北村先生、どういうふうに大学再開に関してご判
断なさったか。

北村　多分、ポイントは同
じだと思いますけれども、
3 月 11 日は大体教育活動
が年度末で終わるころです
ね。我々はなるべく大学が
まだ健全であると示し、思

いは早く教育活動を再開したいと。そこにネック
は、先ほど申し上げましたように、建物は一部の
部局に集中的な被害ができました。つまり教室の
手当てがどうできるか。それから基礎的な、建物
以外の理工系のほうの実験の、これは大変被害が
大きかった。したがいまして、授業ができるかど
うかのチェックが始まりました。あわせて、結構
ピッチを上げて、いろいろな大学全体のやりくり
も含めて、教室等の手当てはわりかし早く終わっ
たんですけれども、問題は仙台における、ほかの
大学もそうかもしれませんけれども、交通のアク
セスが、新幹線の開通が 4 月の終わりということ
を含めて、新幹線と、それにアクセスする交通網
が、ほぼ大丈夫だとなったのは、残念ながら 4 月
中が無理だったものですから、5 月の初めにずれ
込んでいってしまった。
　それからもう一つは、大変、学生の居場所とい
うか、家ですよね。やはり寮が限られているもの
ですから、下宿が。これは普通は卒業生が下宿を
出て新入生が入ってくるという構造がございます
けれども、残念ながら大変大きな地震ですから、
そして引っ越しのサービスもなくなったものです
から、荷物をそのままにして、卒業できる学生が
それぞれ帰省をしてしまうといった状況で、そこ
の数を数えていくと、なかなか学校のほうの教学
が何とかできるようになっても、家がないとだめ
だと。そういうものを判断いたしまして、結果、
私どもの場合は 5 月の初めという形になりまし
た。これは、後で気がついたのですけれども、先
ほど先生がおっしゃったように、東京地区も相当、
いろいろな地域から学生が行っていますので、被
災状況をした結果、私も大分おくれたのではない
かと思ったんですけれども、結果、結構早いほう
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だったというのは後でわかったんですけれども、
そんな感じでスタートいたしました。

羽入　ありがとうございます。もう一方ご質問が
いらっしゃいましたので、どうぞ。

質問者　シャープ株式会社のアラモトといいま
す。災害が起こった地域の大学として、地域の復
興とか再生にいろいろな行動をされている、もし
くは施策を打たれて実行されているということに
はすごく心強く思うのですけれども、一方では今、
日本でも中国でもそうなんですけれども、すぐに
でも災害が起こるかもしれない、どこで起こって
も不思議はないと思います。そういったところに
対して今すぐに果たせる防災といいますか、減災
といいますか、そういったことに対する何か大学
の役割、そういったものは何かございますでしょ
うか。

羽入　いかがでしょうか。どうぞ。

北村　大変難しいお話だと思うんですけれども、
僕ら特に、まず大学の体験として、いろいろな建
物の、あるいは建物の中の装置の固定のあり方も
含めて、わりかし赤裸々に今、記録をとりまして、
これを近くまとめて発表しようと思っています。
それから、あわせて、なかなか減災とか、今回は
大変津波が押し寄せたのが結構、50 分から 70 分
間後という、しかしいろいろなことがあって、必
ずしも避難が徹底されなかった。いろいろな避難
活動がございました。そこもあわせて、実は大学
全体が、僕らがとった行動も含めて、どこに問題
があったのか、なかったのか、それを今レポート
を用意しようと思っています。これはちょっと話
がそれますけれども、政府の要請かどうかはわか
りませんけれども、内閣の危機管理が妥当だった
か、内閣の行動記録は全部東北大学の災害の研究
所をつくるんだったらそこにくれるから、それを
チェックしてくれという話もございまして、いた
だけるんだったら、ついでにそれをやろうと今
思っています。
　それで、先ほど申し上げたように、反省も含め
て、特に大学の災害科学、あるいは防災科学の面々

は、震災後 1 カ月、3 カ月、6 カ月、それで次は
1 年後にするんですけれども、市民に向けて、今
回の地震がどういうものだったか、今のところ研
究者として何を反省し、何をやるかということは
広く呼びかけを行って、今、3 回のそういう、特
に市民に向けての報告を行ったという状況でござ
います。あとはさまざまな他の大学とも連携して、
ほんとうに大学として何か提言することがあるか
どうかは、多分これからのことであると考えてお
ります。そういった部分が相当あるのではないか
と今、思っております。

羽入　ありがとうございます。どうぞ。

石　すばらしいことだと思
います。我々四川大学もや
はり震災後にどう再建する
かという新しいコンセプト
が必要だと思っておりま
す。それにはまず、やはり

わりと完璧なデータベースをつくること。地震、
水害またはほかの大規模な天災に関するデータ
ベースをつくること。それを比較し合う。これが
1 つのポイントだと思います。
　また次に、私どもはこれを国際的なプラット
ホームという形にして、国際的に学者の方々に一
緒に来てもらって、このプラットホームの上で協
力し合っていくということです。そこでまた防災
であったりすることを科学的な視点で語り合うこ
と。新しいテントの設計であったりとか、ほかの
物理的、科学的、または自然科学的ないろいろな
事柄について研究していくということができます
し、また政策について、例えば経済であったりソ
フトな部分についても、このプラットホームでい
ろいろな研究が一緒にできるんじゃないかと思い
ます。私は、再建に関する震災のセミナーを開こ
うと思っております。3・11 の大地震、それから
チリの地震、ハイチの地震、それから日本の地震、
そういうものに関係する政府やさまざまな関係の
方々をお招きして、災害対策に向けた新たなモデ
ルについて話し合っていきたいと思っておりま
す。それは政府ベース、学者ベース、いろいろな
形からやっていきたいと思っています。ここにお
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ける大学の役割は、やはり我々は研究をしている
という強みを生かし、人材育成のところに役立ち
たいと思います。短期的には、被災地に医療従事
者、カウンセラーまたはボランティアを育成した
いと思います。それからさらに長い目で見たとこ
ろの話で、学科を、そういう意識を持ってさらに
再編し直すこと。人文科学、自然科学、あと医学
などですね。こういう関係する学科を、また学科
をまたいだ形の研究ができないかとか、学科のあ
り方についても考えていきたいと思います。

羽入　今回このように 5 名のパネリストの方々に
ご登壇いただきまして、まだ語ることはたくさん
あるかと思います。簡単にまとめることが大変難
しいのではございますが、今お話にありましたよ
うに、一流の大学とは何か。それは社会の良心で
あるという石先生のお言葉にまとめられているか
とも思います。また、大学から提言する。特に災
害に直面した大学から社会に対して、あるいは行
政に対して提言するということが重要であるとい
うご指摘もございました。また同時に、このよう
に我々が経験した事柄を共有する、それによって
新たな知を構築していく、そのような知を構築す
る基盤としての大学の役割がこれから求められて
いるようにも思われます。これまでの学問分野の
あり方を十分駆使しながら新しい知の基盤を共有
していくということが重要なのではないかという

気もいたしました。また同時に、この機会のよう
に、国際的な交流によって、知的な交流が、ある
いは情報の共有が可能になるのだろうとも考えら
れます。傳先生のスライドの中にもございました
けれども、これから長い目で見たときに、大学の
あり方というのが、専門的な技術の進展を重要に
考えること並行して、精神的な事柄についても配
慮する、そして社会のモラルをつくっていく、と
いう 3 つのことが長期的には重要なのではないか
というスライドもございました。私たちは今日の
ディスカッションをきっかけにして、できる限り
経験を共有し、そしてともに新しい知を築いてい
くために大学として努力してまいりたいと思いま
す。
　今日、資料が間に合わなかったかもしれません
が、国立大学協会というのがございまして、そこ
では震災を契機に新しい大学のあり方はどういう
ものであるべきかという提言をまとめました。も
しお出口のところに資料がございましたら、おと
りいただければと思います。
　いずれにしましても、国を超えて、専門を超え
て、新しい知が、今特に必要になっているという
ことを痛感させられる今回の議論であり、また今
回の出来事でございました。ご登壇いただきまし
たパネリストの先生方、まことにありがとうござ
いました。また皆様、ご協力どうもありがとうご
ざいました。
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藤嶋　「大学の国際化とグ
ローバル人材の育成」とい
うテーマでパネルディス
カッションを始めさせてい
ただきます。
　前のパネルディスカッ

ション、皆様ほとんどの方が出ておられたと思い
ますけれども、「日中両国の留学政策と留学帰国
者の有効活用」というテーマのディスカッション
も非常に活発で、いろいろ教えていただくことが
ありました。それを受けてこのセッションではさ
らに国際化をどうするか、グローバル人材をどう
やって育成していくかという両国共通の課題につ
いて話し合っていきたいと思っております。
　私、東京理科大学の学長を去年 1 月からさせて
いただいておりますけれども、1 年ぐらい前、ちょ
うど第 1 回のとき中国総合センターのセンター長
もさせていただきまして、第 1 回のときもいろい
ろ出させていただいております。
　私と中国との関係はもうかなり古くて、最初中
国に伺ったのが 1979 年ではないかと思いますけ
れども、それから、もう三十何年になってしまい
ます。ちょうどそのとき、西安の兵馬俑がオープ
ンした直後だったと思い出しております。
　中国の驚くべき発展というのにはほんとに驚い
ております。私自身も東大におりましたときにた
くさんの中国の留学生に来てもらったことがあり
ます。特に日本政府の国費留学生として来てくれ
た方々が多かったのですけども、非常に優秀な
方々でありまして、今中国科学院の院士に 2 人
なっております。姚建年君、江雷君の 2 人が院士
になっておりますし、北京大学の教授として送り
出したのがもう今から 18 年前の劉忠範君です。

今大活躍して、ちょうどこのテーマの大学の国際
化、グローバル人材として中国を代表する研究者
として育ってくれております。
　劉忠範君が私の東大のときにドクターを取っ
て、今から 18 年前、北京に戻りました。彼は実
際はアメリカに行きたかった。ところが、あのと
きのアメリカと中国の関係の政策で、日本からア
メリカのビザを申請してもどうしても認めてくれ
なくてということがありました。あんな優秀な人
をですから、日本で教育して、アメリカに行って
国際的にさらに活躍してもらいたいなと思って応
援したのですけど、どうしても認めてもらえなく
て、結局は中国に戻ることになり、北京大学に
31 歳で教授になりました。このようなことがあ
りました。
　私のところを出て今アメリカの教授になってい
る、中国の方も何人もおります。例えば、女性で
有能な王融さん。吉林大学出身で、私の研究室に
来まして、ドクターをすっと取りまして、『ネイ
チャー』に論文を出して、今イリノイ工科大学の
大教授になってくれているのもその 1 人です。本
当に皆さん国際的に活躍してくれている人たちだ
なと思っております。
　そういう点で、きょう留学問題及び国際化、あ

パネルディスカッション4
「大学の国際化とグローバル人材の育成」

モデレータ：藤嶋　昭（東京理科大学学長）
パネリスト：時　建中（中国政法大学副学長）
　　　　　　史　寧中（東北師範大学学長）
　　　　　　辻中　豊（筑波大学副学長）
　　　　　　内田勝一（早稲田大学副総長）
　　　　　　修　　剛（天津外国語大学学長）
　　　　　　鄭　南寧（西安交通大学学長）

174



るいは、グローバル人材をどうやって育成してい
くかという問題に対しまして 6 人の先生方にいろ
んな経験談を伺っていきたいと思っております。
今日は特に中国から 4 人の先生方に来ていただい
ています。その先生方で 4 人のうちの 3 人が日本
に留学していただいていて、日本語がもうぺらぺ
らの先生方とで、これまた驚いているんです。そ
ういう先生方を含めてお話をいただくということ
になっております。どうぞよろしくお願い申し上
げます。
　いろいろ準備していただいた資料がお手元に
行っていると思います。これを使いながら先生方
1 人 7 分ぐらいでお話をしていただくということ
にさせていただいて、後でまた会場からもご質問、
いろんなご意見をいただきながら進めさせていた
だきたいと思っております。
　まず、最初に中国政法大学副学長の時建中先生
からお願いいたします。よろしくお願いいたしま
す。

時　どうもありがとうござ
います。皆様、こんにちは。
私は中国政法大学から参り
ました。私どもの大学は
1952 年に創立した北京政
法学院を前身としておりま

す。それを基盤にできた新しい大学です。
　簡単に大学の状況をご説明いたします。私は 7
分間で皆様に 3 つの点についてお話をしたいと思
います。簡単に大学の紹介をいたしまして、2 番
目に法学教育の国際化に対する考え方。そして、
3 番目といたしまして私どもの大学の法学の国際
化の具体的な戦略と方法です。
　日本の私立大学に東京の法政大学という学校が
ございますが、「法」、後ろに「政」、中国政法大
学の場合には政治の「政」が前で法律が後になる
のが一般的です。政法大学という名前の学校がた
くさんあります。中国の法律の専門大学ですけれ
ども、すべて法学を特色としている大学が中心と
なっています。そして、法学以外にもその法学に
関連のある専門もそろえています。文学、歴史、
哲学、また、管理学なども含めて多くの専門があ
ります。そして、私どもは教育部の直属の 211 プ

ロジェクトの重点大学の 1 つとなっています。今
在校生は 1 万 5,000 人ほどで、学部生と院生はほ
とんど 1 対 1 の割合となっています。そのうち留
学生はあまり多くありません。現在のところ 255
人ほどしかいません。学位を取るための留学や、
そのほかに短期的な、研修的な留学生もいます。
教師は 900 人近くです。政法大学はさまざまな変
遷を経ておりまして、前身の北京政法学院、その
後合併して設立された中央管理学院などを合わせ
ますと、これまで半世紀で 20 万人余りを養成し
てきました。
　私どもの創立初期、1983 年中国政法大学がで
きたときに共産党中央から、私どもの大学を全国
の政法教育センター、つまり、法学教育センター、
法学研究センター、法学図書資料情報センターに
するという明確な指示が出されました。これが私
どもの大学が設立された目的の背景であります。
1952 年に北京政法学院ができた際には、ちょう
ど新中国建国後初めての憲法がつくられた時、私
どもの前身の政法学院の先生方がこの憲法の起草
に参画いたしました。それから現在までで、中国
で制定され効力を有する法律は計 237 件、行政法
規は 690 件余りです。こうした法律や行政法規の
策定には全て、私どもの大学の先生が参画をして
います。ですので、立法をコンサルタント、諮問
する機関としての役割をここからも十分発揮して
いることがわかるかと思います。また、アジアで
最大の法律家グループ、集団をつくるということ
を私どもはやっており、800 人以上の先生がいる
ということからもわかると思います。多くの先生
が法学です。500 人余りの教授と准教授がおりま
す。これだけ多くの先生がそろっているのはアジ
アでもなかなかないと思います。大きな規模だと
思います。我々はそういったことから中国の法学
理論の変革と法律思想の更新、また、変革、革新
というものをリードしてきました。そして、また
法学分野の国際的な学術交流も代表して行ってき
ました。今世紀の初めですけれども、さまざまな
検討を重ねまして次のような目標を立てていま
す。20 年ほどの時間で、私どもの大学を、国際
的かつ学際的でイノベーション型の開かれた世界
有数の法科大学にしようという目標を立てていま
す。
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　次に、法学教育科の国際化についてお話をした
いと思います。中国の法学教育というのはもとも
と国際化という色彩を色濃く持っています。ここ
では 1 つの例をご紹介いたします。中日法学教育
の早期の交流についてここでご紹介しています。
最初は交流とは言えません。ほとんど日本側が中
国に対して法律の知識などを輸出するというタイ
プのものでした。1905 年に日本に行った公費の
法学専門の留学生がおりました。3 年間ですけれ
ども、この間に法学のために留学をした留学生は
1,145 人という統計が残っています。そのうちほ
とんどが先ほど申し上げました日本の法政大学に
留学をしています。中国の立法の歴史、または法
学教育において有名な人、大きな貢献のある人は
ほとんどがこの教育を受けた人たちです。1,000
人余りが日本に行って留学をしています。また、
卒業してから中国に戻りまして彼らは当時の清の
時代の末期の社会の改革に参画をいたしました。
そして、アメリカから戻ってきた人もいます。彼
らが現代的な法律の概念、または法律教育の概念
を中国に持ち込みました。中国には最初に法政学
堂というものがつくられました。これは中国の法
律を教えたわけではなく、最初日本の法律を日本
語で教えた学校です。講義をすぐに通訳するとい
う方法で行っていました。通訳を聞きながら、そ
して、記録をとっていく、ノートをとっていくと
いう方法で勉強していました。近代法学教育につ
いては、日本から中国に伝えられたものです。ま
たは立法面におきましても、清末に沈家本という
大変有名な法律家が中国にいまして、彼が中心と
なりまして 4 人の日本の法律家を招いて法律の制
定などを行いました。そして、かなり整備された
近代法体系というものを作り出しました。
　昨日は 10 月 10 日で中国の辛亥革命の 100 年の
記念日でありました。この日清朝政府が革命に
よって倒されたため、こうした法律というものが
実施されることはなかったのですが、中国近代法
のある種の基礎となったことには違いありませ
ん。
　現在中国政法大学は、日本の福岡大学、中央大
学、立命館大学、名古屋大学、またはこれらの大
学の法学部と協力関係を持っています。我々は多
くの日本側大学の先生と交流を行っていますが、

これらの先生方のいる大学や学科と組織的な協力
をやっているという例はまだ多くはありません。
　次に、高等教育の国際化に関する考え方につい
てお話をします。先ほどの先生が高等教育の国際
化に関するお話をされ、私も大変同感する部分が
あります。私の考えを少し補足したいと思います。
大学というものはもともとオープンなシステムで
ありまして、こういった今のグローバル化の時代
においては高等教育の国際化というのは必然性が
あると言えます。それから、国際化というのはま
ず考え方、観念が一番重要です。そして、実践の
過程であり、決して国際化そのものが目標ではあ
りません。目標として追求するとやはりちゃんと
した国際化はできないでしょう。また、国際化の
革新というのは国際的な視野と能力を持っている
人材を育成することです。国際化という目標は大
学が社会貢献をする必要性でもあります。
　また、中国の法学教育の国際化の背景というの
はどのようなものでしょうか。非常に重要な背景
がございます。70 年代末中国は改革開放政策を
実施しました。対内改革、そして、対外開放とい
う必要性から法律に対する国際化のニーズが生ま
れました。そして、また今世紀初めに WTO に加
盟いたしまして、グローバルな競争に中国は直面
するようになりました。こういったことから国際
的な法学教育を受けた人材というのが必要となっ
てきたわけです。
　そして、このデータについては少し簡単に説明
するだけにとどめます。2001 年から 2010 年まで
の間中国の貿易総額は大変大きく伸び続けていま
す。既に 4.8 倍に伸びています。2009 年には中国
は世界で最大の輸出国、そして、2 番目の貿易国
となっています。世界貿易についてほとんどの国
と貿易関係を持っています。何を言いたいかとい
いますと、第 1 輸出国となり、第 2 の貿易国となっ
てすべての国と貿易関係を持ったときに、経済の
グローバル化が進んでいるわけですから、法律の
グローバル化もどうしても必要となったわけで
す。ですから、法学部門の人材も国際的な人材を
育成する必要性が出てきたわけです。
　それから、もう 1 つ、渉外的に、国際的な法律
サービスという側面もあります。現在中国は国際
的な法律的サービスを行うことが非常に必要と
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なっています。現在その競争も激しくなっていま
す。中国においては現在主に海外の法律事務所と
中国の事務所との競争が中心です。中国は既に
177 の外国の法律事務所に対して中国で事務所を
開くことを認可しております。しかしながら、中
国も独自の渉外事件を取り扱う能力を持っている
人材というのは大変少ないという状況です。ニー
ズが大きいのに対して我々は渉外事件、または渉
外のサービスを提供できる人材というものは非常
に不足しています。こういったことも法学の教育
の国際化の必要性の背景の 1 つです。
　それから、法学の国際化ですが、まずは教育理
念の国際化。教育理念が国際化されないと行動
パータンも変えられません。もちろん、国際人材
も育成できません。もし法学教育の国際化をする
には 4 つの面があると思います。1 つは教育目標
の国際化。教育内容の国際化。教育協力の国際化、
そして、教育評価の基準の国際化などです。
　では、この 4 つの面におきましては、どのよう
なルートで実現すればよいのでしょうか。国際化
の視野、それから、法律の職業という特殊性など
を考えてそれを行っていく必要があります。例え
ば、カリキュラムの設置をどうすればいいのか。
また、教育の手段はどうするのか、どういったモ
デルをとるのかということもあります。今アメリ
カのゼミナール方式なども取り入れていますが、
これも国際化の 1 つだと言えるでしょう。こう
いった国際的なカリキュラムにおいては教師に対
する要求も高くなります。1 つは外国語ができる
ということが必要となります。日本の法律を教え
るためには日本語がわかる必要があります。ドイ
ツも同様、アメリカも同様です。やはり外国語の
能力が必要です。それから、教師の事務の強化も
必要となっています。それから、海外の教材など
も積極的に導入していく予定です。それが 1 つの
方法です。
　最後に、簡単に私どもの大学の国際交流につい
てお話をしたいと思います。現在 38 の国の 128
の大学と協力を行ってきています。そして、また
毎年数百人の先生を海外に送っていて、さまざま
な地域や国でさまざまな期間の研修を行っていま
す。このように生自体に海外の経験をつけさせる
ようにしています。また、学生に対しては 4 つの

経験を求めています。法学だけを勉強してもだめ
です。語学も必要です。貿易、経済の知識も必要
です。私たちはそれから海外に行くことも重要視
しています。我々は海外の大変著名な大学と学生
の交換も行っています。毎年海外に学生を派遣し
ています。一部は日本に派遣をし、交流していま
す。やはりイギリスや欧米が中心です。我々の学
校では、英米法系、それから、大陸法系の二つを
もっています。それに合わせて、中米法学院と中
独法学院という 2 つの法学院をつくっています。
これによってそれぞれの国とよい関係を保ってい
ます。2008 年には中国と EU で共同出資をいた
しまして中欧法学院というものを設置いたしまし
た。その目標は大変明確であり、中国政法大学の
中国法学院を今後 10 年間で世界の法学トップ 10
に入る学院にするという目標を立て、そのような
背景からもこの法学院をつくったわけです。
　また、どういった国から私たちは留学生を受け
入れているかということについてお話をいたしま
しょう。学部生は 16 の国です。また、院生は 18
の国から受け入れをしています。これが一番新し
い統計です。
　また、中欧法学院ですけれども、我々のパート
ナーの大学、学院があります。全部で中国国内に
8 のパートナー校、ヨーロッパに 13 のパートナー
校があります。ヨーロッパ側はヨーロッパの法律
のカリキュラムを担任しています。13 のパート
ナーの学校から先生がいらっしゃって講義を行っ
てくださっています。この効果というのは大変よ
いものであります。
　時間の関係もありますので、ここまでで終わり
にいたします。どうもありがとうございました。

藤嶋　時先生、どうもありがとうございました。
　私もほんとに驚きました。1905 年から 1908 年
の間の 4 年間だけでも政法大学を中心にして
1,145 名の中国からの法律を勉強する方がいらし
ていたというのを今伺いましたし、貿易がどんど
ん盛んになると、やはり国際的な視点の法律家と
いうのが非常に重要だというご指摘をいただきま
した。
　続きまして、東北師範大学の学長の史先生にお
話をいただきますけども、史先生も日本に留学し
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て、もう日本語がほんとにお上手で、私自身も 2
年前に先生の大学に伺いましてすばらしい大学を
見せていただきました。史先生、よろしくお願い
します。

史　ありがとうございま
す。皆様、こんにちは。私
は東北師範大学の国際化に
ついて、そのやり方につい
て、考え方についてお話を
したいと思います。

　私どもの学校でありますけども、中国の東北の
長春市にございます。私自身、先ほどお話いただ
きましたように、藤嶋先生のお話にありましたが、
1982 年、一番初めの学位なのですけれども、九
州大学でいただきました。7 年かかりました。そ
して、97 年、98 年ですけども、一橋大学で教授
もやりまして、それから、東北師範大学に戻って
から半年で学長になりました。現在まで 14 年間
学長をやっております。
　国際化の理念について、きょう午前中からずっ
とお話がありましたから、もう申し上げません。
経済の一体化、そして、文化の融合、技術の発展、
高等教育の発展自身が国際化を歩まざるを得ない
というのが大学でございます。そうでなくては競
争力が育たないわけであります。4 つのことが必
要と思います。まず、学生の育成が 1 つ。そして、
学生が成長する環境を整えていくこと、先生を育
てるということ、すぐれた教育、研究を行っても
らうということです。それから、科学研究を行う。
そのテーマとしましては共通のテーマを探すとい
うことであります。それから、今まであまり重要
視していなかった点でありますけども、それは文
化的な交流であります。ここ数年でありますが、
中国は経済が発展してまいりましたけれども、し
かしながら、難しいと思うのはやはり文化、つま
り、自分の文化を理解してもらうというのが難し
いのではないかと思っております。大学にとって
は重要なことかと思います。
　本学でありますが、ここ数年オープンな学校に
しようと考えてまいりました。今まで中国におい
ては大学が国際的な開放化をやってまいりました
けれども、しかし、それだけでは足りないと思う

ようになりました。学生にも、先生にもやっても
らう。そして、その大学はサービスを提供するの
が必要ではないかと思います。そうでなくては国
際化ができないと思います。
　そして、次に国際交流についてでありますけれ
ども、本学は非常に変わったところがありまして、
つまり、本学と日本は非常に密接な関係がありま
す。それから、中国から日本への留学生をたくさ
ん送り出しているということがあります。例えば、
国費留学生をみてみますと、彼らは本にある留日
予備校でまず 1 年日本語研修を受けることとなっ
ています。これは 30 年以上やっております。昨
晩に私どもの大学同窓会に出まして、100 人ぐら
いの同窓生が参加しておりました。非常によく
やっていると思います。日本の大学で教授以上の
仕事をやっている方が半分以上あったわけであり
ます。そして、日本の中国人の企業が 4 つあり、
上場していますが、その 3 つが私どもの同窓生で
ありました。影響力が大きいと思いました。きの
うの同窓会では同窓生が大きな役割を果たしてい
るということを示すということがわかりました。
　そして、日本への留学生でありますけれども、
まず、東京外国語大学で中国人の教授の講義があ
ります。それから、東工大でもあります。600 名
以上がこうしたところで講義をしております。国
費の留学生はすでに 3,816 名派遣しております。
日本の一流の大学に留学をしております。以前は
国公立でしたけれども、今年から私立も可能にな
りました。これ以外では英語など各種のトレーニ
ングもやっております。すでに 1 万人以上の国際
交流を行ってきております。
　それから、日本において交流を始めたのは
1986 年でありまして、日本の 3 つの大学とやっ
ております。九州大学、それから、北海道大学な
どであります。そして、世界的にもたくさんの国
におきまして交流を行っている大学がございま
す。
　そのほかにも私どもはアフリカとも密接な関係
を築いております。連続 10 年間、アフリカの教
育に対して研修班を開いております。472 名を育
成してまいりました。教育部門の行政官の育成が
中心であり、よい効果を上げております。それか
ら、アフリカのプレトリア大学と協力をしまして、
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中国の 20 の大学と協力関係を結んでおります。
　それから、韓国におきましても、また、スペイ
ン、アメリカ、今後はカナダにおいて、孔子学院
を開設しております。それから、モンゴルに孔子
課堂というものを開きました。30 年以上こうい
うことをやっておりますけれども、日本の文科省
は学校としてなかなか認めていただけないという
のが現状でありまして、九州大学に設立をいたし
ました。
　これはバレンシアの孔子学院の様子でありま
す。
　それから、学生と教師の交流についてでありま
すけれども、私どもの計画としまして毎年 10％
の学生を外国に送りたいと思っております。私ど
もが送るときには今まで、去年から増えましたけ
れども、500 人以上が外国に留学に行きました。
今の若い人は昔と違います。日本もそうだと思う
のですけれども、あんまり留学したがらないんで
す。その原因というのは、やはり言葉を学ぶとい
うのは大変だからです。私どもの学校は 1 つのポ
リシーを出しました。外国に行くならば、そして、
中国の政府の試験を受けるならば、外国語の単位
を取ったということにしてあげることにしまし
た。そうでなければ学生はあまり苦労して外国語
を学ぼうと思わないわけであります。ですから、
こういう措置で学生も留学するようになりまし
た。こうした問題というのは、大切なことは若い
人が苦労を嫌がるということであります。
　それから、留学に来た学生でありますけども、
毎年 1,000 人以上受け入れております。私どもの
大学には、日本に留学するための予備校というの
もありますし、それから、留学生のための予備校
もあります。中国政府の奨学金をもらう留学生に
ついては毎年 200 人ぐらいおります。それで、私
どもの学校で中国語を 1 年間学んでいただくこと
になります。このようにしますと、送り出す、そ
れから、受け入れの両方のトレーニングを行うこ
とができます。
　今までは語学研修生が多かったのですけど、今
は学位を取得する学生が増えております。
　それから、教師の派遣でありますけれども、私
どもの学校では中国語、日本語ができる方が多い
ということで、日本とはお互いに教師の相互派遣

を行っております。これが多いんです。それから、
本学では 20 の学部がありますけれども、そのう
ち 5 つの学部長に日本の留学経験がございます。
　日本との共同のプロジェクトで文科省の支援を
いただいております共同研究の状況であります。
教師が行き来する交通費などもこの費用から賄っ
ております。
　毎年 40 人以上、50 人近くですけれども、長期
専門家を招いて講義をしていただいております。
また、日本で卒業した日本人も私どものところで
仕事をすることを好んでいらっしゃいます。外国
の文学とか、外国の歴史とかそういったものも勉
強していただいております。
　これは受け入れと送り出しについての方針であ
ります。毎年募集人数の 10％を外国に送り出そ
うと思っております。今後は 15％に増やそうと
思っております。こうしますと、外国に対する理
解が深まるでありましょう。
　それから、初めに申しましたけれども、現在大
学生も国際化に向かうことが必要であります。こ
れは絶対です。そうでなくては大学への影響力を
与えられないということです。ですから、その教
育の質を上げるにもこうしたことが必要となりま
す。ですから、今後このことについても努力を続
けたいと思います。ありがとうございました。

藤嶋　どうも史先生、ありがとうございました。
　続きまして、筑波大学の副学長の辻中先生にお
願いいたします。

辻中　筑波大の辻中です。
始めさせていただきます。
　この T というのは筑波
大をあらわしておりますけ
れども、もう既に 2 人の先
生からグローバル化につい

てはお話があったので、絵だけ示させております。
社会とか、企業が急速にグローバル化し、問題が
地球的な問題になって広がっているというのをこ
の 5 つの絵があらわしているわけであります。
　そういう急速なグローバル化を受けまして経団
連も、そして、文部科学省もことしになって明確
なグローバル人材育成という提言を出したわけで
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あります。基本的なポイントは経団連の 1 番と 2
番とか、それから、文科省の 1 番にございますが、
国際的に通用性のある質の高い教育をするという
ことがグローバル人材の 1 つのポイントとなって
おります。
　経済産業省も報告を今年まとめられております
が、これは細かい絵でありますが、下に社会人基
礎力というのが書いてありまして、これがちょっ
と普通のところと言われているのが違うので、興
味深いと思って入れておきました。グローバル人
材というのは単に言葉ができるとか、いろんな理
解ができる、これも非常に重要なわけですが、そ
れに加えて前に踏み出す力（アクション）、自分
たちの国のことも世界のことも考え抜く力（シン
キング）、そして、自分たちの国の中でもそうだし、
世界的にもそうですが、チームワークで仕事をし
ていくと、そういうものであるということであり
ます。
　それで、筑波大学ではどういうグローバル人材
かというのをここに書いておきましたが、言うま
でもなく専門性があって、そして、いろんな人と
協力できて、言葉ができるのも大変重要なのです
が、発想とか、論理とか、表現法とか、そういう
ところがしっかり、自己発信力があると、そうい
うことでありまして、多元性を理解し、かつそう
いうものに共感しながらみずからを主張していく
と。先ほど前のセッションでありましたが、そん
なことができるような人材はほんとにいるのだろ
うかという話が出ましたが、別にスーパーマンを
つくるわけではありませんが、そういう方向に向
けた人材を育成していこうというわけです。
　きょうのお話は、時間も限られておりますから、
筑波大学のそれへのアプローチとして 2 つの点、

「知の世界拠点」としてどういうふうにつくって
いくのか。そこはいろんなことが書いてあります
が、「知の世界拠点」のところの 4 つ目のポツの
ところに、世界的な「知」のネットワークの開拓
というのと、その下に変な矢印で「地球文明発祥
地帯」への貢献と書いてございますが、その 2 つ
のポイントについて少し後でお話しいたします。
それから、言うまでもないことですが、国際性を
日常化していく。これまで日本の大学はいろいろ
努力はしてきたのですが、本気で大学を国際化し

ていくというのを考えたのはこの数年のことかも
しれません。そういうやり方について少しだけお
話ししたいと思います。
　最初に、グローバル人材という以上質の高い「知
の世界拠点」を担うような者でなければいけない
ということであります。グローバル 30 というプ
ログラムについては前のセッションでも説明され
たところで、皆さんご存知であろうと思いますの
で、詳しく述べませんが、筑波大学でもここにあ
りますような学部で 3 つ、それから、修士課程で
17、そして、博士課程で 6 つ、今まで 26 の英語
で教育するプログラムを出しております。我々は
英語だけでいいとは思っていないのですが、グ
ローバル 30 はまず英語に力を入れようというこ
とであります。あと 1 年で合計 28 まで増える予
定で、図書館学であるとか、体育であるとか、今
までやっていないところにも広げていこうと思っ
ています。
　もう 1 つの大きなポイントは、筑波大学は筑波
研究学園都市の中にありまして、たくさんの研究
機関、300 ぐらい研究機関が筑波研究学園都市に
あります。中国にもたくさんの大学、サイエンス
パークみたいのがありますが、同じようにそうい
うものと結びついて連携大学院というのをつくっ
ておりまして、そこの研究所から 204 名を教員と
しておりますし、研究者の中に 2 つの大学院の専
攻をつくっております。そのうちもっとも有名な
ものが TIA-nano とか言われるのですが、つくば
イノベーションアリーナ、ナノサイエンスの拠点
であります。この拠点のちょうど真ん中の辺に我
が家があるのですが、それはどうでもいいことな
んですけど、そういうところに、大体半径 5 キロ
ぐらいのところに皆さんが住んでいると。私の横
に JAXA がございますけど、どうでもいいこと
ですが、次に参ります。
　これは非常にすぐれた拠点ですが、私は政治学
者なので、よく説明はできませんが、世界的な拠
点であります。
　もう 1 つの筑波大学のポイントは、どういう方
向に国際化するか、グローバル化するかというこ
とであります。我々に何ができるかと考えたとき
に、どこの国とでも仲よくやりたいし、一生懸命
国際化したいのだけど、「地球文明発祥地帯」へ
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の貢献というものを考えました。文明が発達した
ところは、四大文明、中国をはじめインド、それ
から、イラクの辺の地域、中東、そして、エジプ
トの辺があるわけですが、そういう地域が文明の
発祥地帯でありながら現在なおいろんな問題に悩
んでいるというところで、我々はこの地域に注目
し、チュニス、それから、タシケント、北京、ベ
トナム、ホーチミン、ボンに拠点をつくったわけ
であります。この地域に関してこういう生物支援、
砂漠、それから、環境、公衆衛生、水資源、いろ
んな問題について取り組んでいき、我々はそれを
もとに 2 つの海外拠点発の教育プログラムもつ
くっております。北アフリカ発、ベトナム発の拠
点をつくっているわけであります。
　そして、日中韓でもサイエンスパーク、研究学
園都市を生かして華東師範大学と慶北大学と結ぶ
ような拠点をつくろうとしております。そして、
それがアジアサイエンスユニオンにつながるとい
うことを求めております。
　もう 1 つの「国際性の日常化」のほうはもう時
間がありませんので、簡単にしゃべらせていただ
きますが、留学生は、これは平成 20 と書いている、
全然国際的な発想ではなくて、2008 年でござい
ますが、大変失礼いたしました。2008 年から着々
と増えてきて、ことしからどうなるかというのは
ちょっと微妙なところでございますが、こういう
ふうに増やしていく予定でありますし、留学生の
出身国は 100 カ国以上であるというところが我が
大学の 1 つの大きなポイントで、ヨーロッパとか、
アフリカからもどんどん増えているというところ
であります。
　いろいろございますが、ケアが必要だというこ
ともありますが、留学生にとっては特に就職の支
援が必要ではなかと私は今思っております。
　日本語教育に関しては、日本で 1 つの、ただ 1
つとは言いませんが、特に e ラーニングの拠点に
なっておりまして、今そういうものを提供してい
るところであります。
　日本人学生もそれに巻き込みながらどんどん大
学全体の国際化を進め、日本人と留学生がともに
グローバル化していく機会をどんどんつくってい
こうと。これの一番下のほうにインターナショナ
ルカフェと書いてございますが、そういうカフェ

であるとか、いろんなボランティアであるとか、
そういうものを通じてほんとの意味での国際化、
グローバル化に努めているところでありまして、
日中の大学院生のフォーラムなども行っておりま
す。
　日本人と外国人がごく当たり前に教育、研究し、
そして、グローバルな問題に取り組んでいく、そ
ういう拠点を筑波大学は目指しております。
　以上です。（拍手）

藤嶋　はい、どうもありがとうございました。
　筑波大学で非常に活発になさっている例につい
てお話をいただきました。
　続きまして、早稲田大学の副総長の内田先生か
ら早稲田大学の例についてもまたご紹介いただけ
ればと思っておりますので、よろしくお願いいた
します。

内田　早稲田大学の常任理
事、副総長の内田です。私
は、専門は日本の民法です
ので、先ほどの中国政法大
学の時先生のお話、大変お
もしろかったのですけれど

も、本日は法学教育とは関係なく、早稲田大学全
体の国際化の問題、とりわけ教育におけるグロー
バル化の進展という問題についてお話をさせてい
ただきたいと思います。
　それから、私のパワーポイントは、スライドは
英語で、しゃべるのは日本語で、同時通訳は中国
語でという形で進めることになります。
　まず、日本の大学はなぜ国際化、グローバル化
する必要があるかというときに、1 つは日本の企
業からの要望があります。詳しくはお手元に私の
パワーポイントのスライドが印刷されてついてお
りますので、そちらをごらんになっていただけれ
ばよろしいかと思いますけれども、ここでは大学
の役割の 1 つとしてグローバルな人材をつくるこ
と、そして、それは日本の企業や国民のためにだ
けではなくて、海外のいろいろな国々の人々の経
済的な繁栄に貢献するという役割を果たしている
ということです。
　それから、もう 1 つは、これが大学にとってもっ
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と重要なことですけれども、グローバルな課題の
解決に貢献する人材をつくるということです。こ
の点については日本のすぐれた先端科学技術によ
る貢献が可能であるということ、それから、明治
維新以降の日本の近代化、戦後の民主化に成功し
てきた歴史的な状況、あるいは、安全で安心とい
うすぐれた社会システムをつくってきたことがモ
デルの 1 つとなり得るということです。
　それでは、グローバル人材というのはどういう
人なのか、グローバル人材に必要な資質はどのよ
うなものかということですが、これは先ほどの経
団連、あるいは、文科省のレポートにありますよ
うな事柄ですが、基本的な教養、批判的な思考能
力、深い専門知識、外国語、異文化を理解し適切
に対応できる能力、倫理観のある人格、常に努力
を続けていく能力、こういうものがグローバル人
材に必要な資質であるわけです。
　それでは、グローバル人材に必要な資質という
ものをどうやって大学はつくることができるかと
いうと、2 つの側面がある。1 つは大学の教育の
中で、ここに挙げてありますような批判的な思考
能力などをつくるということ、それから、大学と
いうキャンパスの共同生活の中で、大学という場
において異なる文化的、歴史的背景を有する国内
外からの多くの人々、学生と交わることによって
他文化を理解し、共存できる能力というものが得
られる。こういう意味で大学においては教育と直
接的教育以外のことから得られる、その 2 つが重
要だということになります。
　では、このような教育をどうやってつくるか、
日本的な特色というのはどういうものなのかとい
うことになってきます。やはり豊富な読書を前提
としての少人数のセミナー中心の授業が必要であ
るということ。また、課題解決型の教育に移行し
ていくことが必要です。すべての大学はそのよう
な方向に進んでいると思いますけれども、早稲田
大学もそう進んでいますけれども、なかなかまだ
十分ではないということ。
　それから、もう 1 つ、グローバル人材という点
においては海外での学習というものが重要な意味
を持っているといます。
　ところで、これは日本から、それから、早稲田
大学から海外に出ていく学生の数であります。詳

細は後ほどごらんいただければと思いますが、い
ろいろな特色はこの表から読み取ることができま
す。
　しかし、日本から海外に学生が出ていくにはい
ろいろな障害があります。1 つが経済的な負担。
それから、日本は大学の 3 年生の後半から就職活
動に入るということで、3 年から 4 年にかけて海
外に出ていくと就職に不利になるというおそれが
あるということ。それから、なかなか時間的なゆ
とりがない。もちろん外国能力が必要だと。では、
このような障害をどうやって克服することができ
るかということでありますが、もちろん奨学金の
充実、あるいは、就職協定を変えていくこと、短
期プログラムや外国語プログラムをつくっていく
ことも重要ですけれども、本質的には大学の内部
それ自体が変わっていくことが必要だということ
になります。
　では、そういう中で、今度は逆に日本にどれだ
け外国から留学生が来ているかということであり
ます。これは世界の留学生市場の中で日本の持っ
ているシェアということになります。
　これは日本に来ている留学生の数と、それから、
私ども早稲田大学に来ている留学生の数ですが、
2010 年現在では 14 万 1,000 人が日本に来ており
まして、本学には 4,170 人という数の学生が来て
います。
　しかしながら、日中米の 3 国での留学生の移動
を表で見てみますと、日本のアメリカ、あるいは、
中国に行く数、それから、受け入れる数、これは
中国とアメリカで行っているものと比べてはるか
に少ないわけです。これをどうやって日本として
変えていくのかということが日本全体では重要な
ことになります。
　さて、それでは、日本に多くの留学生諸君が来
ているわけですけれども、その理由というのはど
ういうところにあるかというと、やはり日本の社
会自体の魅力というものがあるわけです。経済的、
社会的な近代化、科学技術がすぐれているという
こと、政治的な自由、民主主義、学問の自由、あ
るいは、生活の安全性、こういうものがあると思
います。
　なぜその中で早稲田大学に来てくれるかという
と、私どもとしては以下の 3 つの事柄、先端的な
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科学技術の教育がなされている、日本語による高
等教育もされるということ、人文社会科学のレベ
ルもすぐれているということで来てくれているん
だろうと理解をしているわけです。
　ただ、日本に来たい、あるいは、早稲田大学に
来たのですが、幾つか障害があります。1 つは、
日本の大学はこれまで日本語で授業をしてきたと
いうことと、それから、経済的な負担、とりわけ
現在のような円高の場合にはそのことが問題にな
ります。では、どうやって障害を除去するのかと
いうことになります。1 つは、先ほど筑波大学の
お話にもありましたように、グローバル 30 のプ
ログラムもありますし、早稲田大学には 6 の学部
と 10 の大学院は既に英語で行うという授業を
やっております。しかし、同時に、日本に来たの
ですので、留学後日本語を習得することが重要で
ある、インテンシブな日本語のトレーニングプロ
グラムを組み合わせてこの学生の能力を高める
と。それから、さまざまなスカラーシップを与え
るということです。
　ここではなぜ英語で授業することが現在必要な
のかということですが、かつては学問の独立とい
うものを達成するためには母語による教育という
のが学問の普及と独立、それから、その国の独立
という点で大変重要であったわけです。しかし、
現在ではそれにプラスして英語による教育という
ものも重要になったということです。なぜならば
外国から日本に来るのが容易になるのです。そし
て、卒業するまで英語による教育と同時に日本語
の教育を受けることによって英語と日本語の両方
を習得ができる。そういう意味では英語圏に留学
するよりもメリットがあるということです。英語
はビジネスの共通語ですけれども、アジアのこと
を考えると、日本語を学ぶことも必要です。そう
いう意味で、英語で授業をすることともに日本語
で授業をするということの持つ意味というものも
忘れてはならないということになります。
　それでは、そのために早稲田大学においてはど
ういう教育改革をする必要があるのかということ
ですが、このスライドにあるような形で教育改革
を進めていきたいということ。
　それから、これは卒業生がどういう方向に進ん
でいるか。そのためにどういうサポートをしてい

るかということを示しています。
　次に、なぜ外国学生が大学に来ることが重要な
のかということですが、例えば、中国から、ある
いは、アジアからの学生を考えてみますと、その
母語と、それから、英語で授業を受けて、日本語
もできますよということで 3 つの言葉ができる学
生と毎日いることが日本人学生にとって大変大き
な意味を持つわけです。また、外国学生が異なる
視点を提供しますし、外国学生の熱心な勉学態度
が日本人学生に対して大変いい影響を与える。こ
れによって学生たちは自分たちがグローバルな競
争関係にあること、もちろん健全な競争というこ
とですが、それと同時に自分独自の観点とか、視
点を持つことの重要性というものを実体験として
大学の中で日本人学生が理解をしてくるわけで
す。このことは、すべての学生が卒業後グローバ
ル人材として海外で働くということを要求するわ
けではないわけです。早稲田大学でそのような経
験をして、地元に戻って、地元を変えていく、そ
ういうリーダーになっていくということも必要に
なるわけです。そういう意味で大学教育の国際化、
グローバル人材の育成というのは同時並行的に
行っていかなければならないということになりま
す。
　最後に、早稲田大学と中国との関係ですけれど
も、1905 年に清国留学生部をつくりました。そ
こにありますように、中国共産党の創始者である
李大釗をはじめ多くの方が早稲田大学で学んでお
りますし、また中国からの訪問者、例えば、中国
の主席が来ると必ず早稲田大学で講演をするとい
うように中国と早稲田との間では大変広い、深い
関係が長く存在をしているということです。
　中国の大学と早稲田大学との交流がどのような
意味を持つかということでありますけれども、そ
こに細かく書いてありますので、時間の関係で読
みませんけれども、いずれにしてもグローバルな
課題を解決するためには日本と中国の大学とが健
全な競争と協力をしていく、そして、グローバル
な課題の解決に貢献するというのが大変重要なこ
とであり、早稲田大学はそのような観点から今後
も中国の大学との交流を深めていきたいと考えて
おります。
　以上です。どうもありがとうございました。
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藤嶋　どうも内田先生、早稲田の例についていろ
いろ詳しく、グローバル人材、国際化ということ
でお話をいただきました。
　続きまして、天津外国語大学学長の修剛先生で、
修先生も日本語が、特に日本語学科の教授をな
さっているということでしたので、本来日本語で
やっていただきたいのですけども、お話は中国語
でしょうか。

修　本来もうちょっと自信
のある中国語でお話しする
はずでしたけども、ちょっ
と PPT は英語ではなく日
本語で作成いたしましたの
で、日本語でお話しいたす

ことにします。
　私のテーマは大学教育と異文化コミュニケー
ションの人材の育成ですけれども、その前に、私
は今天津から来ましたから、天津について少しだ
け紹介いたしたいと思います。
　天津市は人口 1,200 万の港都市。高速鉄道で 33
分で北京まで行けますけれども、以前は 29 分で
したけども、今スピードを落としています。沿海
地域の濱海新区は中国政府から深圳、上海の浦東
に次ぎ、経済発展の第 3 波を牽引する地域と今指
定していまして、最近私自身として関心をすごく
持っていますけれども、製造業がわりと大きく発
展してきています。例えば、エアバスの生産工場、
トヨタの自動車工場、中国自身の大型宇宙ロケッ
トの生産工場とヘリコプターなどの生産工場もあ
ります。ずっと経済成長は 2 けた成長をキープし
ている天津市です。
　その天津市の都心地域は、実は昔の外国が建造
した西洋風の建物がたくさん残っています。これ
は天津市の 1 つの特徴ですが、その西洋風の建物
の中に 1 つ、天津外大があります。実は今 2 つの
キャンパスで学生の総数 1 万人ぐらい、31 学科
と 23 の研究科がある大学です。発足はわりと早
かったです。前身の 1 つとしては、最初はフラン
ス人がつくりました天津、日本語風で言いますと
商科大学として発足しました。そして、外国語大
学の専門学校の 1 つと、もともと工商大学の伝統
を引いている河北大学の一部と 1974 年統合して

今の天津外国語大学となっています。
　外国語は 11 種類教えています。一番小さい言
葉はアフリカの言葉、スワヒリ語、2 年間に 6 人
とります、先生も 6 人ということですが。そして、
日本語学科の学生数は実は中国全土でわりと多い
ほうです。毎年大学院生と学部生 300 人近くとっ
ています。4 年間で 1,200 人以上ということにな
ります。
　これは私のキャンパスですけども、フランス風
の建物が多いです。
　実は 4 つの点について 7 分間話せと言われたの
ですから、なるべく飛ばしてお話ししたいと思い
ます。4 つ強調したいと思います。1 つ私がどう
しても強調したいのは、これまで先生方もおっ
しゃいましたけども、異文化交流時代の到来。2
番目は、この文化と異文化コミュニケーションは
一体何を解決しなければならないか。3 番目とし
ては、大学と異文化交流人材の育成。4 番目とし
ては、育成するにはどういう方法があるのかとい
うことですが、最初のことについてはたくさんの
先生も、午後も最初のパネルディスカッションの
ときにもありました。
　1 つは経済のグローバリゼーション。もう 1 つ
は文化の多元化。この 2 つは矛盾しているんです。
グローバリゼーションは一元化をとります。つま
り、統一。文化の多元化の場合はどうしても文化
の個性を尊重しないといけないのですが、この矛
盾を解決できるものはこの異文化交流ではないか
というふうに思います。私は、さっき東北師範大
学の史先生もおっしゃいましたけども、異文化コ
ミュニケーションというのは、やるかやらないか
ということではなくて、否応なしにやらなければ
ならない時代を迎えているのではないかと思いま
す。異文交流というものはどんなものなのか。私
自身としてはある地域社会集団の発展のプロセス
の中で形成された、その地域で当たり前に思う行
動の様式、習慣、価値観、人々の潜在意識として
存在されているもの、そういうものをまず克服し
なければならないのではないかと思います。ほん
とにたくさんあります。人類文明というのは大前
提であって、国ごとでは大分異なります。例えば、
日本では沈黙は金、という言葉がありますがアメ
リカでは沈黙は禁止、です。以前は中国の学生で
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も日本の学生であってもそうですけれども、いつ
も善と悪で文化の違いと価値観の違いを見ている
のですけれども、そうではなしに同と異、自分と
価値が違うという場合は悪いんではなくて違うん
だという認識を持たなければならないと思いま
す。
　これは私の話ではないですが、異文化コミュニ
ケーションの場合は言語と非言語行為、外国語
さっきいろいろ言われましたけども、どうしても
両方の文化の理解がなければならないのです。そ
して、初めてコミュニケーションが成立するわけ
ですけれども、実は、これは私よく挙げる例です。
同に異あり。中日双方同じように見えるものの中
には実は大きな違いがあります。落花流水という
言葉を見てみますと、日本の方は意味がわかるの
ですが、中国の方も意味がわかりますが、全然違
う意味です。日本語では相思相愛、中国語の場合
は大敗を喫するという意味で落花流水と言いま
す。この中にはこう書いてありますけど、落花に
は流水に従って流れたい気持ちがあり、また、流
水には落花を浮かべて流れたい気持ちがあるとい
う場合は、落花有意と流水有情というのは日本的
な考え方。しかし、中国の場合は違います。地に
落ちた花が水に流れること、すなわち晩春の廃れ
いく風景を描いています。だから、同じように見
えるものの中には違うものがたくさんあります。
さっき広島大学の先生もおっしゃっていました
ね。まず、異から見なければならないのですけれ
ども、時間の関係でいろいろ省略させていただき
たいと思います。
　それから、悪いことが違うかという認識です。
まず、学生に教えないといけないと思います。犬
を食べることは残酷ですか。牛を食べることは残
酷ですか。豚か鯨かですね。私は異文化コミュニ
ケーションの場合はまず違うことを学生に認識し
なければならないと言いますが、やはり違う価値
観をまず想定した上でこれから異文化交流人材を
育成しなければならないといいます。
　だから、経済のグローバリゼーションと多元文
化の存在、この両方を視野に入れる人材、その人
材育成は今の異文化コミュニケーションの時代に
適する人材育成ではないかと私は思います。もち
ろん人材育成、科学研究、社会奉仕、文化の伝承

とか、いろいろあるんですけれども、その中で今
一番必要なのは異文化コミュニケーションの意識
と手段を持って対立、紛争、衝突を解決する方法
などを求め、その能力を持つ人材を育成しなけれ
ばならないのではないかと思います。
　私が特に強調したいのは価値観の違いを政治、
道徳の罪悪感で判断するのではないこと、そうい
うことを学生に教え込まなければならないのです
が、どのような人材が異文化コミュニケーション
能力を持つ人材であるかと、実はさっき早稲田の
先生もおっしゃいましたから、もう私は言わない
ことにします。
　これは 1 つの課題として皆さんに考えてもらい
たいと思いますが、つい最近の調査ですけど、デー
タ自身は私もちょっと疑うところがあるんです
が、1978 年、 日 本 人 の 対 中 感 情 で す け ど も、
78％ぐらいは友好的。しかし、1978 年から 2011
年まで三十数年発展してきたから、2011 年の統
計では 20％強は友好的、7 割り近くはあまりいい
感情を持っていないという統計ですけれども、数
字自身はちょっと疑うところがあるんですけど
も、この傾向自身はやはりよくないと思います。
考えてみますと、両国いろんなところで理解が深
まるにつれていろんなことがわかるようになって
いるんですが、それにもかかわらず国民感情がこ
んな状態になっていては絶対真の中日友好はでき
ないと思います。ですから、私はこれについても
異文化交流の視野の欠如にあるのではないかと思
います。自国の当たり前にこだわり過ぎます、日
本人でも中国人でも。
　最後になりますが、異文化交流の人材育成をす
るためにはどういうことが必要かというと、私自
身としては、1 つはやはり大学の共通科目の中で
異文化コミュニケーションの講義の増設をしない
といけない。そして、多種多様の交流活動により
異文化コミュニケーションの意識と能力を学生に
培わなければならないと思います。
　天津外国語大学としては 2 種類の能力を一番
ベースな、基礎的な力として学生に育成している
のですけれども、1 つは能動的に学習する能力、
意欲的に行動する能力、もう 1 つはどうしても異
文化コミュニケーション能力。これまで国際交流
などを通じて 2 プラス 2 とか、1 とか、2 プラス
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1 というのは、2 年間中国 2 年間日本、3 年間中
国 1 年間日本とか、こういう交流をしてきまして、
大変学生成長していること、そして、私自身とし
ては、さっきの話の中にもありましたけども、日
本からの留学生は少ない。ほんとに少ない。うち
の大学が最初に受け入れた留学生といえば、日本
人の留学生でした。途中で韓国に押されて、今西
欧に押されていますが、留学生の数が少なくなっ
てきています。
　どうしたらいいかというと、1 つの提案があり
ますけれども、まず、短期間で中国に来てもらい
たいと思います。前のほうでも触れましたけれど
も、何かいい方法で、まず単位つきの夏期、冬期
の研修をお互いにしまして、そして、短期から長
期へというふうにいろいろ留学などを推進できな
いかというふうに考えています。現にうちの大学
には毎年姉妹大学、協定大学から学生が来まして、
最初は 2 カ月間、6 週間、そのうち 2 年間、そして、
3 年間と大学院に進学することもありますから、
これからは夏とか、冬の短期研修の制度をしっか
りやったほうがいいんじゃないかというふうに思
います。
　中日異文化交流人材育成のときには私は等身大
の中国、等身大の日本、わかる、語れる、交流で
きる、そういう人材の育成をしなければならない
のではないかと思います。
　ちなみに私は中国日本語教育学会の会長をして
いるんですけれども、中国は今 4 年制大学で日本
語を教えている大学の数は幾つかといいますと
466、中国の大学の半分ぐらい日本語学科を設置
しています。そして、実は 1 つの学科が設置して
いる順位から言うと、1 番多いのは英語。数的に
は日本語は 12 番目ということです。249 のうち
に上位 12 位ということになっている、正直言っ
て私は心配しているんです。たくさん養成してこ
れから就職する場合はどうなるかといいますと、
日本語だけで就職するか、それとも日本に行きま
して、日本語を通じて、先ほどいろんなことをおっ
しゃいました、科学知識とかいろんなものを学び
まして、そして、日本語プラス専攻で就職できた
ら一番いい方法ではないかというふうに思いま
す。
　一応こういうことを申し上げましたけども、や

はり時間オーバーしました。申しわけございませ
ん。以上です。ありがとうございました。（拍手）

藤嶋　天津外国語大学学長で日本語学科の教授を
していらっしゃる修先生に異文化交流が一番大事
だということで、中国で日本語のクラスがある大
学 466 もあるということも教えていただきまし
た。どうもありがとうございました。
　それでは、6 人目の最後になりますけれども、
西安交通大学学長の鄭南寧先生にお願いいたしま
す。

鄭　ご紹介ありがとうござ
います。大学の人文教育と
国際的視野についてお話し
します。
　まず、初めに何が大学な
のかという基本的な問いか

けをします。高い人間性と知識を兼ね備えた人材
が集い、情熱的に若者を育てる場所であります。
若者たちが人間性を陶冶し、理を極め、知識と想
像力を身につける場所であります。教師と学生の
交流によって生涯の宝となる知識を得るところで
あります。よき師、よき友との出会い、これが大
学の価値です。大学以外では期待できない大きな
魅力であります。時代の変化によって私たちの教
育に対する考え方、手段、方法、内容などを変え
ていかなければならなくなってきました。これに
よって国際化する社会のニーズにこたえる必要が
あります。
　私たちが直面している課題について 3 点ほどご
紹介します。国際的な人材を育てる上で私たちの
やり方についてです。まず、人文先進教育という
ものは国際化人材の育成に欠くことができませ
ん。そして、外国語の能力です。もう 1 つは国際
的視野を持つ学生を育てるような環境をつくって
いくことです。
　まず、最初の問題です。なぜ人文教育、一般教
養科目というものが重要なのでしょうか。この一
般教養科目というものは学生に対して全く新しい
視野を与えるものであります。社会、文明、人類
に対する認識を新たにするものであります。人類
の未来に対してより深く考える国際的視野を与え

186



ることが肝要です。学生が世界各国の文化、文明
について知識を得、そして、異文化の理解を促進
するものであります。一般教育科目は社会の体制
や国情に基づくものでなければなりません。道徳
の涵養、人間性の陶冶、そして、精神面の向上で
す。その目的は大学生が自分の国の歴史や文化を
理解することだけではなく、世界を理解し、その
ほかの民族、他民族を尊重するということです。
現在の大学生が国際的な視野を持つための文化的
基礎となります。本学では教養課程の見直しを行
い、5 分野のカリキュラムとしました。この 5 分
野のカリキュラムというのは、自然科学と技術、
文化の継承、社会と芸術、生命と環境、世界の文
明という 5 分野であります。特に優秀な教師がこ
の一般教養科目を教えております。そして、この
教養科目の中で学生に対して中国の伝統的な哲学
を教えるばかりではなく、学生に西洋哲学をも理
解させるように努めております。こういった歴史
や文化ということをいいますと、宗教を抜きにし
ては語れません。今宗教が民族間の紛争や国家間
の衝突を招いていることは皆さんもご存知のとお
りです。ですので、中国の一般教養課程には、宗
教に関する科目を設けられております。ただし教
育と宗教というものは明確に分離しなければなら
ない、このことは覚えておくべきだと思います。
　2 つ目です。学生の国際的なコミュニケーショ
ン能力、コミュニケーション技術を育てるという
問題です。三十数年間にわたる改革開放の中で中
国は世界の第 2 の経済大国となりました。この発
展によって本世紀中葉には中国が 21 世紀の世界
の平和の 1 つの枢軸となることは間違いありませ
ん。将来我が国を支えるエリート集団、ひいては
国家の指導者は現在育成している大学生の中から
生まれてきます。ですから、現在の国際情勢や国
際的な事柄を分析する能力、そして、自主的に考
える能力を育てる必要があります。改革開放以来
文化、理解の違いによって、あるいは、言葉の壁
によってさまざまな失敗を我々は経験してきまし
た。国家間の交渉の中でどうやって外国人とつき
合うのかわからないために受身的な立場に立たせ
ることもありました。今後は学生をこの開かれた
社会の中で自分自身を育てていく、自己教育能力
を持った人間に育てなければなりません。外国人

のつき合い方を教える、そして、外国語の能力を
向上させる、そういった必要があります。
　3 点目です。大学のキャンパスの中でこの国際
的視野を持つような関係をどのようにつくってい
くかということです。先ほど申しましたカリキュ
ラムの改革以外に海外で特に強調したいのは 1 プ
ラス 1 の戦略的パートナーシップ計画です。海外
の一流大学や研究機関との間でこの戦略的パート
ナーシップ計画を立てまして実際に行動に移して
おります。交流協定を結び、著名企業や著名大学
との間でイノベーションを行い、研究機関を立ち
上げております。これによってシナジー効果が上
がっているところです。日本の研究所とも非常に
密接で友好的な関係をつくり上げることに成功い
たしました。シーメンスやドイツの著名企業との
間でもこういった研究コンソーシアムを立ててお
ります。海外の有名な学者と一流の研究水準を
持ったコンソーシアムとして国際誘電体センター
を立ち上げました。これは科学研究のプラット
フォームとなっています。上海、北京、西安に 3
つのセンターがあります。去年から中国の環境科
学の学者と世界の環境問題に携わる学者の間で基
礎研究が始まっております。こういった国際的な
研究コンソーシアムによりまして西安交通大学の
キャンパスには国際的に著名な学者が集まるよう
になりました。研究環境の国際化ということ以外
に教育環境の国際化も必要になります。2005 年
ですが、中国の蘇州に西安交通大学、イギリスの
リバプール大学という 2 つの大学の共同研究所を
立ち上げまして、実質的な研究を行っております。
また、この大学は 2005 年に教育部に認可された
後に中国でも多くの学生を募集しております。ア
メリカのリンカーン大学とは孔子学院、そして、
アメリカ交流センターを立ち上げました。カリ
フォルニア大学バークレー校の事務所も設立され
ております。そして、シルクロードヨーロッパ研
究センターなどもできました。ヨーロッパとの研
究協力についてです。このシルクロード研究セン
ターというのはヨーロッパとの研究プロジェクト
になります。そして、大学教員の国際化について
ですが、現在我が校では海外の有名大学や研究機
関で教鞭をとったり働いたりした経歴のある先生
方を招聘いたしまして教鞭をとっていただいてお
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ります。
　それでは、最後になりますが、大学というとこ
ろは社会を引っ張る灯台の役目をしている、社会
に方向性を与えるものであります。人類が生き
残っていくための知識の源泉であります。将来の
すべての問題に対して施策、それから、考え方を
与える場所であります。大学人として共通する価
値観を私たちは持っております。世界の平和的な
発展のために人文的な知識、科学的な知識をとも
に持った国際的人材をつくっていこうではありま
せんか。どうもありがとうございます。（拍手）

藤嶋　どうもありがとうございました。
　特に一般教養科目が今非常に重要であると、世
界文化を理解するためにはそういう大学生、ある
いは、大学院生の方々に一般教養、特に西洋哲学
などを勉強してもらうということも非常に重要だ
というお話もいただきました。
　さて、6 人の先生方からすばらしいお話を、各
大学いろいろ積極的に国際化、グローバル人材を
いかにつくっていくかということでお話をいただ
きました。時間はちょっと限られていますけれど
も、今の 6 人の先生方のお話にご意見とか、ご質
問があれば、ここで伺ってみたいと思っておりま
す。いかがでしょうか。はい、どうぞ。

小出　すみません、創価大学で国際部長をしてお
ります小出と申します。きょうはほんとに貴重な
お話をありがとうございます。
　中国から来ていただきました 4 人の先生方に特
にお聞きしたいんですが、日本の大学では今国際
化を進める中で特に英語による専門の科目の授業
を増やしております。グローバル 30 とか、先ほ
ど早稲田大学の内田先生とも紹介されておりまし
たが、その中で当然日本の大学としては、例えば、
英米の大学でも単位交換が認められるような、そ
ういう質の高い英語による専門科目の授業を目指
しているわけですが、それとともに、実際に日本
に来られている留学生は先ほど統計にありました
けど、3 分の 2 は中国から、また、あと、20％ぐ
らいは他の非英語圏のアジアの国々からというこ
とになっておりまして、日本で英語での専門科目
を設置する際にさまざまに工夫が必要かというふ

うに感じております。中国の大学から日本の大学
に留学生を送られる立場から見まして日本の大学
は英語の専門科目を増やす際にどのようなところ
で工夫したらいいのか、そのようなことについて
ご意見を伺いたいというふうに思います。

藤嶋　では、どの先生が。まず、史先生いかがで
しょうか、今のご質問に対しまして。

史　それについてですが、
イギリスで授業をすると非
常にスピードが速いという
1 つのメリットがあると思
います。日本への留学生の
1 つの大きな問題ですけれ

ども、もし留学できなければ中国で日本語を学ん
でも無駄になってしまうという非常に大きな問題
があります。アメリカやイギリスに行けなくても、
英語を勉強していれば中国国内にいても英語を
使って生かすことができるわけです。ですから、
日本への中国の留学を増やす場合には先ほどのお
話だと非常にいいということだと思います。文部
省にも提言したことがあるのですけれども、日本
におきましてもアメリカの TOEFL のようなテス
トを行い、中国でもテストができるようにします。
そして、もし中国国内でのテストに受かったらそ
のまま直接日本に行って英語の授業を受けられる
ようにすればとてもいいと思います。
　それから、もう 1 つ、英語による授業ですけれ
ども、留学というのは決して科学技術を学ぶだけ
が目的ではありません。文化だとか、人々との、
国民との接触も 1 つの目的です。ですから、英語
でやればすぐに勉強することができますけれど
も、それだけじゃなくて、やはり日本語も必要だ
と思います。英語だけではだめだと思います。日
本の文化を知るにはやはり日本語が必要だと思い
ます。これが私の回答です。

藤嶋　では、私の知っている範囲だと日本語もで
きて、しかも、日本語と英語が大体できると、さっ
き早稲田の内田先生もおっしゃっていましたけど
も、そういう点でその方が、中国の留学生が日本
に来ることによって日本の中で英語で会話したり
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何かすることになってくると、また国際的になっ
てくるなというのも私も印象を受けているんです
けれども、今のご質問に対して鄭先生、何かござ
いますか。

鄭　先ほどの問題ですけれ
ども、とてもいい質問だと
思います。私は早期に日本
に留学しましたけど、日本
語が全然できない状態で日
本に来ました。81 年のこ

とです。今はもう日本語は勉強してできるように
なっていますけれども、博士課程に入ったときに
は英語ですべて論文などの試験も受けました。英
語を日本語に訳すということでやってきました。
　私は 2 点ほどお話ししたいんですけども、1 点
は日本の大学の英語の教育をもっと強化すべきだ
と思います。例えば、私どもの大学ですけれども、
医学部で 1,000 人の外国人留学生を受け入れてい
ます。ほとんどが東南アジアの地域からです。そ
の学生に対しては基礎から専門まですべて英語だ
けで、また、臨床も英語で実施をしています。で
すから、教師の英語の能力の強化も必要です。多
くの日本の大学でも英語のプログラムを行ってい
ます。これは英語ですけども。やはり教師自体の
英語能力が必要になってくると思います。日本語
というのは単音節で発音されます。ですから、中
国人と日本人は同じような顔をしていますけれど
も、しかしながら、発音するとアクセントが違い
ますので、すぐに見分けがつきます。ですから、
発音が違うという語源的な言語の特徴もありま
す。
　では、2 点目ですけれども、私はそれほどこの
点を強調し過ぎることは必要ないと思います。英
語で絶対に教育しなければならないということは
ないと思います。そのカリキュラムを絶対に組む
必要はないというふうに考えています。やはり留
学生には日本語を学んでもらうことが必要です。
マスターする必要があります。文化は多元的です
し、その文化を伝えるものはやはり言葉です。留
学で、もし、その現地の言葉を勉強しなければ、
それは成功したとは言えないでしょう。ですから、
やはり日本の大学への提言としては、留学生に対

していかによい学習の環境をつくるかということ
です。単純に英語のカリキュラムをつくればいい
ということではないというふうに思います。やは
りカリキュラムの多様性ということが必要だと思
います。それから、特色というものを打ち出す必
要があるでしょう。

藤嶋　修先生。

修　私は英語でやっている
専門の授業をいろいろ大学
が開設していることはいい
ことだと思います。まず、
やはり選択肢が 1 つあるか
ら、中国で英語を学んでい

る学生たちも日本に留学に来られる。これもいい
ことですけれども、しかし、決して日本語教育の
大事さを台無しにしてはいけないと思います。
さっき鄭先生もおっしゃいましたが、せっかく日
本に来たのだから、日本の社会に溶け込むように
日本語ができないとやはりだめだと思います。で
すから、英語のいろんな講義も必要ですけれども、
日本語教育、留学生の日本語文化の教育というも
のもやはり必要不可欠だと思います。そうでない
と、日本とのいわゆる異文化コミュニケーション
というものはできないのではないかと思います。
　先日北海道教育大学を訪ねる機会があったので
すが、ある留学生が学部卒業後も北海道に残って
大学院に進学したいというんです。どうして北海
道で東京ではないのかと聞いたら、やはり向こう
の人々はとても親切で、いろんな行事に誘ってく
れるなどいろいろと面倒を見てくれるというので
す。そういう日本文化の理解も私の立場からいう
と不可欠だと思います。英語による専門教育を否
定するわけではありません。しかし、同時に日本
文化の教育、日本語教育も不可欠だというふうに
思います。

藤嶋　はい、どうもありがとうございました。
　私たちの東京理科大学の場合も留学生の方にか
なり来ていただいていますけれども、当然日本語
がまだ十分じゃない学生の方は英語はできる。で
は、大学に来て、私どもの理科大学で英語の授業

189

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
1
部

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
2
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
1

フ
ォ
ー
ラ
ム

総
括
・
全
体
講
評

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
3
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
2

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

講
演
資
料

産
学
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

第
4
部

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
3

フ
ォ
ー
ラ
ム

講
演
資
料

フ
ォ
ー
ラ
ム

基
調
講
演

フ
ォ
ー
ラ
ム

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
4



がどのぐらいあるかというと、まだまだ少なくて、
実際にそれを増やさなければいけない。国際化に
はどうしても必要だと思って徐々には増やしてい
るんですけれども、まだまだ十分にはできていな
いということもあります。
　時先生、いかがでしょうか。何かありますか。

時　私は 2 つ考えているん
ですけれども、高等教育に
おいて国際化というのを英
語の能力とくっつける必要
はないと思います。英語の
能力というのは国際化の能

力の評価の基準ではありますけれども、しかし、
必然であるというものではないと思います。その
カリキュラムによって授業はしますけれども、や
はり英語の講義というのも中国にもありますけれ
ども、それはカリキュラムがあってのことであり
ます。例を挙げますと、中国語法知識というカリ
キュラムがありますけれども、これは英語に訳せ
ないんですよね。というのも、こういったものは
古代中国特有のものだからです。2,000 年前には、
特有の言葉がありまして、これは一般の教育しか
受けていない中国人には分かりません。英語で表
現するなどもってのほかなわけです。きょう午前
中にも話がありましたけれども、文学系の学長さ
んでしたけれども、中国の古い漢文ですけれども、
どうやって英語で授業するんでしょうか。それは
難しいと思いますね。ですから、英語の能力を国
際化の程度をはかる基準としてはならないという
ことであります。英語での講義はいいと思います
けれども、やはりそのカリキュラムの内容自体を
考える必要があると思います。自然科学や理系と
か、工業系はやはり共通する言葉というのはある
と思います。しかし、社会科学においては、例え
ば、やはりそれぞれの民族的な特徴が出るものだ
と思います。

藤嶋　どうもありがとうございました。
　今の件で内田先生、先ほど、日本語、中国語、
英語ということでのことをおっしゃっていました
けども。

内田　法律学の場合はその国の歴史、社会、文化
という背景があって、その国の言葉でなければ十
分学べないというのは確かだと思います。しかし、
海外との取引がますます盛んになっていくときに
その国の法律が外からわからない、透明性を欠く
というのは望ましいことではないと思います。し
たがって、法学教育においても、これはどこまで
できるかについては自然科学とは大分違うと思い
ますけれども、やはりその英語によってその国の
法制度、法の背景にある法文化、等を発信してい
くことが必要だと思います。そういう意味で日本
の法律の特殊性を英語で発信しなければほかの国
の人がわからないというところがポイントだと思
います。つまり、発信するために残念ながら今の
時代では英語を使わざるを得ないという事実を認
めざるを得ないと思います。

藤嶋　どうもありがとうございました。
　辻中先生、いかがでしょうか。国際戦略担当の
副学長ということでいらっしゃるわけですけど。

辻中　いつも同じような問
題にぶつかって、たくさん
中国、韓国、台湾からの留
学生が来て同じような問題
を考えているのですが、国
際戦略を考える上でもいつ

でもそういう問題が出てきます。そこでこの間
ちょっと行き着いた結論は、1 つは、私の日本語
はちゃんと中国語になっているかどうかわかりま
せんが、外国語になるような普遍的な論理をしっ
かり発信するということが一番重要であって、英
語がうまいとか、下手じゃなくて、英語に通訳可
能なしっかりした論理ですべての教員が教えてい
るかどうかというのはポイントの 1 つだなという
のが最近行き着いた結論です。別にそれは英語で
なくてもフランス語でも何語でも、日本語という
言語自体が非常にいろんなことを前提にしてしゃ
べっているので、そのままだったら通訳できない
というのは往々にしてあることだと皆さんご存知
だと思うのですけどね。それが 1 点。
　もう 1 つは、これは別のところで最近聞いたこ
とですが、イギリスとか、アメリカの英語という
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のは英語ではないと。あれは英語だが、あれだけ
が英語ではないという考え方を最近持ち上がって
きているというか、コミュニケーションツールと
しての英語はちょっと違うのであっていいのでは
ないかということで、ごく最近の新聞記事で 1,500
単語ぐらいでしっかりしゃべるというのも一つの
英語なんだと、別の名前（グロービッシュ）がつ
いていたように思うんですが、そういう考え方も
1 つ重要だなと思います。
　もうちょっとだけ余計なことを言わせていただ
きたいのは、今日本の教員が外に出ていくのがす
ごく難しくなってきていて、教員自体がなかなか
そういう外国語とのコミュニケーションを、やや
シャイになっている傾向があるので、文科省の人
が今おられるかどうかわかりませんが、教員をど
んどん外に出していくというシステムをつくって
いかないと日本はちょっと問題ではないかなと
日々感じております。
　以上です。

藤嶋　はい、どうもありがとうございました。
　時間が予定だと 4 時 40 分と書いてあって、も
う皆さん終わりだなと思っていらっしゃると思い
ます。特別に 10 分間延長していいというアナウ
ンスがありましたので、もうちょっと質問、もし
あればお受けしたいと思っております。いかがで
しょうか。どなたか何かご意見、ご感想など、国
際化、グローバル人材の育成ということで。はい、
どうぞ。

沖村　JST の沖村といいます。私は中国語がグ
ローバルランゲージになるという信念を持ってい
まして、日本の機械翻訳の第一人者であります長
尾先生という方と最近中国の科学院とこのシステ
ムの実用化のプロジェクトを進めているのです
が、各大学で非常に英語が登用されているという
ふうに伺ったんですが、しかし、遠い将来中国と
いう 13 億の巨大な文化を持った社会が世界の富
の 3 割とか、4 割を占めたときにほんとに英語社
会になるのかどうか、私は非常に疑問に思ってい
るんですが、その点をちょっとご意見をお聞かせ
いただきたいと思うんですが。

藤嶋　いかがでしょうか。今、中国総合研究セン
ターをつくった張本人の沖村先生のご質問で、将
来は 13 億人の中国の方を中心にして中国語が共
通語になるだろうということを前からおっしゃっ
ていますけども、これに対しましていかがでしょ
うか。どなたか先生方。

修　実は私は日本語教育をやっているのですけれ
ども、いつもほかの国の日本語教育に携わってい
る先生から不満というか、いろいろ言われます。
例えば、アメリカでは以前は日本語教育がかなり
盛んでした。そして、今は中国語教育に押されて
大変な状態だと。だから、中国のことを恨めしく
思っています。という冗談ですけれども、今確か
に中国自身も中国語教育をしっかりやっています
し、孔子学院というものを世界各地で今三百幾つ
になりまして、しっかりとした中国教育をやって
います。これもいいことだと私は思います。同時
に、例えば、私はやはりたくさんの日本の若い人
たちに中国語を勉強してもらいたいと思います。
中国と異文化コミュニケーションできるようにし
てもらいたいと思いますが、しかし、先ほどの発
言の中にもありましたように、言葉というものは
やはり、文化というものは言葉を通じていろいろ
学ばないといけないのですから、各国の個性の文
化というものは言葉を通じてでしかわからないと
いうケースがよくあるから、中国語の勉強も日本
語の勉強もいいことだと思いますが、同時に推進
されたほうがよろしいと思います。言葉だけでは
なく、その言葉を通じて文化を学びます。そして、
その文化の違いを乗り越えてほんとにコミュニ
ケーションできたらいいなというふうに思いま
す。
　だから、いろんな開発はいいことです。しかし、
それと同時に個性のあることも勉強しなければな
らないと思います。機械を通じてコミュニケー
ションしてもいいのですが、私自身として人間と
人間、マン・ツー・マンのコミュニケーションを
いつも推薦したいと思います。
　以上です。ありがとうございました。

藤嶋　はい、どうもありがとうございました。
　一般教養というか、そういう文化を理解する力
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がやっぱり一番根底にある
ということで、大学でも一
般教養をもっと充実してほ
しいものです。私自身も今
理科大学で、特に大学院の
学生に対する一般教養の授

業が非常に少ないと思っています。全国の大学で
もほとんど、大学の 1 年あるいは 2 年のときに主
にやっています。そうではなくて、一番必要なの
は研究者になる直前の大学院の博士、あるいは、
修士でも一般教養が不足しています。そこで大学
院での教養科目を私自身でも実行しようとしてお
ります。
　それから、中国語も大事です。私の東京理科大
学の例なんですけれども、かつては第二外国語と
いうのは、理系だと、ドイツ語かフランス語とい
うことが多かったわけです。今私自身の大学でも
第二外国語としての一番多くとるのは中国語に
なっています。ということで、日本の各大学とも
多分中国語に対する希望が非常に多いのではない
かと思っています。早稲田とか、筑波大学いかが
でしょうか。

内田　早稲田大学でも東京
理科大と同じように中国語
を学ぶ学生が非常に多く
なってきていますし、1 年
間早稲田大学から中国に留
学に行く学生、先ほどの表

にありましたように、97 人います。それは他の
大学と比べたら非常に多いと思います。ただ、中
国語がグローバルな言葉になるかというと、それ
は議論の仕方によって違うんだろうと思います。
つまり、今英語がグローバルな言葉になったとい
うのは、例えば、今日のこのシンポジウムは日本
語と中国語の同時通訳を使っていますけれども、
最近は日本と中国で会議をすると、基本的には英
語で話しをするというふうになっていますよね。
つまり、英語というのは英語を母語としていない
人たちの間で使う言葉として使われている。それ
は先ほど辻中先生が言われたように、要するに、
ワールドな言葉として使われてきたということで
す。そういう形で中国語が中国人以外の、漢人以

外の人が使う言葉としてなっていくかというと、
それはまだちょっと時間がかかるのだろうと思い
ます。つまり、中国人と交流をするときに中国語
が重要になる。それはそのとおりだけれども、そ
れ以外の人と中国語で、例えば、日本人と韓国人
が中国語で議論をするかというと、多分そうでは
なく英語でやっている。このところがポイントだ
と思います。

藤嶋　辻中先生、いかがでしょうか、筑波大学は。

辻中　国際交流をするときいつも思うのは、お互
いの母語をどちらかがしゃべってしまって、日本
語を無理やり強いるとすごくよくないなと思うん
ですよね。向こうから中国語をしゃべらなきゃい
けないというふうに押されると、やっぱりこれも
嫌だろうから、そうでない、お互いの言語でない
言語でしゃべるというのはすごくニュートラルで
いいなという感じをいつも持っています。それが
1 つ。
　それから、先ほど一般教養の話が出て、僕は一
般教養というのを最近までそんなに重要だとひし
ひし感じていなかった大学教員として、この 10
年ぐらい反省しているんですが、リベラルアーツ
という言葉もいいんですが、やはり一般教養とか、
我が大学では総合科目とか言っているんですが、
そういうちょっとあいまいな言葉でいってきたと
ころにマイナスがあって、地球教養、世界教養と
か、そういうはっきりポジティブな形でもっと打
ち出すといいのではないかとちょっと感じた次第
です。

藤嶋　はい、どうもありがとうございました。
　あと二、三分なんですけども、さらにご質問が
なければ 6 人の先生方にほんの一言ずつきょうお
話ししていただきたいキーワードをお話しいただ
ければと思っていますけども、「大学の国際化と
グローバル人材の育成」という点でのきょうお話
ししたいアピールの点をキーワードで、あるいは、
一言で、二、三十秒でお願いできますでしょうか。
よろしくお願いいたします。では、時先生のほう
から。
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時　では、一言で言いますね。国際化は理念を持っ
てやらなければならないということなんです。そ
れは行動を伴うものです。概念ではありません。

藤嶋　はい、どうもありがとうございました。

史　国際化というものはすべての大学にとっての
課題でありますが、合理的な考え方を持って行っ
ていかなければならないと思います。まだまだ時
間がかかると思います。

藤嶋　はい、ありがとうございました。

辻中　中国の大学のほんと進展のすばらしさとい
うか、急速さに非常に感銘したんですが、やっぱ
り中国と日本はかなり双方的な、お互いが補い合
うような関係が非常にあるなというのをひしひし
と感じました。筑波大学としては研究のネット
ワークとか、教育のネットワークを促進していこ
うというのが 1 つのやり方なんですが、今までは
中国との関係は、どんどん来ていただくものだか
ら、あまり戦略性がなかったので、本格的に戦略
的に組み立て直さなきゃいけないなと感じた次第
です。
　以上です。

藤嶋　はい、どうもありがとうございます。

内田　大学の国際化、あるいは、グローバル人材
の育成とについて、やはり大学にとって必要なの
は、現在の世界が直面しているさまざまなグロー
バルな課題、これを解決していく人材をつくる、
そのための研究をしていく、そういう観点で協力
するということが一番重要だろうと思っていま

す。
　以上です。

藤嶋　はい、どうもありがとうございます。

修　国際的な人材とはどういうものかといいます
と、まずやはり異文化コミュニケーション能力を
持つ人材でないといけないと思います。そして、
中国と日本は共通点が多いんですけれども、やは
り異文化という立場から見ないといけないと思い
ます。それは中日双方の異文化交流できる人材を
これからどんどん育成しなければならないと思い
ます。そして、やはり可能なことからまずやりた
いと思います。今のところは一方だけという感じ
が強いですけども、逆に日本からもたくさん来ら
れるようにしてもらいたいと思いますが、だから、
短期から長期へという方向性を持ってこれから行
動しなければならないと思います。
　以上です。

藤嶋　はい、どうもありがとうございます。
　鄭先生、よろしくお願いします。

鄭　日中両国が密接に協力をしていくこと、両国
民の理解を促進し地域間協力を推し進め、そして、
人類の社会平和に貢献することを期待します。

藤嶋　ありがとうございました。
　10 分間延長していいというお話を許していた
だいて、ちょうど 10 分間延長させていただきま
して先生方のグローバル人材と国際化ということ
でお話をしていただきました。皆様、どうもあり
がとうございました。
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角南　このセッションですが、全体会合というこ
とで、4 つの分科会においてそれぞれのテーマで
議論をしていただきましたので、その各分科会の
モデレーターの先生方に、まずはどんな議論が
あって、どういった、今後の日中の大学間でお互
いに学ぶ、あるいはお互いの共有していくべきポ
イントが議論されたのか、まずご紹介していただ
きたいと思います。
　その後でもう一度、それぞれの先生方に、今後
の日中の大学の協力の方向性、そして、その重要
性について、他の先生方の意見も踏まえながら、
まとめて一言ずついただければと思っておりま
す。
　早速ではございますけれども、最初に松本先生
からお願いしたいと思います。よろしくお願いい
たします。

松本　東大の松本でございます。第 1 会場で最初
の、「大学改革、産学連携促進と基礎研究の未来」
ということでパネルを行わせていただきました。
　問題意識としては、日本、中国ともに産学連携
に向けた取り組みは、それぞれ進化している。中
国の進化はすごいものがあると思いますが、日本
も私が学生のころは、産学連携なんというと、悪
も悪、そんなことはやってはいかんという時代で
したが、最近はそれをやらないといけないという
ふうになっているわけです。
　それから一方で、大学のもう 1 つの役割である、
基礎基盤の研究をどう大学で守ってやっていくか
というのは大命題ですけれども、必ずしもいい方
向に行っていないのではないかという問題意識が
ありました。それらに関して、日中の大学でどう
いうふうに連携していけばいいのかということを
テーマに、議論させていたただいたわけです。
　最初に、日本の大学の現状と中国の大学の現状

ということを、一般的なこととして議論させてい
ただきました。日本の大学の現状はどうなのかと
いうと、法人化した後、今までは、文部科学省の
1 出先機関であった大学が独立してもいいよ、あ
なたは自分の責任で運営しなさいとなったわけで
す。それは、慣れていないことで、必ずしもすぐ
うまく走れたわけではなかっただろうと思いま
す。
　今、日本の大学の現状はどうかといいますと、
ある意味、グローバル化して、そのグローバルな
競争の中にさらされているというわけです。法人
化後しばらくして、例えば、大学のランキングで、
東京大学の例で申し上げるのはいかがなものかと
思いますが、多分 12 位かなんかだったと記憶し
ています。いろいろな大学ランキングがあります
けれども、それが日本の大学全体で見ても、年々、
下がってきているという状況です。
　それは、1 つは大学の教員が書いている論文の
数ですとか、論文当たりの被引用数ですとか、教
員 1 人当たりの研究力、研究力をサイテーション
の数で見るかどうかはわかりませんが、そういう
指標ではかるとこうだよという話なんですね。グ
ローバルな競争の中で、日本の大学はだんだんプ
レゼンスをある意味で落としている。レピュテー
ションはまだ高いところがありますが、そういう
指標ではかったプレゼンスは下がってきていると

全体会合

全 体 会 合 モ デ レ ー タ：角南　　篤（科学技術振興機構中国総合研究センター副センター長）
各セッションモデレータ：松本洋一郎（東京大学副学長）
　　　　　　　　　　　　佐藤　利行（広島大学学長補佐）（立命館大学総長　川口清史　代理）
　　　　　　　　　　　　羽入佐和子（お茶の水女子大学学長）
　　　　　　　　　　　　藤嶋　　昭（東京理科大学学長）
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いうところもあるだろうと思います。
　一方、日本の企業の中には、日本の大学を盛り
立てないといけないよねと言ってくださる企業も
ありますが、どちらかというと、企業もグローバ
ル化していますから、グローバルな環境の中で
戦って勝ち抜くにはどうすればいいのかという視
点で見ると、彼らは日本の大学を卒業した人を、
そのまま日本人を優遇して採るというスタンスに
はない。まさにグローバルな企業はグローバルな
視点でグローバルな大学から人を集めてきてい
る。ちょっと誇張しているところはありますが、
そういう状況だろうと思います。
　一方、中国はどうか。大学のランキングはどん
どん上がってきていますし、ある意味、中国は極
めて戦略的に大学運営を行っているわけです。自
分の大学の出身者を欧米の大学に大学院生、また
は中国人系の教員という形で送り込んで、数とい
うような観点からしても、欧米の学術コミュニ
ティーの中に食い込んでいるということになりま
す。
　そうすると、被引用数もだんだん増えてきてい
ますし、論文の数で言えば、有馬先生がいらっしゃ
るから物理系で申し上げますが、日本の論文の数
よりは中国で書かれた論文の数のほうが圧倒的に
上に行ってしまっているという状況です。
　ちょっと前までは、クオリティーでいうとなど
と言っていたのですが、クオリティーの点でも、
凌駕し始めているというのが、中国の現状だろう
と思います。
　それは、日本の大学に対する投資が減ってきて
いるのに対して、中国の大学に対する投資は、年
間倍とは言いませんけれども、10 年くらいする
と倍になっている。もう 20 年すると 4 倍になっ
ている。そういう倍々ゲームで増えてきています。
　論文の数とかアクティビティーというのは、リ
ニアに増えるんですね。投資をすればするほどア
クティビティーは増えます。そういう状況だとい
うことです。そういう中で、今やはり、大学間に
おいても、コンペティションは極めて激しいんで
すが、コンペティションはしながらもコラボレー
ションをやらないといけない。そういう状況に
なってきていると思います。
　1 つの大学ですべてのことができるわけではな

い。だからいろいろな大学が一緒になって、1 つ
のテーマを取り上げ、1 つの分野を開拓していこ
うという状況にあると思いますが、それはグロー
バルな場でも同じことですね。中国の大学とも一
緒に手を握って競争しながらも、協働していかな
いといけないということだろうと思います。お互
いに競争しながら協働していくというその環境を
どうつくり込んでいくかが重要だろうということ
を申し上げました。
　そういう観点で今後どうしていけばいいのかと
いうことを、それぞれの大学の方から大学の特徴
をお話しいただいたわけです。まず中国科技大か
らは、中国科学技術大学というのは、中国科学院
からフルサポートされている大学であると伺いま
した。それは、ほかの中国の教育院に属している
大学とはかなり違う大学だろうと思います。1990
年くらいから、日中の大学間連携をやるには、ど
この大学とやればいいのかと聞いたときに、中国
科学技術大学とやりなさいということで、東京大
学としても長く連携してきた大学です。
　フルサポートを受けながら、基盤的研究は伸ば
してきておられる。さらに、エリート教育も充実
したものをやっているというご紹介がございまし
た。多くの人材を育てて、いろいろな重要なポス
トに多くこの大学の卒業生を輩出しているという
ことですし、起業家もたくさん育てているという
ことです。ですが、大学自身がみずから企業に投
資することはないというスタンスで運営をしてお
られるというお話がありました。
　もう 1 つ、華中科技大のお話を伺ったわけです
が、比較的新しい大学で、企業も取り込むような
形で、非常にアクティブに産学連携を進めておら
れる。ある意味で、大学の枠を超えて産学連携を
進めていて、その収益も大学の運営費として使え
るような環境にあるという、国立大学法人から見
ればちょっとうらやましい存在だということだろ
うと思います。いずれにしても中国が昇竜となっ
て、随分アクティブにどんどん活動範囲を広げて
いるというお話を伺いました。
　その後、愛媛大学と秋田大学からお話を伺った
わけですが、日本の国立大学にとっていい側面は
法人化したことによって学長のリーダーシップが
発揮できるようになったということです。
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　今までは、文部科学省の一出先機関であったわ
けですが、法人化後は、みずからの判断で、コス
トもかかるわけですが、つくり込んでいけるとい
う状況になっています。例えば、愛媛大学からは、
今まであった部局に横型の研究所のような組織を
つくって、マトリクス型の組織体をつくっている。
それぞれの部局間の連携は極めてやりやすくなっ
たというご紹介がございました。
　さらに、地域での連携をどういうふうに進める
かということがポイントであるから、愛媛大学と
しては、愛媛という地域にのっとった大学をどう
つくっていくかということをお考えだということ
で、それぞれ、大学には光ったものがございます
から、それを学長のリーダーシップでこんなふう
に伸ばしているというご紹介がございました。当
然、その中に産学連携ということも含まれている
というわけでございます。また、地域間連携とい
うことで、インドネシアと深い関係を結びつつあ
るというご紹介もありました。
　それから、秋田大学からは、選択と集中を大学
内でも行っているんだというご紹介がありまし
た。やはり秋田というのは鉱山学部という非常に
特異なというか光った分野がございますので、そ
れをどう伸ばしていくかというのが、秋田大学の
特徴であるということで、ベンチャービジネスと
かインキベーションセンターをつくって、活発に
動いておられるというご紹介がございました。
　いずれにしても、それぞれの大学として、文部
科学省からは機能分化と言われたわけですが、そ
れぞれが持っている特徴的な機能を強化しつつ大
学の運営をしているということです。ただ、組織
としては、それぞれの先生方がどう光るか、光る
状況をどうつくるかというのが学長のリーダー
シップであるということで、単に押しつけ型の運
営をしているわけではないというご紹介もござい
ました。ここは、大学という組織にとっては非常
に重要なポイントだと思います。
　ある意味で、応用研究だけをやるのではなくて、
大学として基盤的な基礎研究をやりつつ、その結
果をもって産学連携をやっていくということで、
それぞれの大学で非常によくやっておられると思
われます。
　まとめますと、4 つの大学で議論をさせていた

だいて、基盤的な基礎研究は非常に重要である。
そこは手抜きはできないということですが、それ
をもって産学連携をそれぞれの地域なり国なりの
中でやっていく。そういう競争しながらも協働し
いくということが、極めて重要だということだと
思います。その中で、学長のリーダーシップが存
分に発揮されている状況である。協働という意味
で、日中間の連携をさらに強めていきたいという
ことが結論だということです。

角南　松本先生、ありがとうございました。
　続きまして、羽入学長からご報告をいただきた
いと思いますけれども、このセッションは特別
セッションということで、大震災と大学の役割を
テーマに、実際に被災された日中の大学にお越し
いただき議論していただきました。よろしくお願
いいたします。

羽入　ありがとうございます。今、ご説明いただ
きましたとおりのセッションでございまして、松
本先生のご説明のように、一つ一つの大学につい
てご説明するのがよろしいのか、ちょっと思案し
ております。日本の大学は 3 大学からおいでくだ
さいましたが、今日は震災からちょうど 7 カ月目
ということでございます。四川大地震からは、3
年たっています。この 2 つの時間的な違いが、議
論の内容にも反映されたのではないかという気が
少ししております。
　まず、日本の 3 大学の副学長、学長の先生方か
ら、支援に対してお礼のお言葉がございました。
かわりまして、お礼を申し上げたいと思います。
　全体をまとめるということはなかなか難しいこ
とでございますけれども、1 つキーワードになる
かと思いましたのは、全体的にこの震災、あるい
は自然災害を受けて、大学の役割というものを改
めて考え直しているということは、どの大学にも
共通していることだと思いますし、これは被災地
と言われているところの大学のみならず、私ども
のような東京にある大学でも、同じことでござい
ます。国立大学協会としても、また改めて大学の
役割を考えるという状況に来ています。
　特別セッションということで、企画していただ
きましたけれども、そのようなことを考えますと、
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大学で研究をする、その一流の研究というのは何
かということを改めて問われることになったとい
うのが、四川大学の石先生からのご提言でござい
ました。今まで、一流の研究をするということは、
世界的に一流であるということを目指すことだと
いうふうに考えていらした。ですが、この大きな
災害の後、一流の研究というのは何か、それは社
会の良心を実現することだというふうにおっ
しゃっていたのが、私は、大変心に残っておりま
す。
　この一言でまとめてよろしいのかどうか、少し
迷いますけれども、やはり、科学技術の進歩とい
うことが大学の大きな使命でございます。科学を
発展させ、技術を進化させ、そして自然に対して
人間がいかに生きやすくなるかということが、大
きな大学の役割であるということは確かなことで
ございますが、それだけでよいのかどうかという
問題意識が共通に起こってきたのではないかと
思っております。
　被災地の 3 大学の学長、副学長の方がおいでく
ださいましたけれども、東北大学、岩手大学、岩
手医科大学のそれぞれの先生がおっしゃっていま
したことは、実際にさまざまなことを経験し、対
処をし、それを組織化して提言することが大学に
とって非常に重要な役割ではないかということを
おっしゃっていました。それは、別の言い方をす
れば、経験を共有するということでもあるだろう、
同じ悲惨な状況を私たちは経験したくない、その
ために今後どういう方策が可能なのか。これは時
間をかけて整理し、提言していくことが重要であ
るということでございます。
　同時に、大学はどういうところかということを、
また別の観点から考えてみますと、そこには知の
ポテンシャルがある、知の基盤がある、同時に若
者がいる。これが実際に震災のときにも、医療活
動となり、ボランティア活動となって、一時的な
支援活動か行われたということでございます。こ
の知の基盤と人の基盤といいますか、人材の存在
というのは、これは大学にとって最も重要な特徴
であるということができます。
　そこで、それらを駆使して新しい学問を創出す
るということが重要だろう、ハード面、ソフト面
ということを区別することなく、新たな学問分野

を考えていくということが重要だというのが、私
どものセッションでの共通の認識に至っていたか
と思います。
　中国地質大学の副学長である傅先生は、地質と
いうこと、あるいは地球科学という観点から今回
の震災に対して、四川の地震に対して、膨大なデー
タを集積して、それを解析するという作業を行っ
ていらっしゃるということでもございますし、私
たちはやはり経験したことを大学間の連携を通し
て、それを共有して整備するということ、同時に
それが将来の防災対策につながるであろうと思い
ます。つまり、技術開発をして、防災し、減災す
るということが重要であるのと同時に、これまで
の経験を踏まえた新しい学問の体系が、おそらく
人を救う、あるいは人間的な社会をつくり上げる
基盤になるのではないだろうかということが、全
体的な議論の方向性であったかと考えておりま
す。
　もう少し別の言葉で言いますと、専門性を高め、
技術を発展させるということと同時に、精神的な、
あるいは心を癒すといった活動が緊急時にも、将
来的にも必要であるだろうと、そして、それが同
時に社会的なモラルを向上させることになるので
はないかというご提言もございました。
　もう少し具体的な話で、心にとどめておく必要
があるのではないかと思いましたことは、災害が
起こった直後、さまざまな方が現地に集まろうと
なさったので、情報が錯綜して非常に混乱をした
というご報告がありました。情報を一元的に管理
し制御するということが非常に重要なことであっ
たと語っていらっしゃるご発言は、やはり災害対
策、あるいは危機管理として情報をいかに収集し、
管理し、そして発信するかということの重要性を
心にとどめておく必要があります。
　並列的にさまざまな問題点を並べますけれど
も、このようなことを議論され、私個人としては、
大学の今後のあり方を新しく提言するセッション
であったのではないかと考えております。
　以上でございます。

角南　羽入学長、ありがとうございました。
　続きまして、広島大学の佐藤先生からご報告を
お願いしたいと思います。
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佐藤　川口総長が急に帰られたということなんで
すけれども、お昼の打ち合わせのときに、明日か
らの日中学長会議の準備が大変なんだと言ってお
られましたから、多分大変お忙しいんでしょう。
　全く準備をしておりませんでしたので、うまく
まとめられるかどうかわかりませんけれども、第
2 会場の最初の「日中両国の留学生策と留学帰国
者の有効活用」ということで話をしました。
　我々のところは、最初に東京大学の北京事務所
長の宮内さんから、今の中国の現状を詳しいデー
タで教えていただいて、ある意味ショックを受け
ました。こんなに中国が、ここ最近変わったのか
ということ、いろいろなデータがありましたけれ
ども、リンゴの一人当たりの消費量が、2008 年
中国は日本の 3 倍近くになったということ、1995
年に逆転したんですけれども、それまではリンゴ
の消費量は日本が断然多かったんですね。そのリ
ンゴの消費量も中国が日本人の一人当たりの消費
量の 3 倍になったという。これは 1 つの象徴的な
例ですけれども、いろいろなところで中国に圧倒
されているということを紹介されて、会場が愕然
としました。
　その後、留学生の政策について、我々のところ
は、中国留学服務中心の白主任から中国の国とし
ての留学政策のあり方のご紹介と、特に白先生か
ら言われたのは、これまで、中国への留学生は圧
倒的に日本人が多かったんですね。世界第 1 位の
留学生数だったんですけれども、今は韓国に抜か
れ、そして欧米の留学生にも抜かれ、日本は中国
の留学生の中で、第 3 位になったということ。数
は若干増えているんですけれども、なかなか数が
増えないと。どうかもっと優秀な留学生をどんど
ん中国に派遣してほしいという話をされました。
　文部科学省の奈良さんから日本の留学政策につ
いて話がありました。その中で、特に内向き志向
と言われる日本人学生が留学しないことについ
て、何とかしなくてはということがありました。
　川口立命館大学長、それから、私、広島大学、
個別の大学の事例紹介などをしましたけれども、
一番評判がよかったのは、今年実施されました
SS ＆ SV、ショートステイ、ショートビジットを
合体させた短期の留学を支援しようという取り組
みが、非常に各大学にも人気があったし、結論か

ら言いますと、これからの留学はまずはこういう
短期の留学をきっかけにして長期の留学につなげ
ていかなくてはいけないんじゃないかということ
が、ある意味 1 つの結論のような感じがしました。
　それから、頭脳循環ということについては、留
学生に対するケアが非常に足りない。特に、日本
にもたくさんの留学生が来ていますけれども、彼
らが帰った後に、我々日本がその留学生に対して
ケアをしていないということです。これをもう少
し積極的にしていかなくてはいけないんじゃない
か。
　それから、個々の大学のキャンパスの中の国際
化ということも、もっと積極的にやっていかなく
てはいけないんじゃないかということも議論され
ました。
　第 2 会場は、その次のテーマ、東京理科大学の
藤嶋学長がモデレーターをされました。ほとんど
メンバーが一緒でした。話の内容も、これを引き
継ぐような形でされましたので、最終的なまとめ
は藤嶋先生にお譲りしたいと思います。
　以上です。

角南　ありがとうございました。
　最後に藤嶋学長に 2 つのセッションをまとめて
いただければと思います。

藤嶋　私たちは今の佐藤先生のお話のように、「日
中両国の留学政策と留学帰国者の有効活用」とい
うテーマを引き継いだ形でさせていただいたよう
な感じでありまして、「大学の国際化とグローバ
ル人材の育成」というテーマでお話をさせていた
だきました。
　パネリストの先生が一番多くて、合計 6 名の先
生方であります。日本からは、筑波大学副学長の
辻中先生、早稲田大学副総長の内田先生が、筑波
大学及び早稲田大学でのことについて詳しくお話
しいただきました。中国の 4 人の先生方ですが、
今学長をなさっている先生方で、特に 4 人のうち
3 人の先生が日本語がぺらぺらなんですね。日本
に留学していて、日本語がぺらぺらでいらっ
しゃって、特に天津外国語大学の学長の修剛先生
は、日本語で発表していただいたということであ
りました。
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　個々の先生方の大体は、中国からの留学生、あ
るいは日本からの留学生を中心にして国際化とい
うことをお話ししていただいたのが多かったんで
すけれども、基本的には、いかに教育してという
か、基礎力をつけて、しかも一般教養力をつけた
人を養成して、国際舞台に出していくということ
が必要ではないかということで、まとめることが
できるのではないかなと思います。お話を伺って
いて幾つか驚くようなデータもお示しいただきま
したので、ご紹介させていただきます。
　まず、中国政法大学の副学長の時建中先生のお
話ですけれども、この大学は名前から言って、法
律関係の大学で、例えば中国の憲法を起草したと
きに、この大学を中心にして起草なさったという
ことです。その中で驚いたことは、1905 年から
1908 年に、中国からたくさんの方が日本に来ら
れた。特に法律を学ぶために来られて、そのとき
に法政大学に来られた数が、1,145 人なんですね。
4 年間に中国から法律を学ぶために法政大学に来
られた方が 1,000 人以上いらっしゃったというこ
とで、それをベースの一部にしながらやっておら
れて、今でも、中央大学とか立命館大学とか名古
屋大学と交流を盛んになさっているということを
伺いました。
　ではなぜ、個々の国の独自の法律があるわけで
すけれども、その法律と国際的な視点がいかに大
事かということになりますと、グローバル化して
いろいろな取引が行われたりすると、どうしても
国際的な視点の法律が必要であるというようなこ
とで、その辺の教育が大事だというようなお話を
いただきました。
　2 番目の先生は史先生、東北師範大学の学長先
生でいらっしゃいます。皆さんご存じのとおり、
東北師範大学は吉林にあります大学で、私は一昨
年、伺ったりしたことがあるんですけれども、日
本政府の文部科学省の中国からの国費留学生の
方々に対して、合格しますと、1 年間東北師範大
学で日本語学校、日本の教育をするという大学で
す。私自身東大におりましたときに、国費留学生
が何人も来てくれましたけれども、みんな吉林の
東北師範大学で 1 年間勉強してから来てくれたと
いうことで、その教育はすごいなと思っていたん
です。

　史先生のお話ですと、日本政府の国費留学生と
して日本に来て勉強し、日本に残られた方のうち、
会社のトップになっておられる方がおととい集
まって同窓会をなさったそうです。100 名以上の
同窓生が史先生を囲んで、会われたということを
聞いて、またびっくりしました。やはり中国に帰っ
て活躍なさる方もいらっしゃいますけれども、日
本に残って、また活動なさる中国からの留学生の
方もいらっしゃるなというので、驚いたわけであ
ります。
　そのときに、史先生のおっしゃったことの一番
のポイントは、科学技術には国境がないと。その
ときに、一番大事なのは文化の交流ができるかど
うかと。科学技術という専門分野以外に、その国
の持っている文化の交流をすることがいかにでき
るかということによるというようなお話もいただ
きました。
　今では、学生の方々同士の交流以外に、先生方
同士の交換留学制度も一緒に、一生懸命やりたい
というようなお話でありました。今 10％くらい
であるところを 15％くらいにしたいというお話
がありました。
　筑波大学の辻中先生からは、筑波大学での国際
交流に向けた非常に活発な取り組みについていろ
いろとお話しいただきました。特に、筑波では知
の世界拠点を担う人材を養成すると、国際性とい
うのは当たり前のことなんだということで、国際
化の日常化ができるようにならなければいけない
というような教育をしていくというお話がありま
した。筑波の場所生かして、いろいろな連携大学
院をつくって、特に、つくばイノベーションアリー
ナ（TIA）というのを、今一生懸命やっていらっ
しゃるということのご紹介もいただきました。
　早稲田の内田先生からは、早稲田も皆さんご存
じのとおり、たくさんの交流をなさっておられる
わけですけれども、中国との関係は特に深くて、
中国からの要人が来られると、必ず早稲田大学で
講演をされるのが慣例になっているというような
ご紹介もいただきました。
　特に、このグローバル人材に最も必要なことは
何かと言えば、大学における基礎教育をするとい
うことが、大事ですけれども、キャンパスにいる
だけで、他文化を吸収できるような、理解できる
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ような雰囲気がもう 1 つ大事であり、さらに少人
数教育というのを重視すべきだというお話もいた
だきました。
　天津外国語大学の修学長先生からは、これも驚
くべきデータを教えていただきました。中国にあ
る大学で、日本語の勉強のクラスを持っている大
学の数なんですけれども、466 大学が日本語学科、
日本語のクラスを持っているということで、中国
の中でたくさんの学生の方々が日本語を勉強な
さっているということでありまして、修先生の日
本語のぺらぺらというか、日本語学科の教授をし
ながら学長もなさっているという先生のすばらし
いお話を伺いました。
　例えば、その中の一つ。いかにも文化が違うと、
いろいろな言葉も違うと。例えば、日本人では「沈
黙は金」ということがあります。「沈黙は金」、つ
まりなるべくしゃべらないで、黙っていたほうが
いいんだということですけれども、これがアメリ
カでは「沈黙はきん」と言うのですが、この「き
ん」の字が禁止の「禁」であると。沈黙はだめだ
よということでありまして、そういうような文化
の違いがあるということを理解した人材もつくっ
ていくことが大事だよというようなお話もいただ
きました。そういう点で、異文化交流の時代が来
ているわけですけれども、個々の文化をよく知る
ということもまた大事だというようなお話をいた
だきました。
　西安交通大学学長の鄭先生からは、いろいろな
人材養成にはコミュニケーション力が大事だと。
特に英語の力も大事だよということ以外に、もっ
と重要なことがあるということでありまして、そ
れには一般教養教育がいかに大事であるかと。日
本でも、大学の 1 年生のときに教養課程がありま
すが、あとはしないというのが多いわけです。も
ちろん日本でも見直しが行われつつあると思いま
す。やはり世界の文化を理解する人材がグローバ
ル人材で、世界に行って活躍しなければいけない。
それにはやはり一般教養教育が大事だと。それを
一生懸命やろうというご提案もありました。
　例えば、その西安交通大学でやっていらっしゃ
る、西洋哲学、あるいは宗教学というのは大事だ
よと。では、それを教える先生はだれかといえば、
学内で一番優秀な先生に講義してもらう。つまり、

一番大事な、一番優秀な先生にそういう教養教育
をしていただいていることが大事だというような
お話でした。
　以上であります。

角南　ありがとうございます。
　それでは、各モデレーターの先生方に一言ずつ、
日中の大学の今後の関係のあり方などについて手
短にお話をいただきたいと思います。
　今年はキャンパス・アジア元年ということで、
まさに日本と中国の大学が一緒にアジアの人材を
ともに教育する第一歩を踏み出したわけでござい
ます。
　それでは、松本先生から一言ずつお願いいたし
ます。

松本　一言でまとめるというのは、なかなか難し
いのですが、今まで日本は比較的、西洋を向いて
きたところがございましたが、やはり隣の国とい
かにいい関係を築いていけるかが重要になるわけ
です。日中関係は日本にとって最も重要な関係の
1 つであるという認識に立って、我々もつき合っ
ていかないといけないということが、結論だろう
と思います。

角南　ありがとうございます。
　羽入学長、お願いします。

羽入　先ほども少し申し上げましたけれども、私
どものセッションでは災害というのが共通のワー
ドでございましたので、それを考えた場合にも、
経験の共有をして、そして新しい学問のあり方、
あるいは大学間連携のあり方、国との連携のあり
方というのを考えていく。これは、非常に緊急か
つ必須の課題であるということを再認識したの
が、今回の印象でございます。

角南　ありがとうございます。
　佐藤先生。

佐藤　来年、日中国交正常化 40 周年を迎えます
けれども、ほんとうに今、先ほどキャンパス・ア
ジアのご紹介もありましたが、日中韓も含めて、
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それぞれの自分たちの立ち位置をもう一度再確認
すべき時期に来ているのではないかと思っていま
す。

角南　ありがとうございます。
　最後に藤嶋学長、どうぞ。

藤嶋　中国もすごい発展をなさっていて、私も最
初に伺ったのは三十何年前ですけれども、そのみ
はるような発展をなさって、科学技術も世界の超
一流になっておられるということで、やはり中国
と日本との関係、さらにアジア全体、韓国あるい

はほかのアジアの国と一緒にやっていくというの
が、緊急の課題ですので、仲よく、お互いにうま
く向上するような関係をずっと続けていくことが
できればいいなと思っております。

角南　ありがとうございました。
　これで、全体会合はこれで終わりにしたいと思
います。シンポジウムの全体総括は、この後、有
馬先生にお願いしてありますので、有馬先生にお
任せしたいとは思っております。
　それでは、今日は長い間、皆さんお疲れさまで
ございました。
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　ただいまご紹介にあずかりました有馬朗人で
す。どうぞよろしく。
　中国からは白章徳先生をはじめ、大勢おいでく
ださいまして、誠にありがとうございました。第
2 回日中大学フェア及びフォーラムの開催が、こ
のように盛大に行われましたことを心からお喜び
申し上げます。
　現在、日本、中国両国間の交流、とりわけ、日
中大学間の交流と連携が極めて重要な役割を果た
すと考えられております。私は、今回のイベント
が今後の日本にとっても中国にとっても非常に重
要であると考えております。これほど、大きな規
模の日本、中国の大学人が集まるようなイベント
は、今回が初めてではないでしょうか。特に今回
は昨年に比べてさらに発展した 2 回目であり、よ
り多くの大学が参加してくださることとなり、誠
に素晴らしいことです。やっと、このようなこと
ができるようになりましたことを私は心から喜ん
でおります。日本も中国も強くなってきました。
すばらしく伸びたと思います。互いにここまでよ
く努力をしてきたものだと思います。
　私が初めて中国に参りました 30 年前、それか
ら 20 年、10 年前と今日まで見守って参りました。
30 年前は大変中国も困難な状況に直面しておら
れましたが、今日までよく発展されたと思います。
　一方日本ですが、私が学生当時の 1947、8 年か
ら 50 年、そして 1960 年、1970 年代の日本の大
学の惨めさということを考えますと、やっと今日、
日本の大学も世界の大学と一緒になって活躍する
ことができるようになったことを心から喜んでい
る次第であります。今、日本は大変調子が悪いと
言っていますけれども、昔に比べたら状況ははる
かに良いです。そういうことを考えますと、日本
も大いにこれから活力を持って活躍をしていただ
きたいと思います。
　ともかく日本も中国も大学がかくのごとく交流

ができるように、活力を持ったことを本当に嬉し
く思っております。さらにあともう一歩を期待し
たいところです。世界の大学ランキングを見ます
と、日本も中国も決して高くない。けしからんこ
とです。アジアの特徴を生かした大学のランキン
グを考えて、世界の中で中国、日本の大学のラン
キングが上位に来るように皆さん、ひとつ大いに
頑張っていただきたいと期待をしております。私
はあと、2、30 年生きるつもりでおりますので、
その間にぜひ、世界で 1 番、2 番、3 番は日本、
中国の大学が占めるという方向にお進みいただき
たいと思います。
　この 30 年間の中国の飛躍は、今申しましたよ
うに大変すばらしいものだと、いつも、いつも感
心しております。今回もこのフェアでもって中国
の大学の進展状況がよくわかり、我々は大変印象
深くお聞きした次第であります。その中国が、か
くのごとく著しい経済発展をなし遂げ、現在もさ
らに躍進をしている原動力の 1 つは、明らかに人
材育成と科学技術にあると考えます。中国政府は
科学技術と教育を国を興すための最重点課題とし
て取り上げ、一貫して科学技術の振興と教育の拡
充を強力に進めてまいりました。その結果、中国
の大学は中国の発展の中核になり、高等教育人材
の育成、産業イノベーションの源となっておりま
す。
　中国の学生諸君、特に大学院の学生諸君、さら

全体講評

有馬朗人（武蔵学園学園長、元文部科学大臣）
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にまた若い研究者の皆さんの活力は非常に高く、
会うたびに感心しております。この 20 年ほど、
中国の大学院の学生や研究者とずっと共同論文を
書いておりますけれども、その熱心さに毎回感銘
を受けるのです。
　一方、日本の若者には少し弱いところ、元気が
ないように感じますので、日本の大学の先生方、
ぜひとも若者をもう少し励ましていただいて活力
を与えていただきたい。
　褒めることが一番大切ですから、褒めて活力を
伸ばすようにしていただきたいと思います。
　それにしても、私は大変残念に思っていること
が 1 つあります。その前に、喜んでいることはこ
の 20 年、日本の科学技術の研究費が昔に比べた
ら相当程度伸びてきたことであり、この点に関し
ましては関係された人々に心から感謝を申し上げ
たいと思いますが、高等教育費の少なさ加減には
驚くべきであります。高等教育、大学教育に出す
教育費、国や地方自治体による公的財政支出は、
GDP で見ますと 0.5％です。この 20 年間、世界
最低です。やっと最近、殊勝な国が現れて、0.5％
を切るような国が 1 国現れましたので、日本が下
から 2 番になったということですが、褒めたもの
ではない。依然として 0.5％で非常に少ない。教
育に当たる方々、大学の教育に当たる方々、そし
てマスコミの方々、ぜひとも、日本の高等教育費
を上げるべくご尽力賜りたいと思います。初中教
育も決して高くありません。何とかして日本の教
育費を上げなければ、日本の将来はない、日本の
大学の将来は暗いと私は心配しているわけです。
　さて、このように進展著しい中国の大学に対し
まして、我が国の産業界、大学・研究機関が様々
な分野でどのように今後、連携していくか、議論
を深めていくことが大変重要でございます。今回
のフォーラムがそれに大変お役に立ったのではな
いかと思っております。より広く考えますれば、
日中協力のみならず、中国の豊富な人材を世界が
いかに活用するべきかという課題が、今日の世界
の最もホットな話題になっております。中国から
さらに多くの留学生が日本の大学に来ていただく
ように努力していかなければなりませんし、そし
てそれ以上に日本の若者が、欧米のみならず中国
にも益々留学していくようにしていかなければな

らないと思います。お互いに協力する上で一番重
要なことは、お互いに知り合い、友達になり、親
しくなることであります。そう意味で若者がより
一層熱心に外国に出かけるような雰囲気をつくっ
ていただきたいと思います。
　日本も中国もこれからは国際化をより真剣に考
えなければならないと思います。今は、アジアの
国、アジアの時代であります。アジアが相互に信
頼し合って、積極的に優れた研究者を日本にお呼
びし、今申しましたように、一方、日本の優れた
研究者が中国に進出していくべきだと思います。
　中国の大学は、国際化を非常に一生懸命やって
おられます。日本の大学ももっと国際化に真剣に
取り組んでいただきたい。国際化という言葉をど
こでも耳にいたしますが、本当の意味での国際化
には程遠い状況です。言葉だけではなく、真に実
効性のあるようなことをやっていただきたい。国
際化がいかに遅れているかを示す一番良いイン
ディケーターは、外国人教員の日本人教員に対す
る比率です。東京大学も含めてこれはまだ 10％
もいっているか、いっていないかという大変残念
な状況です。一流の大学は、この比率を 30％く
らいに上げてみてはいかがでしょうか。本当の国
際化をしているかどうかは、今後優れた外国人の
日本人の教員に占める割合を 30％以上にしてい
るかどうかで判断なさったらどうでしょう。国際
化については、そのくらいの努力をしていくべき
だと思う。この点は中国においても検討課題に
なっていくと思います。
　さて、初日の冒頭で、吉川先生から人類が直面
している問題についてのご指摘がありました。そ
の点についてちょっと申し上げてみたいと思いま
す。
　21 世紀はアジアの時代であり、アジアの科学
技術をもっと進めていかなければなりませんが、
特に協力をしなければならないことがあります。
吉川先生の言われたことでありますが、地球温暖
化の問題をどう解決するか。二酸化炭素をどう
やって減らすか。こういう努力をどうするか。ま
た、化石燃料、石油、石炭、天然ガスがなくなる
ことは火を見るより明らかなことであります。使
用状況によっては 100 年持つか、50 年持つか、
30 年か、これはいろいろな推測がまだあります
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けど、枯渇することは明らかです。それに対して
どう対処するか。
　そして一方、アジア諸国、特にインド、中国は
今後さらに経済発展をなさるでしょう。エネル
ギーが必要なことは、これまた火を見るより明ら
かであります。そのエネルギーをどうやって確保
するか。二酸化炭素を出さないエネルギーをどう
確保していくか。そのためには、原子力を何とか
安全に使わなければならない。そしてまた、再生
可能なエネルギーを開発していかなければなりま
せん。
　こういうことに関し、中国と日本の研究者が一
堂に会して一緒に研究を行っていただくことを心
から望む次第であります。そして、水資源の不足
も必ず起こるでしょう。食糧不足も必ず起こるで
しょう。今後、世界の人口は、今、60 数億であ
りますが、やがて 80 億、90 億になる可能性がある。
食糧不足をどう防ぐか。こういう人類が直面して
いる極めて深刻な問題を解決するのは科学技術し
かないわけです。人文社会の技術も含めて、科学

しかない、技術しかないわけでありますから、皆
さんが英知を絞って人類が直面している問題を解
決していただきたいと思います。
　そして、人類が平和で幸せに暮らせるように、
ひとつ皆さん、総力を挙げて協力してご努力賜り
たいと思います。皆さんの力を私は心から信頼し
ております。皆さんがこれからご活躍になって、
大いに世界のためにご貢献なさることを心から祈
念しております。
　最後になりますが、本フェア並びにフォーラム
の開催に当たりまして、共催団体はもとより、後
援団体、協賛企業、その他の方々に多大なご支援
を賜りましたことを心から御礼を申し上げます。
ここで改めて関係者に御礼を申し上げたいと思い
ます。また、裏方をずっとやってくださった日本
の科学技術振興機構の中国総合研究センターの皆
さんに心より感謝をいたしまして、私のご挨拶と
いたします。
　本当におめでとうございました。そして、あり
がとうございました。
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